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午前10時０分開会

出 席 議 員（34名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

19番 野 﨑 幸 士 （宮崎県議会自由民主党）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

欠 席 議 員（１名）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長  大 東   収

政 策 調 整 監  川 畑 敏 彦

総 務 部 長  田 中 克 尚

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕

環 境 森 林 部 長  長谷川   武

商工観光労働部長  児 玉 浩 明

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎

会 計 管 理 者 渡 邉 世津子

企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

公 安 委 員 長  松 山   昭

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

代 表 監 査 委 員  川 野 美奈子

人事委員会委員長  桑 山 秀 彦

事務局職員出席者

事 務 局 長  児 玉 洋 一

事 務 局 次 長  佐 藤 雅 宏

議 事 課 長  関 谷 幸 二

政 策 調 査 課 長  山 崎 孝 明

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人

議事課議事担当主幹  池 田 憲 司

議 事 課 主 任 主 事  前 鶴 彩 友

議 事 課 主 任 主 事  黒 木 燿一朗

令 和 ８ 年 ６ 月 ５ 日 （ 金 曜 日 ）
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令和８年６月５日(金)

◎ 開  会

○外山 衛議長 これより令和８年６月定例会

を開会いたします。

 本日の会議を開きます。

◎ 会議録署名議員指名

○外山 衛議長 会議録署名議員に、日髙陽一

議員、脇谷のりこ議員を指名いたします。

◎ 議会運営委員長審査結果報告

○外山 衛議長 まず、会期の決定について議

題といたします。

 本定例会の会期日程に係る議会運営委員長の

審査結果報告を求めます。議会運営委員会、川

添博委員長。

○川添 博議員〔登壇〕 おはようございま

す。御報告いたします。

 去る５月29日の議会運営委員会において、本

日招集されました令和８年６月定例会の会期日

程等について協議いたしました。

 本定例会に提案されます知事提出議案は合計

25件、その内訳は、補正予算２件、条例７件、

予算・条例以外16件であります。このほか10件

の報告があります。

 これらの提出議案の内容等を踏まえ、当委員

会において審査した結果、会期は、本日から６

月23日までの19日間とすることに決定いたしま

した。会議日程は、お手元に配付されておりま

す日程表のとおりであります。

 本定例会は、６月10日から５日間の日程で一

般質問を行います。一般質問終了後、人事案件

を採決し、その他の議案・請願については、所

管常任委員会への付託を行います。６月17日及

び18日の２日間で各常任委員会を開催し、６月

23日、最終日の本会議で、付託された議案・請

願の審査結果報告及び採決を行います。

 なお、議員から提出される議案の取扱い及び

特別委員会については、日程表に記載のとおり

であります。

 議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

 以上で当委員会の報告を終わります。〔降壇〕

○外山 衛議長 議会運営委員長の報告は終わ

りました。

 質疑の通告はありません。

◎ 会期決定

○外山 衛議長 会期についてお諮りいたしま

す。

 本定例会の会期は、ただいまの議会運営委員

長の報告のとおり、本日から６月23日までの19

日間とすることに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

◎ 議案第１号から第23号まで、報告第１号

   及び第２号上程

○外山 衛議長 次に、お手元に配付のとおり、

知事から、議案第１号から第23号まで、報告第１

号及び第２号の各号議案の送付を受けましたの

で、これらを一括上程いたします。〔巻末参照〕

◎ 知事提案理由説明

○外山 衛議長 ここで、知事に提案理由の説

明を求めます。
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令和８年６月５日(金)

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。

 令和８年６月県議会定例会の開会に当たり、

ただいま提案いたしました議案の御説明に先立

ち、３点御報告を申し上げます。

 １点目は、新たに供用を開始した「ひなた

ＴＥＮＮＩＳ ＰＡＲＫ ＭＩＹＡＺＡＫＩ」と

「アスリートタウン延岡アリーナ」についてで

あります。

 これらの施設は来年開催される「日本のひな

た宮崎 国スポ・障スポ」に向けて整備し、３

月と４月にそれぞれ全面供用を開始しました。

 「ひなた ＴＥＮＮＩＳ ＰＡＲＫ ＭＩＹＡ

ＺＡＫＩ」は、屋外コート18面と天候に左右さ

れないインドアコート６面の計24面全てを国際

水準のハードコートに一新し、より快適にテニ

スが楽しめる環境を整備しております。先般、

本県で初めて開催された男子・女子の国際テニ

ス大会では、世界レベルの選手による熱戦が繰

り広げられ、県内外から訪れた観客を魅了しま

した。女子大会のゼネラルプロデューサーを務

めた伊達公子氏からも、「全てにおいて世界水

準のコート」との高い評価をいただくなど、テ

ニスの西の聖地を目指す施設にふさわしいス

タートとなりました。

 また、「アスリートタウン延岡アリーナ」

は、メインアリーナとサブアリーナ、多目的室

及びトレーニングルームを完備し、県民の皆様

の日常的な利用から様々な屋内競技まで、幅広

く御利用いただける施設となっております。今

月には、宮崎国スポのリハーサル大会として、

第76回全日本実業柔道団体対抗大会が開催され

る予定です。

 この２つの施設を含め、国スポ・障スポに向

けた県有主要施設は、おかげさまで全て完成す

ることができました。

 これらの施設が、県民の競技力向上や健康増

進等に生かされるとともに、「スポーツランド

みやざき」の新たな拠点として、本県が目指す

スポーツによる地域振興を牽引していけるよ

う、今後も各種大会や合宿などの誘致に積極的

に取り組んでまいります。

 ２点目は、「インドネシア政府等との連携合

意締結」についてです。

 先月12日、インドネシアを訪問し、インドネ

シア政府等と「人材の育成・送出し・受入れに

係る連携合意書」を締結しました。

 県議会を代表して山下寿副議長にお立ち会い

いただき、インドネシアとの関係構築・強化に

向け、本県が一体となって取り組んでいく姿勢

を示すことができました。

 また、昨年度の外国人材確保・雇用対策特別

委員会における提言をはじめ、県議会における

様々な御議論の結果、今回の締結に至ることが

できたものと考えており、改めて感謝申し上げ

ます。

 人口約２億8,000万人を擁するインドネシア

は、平均年齢が30歳代と若年人口が多く、日本

での就労意欲も高いことから、本県が求める人

材を安定的に確保し、本県産業を支える人材と

して活躍いただけるよう、今後ともインドネシ

ア政府や関係機関との連携を深め、必要な環境

を整えてまいります。

 ３点目は、「日台観光サミットの本県開催」

についてであります。

 先月29日、台湾で開催された「日台観光サ

ミットｉｎ苗栗」において、同サミットの来年

の開催地が本県に決定されました。

 日台観光サミットは、日本と台湾双方の政府

や観光関係者が一堂に会し、日台観光の今後の
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相互交流の拡大に向けた意見交換を行うイベン

トで、年に１回、日本と台湾で交互に開催され

ています。日台間の相互訪問者数が過去最高を

更新する絶好のタイミングでの開催となり、観

光面をはじめ様々な分野でのさらなる関係強化

が期待され、台北との定期便が運航する本県に

とって、極めて意義深いものと考えておりま

す。

 県といたしましては、主催者である日本観光

振興協会に対し重ねて誘致活動を実施してきた

ところであり、今回の決定は、本県のＭＩＣＥ

環境はもとより、スポーツや観光等を通じた民

間交流や、新竹県、桃園市、台中市との友好交

流協定の締結など、様々な交流を進めてきた結

果と受け止めており、大変うれしく思っており

ます。県議会をはじめ、台湾との交流に御尽力

をいただいた関係者の皆様に、深く感謝申し上

げます。

 先月、台湾で開催されたサミットには、佐藤

副知事が出席し、本県の神話や自然、食など

様々な魅力を紹介し、宮崎らしい、おもてなし

の心で参加者をお迎えする旨、宣言したところ

であります。

 開催日程などの詳細はこれからになります

が、今後とも、関係自治体などと一体となっ

て、サミットの成功に向け、しっかりと準備を

進めてまいります。

 それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

 初めに、補正予算案についてであります。

 補正額は、一般会計14億607万6,000円、公営

企業会計800万円であります。この結果、一般

会計の予算規模は6,913億5,607万6,000円とな

ります。今回の補正予算による一般会計の歳入

財源は、国庫支出金10億2,356万4,000円、繰入

金３億1,392万円、諸収入399万2,000円、県債

6,460万円であります。

 続きまして、今回の一般会計補正予算案に計

上した主な事業の概要について御説明いたしま

す。

 まず、「自然公園等施設災害復旧事業」は、

国が本県の要望を受け、自然公園等の災害復旧

事業を新たに創設したことに伴い、あらかじめ

復旧を行うための経費を措置するものです。

 次に、「鳥獣被害対策アップデート事業」

は、市町村等に対して、鳥獣の侵入防止柵の整

備に要する費用の補助等を行うとともに、野生

イノシシの豚熱感染拡大の影響を受けているジ

ビエの利活用推進等に取り組むものです。

 次に、「県立高等学校等教育改革体制強化事

業」は、県立高校等における教育改革の推進に

向け、先行事例を踏まえた実行計画の策定や高

校魅力化に関する評価・分析等を行うもので

す。

 次に、「宮崎県体育館解体工事実施設計」

は、宮崎県体育館の解体工事に係る設計を行う

ものです。

 このほか、国庫補助事業の決定等に伴う事業

を計上しております。

 次に、予算以外の議案について御説明申し上

げます。

 議案第３号は、総務省令が改正され、地域再

生法に基づく県税の課税免除等の適用期限が延

長されたことに伴い、関係規定の改正を行うも

のです。

 議案第４号から第６号まで及び議案第９号

は、地方自治法等の改正に伴い、関係規定の改

正を行うものです。

 議案第７号は、前期高齢者交付金及び後期高

齢者医療の国庫負担金の算定に関する政令が改
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正されたことに伴い、関係規定の改正を行うも

のです。

 議案第８号は、幼保連携型認定こども園の学

級の編制、職員、設備及び運営に関する基準等

の改正に伴い、関係規定の改正を行うもので

す。

 議案第10号から第16号までは、工事請負契約

の変更について、議会の議決に付するもので

す。

 議案第17号は、宮崎県東京ビルの県施設部分

の取得額の変更について、議会の議決に付する

ものです。

 議案第18号は、宮崎県総合計画の変更につい

て、議会の議決に付するものです。

 議案第19号は、公安委員会委員、山下恵子氏

が８月７日をもって任期満了となりますので、

その後任委員として山崎里都子氏を任命いたし

たく、議会の同意を求めるものです。

 議案第20号及び第21号は、収用委員会委員２

名が７月18日をもって任期満了となりますの

で、新井貴博氏を再任するとともに、増田良文

氏の後任委員として近藤央国氏を任命いたした

く、議会の同意を求めるものです。

 議案第22号は、欠員が生じていた収用委員会

予備委員１名に長友𫟯俊氏を任命いたしたく、

議会の同意を求めるものです。

 議案第23号は、県立看護大学が令和９年度か

ら特定行為研修を組み込んだ認定看護師教育課

程を開講することに伴い、徴収する料金の上限

を変更することについて、議会の議決に付する

ものです。

 次に、報告第１号及び第２号は、地方税法等

の一部改正により、自動車税環境性能割の廃止

等が４月１日から施行されたことに伴う宮崎県

税条例の一部を改正する条例外１件の専決報告

であり、早急に対応する必要があることから専

決処分を行ったものです。

 今回提案いたしました議案の概要については

以上であります。

 なお、長期化が懸念される中東情勢の本県へ

の影響につきましては、現在、関係団体や事業

者等へのヒアリングを随時実施するなど情報収

集を継続するとともに、事業者向け相談窓口の

設置、農業や中小企業の融資制度における対応

等を行ってきております。

 また、私自身も先月22日、外山衛議長と共

に、自民党の鈴木俊一幹事長に対し、燃料油・

石油関連製品の供給確保や、緊急的激変緩和措

置の継続、生産者や中小企業者等への支援策や

重点支援地方交付金の追加交付などの措置を国

において講じるよう、要望してまいりました。

 今週、国において、中東情勢を踏まえた地方

への重点支援地方交付金を含む補正予算案が国

会に提出され審議されておりますが、本県とし

ても迅速かつ適切に対応すべく、国の動向を注

視し、今議会への補正予算の追加提案も含め検

討してまいります。

 議員の皆様におかれましては、よろしく御審

議のほどお願いいたします。〔降壇〕

○外山 衛議長 知事の説明は終わりました。

 明日からの日程をお知らせいたします。

 明日６日から９日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

 次の本会議は、10日午前10時から、一般質問

であります。

 本日はこれで散会いたします。

   午前10時16分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（35名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長  大 東   収

政 策 調 整 監  川 畑 敏 彦

総 務 部 長  田 中 克 尚

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕

環 境 森 林 部 長  長谷川   武

商工観光労働部長  児 玉 浩 明

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎

会 計 管 理 者 渡 邉 世津子

企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

監 査 事 務 局 長  長 友 修 一

人事委員会事務局長  柏 田   学

事務局職員出席者

事 務 局 長  児 玉 洋 一

事 務 局 次 長  佐 藤 雅 宏

議 事 課 長  関 谷 幸 二

政 策 調 査 課 長  山 崎 孝 明

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人

議事課議事担当主幹  池 田 憲 司

議 事 課 主 任 主 事  前 鶴 彩 友

議 事 課 主 任 主 事  黒 木 燿一朗

令 和 ８ 年 ６ 月 1 0 日 （ 水 曜 日 ）
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◎ 一般質問

○外山 衛議長 これより本日の会議を開きま

す。

 本日の日程は一般質問であります。

 ただいまから一般質問に入ります。

 質問についての取扱いは、お手元に配付の一般

質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

 質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、坂口博美議員。

○坂口博美議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。ただいまから一般質問を行います。

 2025年１月に２度目のアメリカ大統領に返り

咲いたトランプ氏は、その就任演説の中で「米

国がこれ以上付け込まれることを許さない」と

宣言し、戦後の世界秩序の終えんを示唆いたし

ました。

 そしてまた、ルビオ国務長官は、公聴会での

発言の中で、国際主義と普遍主義を危険な妄想

と断じ、自国の核心的利益を最優先とする国益

至上主義への転換を宣言しております。

 つまり米国は今、普遍的価値や国際協調を重

視する外交から力と取引とを軸にした外交、言

い換えるなら、平和の番人たるべく世界の警察

的外交から現実主義的国益優先外交へと、その

姿勢を変容させつつあります。

 そもそもアメリカが主導して構築し維持して

きた、国連を中心とする法による支配や自由貿

易などを基本ルールとする世界秩序を脱しての

トランプ大統領によるこのような外交姿勢は、

様々な形で世界に影響を及ぼしており、今後は

さらにその深刻さを増すのではなかろうかと、

私は今、大きな心配を抱いております。

 さて、これらの懸念を感じる中、今年２月28

日、米国はイスラエルと共に、ついにイランへ

の軍事攻撃を開始しました。

 なお、米国はその大義を、イランによる核兵

器開発の阻止及び核合意交渉への再復帰を迫る

ための行動であるとし、力と取引とによる解決

へとスタートを切ったのであります。

 その結果、この攻撃は、世界のエネルギー価

格の高騰やホルムズ海峡の封鎖に伴う莫大な経

済損失、さらには中東全域での紛争の拡大など

を生じさせ、極めて深刻な影響を全世界へ与え

続けております。

 例えばその一例として、国連によれば、アジ

ア太平洋地域だけで47.5兆円もの経済的損失が

出るとの試算を公表しておりますが、実は私も

去る４月15日に、車の修理を発注したところ、

ホルムズ海峡封鎖の影響で塗料やシンナーなど

が入手できず、完成までには１か月以上を要す

ると言われ、まさかとは思いましたが、結果は

そのとおりとなりました。

 イラン戦争は私の車の修理にまで影響するの

か、グローバル経済とはこのようなことなのか

と改めて考えさせられたところであります。

 そしてまた、米国を唯一の同盟国とし、原油

の９割を中東に頼る我が国にとり、この戦争が

及ぼす影響は、今後の展開次第では一層厳しい

状況にもなりかねないと案ずるところでもあり

ます。

 もちろん、このことは一自治体の責任などに

よるものではありませんが、この問題が県民に

及ぼす影響については、知事にあっては、その

責任において、県民生活を守ることに万全を期

してもらわねばなりません。

 知事はこれら中東情勢の国際問題が今後どう

動いていくと予測しておられるのか、そして、

それは私ども県民の生活にどのような影響を与

えることになるのか、この問題の対応に係る考
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え方と併せ伺います。

 そしてこの際、世界秩序が大きく変容しつつ

ある中で、世界平和の維持に対する知事の思い

についてもお尋ねしておきます。

 以上で壇上の質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

 まず、国際問題についてであります。

 世界では、ロシアによるウクライナ侵略や米

国でのトランプ政権の発足など、自国第一主義

の台頭により、自由貿易の根幹が揺るがされ、

世界経済の不確実性がこれまでになく高まって

きております。

 また、県内を見ますと、長らく続く物価高に

中東情勢が追い打ちをかけ、エネルギー価格の

高騰や、原材料・資材の供給の不安定化・価格

上昇により、県民生活や事業活動に様々な影響

が出始めております。

 グローバル化やデジタル技術の進展により、

人・物・金の動きが国境を越えて活発になる

中、先ほどは議員御自身の経験、具体例を御紹

介いただきましたが、今や世界の動きが私たち

の地域社会に直接影響を及ぼす時代であること

を改めて認識し、対応していく必要があるもの

と考えております。

 このため、先般、本県知事として、燃料油・

石油関連製品の供給確保や、ガソリン等の緊急

的激変緩和措置の継続、重点支援地方交付金の

追加交付等を国へ要望するとともに、九州地方

知事会におきましても、会長としての判断で、

国への特別決議案に「中東情勢に伴う影響への

対応」を急遽追加して提言するなど、地方のた

め、そして何より宮崎のために行動したところ

であります。

 現在の世界経済の混乱は今後も継続し、県内

への影響がますます深刻化する可能性がありま

す。このため、私は、県民の暮らしや産業を守

り抜くという強い決意の下、国に対しては、あ

らゆる機会や立場を利用し、必要な対策や財源

確保を求めるとともに、県としても迅速かつ適

切な対応に努めてまいります。

 次に、世界秩序についてであります。

 戦後の世界は、国際協調と法の支配を基軸と

して平和が目指され、この積み重ねられた秩序

が、経済の安定や人々の自由な活動を支えてき

たものと認識しております。

 一方で、激動する現在の国際情勢において

は、大国主義的な姿勢が強まる中で、国家間の

利害調整や課題解決の手段として、力と取引を

軸とした外交手法が常態化しつつあると強い危

惧を抱いております。

 歴史が培ってきた協調の枠組みか、あるいは

力による抑止か均衡か、世界秩序の在り方につ

いては、複雑な情勢下において様々な考え方も

あろうかと受け止めております。

 しかしながら、そうした中にあっても、対話

を前提とした公正な秩序の下で、誰もが脅かさ

れることなく平穏に暮らせる状態を維持してい

くことが、世界平和を考える上で最も重要であ

ると考えております。

 私としては、平和の尊さを深く胸に刻みつ

つ、こうした世界情勢の大きな変化を注視しな

がら、県政を担う立場として、県民の皆様の命

と暮らしを守るために全力で取り組んでまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

○坂口博美議員 壇上質問に関連して、農業、

水産業への影響と対応について伺います。

 「農は国の基なり」とか「農は万業の大本な

り」という言葉があります。これらは、古くは
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中国唐の時代の皇帝の訓戒の書、「帝範」に由

来する言葉であります。

 そしてまた、我が国でも農政家として大変有

名な二宮尊徳が提唱した報徳思想に説かれてお

り、今日では、食料安全保障の言葉が表すよう

に、その意義が国家の基本理念として広く再認

識されてきております。

 このような理念の下、本県では、昭和35年の

防災営農計画を皮切りに、本県の気候に合わせ

て早期水稲や施設園芸、畜産を導入し、先人た

ちの努力により全国有数の食料基地にまで発展

してきており、農業や水産業は、本県の基盤と

してなくてはならない基幹産業となっておりま

す。

 しかしながら、その農業や水産業が中東情勢

により、今大きく揺らいでおります。中東情勢

の緊迫化を背景に、農業や水産業で使用する燃

油価格は既に高騰し、ＪＡやＪＦをはじめとす

る農水産業の関係者によると、今後、ナフサを

原料とするハウス用ビニール、マルチ、畜産用

ラップ、漁網等の生産資材が20％から40％値上

がりする見込みとのことであり、そしてまた、

受注制限により今後の作付に必要な量の確保も

不透明な状況だとも伺っております。

 さらには、肥料や飼料等も値上げされる見込

みだとされており、このような状況下では、事

業継続を諦める生産者が増加し、本県の基幹産

業の崩壊にもつながりかねないとの強い危機感

を禁じ得ないのであります。

 知事は、この極めて重大な局面をどのように

認識しておられるのでありましょうか。現状を

看過せず、生産現場の不安を払拭し、秋以降の

作付や今後の生産活動を断念させないための実

効性ある対策を即刻講じるべきであります。

 農業や水産業への中東情勢による影響を踏ま

え、どのような覚悟を持ってこの事態に対応さ

れるおつもりか、知事の思いのほどをお聞かせ

ください。

○知事（河野俊嗣君） 本県における農業や水

産業は、２次・３次産業の基盤となり、地域の

経済と社会の根幹をなす基幹産業であります。

 私は、農業や水産業を成長産業として、次代

へと着実に継承していくことこそが、県勢の発

展につながるものと確信しております。

 現在、中東情勢の緊迫化に伴う燃油等の価格

高騰は、農業や水産業の経営基盤を脅かす深刻

な事態を招いております。

 まずは、令和８年２月補正予算で措置した物

価高騰対策事業の早期執行に努めるとともに、

相談窓口の設置、資金繰り支援等を実施してい

るところであります。また、５月22日には、私

が直接国に対策を要望してまいりました。

 しかしながら、資材価格の高騰に加え、供給

そのものの不透明感も増しております。生産者

からは、秋以降の作付など、今後の営農や漁業

経営の継続に対して、強い不安の声をお聞きし

ております。また、関係団体からは、さらなる

支援について要請を受けたところであります。

 こうした現場の切迫した状況を肌身で感じ、

本県の基盤を左右する重大な局面にあるという

危機感から、現在の物価高騰対策に加え、今後

の中東リスクを踏まえた一層の対策強化の必要

性を強く認識しております。

 私は、本県の農業や水産業を何としても守り

抜くという確固たる決意の下、９月定例会に向

け、具体的な支援策を取りまとめ、たとえ県費

を投入してでも必要な対応を行ってまいりま

す。そのような覚悟であります。

 引き続き、生産者が将来に希望を持ち、安心

して経営を継続できるよう、しっかりと取り組
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んでまいります。

○坂口博美議員 ９月定例会に向けて、県費を

投入してでも対応を行っていくと、強い決意を

示してくださいましたし、大変ありがたいこと

だと思っております。

 しかし、ただそれだけでは間に合わないので

はないかと思うんです。現場は待ったなし、今

すぐ取り組まなければならない状況にありま

す。

 そのような中、去る６月５日、国において、

中東情勢の不安定化に対し、万全の備えを取る

ための補正予算が成立いたしました。

 このうち、予算額のほとんどを占める約３兆

円が、柔軟に活用できる予備費として計上され

ております。９月定例会を待たずとも、知事が

関わっておられる社会保障国民会議の場などを

活用し、この補正予算の具体的な使途や配分な

どを早急に政府に求めていただきたいと思って

おります。

 知事のさらなる努力に期待を込め、今申し上

げました社会保障国民会議に関し伺ってまいり

ます。

 この会議は、国民の受益と負担に深く関わる

給付付き税額控除や食料品の消費税率ゼロを含

めた社会保障と税の一体改革について、国民に

も見える形で検討を進めるためとして、第２次

高市内閣により設置された超党派の会議体であ

ります。

 そして、これら改革の制度化に当たっては、

専門的・技術的な論点の検討が必要であるとし

て、国民会議の下に有識者会議を設けておりま

す。なお、この有識者会議は12名の構成員から

成っており、その中に、地方代表の立場からと

して河野知事が加わっておられます。

 今後この場では、様々な立場からの意見が活

発になされるものと思われますが、当然なが

ら、ここで得ることとなる協議結果は、いわゆ

る骨太方針への反映を経て、制度の閣議決定、

そして法案提出へと流れていくことになろうか

と思います。

 このように、この有識者会議は、私たちの

日々の暮らしに直結する制度の内容に影響を与

え得る極めて重要な場であり、ここでなされる

協議内容には重かつ大なる関心を持っておりま

す。

 ところで当該会議は、本年３月24日の初会合

の中で、これからは１～２週間に１回のペース

で会合を開き、今年の夏までに中間取りまとめ

を行うことなどを確認したようでありますが、

これまでの協議内容にはどのようなものがある

のか、また、知事御自身が何を発言されている

のか、さらにまた、この有識者会議に対しては

どのように評価されているのかお聞かせ願いま

す。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘の国民会議の下

に、閣僚等から成る実務者会議と、それから学

識経験者等から成る有識者会議、この２つが置

かれまして、実務者会議においてまずは食料品

消費税率ゼロについて議論を行い、有識者会議

のほうで給付付き税額控除の論点整理を行う、

そのような役割分担で現在議論を進めておりま

す。

 御指摘のとおり、有識者会議は、今後の県民

の暮らしにも直接影響します給付付き税額控除

の制度設計等について議論する重要な場であり

ますことから、地方代表としてそこに参画する

ことの重責を重く受け止めているところであり

ます。

 これまで有識者会議は、３月24日から５月19

日にかけて計６回開催され、給付付き税額控除
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につきまして、諸外国の制度とも比較しなが

ら、政策目的や支援対象の在り方、給付を先行

させることの是非、事務執行の在り方などを議

論してまいりました。

 私は、今後も人口減少が進む中で、社会保障

制度や財政運営を持続可能なものとするために

も、給付付き税額控除の導入による抜本的な改

革が必要であると考えております。

 ただ、なぜこれまで導入が難しかったのかと

いうことを考えますと、所得や資産を把握する

仕組みというものが十分整っていないというこ

とでありまして、そういうあるべき制度を実現

するには、数年程度の時間を要するということ

がございます。

 そのため、何よりもまず、地方代表として地

方財政への十分な配慮が必要であるということ

を申し上げるとともに、最終的にこのような理

想的な制度を目指すんだという姿をしっかりと

お見せしながら、第１回の会議で私が申し上げ

たんですが、小さく産んで大きく育てる、そう

いう発想でその理想型を丁寧に国民に説明する

とともに、その先のロードマップも丁寧に説明

して、国民の理解と協力を得た上で、制度の精

緻化を図っていくべきであることなどを訴えて

まいりました。

 また、あわせて、重大なポイントとしまし

て、事務執行につきましても、過去の給付金の

際に、県内市町村においても大きな事務負担が

生じたという声も踏まえ、無理のない仕組みと

すべきであるということを申し上げてまいりま

した。

 私としましては、この有識者会議について、

地方の意見にも十分配慮しながら論点整理が進

められていると、そのような評価をしていると

ころであります。その上で、今後の制度設計や

その執行段階において、地方からの意見をしっ

かりと反映させていくためにも、国と地方の間

で協議や調整を行う場が必要だと考えておりま

して、引き続き、国に対して丁寧な議論、そし

て対応を求めてまいります。

○坂口博美議員 大変複雑難解な場だなという

のを改めて認識したんですが、地方の立場か

ら、徹底してここでは物を申していただきたい

と思います。

 先日の報道ですけれども、政府・与党は、食

料品の消費税減税をめぐり、来年４月から税率

を１％に引き下げる案を検討しているとありま

した。物価高に苦しむ国民の負担軽減を図ると

いう大義には大いに賛成でありますが、現在の

議論の進め方を見ますと、「租税は、国民の総

意の代表である国会が定めた法律によってのみ

負担する」とした、いわゆる租税法律主義を形

骸化させているのではないかと大変危惧いたし

ております。

 地方消費税を含む消費税は、本県にとって貴

重な財源であり、歳入の約３割を占める地方交

付税の原資にも組み込まれておりますことか

ら、仮に税率を１％へ引き下げるとなれば、大

幅な減収は免れず、必然的に財政の健全性維持

は極めて困難なものとなります。

 社会保障関係費の増加や賃上げ、物価高への

対応が求められる中、万が一このような事態に

陥れば、人口減少対策や防災・減災対策、さら

には、産業振興等の重要施策のみならず、教育

や福祉など、県民生活に欠かすことのできない

行政サービスの維持にも支障が生じるおそれが

あります。

 本県の地方消費税に係る歳入の現状と、仮に

食品の消費税率が１％に引き下げられた場合の

地方交付税を含めた影響について、総務部長に
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お伺いいたします。

○総務部長（田中克尚君） 初めに、地方消費

税に係る歳入についてであります。

 都道府県間の清算等を考慮した本県の実質的

な地方消費税の歳入額は、令和８年度当初予算

ベースで約313億円と見込んでおります。

 次に、食料品の消費税が１％へ引き下げられ

た場合の本県への影響であります。

 消費税と地方消費税の割合や本県のシェア等

が現行どおりと仮定した場合、実質的な地方消

費税は約41億円の減となる見込みであります。

 さらに、制度上、この減収分を保障する地方

交付税につきましても、原資となる消費税の減

少に伴い、約67億円の減と試算されますが、臨

時財政対策債による補塡等の財政措置も考えら

れますことから、実際の影響は多角的に分析す

る必要があります。以上であります。

○坂口博美議員 今、答弁にありましたとお

り、政府・与党が検討している食料品の消費税

１％に引下げというのは、地方消費税や地方交

付税といった地方固有の財源に大きな減収を招

き、現在の社会保障制度の根幹をも揺るがすも

のであります。

 知事は自らの姿勢として、全国知事会の地方

税財政常任委員長として、国に対して、消費税

減税が地方の行財政運営に与える影響を強く訴

えてきたとされております。

 その一方で、先ほど申し上げたように、社会

保障国民会議の有識者会議のメンバーとして、

国の社会保障と税の一体改革にも携わっておら

れますが、政府・与党は、代替財源のめどもな

い中、１％への引下げを検討しているとのこと

であり、有識者会議をはじめ、国民会議での議

論そのものを軽んじているのではないかと懸念

いたしております。

 消費税減税が国民にとって耳当たりのよいも

のであることは理解いたしますが、このような

場面に際してのあるべき姿は、是たるべくは

是、非たるべくは非として、毅然たる態度を貫

くことのみが責任ある政治家としての態度であ

ると思います。

 社会保障国民会議における地方の代表とし

て、消費税減税に対して、これからどのような

姿勢で臨まれるおつもりか、知事にお伺いいた

します。

○知事（河野俊嗣君） 議員御指摘のとおり、

地方消費税を含む消費税は、地域住民の命や暮

らしを支える医療、介護、子供・子育て支援な

ど、地方にとって大変貴重な財源であります。

 仮に食料品の消費税率が１％に引き下げられ

た場合、先ほどの部長答弁のとおり、本県でも

多額の財源が失われることとなり、社会保障

サービスの質や量を維持することが困難になり

ます。

 また、税率の引下げは２年間に限ることが前

提で議論されておりますが、海外の例を見て

も、一度引き下げた消費税率を元に戻すことは

容易ではないと考えております。

 このため、急速な人口減少が進む中、社会保

障制度を堅持し、安定的な行政サービスを持続

可能なものとしていくためには、将来世代への

負担を十分考慮し、代替となる安定的な恒久財

源の確保を前提とした丁寧な議論が不可欠であ

ります。そのことを強く求めてまいりました。

 現在、国民会議では、先ほど申し上げました

閣僚等を中心とした実務者会議のほうで、夏前

の中間取りまとめに向けて議論が進められてお

ります。様々な業界団体、関係団体からのヒア

リングが行われ、私も地方３団体が呼ばれたと

きに、全国知事会の代表ということで、今申し
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上げました基本的な考え方について意見を申し

上げてまいりました。ただいまの御指摘も踏ま

え、今後開催される有識者会議においても、地

方の切実な危機感を強く訴えてまいります。

 あわせて、全国知事会の地方税財政常任委員

長として、提言書の取りまとめや要望活動など

を通じ、国に対し代替財源の確保を働きかけて

まいります。

○坂口博美議員 税率をゼロではなくて１％と

するとの案が政府内で有力になっているとの報

道がなされたのが５月19日の有識者会議を過ぎ

てからでしたから、この報道を受けての当該会

議における発言の機会は知事にはまだないわけ

でありますけれども、国民会議の中間取りまと

めを前にしての今の時点で政府から１％説が出

されたことに、私はいささかの疑問を感じてお

ります。

 申し上げましたように、我が国は租税法律主

義、具体的には、憲法第84条にて「あらたに租

税を課し、又は現行の租税を変更するには、法

律又は法律の定める条件によることを必要とす

る」とした法の定め、つまり議会のみが課税権

を有するとした法理に忠実性を欠くのではない

かとの疑問であります。

 そして、このことに関しての高市総理の説明

にあった「０％は、レジや受発注システム上、

困難を伴うため時間を要す」というのは、これ

は恣意的な条件と考えるべきであり、それゆえ

１％にするとの考え方は、全く合理性に欠けた

ものだと思っております。

 これらの考え方は、決して法の求めるところ

を満たすものではなくて、政府には税の重みそ

のものが分かっていないのではなかろうかとす

ら私は考えております。

 もし知事も同様の思いをお持ちであるなら、

次回の有識者会議の場において、しっかりと苦

言を呈されるべきだと考えます。

 そしてまた、給付議論に続いて減税が論ぜら

れるのであるなら、その結果が地方財政に決し

てしわ寄せを及ぼさないことなども確認しなく

てはなりません。

 国民に見える形で検討を進めることを目的に

設置された会議でもあることを念頭に置かれて

の御答弁を改めて伺います。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘のとおり、そも

そも税は、憲法第84条の租税法律主義に基づ

き、国会での審議による民主的なコントロール

を経た上で、法律において決定されるものであ

ります。

 今般の減税に関する議論は、将来世代を含め

た国民の暮らしに大きな影響を及ぼし得ること

から、国会での審議に加え、より一層、丁寧か

つ慎重な議論を行い、国民の理解と協力を得る

必要があると考えております。

 このような観点から、国民会議は、税と社会

保障の在り方について、国会での審議に先立

ち、国民に開かれた形で丁寧に議論すること

で、国民への透明性を確保するための極めて重

要な会議体であると、改めて、その重要性を実

感しているところであります。

 有識者会議ではこれまで、消費税減税という

テーマに関しましては、実務者会議でこのよう

なヒアリングがなされ、こんな議論がなされま

したという報告があるだけで、具体的な議論ま

では及んでいないところであります。

 今後、私は、全国知事会の地方税財政常任委

員長として、日本全体の将来を見据え、地方の

税財源を守り抜くという毅然とした姿勢で、国

民会議における議論を十分に尊重した上で結論

を得ることや、地方の代替財源の確保を前提と
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した丁寧な議論を行うべきことなどを強く訴え

てまいります。

○坂口博美議員 ここが勝負の場だと思うんで

す。先ほど知事の答弁がありましたけれども、

一旦下げた税を上げるというのは、消費税を創

設したときに政府はひっくり返っていますよ

ね。７％も上げるという作業は簡単じゃない。

だから今しっかり担保しておかないといけない

ことがあると思いますので、ぜひ頑張っていた

だきたいと思います。

 それでは、先ほど壇上で質問した世界秩序の

話題に戻りますが、戦後の世界秩序が目的を果

たせなくなってきたのであるなら、それを満足

させる何らかのルールは不可欠であり、その答

えが見えない限りトランプ流外交を両断するこ

とはできませんが、ただ、この問題以外でのト

ランプ大統領の発言がまるで日替わりメニュー

のように頻繁に変わり、その都度世界を混乱さ

せていることについては甚だ遺憾に思え、その

ような理由から、私はトランプ大統領にはどう

しても満足感が得られません。特にパリ協定か

らの離脱など、環境問題に関する姿勢には大き

な不満を抑え切れないのであります。

 そのような感情をエネルギーとしつつ、以

下、気候変動問題につき伺ってまいります。

 さて、人口減少により、我が国では今のまま

だと全国で896の市区町村が消滅する可能性が

あるとして世界を動揺させたのは、元総務大臣

の増田寛也氏でありましたが、合併などによる

ものを除けば、この間に人口減少によって消滅

した自治体というのをいまだ私は知りません。

 ところで、今日の急激な地球温暖化の進行

は、例えば海面水位の上昇により、ツバルやキ

リバスあるいはマーシャル諸島など、国家その

ものを世界地図から消滅させかねない可能性へ

の信憑性を一層高めてきております。

 そしてまた、これは標高の低い島国の水没可

能性ではなく、実際に起きたことであります

が、毎日新聞によれば、アルプス連山に存在す

る標高1,540メートルのスイスの山村、ブラッ

テン村は、昨年５月28日の午後、その村よりさ

らに高い場所にある山岳氷河群の中の一つが崩

壊し、一瞬にして村の約９割が土石流により消

滅しております。

 このような状況を思うとき、私は、人口減少

による消滅可能性自治体などというよりも、む

しろ地球温暖化の影響による自治体などの消滅

可能性のほうが、その現実性がはるかに高いの

ではないかと考えております。

 そのような思いから、まず、気候変動に関

し、どのように受け止めておられるかを知事に

伺います。

○知事（河野俊嗣君） 地球温暖化に伴う気候

変動は、世界各地で海面水位の上昇や干ばつの

増加、生物多様性の喪失を引き起こし、食料不

足、健康リスクの増大など、多岐にわたって深

刻な影響を及ぼしております。

 国内におきましても、線状降水帯による局地

的な大雨が増加するとともに、昨年８月には

41.8度という観測史上最高となる気温が記録さ

れるなど、近年の急激な気候変動は、予測を上

回る速度で進行しております。県内において

も、度重なる災害により、そのことを私どもも

実感しているところであります。

 持続可能な社会を次世代へ引き継ぐことは、

現役世代の我々に課せられた重大な責務であり

ます。この急激な気候変動により、今後、長期

にわたり、県民の安全・安心な暮らしや本県産

業を脅かす重大な局面にあることに、私も強い

危機感を抱いております。
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○坂口博美議員 今お答えいただきましたよう

に、今、地球温暖化に伴う気候変動というの

は、私たちの想像をはるかに上回るスピードで

進行しております。そして、その影響も、もは

や遠い未来の出来事ではなく、今まさに私たち

の目の前に突きつけられた現実となっておりま

す。

 本県においても、夏季の記録的な猛暑はもと

より、線状降水帯による激甚化する集中豪雨、

そして大型化する台風など、自然の猛威はかつ

てないものとなっております。本県の基幹産業

である農業や水産業を取り巻く環境は、まさに

存立の危機とも言える厳しさに直面いたしてお

ります。

 食料供給基地としての誇りを持ち、この未曽

有の危機を県としてどのように乗り越え、いか

にして次世代へと確実に引き継いでいくのか、

これは今、本県が取り組むべき最重要課題の一

つであると確信しております。

 この急激な気候変動が本県の農業や水産業に

及ぼす影響についての考え方を、農政水産部長

に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 地球温暖化に

伴う急激な気候変動は、本県の農業や水産業に

具体的な影響として現れているものと認識して

おります。

 農業分野では、昨年の記録的な高温により、

ヒノヒカリの一等米比率が過去最低の7.4％と

なり、畜産分野では、乳用牛１頭当たりの年間

乳量が、令和３年度の8.6トンに対して昨年度

は7.7トンと、約10％の低下が見られておりま

す。また、水産分野では、ちりめんの原料とな

るイワシシラスを漁獲する船引き網において、

昨年の漁獲量が50年間で最低になるなど、厳し

い現状を確認しております。

 気候変動は既に生産現場に目に見える形で影

響を及ぼしており、産地の維持自体が脅かされ

る状況を招きかねないと考えております。

○坂口博美議員 米の品質とか量だけでなく

て、種もみの発芽率にまで影響してきましたよ

ね。だから深刻かなと思っております。

 こういった記録的な高温による米の品質低下

など、農水産業の深刻な現状を伺えば伺うほ

ど、このままでは宮崎の農業そのものが維持で

きなくなるのではないかという強い危機感を禁

じ得ません。

 今、生産現場で起きているのは、単なる気候

の変化ではありません。このまま手をこまねい

ていれば、将来、宮崎が誇るブランド農産物が

育てられなくなる。すなわち、産地消滅の危機

に直面するのだと私は認識しております。

 確かに、多額の資金を投じて環境を完全にコ

ントロールできれば、安定生産は可能かもしれ

ません。しかし現実に、多くの生産者にとっ

て、採算を度外視したような設備投資は現実的

ではありません。

 設備に頼れる一部の経営体だけが生き残るの

ではなくて、今まさに宮崎で踏ん張っている普

通の農家、そして産地を守るためには、これま

での延長ではない、気候変動に適応した新たな

農業の構築を直ちにスタートさせていく必要が

あります。

 本県の農家がこれからも宮崎の地で希望を

持って農業を続けられるよう、急激な気候変動

に対して県はどのように対応していくのか、農

政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 急激に進行す

る気候変動に対応するためには、直ちに実施で

きる当面の対策により、可能な限りの影響緩和

を図りつつ、新品種育成などの抜本的な対策と
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両輪で取り組むことが必要であると考えており

ます。

 具体的には、当面の対策として、一部品目で

導入されている施設園芸ハウスのヒートポンプ

冷房や遮熱資材の各種品目への応用、開発した

高温耐性品種の迅速な普及を推進します。

 また、抜本的な対策として、高温下でも品質

低下が少ないなど、遺伝的特徴を確実に識別で

きるＤＮＡマーカーを利用した効率的な育種等

の技術導入を加速します。

 加えて、一層の温暖化にも対応できる作物の

選定も進め、さらなる気候変動対策に取り組ん

でまいります。

○坂口博美議員 ありがとうございます。今は

ＤＮＡマーカーも相当データ蓄積が進んでいる

でしょうから、様々なことに対応できるのかな

とは思いますが、ぜひ取り組んでいただきた

い。

 こういった即効性のある対策あるいは技術を

駆使した、将来を見据えた研究開発の重要性に

ついては、私も部長同様、強く認識していると

ころであります。

 だがしかし、気候変動のスピードというの

は、私たちの想定をさらに上回る勢いで加速し

ております。これまでの育種技術の改良や現状

の延長線上の対策だけで、この産地消滅の危機

に打ちかつことができるのか、私はさらなる革

新的なアプローチが必要ではないかと考えてお

ります。

 その手法の一つとして、以前、私が提案いた

しましたエピジェネティック変異の活用という

のが挙げられます。この技術は、遺伝子を操作

することなくストレス耐性を高められる画期的

な品種開発の手法でありますが、現在、総合農

業試験場においても取組が進められておると

伺っております。

 エピジェネティック変異を活用した総合農業

試験場での取組について、農政水産部長にお伺

いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） エピジェネ

ティック変異の活用は、従来の交配と選抜によ

る育種に比べて、品種改良期間の短縮が期待さ

れる技術であり、本技術により、農作物に病害

抵抗性等を従来より効率的に付与する研究成果

が報告されております。

 総合農業試験場では、令和８年４月、本技術

に先駆的に取り組んでいる三重大学と共同研究

契約を締結し、本県で育成したＷＣＳ用稲「ミ

ナミユタカ」のいもち病抵抗性の強化にこの技

術を活用した試験研究を開始しております。

 今後とも、大学や国等との連携を深め、新技

術を導入することで、急激に進行する気候変動

に対応できる品種育成に取り組んでまいりま

す。

○坂口博美議員 かなりのスピード感を持って

これに取り組まないと、競争に負けてしまうか

なと思っておりますので、よろしくお願いいた

しまして、続けて、フードアクセスに関し伺い

ます。

 これまで議論してきたとおり、地球温暖化に

伴う異常気象が世界各地で頻発し、我が国の農

業生産にも深刻な影響を及ぼしております。加

えて、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の緊

迫化に伴うエネルギー価格の高騰など、昨今の

国際情勢の不安定化等を踏まえると、食料の多

くを海外に依存する我が国にとって、食料安全

保障の確保というのは喫緊の課題であります。

 こうした厳しい情勢下においても、食料生産

を維持し、全ての人々に食料をしっかりと届け

るフードアクセスの確保は、極めて重要な課題
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であります。

 食料供給基地として重要な役割を担う本県が

フードアクセスの確保にどのように対応してい

くのか、知事のお考えをお聞かせください。

○知事（河野俊嗣君） 本県は、全国第７位の

農業産出額を誇る食料供給基地として、気候変

動の中でも安定的に食料を生産し、様々な流通

を経て、消費者まで責任を持って届けるフード

アクセスを確保する責務があるものと考えてお

ります。

 このため県では、本年から現地栽培が始まり

ます暑さに強い米「ひなた舞」など、気候変動

に対応できる品種の育成を加速させるととも

に、担い手が減少する中にあっても、農地の集

約・区画拡大による生産基盤の強化や、施設園

芸におけるデジタル技術の導入、さらには、大

規模ハウス団地の整備の推進など、本県農業の

生産力を一層高めてまいります。

 さらに、選果場等の共同利用施設の集約・機

能強化や物流のモーダルシフトを推進し、食料

の安定的な輸送体制を確保するとともに、中山

間地域等における食料アクセスの維持に向け

て、移動スーパー等の物流ネットワークづくり

にも取り組んでまいります。

 県としましては、県民、そして国民の皆様が

将来にわたって、本県の安全でおいしい農産物

をいつでも安心して食べられるという当たり前

の日常を守るため、しっかり取り組んでまいり

ます。

○坂口博美議員 今の答弁にありましたよう

に、共同利用施設の集約・機能強化など、食料

の安定供給という観点において、また卸売市場

も同様な重要性を持つ施設かなと思います。

 本県では、県民へ食料を供給する上で、宮崎

市中央卸売市場の果たす役割には大変大きいも

のがあると考えますが、南海トラフ地震による

津波被害等のリスクを考慮すると、災害時にそ

の役割を果たせるのかが疑問であります。

 宮崎市中央卸売市場の開設者は宮崎市だと思

いますが、地震・津波等の大規模災害発生時に

おける宮崎市中央卸売市場の事業継続計画、い

わゆるＢＣＰについて、県の認識を農政水産部

長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 卸売市場のＢ

ＣＰについては、卸売市場法に基づく基本方針

において、開設者は、災害等の緊急事態であっ

ても継続的に生鮮食料品等を供給できるよう、

ＢＣＰの策定に努めることとされております。

 宮崎市中央卸売市場については、開設者であ

る宮崎市が宮崎市業務継続計画を定め、災害が

発生した際には、３時間以内に施設の被害状況

調査及び応急措置を講じるほか、３日目までに

は、必要に応じて全国中央卸売市場協会とも連

携し、生鮮食料品の調達業務を継続するものと

されております。

 県としましては、万一の災害時にも卸売市場

が業務を継続できるよう、平時から宮崎市と計

画の実効性について意見交換してまいります。

○坂口博美議員 本県では、令和６年８月に発

生しました日向灘地震において、日南市で震度

６弱を観測し、全国で初めて南海トラフ地震臨

時情報が発表され、数十年から百数十年に一回

程度発生する比較的規模の大きなレベル１津波

や、おおむね千年に一回程度発生する最大クラ

スのレベル２津波に対する平常時からの備えの

重要性を改めて強く認識したところでありま

す。

 また、今年２月に見直しが公表された、本県

における南海トラフ巨大地震等に伴う被害想定

では、死者数が約１万1,000人、住宅被害―
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これは全壊ですけれども―が約８万2,000棟

と、大変甚大な結果を想定しております。

 切迫する南海トラフ地震による津波被害に対

して、県民の生命・財産、暮らしを守るために

は、災害の発生を想定し、人的・経済的被害を

軽減するために、事前の備えや対策を講じる事

前防災の取組を進めていくことが大変重要であ

ると考えます。

 津波対策におけるハード面での事前防災の取

組について、県土整備部長にお尋ねいたしま

す。

○県土整備部長（中原 学君） 津波対策にお

けるハード面の事前防災につきましては、東日

本大震災の教訓を踏まえ、中央防災会議で取り

まとめられた「大規模地震防災・減災対策大

綱」に基づき、数十年から百数十年に一回程度

発生する比較的規模の大きなレベル１津波に対

する施設整備を行っております。

 具体的には、河川事業では、宮崎市の加江田

川における堤防のかさ上げや新別府川における

樋門の自動閉鎖化、海岸事業では、護岸のかさ

上げや防潮堤の整備、宮崎港など県内３つの重

要港湾では、レベル１を超える津波に対して、

粘り強い構造とする防波堤の補強工事など、事

前防災対策としてのハード整備に取り組んでい

るところであります。

○坂口博美議員 知事は２月議会で、次期５期

目に向けた３つの挑戦を掲げられ、その中の１

つである未来に向けた社会基盤のレベルアップ

を実現するため、自然災害から県民の暮らしを

守る県土強靱化に向けて、集中的かつ計画的に

整備を進めていく旨、答弁されております。

 そしてまた、先月末の御自身の県政報告会で

は、今後４年間で南海トラフ地震による津波被

害等から県民の命を守るための投資をしっかり

行う旨の発言もなさっております。

 南海トラフ巨大地震の津波被害となれば、そ

の被害は極めて甚大になることが想定され、特

に宮崎市では、先ほども伺いました食の安定供

給を担う中央卸売市場や、地域災害拠点病院で

ある宮崎善仁会病院など、重要な施設が沿岸部

に集積しており、これら重要施設あるいは周辺

道路などが被災すれば、県民生活に深刻な影響

が出ることは明白であります。

 改めて申し上げますが、災害時でも県民が食

べ物を確保できること、医師が患者に対し必要

な措置ができることなど、いかなる状況下でも

県民の生活を支え抜くことこそがおのおのの最

終責任であり、ＢＣＰはそのための手段にすぎ

ません。

 例えば、宮崎市のＢＣＰにおいては、全国中

央卸売市場協会との連携―これは先ほど部長

答弁にもありました―などによっても品物の

確保に努めるなどを内容としておりますが、こ

れもアクセスができなければ無意味でありま

す。これを可能とするには、施設管理者による

ソフト対策と津波防御施設等のハード対策を柔

軟に組み合わせ、仏作って魂入れずという状況

をつくり出さないようにすることが不可欠であ

ります。

 そのためには、県において一ツ葉有料道路の

かさ上げを行い、防潮堤の機能を持たせる手法

が極めて有効であると考えております。被災し

てから造り直すより、今、予算をかけてでも強

化したほうが、結果的には財政を圧迫せずに有

効な対策を取れると思います。そして何より

も、今やっておくことで、万が一の際には守れ

る命が数多くあり、捨てずに済む命を数多く助

けられることになるのは明らかであります。

 災害時に拠点となるような施設が集積するエ
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リアについては、レベル２津波に対する整備を

行うなど、県土強靱化を一層加速すべきだと考

えますが、知事のお考えをお聞かせください。

○知事（河野俊嗣君） 南海トラフ巨大地震に

よる津波は、社会インフラに甚大な被害をもた

らすことが想定されております。市場や病院と

いった産業・経済や、救助・救援のための拠点

となる施設が被災すれば、県民生活に深刻な影

響を及ぼすことは避けられません。

 宮崎市の沿岸部を南北に走る一ツ葉有料道路

のかさ上げは、東日本大震災で盛土構造の道路

が防潮堤の機能を発揮したように、浸水被害の

軽減や避難時間の確保につながる有効な手段で

あります。このような災害時に拠点となる施設

が存在するエリアでは、レベル２津波に対して

もハード対策を講じていくことが、事前防災の

観点からも極めて重要であると認識しておりま

す。

 私は、口蹄疫やコロナへの対応、さらには幾

つもの自然災害への対応を経験する中で、県民

の命を守ること、そして暮らしや経済の安定を

図ることは、知事に課せられた最大の責務であ

るとの認識を強くしております。

 県土強靱化を一層加速するためには、予算確

保など様々な課題がありますが、県民の命を守

り、経済活動を支える未来への投資と位置づ

け、全国知事会の地方税財政常任委員長であり

ますとか国土強靱化推進会議の地方行政代表委

員としての立場、さらには、これまで築いてき

た人脈も最大限活用しながら、私が必ず実現す

るという強い決意の下で、社会基盤のレベル

アップに全力で取り組んでまいります。

○坂口博美議員 ぜひよろしくお願いします。

 質問は以上なんですけれども、私は先ほどの

質問の中で、「農は国の基である」といったよ

うな言葉を紹介しました。これは実際は太宗が

言った言葉なんですけれども、古くは唐の時代

と言いましたが、唐の時代よりも600年かそれ

余り前になるのでしょうか、春秋時代、このと

きに既に管仲が、農とか基という言葉は使って

いないんですが、「倉廩実ちて礼節を知り、衣

食足りて栄辱を知る」という言葉を言っており

ます。

 つまり、倉の中がいっぱいになって初めて人

は礼節をちゃんと守れるんだということ、衣食

が満たされて初めて人は栄辱―やるべきこ

と、誇り、それとやってはならないこと、恥、

こういったものを知るんだということを、紀元

前500～600年ぐらい前に、その時代から言われ

ているんです。

それがずっと今でもあって、近代日本では、

例えば「農は国の基なり」「農栄えて国よく治

まり、食足りて人は平和なり」といったような

たくさんの言葉をいろんなリーダーたちが残し

ています。

 ですから、知事も当然、今の答弁とかこれま

での姿勢を見ていますと、農がいかに大切か、

宮崎では特に守らなければいけない産業だとい

うことは、よくよく承知され、取り組んでおら

れる。

 そこを考えてのお願いなんですけれども、宮

崎の農業は俺が守らずして誰が守ると、おいら

なくして誰がやるという強い決意、理念、信念

といったものを持って、ぜひ宮崎農業をさらに

さらに発展させて、これから先も全国に責任を

持つ供給県としての役割というのをしっかり果

たしていただくことを心から求めまして、質問

を終わります。どうもありがとうございまし

た。（拍手）

○外山 衛議長 次は、野﨑幸士議員。
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○野﨑幸士議員〔登壇〕（拍手） こんにち

は。宮崎県議会自由民主党、野﨑幸士です。６

月定例議会に当たり、議長のお許しをいただき

ましたので、通告書に従いまして質問を進めて

まいります。

 ４期16年目に入った河野県政ですが、本県の

財政が脆弱な状況で、財源の確保、予算のやり

取り等、財政の健全性を保ちながら、これま

で、県土強靱化をはじめとする県民の生命と財

産、生活を守る政策や、スポーツランドみやざ

きの構築、インフラ整備など本県が成長するた

めの政策等着実に進められてきたことは、大き

な評価に値すると思います。

 しかし今、我が国は、長期化する円安での物

価上昇に加え、中東情勢の緊迫化でホルムズ海

峡の事実上の封鎖状態が続く中、石油化学製品

（化学繊維、塗料、接着剤）等の基礎原料であ

るナフサの供給不安が高まる状況、いわゆるナ

フサショックで、建築、医療、食品包装、自動

車部品、日用品など幅広い製品に影響を及ぼ

し、全国的に経済と国民生活に影響が広がって

います。

 解決の要となるホルムズ海峡の開放について

も、トランプ大統領の発言とイランの態度が二

転三転して先が見えない状況で、この状況が続

けば多くの業種で死活問題につながりかねず、

私自身にも事業者の方々からせっぱ詰まった切

実な声が寄せられています。大変な問題だと思

います。

 また、事業者においては、なかなかうまくい

かない価格転嫁の中、働き方改革や賃金の引上

げ等、本当に厳しい状況にあると感じていま

す。

 先ほど坂口議員からも、不安定な世界情勢が

もたらす国際問題について質問がなされました

が、中東情勢に伴う県内への影響をどう認識

し、現在どのような対策に取り組んでいるの

か、知事にお伺いします。

 また先日、国の補正予算が成立し、重点支援

地方交付金が配分されることになりましたが、

これまで国に対してどのような働きかけを行っ

てきたのか知事にお伺いし、以下の質問は質問

者席から進めてまいります。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 まず、中東情勢についてであります。

 本県においても、燃料や原材料等の供給の不

安定化や価格上昇に伴い、製造業をはじめ、建

設業、農林水産業など、幅広い分野の影響が顕

在化しております。

 さらに、今後、事態の長期化により、食料品

や日用品についても一段と物価高が進むことが

懸念され、県内経済や県民生活に深刻な影響が

及びかねないものと、非常に強い危機感を抱い

ております。

 これまでも、関係団体へのヒアリングによる

県内の影響や国の動きなどについて、情報共有

に努めてまいりましたが、情勢が厳しさを増す

中、先月には、各部局長で構成する情報連絡会

議を新たに設置し、事態が急速に動くことも視

野に入れ、緊張感を持って対応に当たるよう指

示したところであります。

 このような体制の下、現在、２月補正予算等

において計上しました総額約181億円の物価高

対策関係事業の早期の執行に努めておるところ

であります。

 また、事業者向け相談窓口の設置や融資対

応、ホームページ等による支援策の周知など、

県として現状取り得る対策に全庁を挙げて取り

組んでいるところであります。
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 なお、先日、国の補正予算で措置されました

重点支援地方交付金に関し、国と歩調を合わせ

たエネルギー支援等につきましては、今議会へ

の追加提案も含め、早急に対応を検討するとと

もに、他の分野についても、引き続き県内への

影響を十分に見極めながら、時期を逸すること

のないよう、必要な事業を構築してまいりま

す。

 次に、国への働きかけについてであります。

 本年２月末にホルムズ海峡が事実上封鎖され

て以降、中東情勢は不透明さを増す一方であり

ます。私は当初から、事態の長期化と県民生活

への影響を懸念していたところであります。

 このため、３月には、来県された自由民主党

の小林政務調査会長に対し、さらには、５月の

国への「みやざきの提案・要望」活動において

は、自由民主党の鈴木幹事長や関係省庁に対

し、燃料油・石油関連製品の供給確保や目詰ま

りの解消、交付金の追加交付などの措置を講じ

るよう、直接要望を行ったところであります。

 また、九州地方知事会長としても、「中東情

勢に伴う影響への対応」を特別決議に追加して

おります。

 さらに、全国知事会においても要望を行って

おりますが、地方税財政常任委員長の立場から

も、その要望項目の中に財源の確保等を盛り込

んだところであります。こうした地方の声を届

ける活動というものが、今般の国の補正予算の

動きにもつながったものと考えております。

 県民生活や経済活動を守っていくことは、知

事として最大の使命でありますことから、引き

続き、国に対して必要な対策を強く求めてまい

ります。以上であります。〔降壇〕

○野﨑幸士議員 この中東情勢は本当に長期化

が予想されますので、答弁にありました各部局

長で構成する情報連絡会議を中心に、国の動向

や本県への影響をしっかり把握、見極めて対応

していただくよう要望します。

 また、今回成立した国の令和８年度補正予算

では、中東情勢のリスクを最小化するととも

に、地域の実情に応じた支援を行うため、重点

支援地方交付金として1,000億円が追加されて

おります。そのうち、本県への配分は約8.5億

円と伺っておりますので、適宜追加対応できる

ようお願いいたします。

 また、中東情勢が長期化するにつれて、今

後、本県経済において様々な面で影響が出てく

ることが懸念されますので、これからも国に対

して重ねて要望活動を行っていただくようお願

いいたします。

 冒頭に申しましたように、中東情勢の大きな

問題は、ナフサの供給不足に不安が広がり、幅

広い製品の値上がりや供給不足が連鎖的に起き

ている経済ショック、いわゆるナフサショック

です。調べたところ、我が国は、ナフサ供給の

約４割を中東から輸入しており、今の中東情

勢、ホルムズ海峡の混乱の影響を受けやすい状

況にあります。

 高市政権は、輸入済みナフサや国内精製分、

中間製品在庫を含め、当初は少なくとも４か月

分を確保していると説明し、その後、中東以外

からの調達拡大や備蓄原油の活用により、ナフ

サ由来の化学製品は年度を越えて供給可能との

見通しを示しましたが、総量が確保されていて

も、先行きの不安による企業の在庫積み増しや

流通段階での偏在が生じれば、必要な企業や現

場に原料や資材等が行き渡らない、流通の目詰

まりが生じるわけです。

 国では目詰まり解消に全力を注ぐとしており

ますが、一方で、原材料が行き渡らないといっ
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た声があるのも事実です。県でもこのような声

をしっかりと聞いていただく必要があるかと思

います。

 今議会の冒頭、知事の提案説明にありました

ように、本県では、中東情勢の緊迫化に伴う中

小企業からの経営・金融相談に対応するため、

米国の追加関税措置等に加えて、中東情勢の緊

迫化に関する相談にも対応する中小企業特別相

談窓口を３月19日から設置していますが、相談

窓口ではどのような相談が寄せられているの

か、また、それを受けて県はどのような支援を

行っているのか、商工観光労働部長にお伺いい

たします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 県や商工

会などの商工団体等に設置した相談窓口には、

資材の仕入価格高騰や調達困難に関するものの

ほか、資金繰り支援や補助金活用を求めるもの

など、受付を開始した３月19日から５月末まで

に89件の相談が寄せられております。

 このため県では、中小企業融資制度の対象に

中東情勢緊迫化の影響を受ける事業者を追加

し、円滑な資金繰りを支援しております。

 また、２月補正予算で計上した物価高対策に

ついては、事業者の生産性向上等を支援する県

内事業者の「稼ぐ力」強化支援事業などの早期

執行を図っており、これらの取組を金融機関や

商工団体等と連携して周知しております。

 今後とも、社会情勢の変化やその影響を的確

に把握し、関係機関と連携しながら、必要な支

援に取り組んでまいります。

○野﨑幸士議員 住宅業界では、ウッドショッ

クを超える未曽有の危機を感じているのをはじ

め、ほかにもコロナのときよりもつらさを感じ

ている業種の方もいるようですので、この窓口

相談自体の周知と、相談に対応できる制度、事

業の周知徹底を要望します。

 次に、内水面漁業の振興について質問しま

す。

 県内には、各河川38の内水面漁業協同組合で

組織しています宮崎県内水面漁業協同組合連合

会がありますが、日頃から、水産資源の維持・

増殖管理、河川の環境保全等の推進に取り組ん

でいます。

 県におきましても、様々な御支援、御配慮を

いただいておりますが、近年の内水面の状況

は、災害級の大雨や台風の大型化、線状降水帯

の多発などに伴う山崩れにより、大量の土砂が

河川に流入・堆積することで、洪水の危険性が

高まるとともに、水産資源及び生態系への影響

も懸念されています。

 河川に堆積した土砂を掘削する工事において

は、生態系への配慮が必要と考えますが、県で

はどのような考えの下、取り組んでおられるの

か、県土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 近年の激甚

化、頻発化する自然災害に対応するため、県で

は、国土強靱化予算等を活用し、重点的に河川

の掘削工事を実施しているところであります。

 河川は、多種多様な自然環境を有しているこ

とから、工事を行う際には、生態系を含めた河

川環境への影響をできる限り少なくする工夫や

配慮が重要と考えております。

 このため、工事関係者を対象とした多自然川

づくりに関する研修会の開催や、生物の生息環

境等に配慮した施工について学識経験者から助

言をいただく「川づくりアドバイザー制度」の

活用などを通して、生態系などに配慮した工事

に取り組んでいるところです。

 県といたしましては、引き続き、良好な河川

環境の保全に努めてまいります。
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○野﨑幸士議員 川づくりアドバイザー制度と

ありました。被災後の復旧工事では、一連区間

の河川整備に大規模かつ迅速な対応が求められ

ることから、事業者は多自然川づくりを推進す

るための河川の生態系等を調査・検討する時間

が限られるため、多自然川づくりに関して広範

な知識を持つアドバイザーから、事業者の要請

に対して助言を行う制度です。

 このような制度をしっかり推進しながら、そ

の河川が本来有していた良好な河川環境の保全

や、自然景観の保全・創出に配慮した事業を

行っていただくよう要望します。

 さて、本県の多くの河川には古くからダムが

建設され、治水をはじめ電力の供給等に貢献し

ています。

 近年、気候変動による異常気象の激甚化・頻

発化により、河川への影響が大きくなってお

り、耳川では九州電力がダム改造を行い、ダム

通砂が行われています。

 一部では、土砂の堆積により、アユ、ウナギ

などの魚類の生息場所に影響が出ているとの声

を聞いておりますが、県では、耳川のダム通砂

の影響をどう評価し、土砂堆積に関してどのよ

うに取り組んでいるのか、県土整備部長にお伺

いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 耳川では、九

州電力において、治水や利水、河川環境の改善

を図ることを目的として、大規模な出水時に、

ダムへの流入土砂を下流に流すダム通砂運用を

実施しております。

 県や九州電力などでは、通砂後の耳川の状況

を調査しており、学識経験者や地域住民等で構

成される委員会がその結果を基に、通砂の影響

や効果を評価しております。

 昨年の委員会では、ダム下流域の治水安全度

は維持傾向にあると確認され、環境面におきま

しては、一部で土砂移動による瀬やふちの形成

が見られるなど、河川環境の再生が確認されて

おります。

 しかしながら、局所的に土砂が堆積し、治水

安全度の低下が懸念される場合には、掘削等に

取り組むこととしております。

○野﨑幸士議員 調べたところ、九州電力にお

けるダム通砂実施結果の評価の流れは、京都大

学、九州大学、ダム技術センター、県、国土交

通省等で構成する耳川水系ダム通砂技術検討委

員会で評価し、環境面においては専門性が高い

ので、京都大学、九州大学、熊本大学、電力中

央研究所、県で構成する河川生態環境ワーキン

ググループで別途議論し、その結果を地域住

民、関係者で構成する耳川水系総合土砂管理評

価・改善委員会に提示していただいて、説明、

議論し、評価していただくことになっていま

す。

 その評価で治水安全度が懸念されない結果で

も、広大な耳川水系ですから、場所によっては

土砂が堆積している箇所があるかもしれません

ので、内水面関係者をはじめ、地域住民からの

情報、御意見に真摯に対応していただくことを

要望いたします。

 ここからは、生態系は、山、川、海の一体的

なつながりで保全されているという観点から質

問を進めてまいります。

 県では、森林の多面的機能を確保しつつ森林

資源を循環利用し、適切な森林整備が推進され

ていますが、森林伐採時に重機等による搬出の

際につくられる搬出路によって、一時的にでは

ありますが山肌がむき出しになり、大雨の際に

は河川に濁水が流出することもあるようです。

 森林の伐採時における河川への濁水流出防止
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に向けた県の取組について、環境森林部長にお

伺いいたします。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県では、森

林の不適切な伐採や搬出作業による濁水の流出

等を防止するため、林地の保全に配慮した伐

採・搬出作業や適正な搬出路の開設方法などを

まとめたガイドラインを作成しております。

 このガイドラインにつきましては、伐採事業

者に対して、リーフレットの配布や研修会の開

催によって周知を図るとともに、市町村や森林

組合等と連携し、伐採届の受付時や伐採現場パ

トロールなどの機会を通じて、その遵守を指導

しております。

 また、河川等への濁水流出が懸念される伐採

跡地につきましては、梅雨時期の前などに市町

村等と連携して調査を行い、伐採事業者に対し

必要な対策を講じるよう指導しております。

○野﨑幸士議員 作成しているガイドラインの

内容での作業の遵守や、さらなるパトロールで

の監視の強化等を要望いたします。

 次に、水と緑の森林づくり税や森林環境譲与

税を内水面の生態系保全活動に活用できない

か、環境森林部長にお伺いいたします。

○環境森林部長（長谷川 武君） 水と緑の森

林づくり税は、県と県民が協働して実施する森

林（もり）づくりやその機運醸成につながる取

組に充てており、森林ボランティア団体等によ

る植樹活動や、地域や学校での森林環境教育の

ほか、台風等により堆積した流木の撤去などに

活用しております。

 また、県に譲与されます森林環境譲与税は、

森林整備を実施する市町村の支援等に充てるこ

ととされており、みやざき森林経営管理支援セ

ンターの運営や、みやざき林業大学校での新規

就業者の育成などに活用しております。

 このような活用状況にありますことから、議

員御提案の内水面の生態系保全活動につきまし

ては、どちらも活用対象とはしておりません。

○野﨑幸士議員 税にはもちろん目的があるこ

とは承知していますので、内水面の生態系保全

活動に活用できないことは理解しました。

 森林の保全が河川の保全につながることを鑑

みれば、間接的にこの２つの税が河川環境の保

全にも活用されていると思いますので、よりよ

い森林整備の推進を要望します。

 さて、県内の河川には、水田などへの農業用

水の取水や、流量や水位を調整するために、河

川を横断する施設、頭首工が多く存在します。

 しかし、その頭首工の中には古くに造られた

ものもあり、今や田畑が住宅地などになり、受

益地、受益者がなくなっていたり、管理者が不

明であったり、放置された状態にあるものも見

受けられ、その中には、魚道が設置されていな

かったり、設置はされてあるが、その機能を果

たしていなかったりする頭首工も存在します。

 10年前の平成28年２月定例議会でこの件に関

して質問していますが、当時は、県内1,235か

所の頭首工のうち、宅地化などで受益地がなく

なり、現在利用されていない頭首工が85か所、

また、魚道が設置されていない頭首工が1,112

か所あるとの答弁をいただいております。

 県内の頭首工のうち、利用されていない頭首

工と魚道が設置されていない頭首工の数につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 河川等から農

業用水などを用水路へ引き入れるための頭首工

につきましては、県が把握しているものが御質

問と同数の1,235か所あり、このうち、農業に

利用されていない頭首工は85か所、また、魚道

が設置されていない頭首工は1,111か所となっ
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ております。

 なお、魚道が設置されていない頭首工のう

ち、194か所については、可動式となってお

り、魚道設置に近い効果があるものと考えてお

ります。

 また、河川との高低差が低い頭首工は54か

所、堰板により取水する頭首工が327か所あ

り、これらの比較的小規模な頭首工について

は、魚の遡上に一定の効果があるものと考えて

おります。

○野﨑幸士議員 河川に生息する魚には、生

涯、河川の上流と下流、海を行き来する回遊魚

がいます。河川にダムなど特に魚道のないもの

は、回遊する魚には大変な障害となり、遡上が

妨げられ、その河川からは回遊する魚が減少し

ていきます。

 そのため、県内各内水面の方々は、毎年アユ

やウナギ等の放流を行い、資源確保に努めてい

るわけですが、頭首工への魚道設置の必要性に

対する所見と対策について、農政水産部長にお

伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 頭首工の魚道

設置につきましては、河川における魚の遡上に

効果があるなど、生態系への配慮の観点から有

効な対策であると認識しております。

 一方、魚道の整備には、地元の費用負担が必

要であることから、施設管理者等の同意が得ら

れた箇所について、頭首工の改修に併せた一体

的整備を行うこととしております。

 なお、議員から前回御質問のありました平成

28年度以降で申し上げますと、新たな魚道設置

が１か所、魚道が設置されているものの機能が

十分発揮されておらず、改修を行ったものが４

か所ございます。

 今後も、河川の生態系に配慮した方策につい

て、地元市町村や施設管理者等とも意見交換を

行いながら、対応を検討してまいります。

○野﨑幸士議員 魚道設置には大きな予算と地

元負担が必要なのは十分理解していますが、治

水や取水のために設置された頭首工などは、も

ともとあった河川の状態を阻外しない、近いも

のであるべきだと思いますので、少しずつで

も、１か所ずつでも、本来の河川環境に近い改

修等を進めていただくことを要望します。

 また、特定外来生物に指定されているコウラ

イオヤニラミが、2017年に大淀川流域の一支流

で確認され、その後の調査で、2024年現在、都

城市の大淀川流域にて多数確認され、先日、清

武川水域でも確認され、その生息域拡大が懸念

されますので、しっかりとした対応を要望いた

します。

 次に、匿名・流動型犯罪について質問しま

す。

 先日、栃木県上三川町で起きた強盗殺人事件

で、住宅に複数人が押し入り、住人の69歳の女

性が殺害されました。

 警察は事件が匿名・流動型犯罪グループ、い

わゆる匿流による犯罪と見て捜査しています

が、その実行役の募集方法が巧妙化しており、

本事件で逮捕された実行役と見られる４人は、

いずれも16歳の少年で、かつて同じ高校に通っ

ていたという高校生Ａと高校生Ｂ、そして高校

生Ｂと知人関係と見られる高校生Ｃ、この３人

は神奈川県相模原市に住んでおり、一方、高校

生Ｄは川崎市に住んでいて、４人の中には事件

当日が初対面だった少年もいたようです。

 また、逮捕された指示役と見られる20代の夫

婦の上の立場で関与したとされる48歳の男を国

際手配し、現在捜査を行っていますが、警察に

おける匿名・流動型犯罪グループに対する対策
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について、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 匿名・流動型犯

罪グループは、ＳＮＳ等を利用して実行役を募

集し、強盗殺人などの凶悪犯罪を敢行してお

り、大変大きな問題であると認識しておりま

す。

 とりわけ御指摘いただきました栃木県の強盗

殺人事件のように、少年が実行犯となるケース

もあり、極めて憂慮すべき状況であると認識し

ております。

 本県警察では、関係都道府県警察との連携の

下、情報の収集・分析を強化するとともに、例

えば押収したスマートフォン等の解析や通信、

資金の流れの解明を進め、首謀者や指示役を含

めた組織の実態解明と戦略的な検挙対策を推進

してまいります。

○野﨑幸士議員 匿名・流動型犯罪グループの

事件を見ると、中核的な人物は自らに捜査が及

ばないように、秘匿性の高い通信アプリを用い

て実行犯への指示をするなど、中核部分は匿名

化される一方、犯罪の実行者は、ＳＮＳや求人

サイトなどを通じて募集され、検挙されてもそ

の都度新たなメンバーを入れ替えながら犯罪を

繰り返すなど、極めて全容解明が難しいとされ

ています。

 警察の懸命な捜査、また未然防止につながる

対策等、全国の警察を挙げて行っていること

は、心から敬意を表します。

 引き続き、このような少年を巻き込み社会を

不安にさせる犯罪に対しての調査・研究に力を

入れていただくことを要望します。

 先ほど申したように、上三川町で起きた強盗

殺人事件の実行犯は、いずれも16歳の少年でし

た。このように若年者が大きな事件の実行役、

犯人になることは、この類いの事件の流れを見

る限り、本県でも大いにあり得ると懸念しま

す。

学校では、匿名・流動型犯罪に巻き込まれな

いための未然防止の取組について、どのような

指導を行っているのか、教育長にお伺いいたし

ます。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒によるＳＮ

Ｓを介した事件が全国で発生している状況を踏

まえ、本県では、通常の授業の中で情報リテラ

シー教育の強化を図っております。

 具体的には、全公立学校に学習資料として毎

月配布している「みやざきの子どもを支える問

題解決啓発リーフレット」の中で、匿名・流動

型犯罪についても、闇バイトと併せ、取り上げ

ております。

 また、教育委員会が派遣するＩＴアドバイ

ザーや警察による情報モラル教室において、具

体的な事例や勧誘の手口などに触れ、注意喚起

を行っております。

 ＳＮＳを介した犯罪は複雑化・多様化してい

ることから、これらの取組を一層強化し、今後

も継続的に指導を行ってまいります。

○野﨑幸士議員 様々な未然防止対策を行って

いるようですが、警察も闇バイト等のＳＮＳ犯

罪に関する啓発も行っていますし、この類いの

報道もさんざんされていますけれども、それで

も少年が勧誘されてしまう。本当に悩ましい問

題だと思います。

 昨年１月に、仮装身分捜査、いわゆるおとり

捜査が匿流に導入され、ＳＮＳによる勧誘はや

りにくくなったと言われていますが、今回の事

件でも、指示役がＳＮＳではなく知り合いの高

校生に声をかけています。

 同じく10月、警視庁は、通称Ｔ３（匿流ター

ゲット取締りチーム）と呼ばれる匿流対策本部
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を立ち上げ、全国から集められた約200人の捜

査員が各部署と協力して情報の解析などを行

い、捜査に当たっております。

 また、警察庁が令和８年２月に公表した統計

によりますと、匿名・流動型犯罪グループによ

るものと見られる資金獲得犯罪の全国の検挙者

数は、令和７年度だけで１万2,178人に上って

おり、そのうち強盗の検挙者数では、少年の検

挙が全体の約４割を占めている状況で、少年が

リスクの高い役割を押しつけられる傾向がある

と言われております。もしかしたら、幾ら啓発

しても彼らには届いていないかもしれません。

 そう考えれば、さらに様々な啓発の方法を調

査・研究することを要望しておきますし、子供

たちに思いやりや優しさという人として当たり

前の道徳教育にも、もっと幼少期から力を入れ

ていただくことも大事かなと思います。

 かけがえのない人生を目標や夢を持って大事

に歩んでいけるような自分自身になるよう、教

育現場での取組を強く要望いたします。

 次に、狭隘道路について質問します。

 狭隘道路とは、法律上の定義はありません

が、行政（都道府県、市町村）が使用する場合

には、主に幅員４メートル未満の建築基準法第

42条第２項で定める２項道路を示します。

 狭隘道路は、道路の幅員が狭いことから車両

が通行しづらいため、生活の様々な場面におい

て支障を来す場合があります。

 特に、火災発生時や救急活動時に緊急車両が

進入できず、消火活動の遅れによる延焼拡大や

傷病者の搬送に時間を要したり、塀などの倒壊

による災害時の避難の障害の可能性もあり、狭

隘道路の整備は喫緊の課題です。

 直近では、昨年発生した大分市佐賀関大規模

市街地火災をはじめ、令和６年の能登半島地震

や輪島市朝市通り周辺火災、平成28年の新潟県

糸魚川市の大規模火災、平成７年の阪神・淡路

大震災時の大規模火災など、いずれも狭隘道路

が存在する基盤が未整備な密集市街地でした。

 本県における狭隘道路の現状について、県土

整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 建築基準法で

は、都市計画区域内において建物を建築する場

合、建物の敷地は、原則として、幅員４メート

ル以上の道路に接する必要があります。

 しかしながら、法律の施行以前から存在し、

建物が立ち並んでいた道については、４メート

ル未満の狭隘道路であっても、法第42条第２項

の規定により、いわゆる２項道路として指定

し、新たに建て替えや増築する際は、原則とし

て道路の中心から２メートル後退する義務を課

しております。

 これにより、将来は４メートルの幅員になる

ことを目指しておりますが、建て替え等が進ま

ない限り、狭隘道路は解消されないことから、

本県におきましても、狭隘道路は数多く存在し

ている状況にあります。

○野﨑幸士議員 県のホームページにも狭隘道

路（建築基準法上の指定道路）図が掲載されて

いますが、数多く存在するのが確認できます。

 冒頭申しましたように、狭隘道路が多数ある

地域では、火災発生時や救急活動時に緊急車両

が進入できず、地域の特性によっては被害が拡

大するおそれがあると考えますが、どのような

対策に取り組んでいるのか、危機管理統括監に

お伺いいたします。

○危機管理統括監（津田君彦君） 狭隘道路が

ある地域では、緊急車両の進入遅れや住宅密集

による延焼拡大などのリスクが指摘されてお

り、これらの地域で災害の被害を減らすために
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は、消防による地域の特性を踏まえた活動計画

や、地域住民による防災の取組が重要となりま

す。

 そのため、地域を所管する消防本部等では、

地震や火災などの災害発生時に迅速に活動を行

えるよう、進入経路の整理、小型車両の導入、

耐震性防火水槽の整備による水利の確保などに

取り組んでおります。

 また、地域住民の防災意識を高めるため、防

災士による出前講座などの啓発活動や、避難経

路に障害が発生した場合を想定した住民参加型

避難訓練の実施等の取組を推進しているところ

です。

○野﨑幸士議員 狭隘道路は、昭和25年11月に

建築基準法が施行される以前から数多く存在し

ているわけですから、狭隘道路が全て解消され

るには長い長い時間がかかる、本当に悩ましい

問題です。だからこそ現状での災害対策が重要

だと思いますので、答弁にありました基本とな

る対策の方向性をはじめ、行政による具体的な

施策、地域、住民側で取り組むべきこと、計

画・運用面での災害対策等、しっかり進めてい

ただきますよう要望いたします。

 特に狭隘道路での災害対策は、道路の拡幅、

敷地後退による避難・消防活動の確保、防災上

重要な路線の優先整備が重要と考えます。

 建物を新築しようとする際に、建築基準法第

43条では、建物を建てる敷地は幅員４メートル

以上の道路に２メートル以上接していなければ

ならない接道義務が定められており、その現状

が建築基準法第42条第２項の道路である場合に

は、管轄の役所と道路の敷地後退についての協

議、狭隘協議を行う必要があります。その協議

は無料ですが、現地の詳細な測量や、敷地後退

した後退用地の舗装や側溝の整備等、工事費が

発生します。

 そこで、敷地後退の際に、県では土地の所有

者等とどのような協議を行っているのか、ま

た、測量等の費用は誰が負担するのか、県土整

備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 県では、後退

位置の明確化を図るため、建築確認申請に先立

ち、土地の所有者等と事前協議を行い、現場立

会いの上、後退する位置を確定し、その後は、

完了検査時に、県支給のくいやプレートの設置

を確認しております。

 また、後退に要する費用につきましては、基

本的に所有者等の負担となりますが、一部の市

町では、後退する土地を道路として寄附してい

ただく場合、測量や登記等の費用を支援してお

ります。

○野﨑幸士議員 土地の所有者との合意の下、

後退する土地を道路として寄附していただくこ

とが所有者の自己負担軽減につながるというこ

とですので、国の補助制度等、市町村としっか

り共有しながら、所有者の負担軽減、そして市

町村の財政負担軽減に努めていただくよう要望

します。

 狭隘道路対策を進める上で、敷地後退部分が

後退前に戻らないよう、道路として機能し続け

ることが最も重要です。

 しかし、敷地後退した部分に塀や植木鉢、倉

庫や車両などが置かれて、道路としての機能を

果たしていない事例もあるようですが、敷地後

退した道路の機能を維持するための県の取組

を、県土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 敷地後退した

後の道路が適切な状態に維持されていることを

把握するため、県では、毎年10月に行う違反建

築防止週間をはじめ、日常的な巡回の際に、状
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況を確認しているところであります。

 その上で、ブロック塀やプランターなどの設

置により、道路としての機能が維持できていな

いと判断される場合には、土地の所有者等に対

し、障害物を撤去するよう指導等を行っており

ます。

○野﨑幸士議員 建築確認申請時には、一連の

狭隘協議、中間検査、そして完了検査、その

後、質問しています道路としての機能を維持す

るための取組がありますので、有事の際の備え

として、しっかり厳しく行っていただくよう要

望いたします。

 狭隘道路は、住民の生活道路、生活に直結す

る身近なインフラであることから、現場に近い

市町村がその対策（指定、拡幅整備事業、住民

調整）等を行えるよう、国土交通省がガイドラ

イン策定や補助制度（交付金）で後押ししてい

ます。

 しかしながら、市町においては、専門職員不

足や財政的な面で、その取組にもばらつきがあ

るようですが、狭隘道路解消に向けた市町との

連携について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

○県土整備部長（中原 学君） 県では、狭隘

道路の解消に向け、国が策定したガイドライン

を市町に周知するとともに、必要に応じて、個

別相談や助言を行っているほか、違反建築防止

週間には共同で巡回を実施しております。

 また、昨年度から、後退に要する費用への支

援制度がない市町を訪問し、国の補助事業や市

町の先行事例を紹介するなどの取組を始めたと

ころであります。

 引き続き、市町との連携を図りながら、安全

な市街地が形成されるよう、狭隘道路の解消に

向けた取組を推進してまいります。

○野﨑幸士議員 狭隘道路に関する県の役割

は、狭隘道路整備等促進事業などの枠組みで、

市町村の調査、測量、分筆、登記、工作物除却

などの補助や国の補助制度を活用しながら、県

として市町村向けの要綱や手引、相談窓口の整

備等ですが、災害時には命の道となる重要イン

フラですので、県土強靱化、防災対策の重点施

策として認識していただき、土地家屋調査士の

方々の専門的な知識とマッチングさせながら、

誰もが安全・安心に暮らせる地域社会を形にし

ていただくよう要望いたします。

 次に、本県の畜産行政、肉用牛について質問

します。

 全国和牛能力共進会は、５年に１度、全国の

優秀な和牛を一堂に集めて、改良の成果やその

優秀性を競う全国規模の和牛の品評会で、和牛

のオリンピックとも言われています。

 本県が誇る宮崎牛は、過去に開催された第９

回鳥取大会から、長崎、宮城、鹿児島大会と、

史上初の４大会連続で最高賞である内閣総理大

臣賞を受賞しており、全国のトップブランドと

して確立され、本県の食の魅力の代表とも言え

ます。

 その肉用牛の現状ですが、全国を見ますと、

農家戸数と飼養頭数が高齢化や離農等によって

減少傾向にあるようですが、直近３年間におけ

る本県肉用牛の農家戸数と飼養頭数の推移につ

いて、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県肉用牛の

農家戸数は、国の畜産統計によりますと、令和

５年の4,700戸から令和７年には4,000戸と、

700戸減少しております。

 また、飼養頭数につきましては、平成22年の

口蹄疫発生以降ピークとなった令和５年の26万

200頭から令和７年には24万8,400頭と、約１万
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2,000頭減少しております。

 このうち、肉用牛生産の基盤である繁殖雌牛

頭数につきましては、令和５年の８万6,000頭

から令和７年には８万900頭と、約5,000頭減少

しております。

○野﨑幸士議員 ここ数年で農家戸数はもとよ

り、これまで増加傾向にあった飼養頭数が落ち

込んでいる状況を見ると、宮崎牛をはじめとす

る本県肉用牛の今後の生産基盤がどうなってい

くのか、大変危惧されます。

 私自身も子牛競り市等で、農家の声を直接聞

いておりますが、皆さん、このまま牛が減り続

けていくのか、担い手が少ない中、誰が地域の

肉用牛を守っていくのか、様々な御意見をいた

だいているところです。

 本県の肉用牛の繁殖基盤を維持するため、県

はどのように取り組んでいるのか、農政水産部

長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 担い手の減少

や高齢化が進む中、本県肉用牛の繁殖基盤を維

持するためには、農家の生産性向上と地域にお

ける分業体制の構築を図ることが重要でありま

す。

 このため県では、母牛の分娩間隔短縮や子牛

の事故率低減など、農家の飼養管理技術の向上

に向け、県やＪＡ、ＮＯＳＡＩ等が一体となっ

た指導を強化するとともに、省力化につながる

畜舎の補修・改修やスマート機器の導入等を支

援しております。

 また、子牛の飼養管理を担うキャトルセン

ターや、粗飼料の効率的な生産を行う農作業受

託組織の活用など、地域内で分業化を推進する

取組も進めております。

 引き続き、関係団体等と連携し、肉用牛の繁

殖基盤の維持・強化に取り組んでまいります。

○野﨑幸士議員 繁殖基盤が要ですので、しっ

かり取り組んでいただくよう要望します。

 次に、子牛価格についてです。これまで長期

にわたって低迷が続いていました子牛価格が昨

年来、上昇傾向にあり、令和８年３月の全国平

均は84万2,000円となっており、４月には86万

1,000円とさらに上昇が続いているようです

が、本県における子牛価格の現状について、農

政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県の子牛価

格は、令和４年度以降、長期にわたり低迷が続

き、令和５年から６年にかけて50万円を下回る

月もあるなど、繁殖農家の経営は厳しい状況に

ありました。

 この間、県では、子牛価格対策として、国と

連携した良質な子牛生産のための母牛更新の支

援や、県外からの購買者を誘致するためのＰＲ

等を実施してまいりました。

 これらの取組を続ける中で、子牛価格は上昇

に転じ、令和７年１月以降、前年を大きく上回

る水準で推移しており、令和８年４月の平均価

格は86万6,000円となるなど、令和に入って最

も高かった令和３年４月の83万9,000円を超え

る水準になっております。

○野﨑幸士議員 現在の子牛価格は、これまで

苦しんできた繁殖農家にとっては追い風と言え

ますが、一方で、肥育農家にとっては、原材料

である子牛の導入価格、また様々な資材価格が

高騰する中で、経営の維持すら困難になるおそ

れがあります。

 厳しい経営環境下にある肥育農家に対し、県

ではどのような支援に取り組んでいるのか、農

政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 肥育農家の経

営は、子牛や飼料価格などの生産コストの高騰

- 35 -



令和８年６月10日(水)

や、枝肉価格の伸び悩み等により、厳しい状況

にあります。

 このため県では、コスト低減等の経営改善に

取り組む肥育農家に対し、肥育素牛の導入頭数

に応じた奨励金を新たに交付するとともに、国

のセーフティーネット対策である牛マルキンの

生産者負担金の一部を助成するなど、経営安定

に向けた支援に取り組んでおります。

 あわせて、出口対策として、県産牛肉のさら

なる消費拡大を図るため、牛肉消費券の発行や

県内各地での販売促進イベントの実施に、ＪＡ

等と一体となって取り組むなど、国スポ・障ス

ポも見据えながら、様々な機会を捉えたＰＲ活

動に積極的に取り組んでまいります。

○野﨑幸士議員 国においては、肉用牛の肥育

期間を短縮し、出荷月齢を早める取組を支援す

る事業もありますので、肥育農家の実情に寄り

添った支援を行っていただくよう要望します。

 一方、子牛の導入価格のほか、先ほどの答弁

にもあったとおり、畜産用飼料の主原料である

トウモロコシや大豆などの穀物の国際価格は、

世界有数の穀倉地帯であるウクライナの情勢不

安の長期化や円安、そして世界的な需要増加を

背景に高止まりしておりまして、飼料穀物の多

くを輸入に頼っている我が国では、近年の円安

傾向が飼料価格を一段と押し上げているようで

す。

 また、畜産農家からは、資材の中でも牛床に

使う敷料のおが粉が高騰しているとの御意見を

いただきました。

 木質バイオマスのペレットやチップ等、燃料

の需要拡大により、おが粉も燃料の原料として

の需要が増えているのが大きな要因と思います

が、本県の飼料やおが粉の価格高騰を受けた県

の取組について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

○農政水産部長（児玉憲明君） 県では、飼料

対策として、令和８年２月補正予算で、国の

セーフティーネット対策である配合飼料価格安

定制度に係る生産者積立金に対し支援を拡充し

ております。

 また、畜産農家が稲わらを飼料として活用す

るとともに、牛の排せつ物を堆肥化して耕種農

家に還元する耕畜連携の取組がさらに進展する

よう、トラクター等の機械導入や堆肥舎等の施

設整備などを支援しております。

 さらに、おが粉については、粉砕したもみ殻

を混ぜた低コスト敷料の製品化や普及に、民間

企業と連携して取り組んでいるほか、農林振興

局等に相談窓口を設置し、おが粉の入手先の紹

介なども行っているところです。

 引き続き、肥育農家経営の安定に向けた支援

に取り組んでまいります。

○野﨑幸士議員 農家さんの実情に合った支援

を講じていただくよう要望します。

 あらゆる生産コストが上昇を続ける中、肥育

農家の収益性を向上させるためには、何より国

内外での販路拡大を通じて枝肉価格の底上げを

図っていく必要があると考えます。

 昨年秋から枝肉相場が好調と言われながら

も、和牛の実需は弱く、和牛の主戦場である外

食産業でも厳しい状況が続くなど、和牛の消費

が決して上向きではないようです。

 このような中、政府は和牛を柱に、牛肉輸出

拡大が国内の枝肉価格を下支えする重要な要素

だと位置づけているようですが、本県の牛肉輸

出の現状と取組について、農政水産部長にお伺

いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 国内における

牛肉需要が伸び悩む中、輸出拡大を進めること
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は、本県肉用牛の振興を図る上で重要な取組と

認識しております。

 このような中、県産牛肉の輸出量は、台湾、

アメリカ、香港を中心に増加傾向にあり、直近

の令和６年度調査では、1,425トンと過去最高

を記録しております。

 また、昨年１月以降、本県初となるハラール

対応の食肉処理施設から、カタールやインドネ

シアへの輸出も開始されました。

 一方、中東情勢の悪化により、ＵＡＥへの輸

出が停止するなどの影響も生じていることか

ら、輸出先の多角化を図るとともに、関係機関

と連携し、販路開拓に向けたプロモーションを

実施するなど、県産牛肉のさらなる輸出拡大に

取り組んでまいります。

○野﨑幸士議員 農林水産省も食料・農業・農

村基本計画で掲げた、2030年までに農林水産

物、食品の輸出目標額５兆円の達成に向けて輸

出拡大に取り組んでおりまして、昨年の畜産物

の輸出実績は1,173億円で、2012年以降連続し

て増加しており、うち牛肉が最大の731億円、

全体の約60％を占めています。中東情勢の影響

も出ているようですが、輸出拡大の取組もしっ

かり行っていただくよう要望します。

 これまで答弁いただいたように、肉用牛農家

を取り巻く環境は、飼料・資材価格の高騰や生

産基盤の縮小など、大変厳しい状況にあること

が分かりました。

 しかしながら、肉用牛は本県経済を支える屋

台骨であり、特に中山間地域では、そこに住む

人々や集落の生業を創出する機能も有している

ことから、肉用牛の衰退は、地域の衰退につな

がりかねない非常に大きな問題となるため、

しっかりと支え続ける必要があると私は考えて

おります。

 このような中、冒頭に触れさせていただいた

とおり、来年８月には北海道全共が開催されま

すが、北海道全共に向けた現在の取組及び意気

込みについて、知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 私が知事に就任して初

めて臨んだ平成24年の長崎全共では、その２年

前に口蹄疫でどん底を経験して直後の大会であ

りましたが、口蹄疫からの復興の象徴となる大

会連覇を成し遂げた、その感動は忘れ難いもの

があります。

 また、前回の鹿児島全共では、最大のライバ

ルである鹿児島での開催、言わばアウエーでの

大会でありましたが、その中でも前人未到の４

大会連続内閣総理大臣賞を受賞するなど、生産

者や関係団体の並々ならぬ努力により、日本一

の産地として確固たる地位を築くことができた

ものと考えております。

 一方、次回の北海道全共では、開催地の北海

道はもとより、技術レベルを飛躍的に向上させ

た他県が、打倒宮崎を掲げて相当の力を入れて

くることが想定されます。また、暑熱対策、そ

して北海道までの輸送対策が課題であると考え

ておりまして、これまで以上に厳しい戦いにな

るものと認識しております。

 このため、本年度は、厳しい出品条件の下で

選び抜かれた候補牛の導入支援を行うととも

に、出品牛が最高のコンディションで本番に臨

むことができるよう、暑い中での輸送計画及び

試験を通じた長距離輸送対策にも万全な準備を

進めることとしております。

 さらに、９月には、本番さながらに牛の優劣

を競うプレ全共を開催し、候補牛のさらなる磨

き上げや生産者の士気向上、そして、県内の機

運醸成にも取り組んでまいります。

 私自身も年明けから県内全ての子牛競り市を
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回り、農家の方と意見交換をして生産現場の状

況を把握するとともに、全共に向けて取り組ん

でおられる方々と意見交換をし、激励を行って

いるところであります。

 そういう中で、これまで日本一を経験された

方が、体調を崩されながらも次の北海道全共ま

では何としても頑張るんだと、そういう意気込

みを語るのを聞いて頭の下がる思いもいたしま

したし、しっかりと支えていかなくてはならな

い、その思いを強めております。

 本県にとりまして全共は、宮崎牛の魅力を全

国に広め、その価値を確かなものとし、生産者

に誇りと自信をもたらす特別な大会でありま

す。おかげさまで、海外も含めて宮崎牛の知名

度も飛躍的に高まってまいりました。

 本県畜産業の未来を切り開くことができるよ

う、生産者や関係団体等が一丸となって、いよ

いよ本格化する出品対策に全力で取り組んでま

いります。

○野﨑幸士議員 北海道全共で日本一の称号を

獲得することは、生産現場に大きな誇りと希望

を与え、国内外における宮崎牛のブランド力強

化、ひいては肉用牛の生産基盤の強化につなが

るものと考えております。ぜひとも５大会連続

内閣総理大臣賞受賞を目指し、改めて宮崎牛の

すばらしさを全国に発信していただきたいと思

います。

 最後になりますが、知事におかれましては、

本県の発展と県民の安全・安心な生活のため

に、これまでの経験と実績、そして培われてき

た国とのパイプ、また人脈をフルに生かして、

未来への創造と、先ほど中東情勢の問題にも触

れましたけれども、現在山積する課題解決に向

けて、私は河野県政じゃないとできないと確信

していますので、全庁挙げて頑張っていただく

ようエールを送りまして、私の全ての質問とさ

せていただきます。ありがとうございました。

（拍手）

○外山 衛議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時46分休憩

   午後１時０分再開

○山下 寿副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、福田新一議員。

○福田新一議員〔登壇〕（拍手） 発言順位３

番、北諸県郡選出、自由民主党の福田新一で

す。本日は、遠方より傍聴に来ていただきあり

がとうございます。また、インターネット等で

御覧の皆様、ありがとうございます。いつもの

とおり、今の心境を短歌にて歌います。

 「水無月に議場の空気張り詰めてそこが知り

たい一般質問」

 いかがですか。（拍手）ありがとうございま

す。

 それでは質問していきたいと思います。

 知事の挨拶の中に、よく「現場の声に耳を傾

けます」と出てきます。そこで、現場の声とい

うのを最優先に取り上げていこうと考えまし

た。

今回、一般質問のスタイルを次の流れで進め

てまいります。１、地域の生の声からテーマを

取り上げます。２、テーマの内容を調査、把握

いたします。３、国の制度や事業を勉強した上

で、宮崎で生かすにはどういう方法があるか検

討します。４、県が、自治体が、地域が具体的

にどう動いて結果を出せるか検討します。これ

を流れのベースにして質問してまいります。
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 まず、保育現場についてであります。

本県では強みを生かし、未来創造に向けたさ

らなる成長につなげるため、３つの日本一挑戦

プロジェクトに取り組んでいます。

 その１つが子ども・若者プロジェクトです。

これは「日本一生み育てやすい県」を目指すも

のであり、安心して子育てできる教育環境につ

いて取り組んでいるところであります。

 しかしながら、今年５月に県内の認可保育所

において、保育士による虐待を含む不適切な保

育が行われたことが明らかになったところであ

ります。

 保育現場において、日々懸命に子供たちと向

き合うなど、安心して子育てできる環境を支え

る保育士の皆様がおられる一方で、こうした事

案が発生したことは大変残念であります。

 我が国の児童福祉の基本理念を示す児童憲章

には、「児童は、人として尊ばれる」「児童

は、社会の一員として重んぜられる」「児童

は、よい環境のなかで育てられる」と規定され

ており、幼児期における養育や教育がその後の

成長に大きな影響を与えるとの考え方が、この

理念の背景にあると考えられます。

 そこで、次世代を担う子供たちに対する幼児

教育・保育について、知事の思いを伺います。

 後の質問は質問席から行います。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 幼児期は、他者との関わりや遊びを通じて、

自己肯定感や思いやりの心が大きく育ち、生涯

にわたる人格形成の基礎を培う、大切な時期で

あります。

 また、そのときの記憶というものは深く刻ま

れると。改めてそのことを感じましたのは、先

日、日之影で、国スポに向けたリハーサル大

会、なぎなたの大会を見ました。

 なぎなたは一度も経験したことがないなと

思っておりましたが、ふと幼稚園のお遊戯会で

弁慶をやったなと。あのときになぎなたを振り

回したのかなということを思い出したわけであ

りますが、半世紀以上前のことがふと思い浮か

ぶ、やはり幼児期はとても大切なものをいろい

ろ経験して、それが糧になるということを改め

て実感いたしました。

 幼児教育・保育は、子供の心身の発達を促

し、社会性や基本的生活習慣を育む上で、極め

て重要な役割を担っているものと認識しており

ます。

 また、幼児教育・保育施設は、孤立しがちな

子育て家庭の悩みや不安に寄り添う、地域の子

育て支援の拠点としての役割も大きくなってお

りまして、社会を支える基盤として、その重要

性は増しております。

 本県は豊かな自然の中で、誰もが子育てしや

すく、子供が伸び伸び成長できる環境にありま

す。今後とも、この強みを生かしながら、全て

の子供が健やかに成長し、笑顔で過ごせる社会

の実現に向け、引き続き取り組んでまいりま

す。〔降壇〕

○福田新一議員 「三つ子の魂百まで」と言い

ます。幼い頃に身についた性格や癖、考え方な

どは、大人になってもなかなか変わりません。

いかに一生で大事な時期であるかを認識する必

要があると思います。

 先日、三股町保育会総会が行われました。今

日、傍聴に来られておりますが、参加者と意見

交換等を行い、後日、保育に関して２つの要望

がございました。

 １つ目が、保育士確保に関する助成金を宮崎
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県内で統一してほしいというものです。保育士

不足はどの自治体でも深刻でありますが、採用

などに当たり市町村間で助成金に差があると、

保育士の偏在が進み、地域において必要な保育

を受けられなくなるという事態が想定されると

いうものであります。

 ２つ目は、宮崎県内の保育料の完全無償化を

求めるものであります。どの地域に住んでいて

も一定の水準の教育・保育環境を保障し、地域

や家庭によって、幼児期における様々な成長の

機会が大きく左右されるべきではないという考

えが背景にございます。

 そこでお聞きします。保育料の無償化につい

て、県の考えを福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 保育料は、全

国一律で、既に３歳以上は無償とされているこ

とから、県では、市町村と連携し、国の制度に

上乗せする形で、３歳未満の第２子保育料のさ

らなる負担軽減を行っております。

 保育料無償化の実現に当たっては、財政負担

が大きく、包括的な仕組みづくりが必要であ

り、国において全国一律での実施を図るよう、

引き続き、全国知事会のほか、あらゆる機会を

通じて、国に働きかけてまいります。

○福田新一議員 保育料完全無償化や保育士確

保に関する助成金の県内統一を望む理由としま

しては、自治体の隣同士で協働ではなく、園児

や保育士の不自然な偏りが始まっているからで

す。

 近年、保育現場を取り巻く環境は大きく変化

しております。核家族化の進展に加え、子育て

に対する価値観も多様化しており、保育所は従

来にも増して、きめ細かな対応が求められるよ

うになっています。

 私自身、県内の保育関係者から話を伺う中

で、子供への保育はもとより、保護者との信頼

関係の構築や相談対応、家庭との連携に丁寧に

向き合っている実情を耳にしております。

 また、保護者が抱える悩みや課題も複雑化し

ており、保育所だけで対応することが難しい事

案も増えているという声もあります。

 子供の健やかな成長のために、こうした環境

に置かれている保育園をサポートする必要があ

ると考えています。

 そこで、保護者への向き合い方など、園が抱

える課題に対する県の取組について、福祉保健

部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 共働き世帯の

増加や家庭環境の多様化など、子供たちや保護

者を取り巻く環境は複雑化しております。

 そのため、保育現場の保育士等に求められる

役割も多様化しており、幼児教育・保育施設が

子育て支援を実施する中で、対応に苦慮するこ

ともあるものと認識しております。

 このような中、県では、幼児教育センターを

拠点に、幼児教育の専門的な知見と豊富な経験

を有するスーパーバイザーによる訪問支援や、

現場のニーズに対応した研修を通じて、幼児教

育・保育施設が地域の子育て支援の拠点として

の役割を十分に果たせるよう、引き続き支援し

てまいります。

○福田新一議員 幼児教育センターのスーパー

バイザーの訪問支援に期待いたします。

 私自身の幼児期、そして子育てを振り返る

と、家庭での何げない瞬間がかけがえのない二

度と戻らない瞬間であり、父や母の愛が一生折

れない心の背骨をつくってくれたと思います。

 今と昔では子育てを取り巻く環境が違います

が、保育現場と家庭が互いに理解し合いなが

ら、協力して子供を育てていくことができれば
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と思います。

 次に、農業の地域計画についてです。

多面的機能支払制度は、農村地域などにおい

て、水田などの農地の水路や農道などの整備に

有効に利用されていますが、この制度は、単な

る維持管理といった保全活動だけでなく、今後

の農地の在り方などについての検討にも活用で

きるものとなっております。

 私の地元三股町でも、目先の維持管理を繰り

返すのではなく、多面的機能支払制度を活用し

て、その地域における農地の将来像を見据え

た、しっかりとした検討を行った上で、保全管

理を進めるべきではないかという声が上がって

います。

 担い手農家が減少する中、多面的機能支払制

度に取り組むことによる地域への効果につい

て、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 多面的機能支

払制度は、農地や農業用施設等の維持管理と

いった地域の共同活動を支援することにより、

国土の保全や水源の涵養など、農業・農村が有

する多面的機能の維持・発揮を図るとともに、

担い手農家に集中する維持管理の負担を軽減す

ることも目的にしております。

 また、制度活用においては、農地や農業用施

設等を将来にわたってどう適切に保全していく

か、どのようにそれらの地域資源を継承してい

くかについて、地域全体で話し合い、検討する

ことも必要であり、制度に取り組むことで地域

での話合い活動を活性化させる効果をもたらし

ています。

 今後も市町村等と緊密に連携しながら、農業

者や地域住民が行う地域資源の適切な保全管理

を支援してまいります。

○福田新一議員 現在、県内各地では、将来の

地域農業を描いた地域計画が策定されていま

す。地域計画は、おおむね10年後を見据えた農

地の姿を示すものであり、農地利用の将来像と

なるものであります。

 一方で、先ほどの多面的機能支払制度は、将

来にわたる農地や農業用施設の保全を支える制

度であり、将来的な農地利用と保全活動につい

て、一体的な議論を行うことが可能になると考

えております。

 まさに、今後の地域計画について、地権者や

耕作者など関係者がしっかりとした議論を行う

タイミングが来たと考えております。

 地域計画の見直しに向けた県の取組と、見直

しのために重要な話合いを活性化させている事

例を、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 地域計画につ

きましては、策定するだけではなく、継続的な

話合いにより、実効性あるものに見直していく

ことが重要です。

 このため県では、本年４月に地域計画見直し

方針を策定し、目的の明確化や事前打合せの実

施など、話合いを活性化させるためのポイント

を示したところです。

 また、話合いを工夫している事例として、高

鍋町では、複数の地区が一堂に会し、農業委員

等が進行役を務め、将来の耕作者が決まってい

ない農地を地図に示し、誰がその農地を引き受

けるか広域で話合いを行っております。

 今後も、こうした事例を各地域に紹介すると

ともに、さきに答弁した多面的機能支払制度等

の場も活用しながら、地域の活動を後押しして

まいります。

○福田新一議員 農地利用の主体である耕作者

だけでなく、農地の権利者である地権者も参画

することで、将来に向けた円滑な農地利用につ
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ながると考えております。地権者である私もぜ

ひとも参加して、話合いに加わって考えていき

たいと思います。

 今答弁いただきましたとおり、地域計画を単

なる絵に描いた餅として終わらせるのではな

く、実行可能な計画として、しっかりとブラッ

シュアップさせていただきたいと思います。

 それぞれの地域の皆さんが話合いを通じ、描

いた将来像を実現させ、将来も地域農業を持続

していくためには、担い手農家の皆さんに、そ

れぞれの地域でしっかりと農業収入を得ていた

だくこと、しっかりともうけていただくことが

必要だと考えます。そのためには、いかに効率

的で生産性の高い農業を行うことができるかが

重要であると考えます。

 ばらばらに点在する狭い農地を行き来し、雨

が降るのをじっと待つのではなく、１か所にま

とまった広い農地で、使いたいときにいつでも

水をまくことができる、そのような農業生産基

盤が整っていることが、将来像実現の一番初め

の条件になるのではと考えます。

 中でも、畑地かんがい事業につきましては、

作物生産に欠かすことのできない水を農地に供

給するための施設を整備するものであり、現

在、県内７つの地域で進められております。

 そこで農政水産部長に、県内の畑地かんがい

事業における整備状況を伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 天候に左右さ

れず、計画的な水利用を可能とする畑地かんが

い施設は、生産性の高い農業を行う上で重要で

あり、県内７つの地域で約１万7,000ヘクター

ルの農地を対象に整備を進めております。

 これまで、国が行うダム等の整備は全地域で

完了し、県が行う農地周辺のパイプラインなど

関連事業の整備は、約７割の１万2,000ヘク

タールで完了しております。

 整備が完了した地域では、里芋やホウレンソ

ウなど加工・業務用野菜の作付等が増加する一

方で、未整備の約３割の中には、地元の合意形

成が進まず、計画どおりの進捗となっていない

地域もございます。

 県としましては、地域としっかり対話し、意

向を把握しながら、必要な整備を行ってまいり

ます。

○福田新一議員 今、国が整備するダム等は全

て完了、現在、県が実施する施設も整備中との

答弁をいただきましたが、整備された施設につ

いては、当然のことですが、その後の維持管理

が必要となります。

 その維持管理は、それぞれの地域の農家の皆

さんで構成される土地改良区が担うことにな

り、その土地改良区の賦課金収入は水利用状況

に直結するものと理解しております。

 このため、今後、関連事業が完了し、地域内

の農地で水利用が可能となるまでの間は、土地

改良区の負担も大きいものと思われますが、農

政水産部長に、国営造成施設などを管理する土

地改良区への支援の状況を伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 国営造成施設

等は、農業用水の安定供給に向けて、地域の農

業者で構成される土地改良区等において管理さ

れております。

 これら施設の維持管理は、水利用状況等に応

じた土地改良区の組合員からの賦課金により運

営されるものですが、費用面で組合員の大きな

負担となります。

 このため、国や県の支援に加え、一部地域で

は、市町独自の補助等により組合員の負担軽減

がなされております。

 県としましては、引き続き、土地改良区に対
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し、各種補助制度の活用を助言するとともに、

畑地かんがい用水の利用者増や水利用の拡大に

向け、散水施設の設置・撤去に係る省力化技術

の実証や散水実演会の開催などにより、畑地か

んがい用水への理解を促進してまいります。

○福田新一議員 畑地かんがい事業は、長年に

わたり多額の事業費と関係者の努力によって進

められてきております。一方で、事業着手から

完成まで約19年から20年という長い年月を要す

ることから、現在のニーズに合っているのかと

いう声も聞かれます。事業の意義や効果をしっ

かりと説明することも大事だと思いますので、

よろしくお願いいたします。

 次に、県立高校の在り方について質問してい

きます。

 県立高校における令和８年度の入学者数は、

前年度に比べて減少しており、いわゆる高校無

償化の影響が顕著に現れています。

 高校無償化が実施される中、県立高校が果た

す役割について、知事の考えを伺います。

○知事（河野俊嗣君） 県立高校は、公教育と

して県民にひとしく高校教育の機会を保障する

とともに、地方の持続的発展を支える人材育成

の核となっております。

 しかしながら、高校無償化に加え、少子化が

さらに進むことが見込まれることから、特に中

山間地域を中心に、これまで以上に生徒の確保

が厳しくなることが予想されます。

 先日、串間市において、地域の皆さんとの対

話集会、知事との本音トークを開催したとこ

ろ、福島高校の２年生が２人そこに参加してお

り、その生徒自ら、生徒数の減少による将来へ

の不安というような意見も聞かれたところであ

ります。

 このため県では、将来にわたり、地域の学び

を保障し、地域が求める人材を育成することが

できるよう、各学校の魅力化・特色化を進めて

いるところでありまして、これに加えて、持続

可能な規模等についても、早急に検討していく

必要があると考えております。

 先月、国への提案・要望で上京した際、文部

科学省の副大臣や審議官と個別に意見交換を行

う中で、高校教育改革については、教育委員会

だけではなく、県庁全体で考えて進めてほしい

と、そのようなアドバイスもいただいたところ

でありまして、今般、大学や経済団体、県庁各

部の職員等で構成します高校教育改革推進会議

を立ち上げ、2040年に向けた高等学校教育改革

実行計画の策定を進めているところでありま

す。

○福田新一議員 ありがとうございます。ある

私立高校では、中学校で不登校であった生徒を

迎える教室を設け、立派に高校を卒業して確実

なスタートを切っていく学科を設置しておりま

す。公立高校においては、そういった熱意に

劣っているようなところも少しありますので、

今、知事のお話にあったそういう部分をもっと

拡大してほしいと思います。

 現在、県では、全国からの出願を認めている

学校が、飯野高校、高鍋農業高校、高千穂高

校、宮崎海洋高校と４校あります。全国枠に値

する魅力あるポイントを備えているでしょう

か。

全国枠の募集を行っている県立高校４校の教

育内容の特色について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 本県では、全国募集

を行う高校は、１学年４学級以下の学校で、特

色ある教育活動や入学者の住居整備等が行われ

ていることを要件としております。

 各学校の特色ある取組としまして、飯野高校
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は、地域や海外とつながる探究型学習、高鍋農

業高校は、文部科学省による農業経営者育成高

等学校の指定及び有機農業の実践、また、高千

穂高校は、世界農業遺産をフィールドにした学

習プログラム、宮崎海洋高校は、海の専門高校

として、実習船「進洋丸」を活用した実習等を

行っております。

○福田新一議員 説明ありがとうございまし

た。この４校は、全国から注目を浴びるように

本当に努力してほしいと思います。

 ちなみに高鍋農業高校については、今年１月

に東京にて行われた第９回和牛甲子園が開催さ

れた中で、取組部門で３年連続優良賞を受賞し

ております。

 都城には、以前、県立都島高校という学校が

ありました。当時、生徒数が増えてきたため、

それが都城農業高校、都城工業高校、都城泉ヶ

丘高校と分かれていった過去があります。

 今はその時代と異なり、少子化です。老朽化

した県立高校施設の改修・修繕の適切な実施を

行い、建物及び設備の長寿命化を図ろうとされ

ていますが、時代は変わりました。

 今や人口が減ってきている中、県立高校の数

を見直すほうがよいと思いますが、県の考えを

教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 教育委員会では、令

和３年３月に策定しました宮崎県立高等学校教

育整備基本方針に基づき、学科改編や募集定員

の調整等を実施し、魅力と活力ある学校づくり

に取り組んできております。

 しかしながら、想定を上回る少子化の進行や

高校無償化の影響により、中山間地域を中心に

地域の学びの維持が懸念されますが、県立高校

には、地域活性化の核として地域の将来を担う

人材の育成が求められていることから、将来に

わたり持続可能な学校として存続させる必要が

あると考えております。

 このため、本年度策定する高等学校教育改革

実行計画の中で、規模の適正化のほか、学科改

編や入学試験の見直し、多様な学びの提供な

ど、2040年を見据えた方針を示していくことと

しております。

○福田新一議員 私立高校は、民間の視点で比

較的弾力的な学校運営を行っているように感じ

ます。性質が異なるため難しい部分もあるかも

しれませんが、インフラ整備の進歩も含め、県

立高校においても必要な見直しを検討いただけ

ればなと思います。

 次の質問です。循環型社会について伺いま

す。

 中東情勢の悪化につれて、ホルムズ海峡の問

題やナフサ不足が人々の生活に大きく影響を及

ぼしつつあります。何でも手を伸ばせば届く時

代に進化した現在、生活そのものを見直すとき

が来たのではないでしょうか。

 いつの間にか、何でもお金を出せば手に入る

という、ぜいたくな感覚に陥ってしまいまし

た。今や節約の感覚を取り戻すときではないで

しょうか。どんどん便利になり、ぜいたくに

なっていく社会にちょっと待てと、便利になり

過ぎた社会に踊り場を設けられたような気がし

ます。

 身近にあるものの見直し、４Ｒとは、リユー

ス、リデュース、リサイクル、リフューズの４

Ｒとあります。リユースというのは繰り返し使

うこと、リデュースというのはごみを減らして

いくこと、リサイクルは再利用、リフューズと

いうのは不要なものは断ること、例えばレジ袋

とか割り箸、要らないときには要らないとはっ

きり言うこと、この４Ｒを意識して取り組んで
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いくときが来たような気がします。

 循環型社会の形成に向けた県の取組につい

て、環境森林部長にお伺いいたします。

○環境森林部長（長谷川 武君） 石油や金属

など多くの天然資源を輸入に依存している我が

国は、現在の中東情勢など、世界情勢の変化に

大きな影響を受けることから、資源の消費が抑

制される循環型社会への転換が重要な課題であ

ると考えております。

 県では、今年３月に改定を行った第四次宮崎

県環境基本計画に基づき、循環型社会の形成に

向けまして、４Ｒの推進や食品ロスの削減に加

え、再生資源を活用した「みやざきリサイクル

製品」の認定や、農業県、林業県としての強み

を生かした地域資源の活用など、様々な取組を

進めております。

 今後とも、県民や事業者、市町村等と連携し

ながら、環境、経済、社会が調和した持続可能

なみやざきづくりに取り組んでまいります。

○福田新一議員 本当に節電、節約のときが来

たんじゃないかと捉えます。

 次に、学校給食の現状について伺います。

 三股町の小学校関係者と意見交換をする中

で、給食の食べ残しが話題になりました。ダイ

エット目的で、あえて食べないというケースも

あるようです。

 学校給食における残食の状況はどのように

なっているのか、教育長にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 県内120程度の調理

場を抽出して行っている栄養摂取状況調査の結

果によりますと、令和元年度から５年度までの

児童生徒に提供した食事の重量に対する残食量

の割合は、平均で、御飯が小学校2.3％、中学

校1.3％、パンが小学校1.7％、中学校1.5％、

おかずが小学校2.3％、中学校1.3％でありまし

た。

○福田新一議員 私の入手したデータでいきま

すと、今教育長が発表されたのは、残食率が１

桁ぐらいよい結果が出ております。地元小学校

のデータですけれども、苦手な食材に挙げられ

るゴーヤやピーマンといった食材が入ったメ

ニューの残食率は11.6％、ホウレンソウとモヤ

シの甘酢あえなどは23％と高いです。データ内

容の取り方が異なったのかもしれません。

 三股町がこの残食率だったら、県全体におい

てはもっと残食率が高いのではないかと思った

ものですからお聞きしました。

 参考までに、残った給食の処理はどのように

行っているのか、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 県内の市町村に確認

したところ、残渣の量等に応じまして、廃棄物

として処理しているところ、また、肥料化や飼

料化など再利用しているところもあります。

○福田新一議員 給食は、子供たちに必要なエ

ネルギーを計算して提供されています。もった

いないから食べるということだけでなく、健

康、教育、環境の観点からも、しっかりと完食

できることが望ましいと考えます。

 児童生徒が給食を残さず食べるための県とし

ての取組について、教育長にお伺いいたしま

す。

○教育長（吉村達也君） 学校給食は、児童生

徒に必要な栄養を示した学校給食摂取基準に基

づき提供されており、児童生徒が給食を残さず

食べることは、健康な体づくりのために大変重

要なことであります。

 このため学校では、栄養教諭を中心に、給食

の時間や家庭科等の授業において、栄養バラン

スのよい食事摂取や、食品を無駄なく調理する

ことを指導しているほか、教育委員会では、弁
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当の日等の推進により、食事を作ってくれた方

への感謝の気持ちや、食べ物を大切にする心を

育てる取組を行っております。

 これらの取組に加え、引き続き、メニューを

工夫した給食の提供や、家庭と連携した食に関

する指導も行ってまいります。

○福田新一議員 ありがとうございます。参考

までに、中学校の現状を見ますと、担任の影響

が相当あるようです。クラス担任によって指導

されるクラスとほっておくクラス、そこが大分

違うというのもお聞きしました。

 次に、消防団活動の推進について伺います。

市町村が設置する消防機関で、本業を持つ住

民が非常勤特別職の地方公務員として、火災や

地震、風水害など災害時の消火、救助、避難誘

導や平常時の防火啓発などを行い、自分たちの

地域は自分たちで守るという理念の下、地域防

災の中核を担う組織が消防団です。

 昨年度、私は、南海トラフ対策特別委員会の

委員長を務めさせていただきました。どの地域

にとっても消防団は重要な組織であるという認

識を委員全員で深めたものでした。

 また、団員定数が三股町170名、五ヶ瀬町200

名、日之影町470名と、人口に対してではな

く、地域の実情に応じて各自治体の条例で決め

られていることを知りました。地域防災の要と

して、行政が責任を持ってその活動を支える必

要性を強く感じたところであります。

 消防団にはポンプ車などの車両が配置されて

います。車両の多くがオートマチック車ではな

く、マニュアル車であるようです。

 最近の運転免許取得者の大半はオートマチッ

ク車限定免許を取得する傾向があり、地域のた

めに消防団には加入したものの、免許がオート

マチック車限定であるために、団に配置されて

いる車が運転できないという現場の声を聞きま

した。

 自動車学校に問い合わせてみたところ、普通

自動車免許受験者の内訳は、オートマチック車

限定とマニュアル車が約７対３の比率で、免許

取得者の大半の方がオートマチック車の限定免

許となっているとのことでした。

 オートマチック車限定免許の方がマニュアル

車を運転できるようにするには、「ＡＴ車に限

る」とされている条件を外す、いわゆる限定解

除の講習を受ける必要などがあります。その手

続に５万円ほどの費用が必要となるようです。

 そこで、県内の消防団が所有する消防車両に

おけるマニュアル車、オートマチック車の台数

と、自動車のオートマチック限定免許を保有し

ている若者が多い現状を踏まえた支援策につい

て、危機管理統括監に伺います。

○危機管理統括監（津田君彦君） 令和８年６

月時点で、県内の消防団が所有する消防車両は

892台あり、そのうち、65.5％の584台がマニュ

アル車両、34.5％の308台がオートマチック車

両となっております。

 近年の免許取得者ではオートマチック限定免

許が多い現状を踏まえ、国は、消防団員がマ

ニュアル車も運転できる準中型免許を取得する

費用について、市町村が助成を行った場合に財

政支援を行っております。

 また、県では、消防団の資機材整備補助にお

いて、オートマチック車両も含めて、車両更新

をメニューの一つとして支援しているところで

あります。

○福田新一議員 分かりました。オートマチッ

ク車とマニュアル車の比率が35％対65％とのこ

とです。町村に限ると、77％がマニュアル車と

伺っております。大半の方がオートマチック車
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限定免許を取得する一方で、消防団で使用する

車両はマニュアル車がほとんどであるという現

状を踏まえると、消防団の機能をしっかりと維

持するためには、こうした現状への対策が必要

だと考えますので、しっかりと取り組んでいた

だきたいと思います。

 さて、消防団は地域において重要な役割を果

たしておりますが、条例で定める定員に対する

充足率は約86％と伺っております。定員が確保

できない場合、消防団の機能維持に影響が出る

ことが懸念されます。

県は、消防団員の加入促進についてどのよう

に取り組んでいるのか、危機管理統括監に伺い

ます。

○危機管理統括監（津田君彦君） 消防団は地

域防災の要ですが、団員数は減少傾向が続いて

おり、その組織力を維持・強化するには、若い

世代や女性等の加入促進が重要な課題と認識し

ています。

 このため県では、県内の大学、高校や公共施

設での若い世代に向けた加入促進チラシの配布

に加え、市町村や県消防協会と連携して、ＳＮ

Ｓやホームページで消防団の地域に根差した活

動をＰＲするなど、団員募集に取り組んでおり

ます。

 また、女性消防団員活性化大会の開催や、取

り扱いやすい軽量化された資機材整備の支援を

通じて、女性団員の確保にも取り組んでいま

す。

 このほか、消防団員の活動には勤務先の理解

も必要であることから、企業訪問を実施してお

り、引き続き、市町村等と連携しながら、消防

団員の確保に取り組んでまいります。

○福田新一議員 消防団員は、それぞれ仕事や

家庭を抱えながら、地域のために活動されてお

ります。私は機会あるたびに「消防団の皆さん

は地域の守り神であり、ヒーローです」と感謝

申し上げています。加入促進への取組ととも

に、今後は仕事や家庭の両立という視点での環

境づくりにも努めていただければと思います。

 次に、福祉施設について質問します。

 食費の問題が、特に近年は物価高騰によっ

て、施設、利用者、家族、全てに負担が広がっ

ています。米、野菜、肉、調味料、光熱費等が

上昇し、高齢者施設や障がい者施設では、栄養

バランス、嚥下対応、アレルギー対応なども必

要なため、一般家庭以上にコストがかかる状況

です。物価高騰による食材費上昇が、施設運営

を圧迫しています。

 また、夜勤負担や低賃金による離職等、介護

職員の処遇改善といった課題もあります。

 物価高騰で厳しい経営状態にある介護事業所

に対し、県としてどのような支援をしているの

か、福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 介護事業所に

おいては、物価高騰や人材確保が困難な状況が

続くなど、厳しい経営状況にあります。

 このため県では、物価高騰対策として、光熱

水費や食材料費高騰に係る支援金のほか、マス

クなどの衛生用品や災害備蓄品等の購入への支

援を行っております。

 また、人材確保におきましては処遇改善が重

要でありますことから、給与改善に充てる処遇

改善加算の取得を促進するため、社会保険労務

士の派遣や加算取得に関する説明会の開催など

を行っております。

 今後とも、介護サービスの安定的な提供体制

の確保を図るため、介護事業所の経営の安定化

や介護人材の確保に努めてまいります。

○福田新一議員 人材確保における処遇改善に
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成果が出ますように、実行をよろしくお願いい

たします。

 宮崎県は現在、外国人人材確保を重点施策と

して進めており、先日、知事もインドネシアを

訪問し、インドネシア政府や現地送り出し機関

に対し、本県ＰＲ等のトップセールスを実施

し、技能実習生の育成や受入れ促進に関する連

携合意書を締結されたところです。

 介護現場での外国人人材に期待する声は大き

く、さらなる取組が必要と考えます。

 外国人介護人材の受入れ状況と県の取組につ

いて、福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県内の外国人

介護人材数は、令和７年６月時点で838人と１

年間で約300人増加しており、介護現場の担い

手として、その重要性はますます高まっており

ます。

 このため県では、海外現地での本県のＰＲ

や、事業所と外国人材のマッチング支援などの

人材確保に取り組むとともに、定着に向けた住

居の借り上げや改修に対する補助など、様々な

取組を実施しております。

 さらに、今年度から、外国人介護人材獲得強

化事業により、事業者自らが海外現地で行う採

用・広報活動等を新たに支援し、人材確保を一

層後押ししております。

 今後も、積極的な人材確保に取り組むととも

に、外国人材が宮崎で長く活躍できる環境づく

りをさらに推進してまいります。

○福田新一議員 県内で約300人増加している

状態ですね。今年度からの外国人介護人材獲得

強化事業に期待いたします。

 それでは次に、日本のひなた宮崎国スポ・障

スポに向けての現状について伺います。

 「1979年（昭和54年）に開催された第34回国

民体育大会は、テーマを「日本のふるさと宮崎

国体」と名づけ、「伸びる心、伸びる力、伸び

る郷土」をスローガンに、113万県民の総参加

による手作り国体を目指した大会でした」と記

録があります。

 本大会での宮崎県勢の活躍はすばらしく、念

願の天皇杯（男女総合優勝）、皇后杯（女子総

合優勝）を獲得しました。48年ぶりの宮崎県開

催です。現在70歳から80歳の方は、当時20代、

30代ですから、記憶もしっかりされていると思

います。活躍された方も多いことと察します。

その当時に負けない盛り上がりを期待されてい

ると考えます。

 山之口の陸上競技場ＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴ

ＡＤＩＵＭをはじめ、県プール、テニスコー

ト、延岡の体育館と、施設は着実に整備されて

いるように思います。

 宮崎国スポでの天皇杯獲得に向けた、知事の

思いや意気込みをお聞きします。

○知事（河野俊嗣君） これまで県が整備を進

めてまいりました県有主要施設や練習拠点が一

通り完成し、本番に向けて、本県アスリートの

練習に打ち込める環境が整ったところでありま

す。

 これらはスポーツの関係者からは高く評価を

いただいておりまして、私は、この国内トップ

クラスの施設も最大限に活用し、本県選手が切

磋琢磨することで、開催県として天皇杯獲得と

いう栄冠を勝ち取ることは、大会の盛り上げや

成功についても、それからスポーツの振興を

図っていく上でも、極めて重要であると考えて

おります。

 本県は、スポーツランドみやざきを掲げ、ス

ポーツを地域振興に生かしていこうと、全国の

モデルとなるような取組を進めているところで
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ありまして、地元選手たちの躍動する姿や輝か

しい成績は、県民に大きな感動と勇気を届ける

だけではなく、本県の競技力の高さと充実した

スポーツ環境を全国へ力強く発信する絶好の機

会となるものと考えており、スポーツランドみ

やざきのブランドを一段高いステージへと押し

上げる大きな原動力となるものと考えておりま

す。

 このようなタイミングで国民スポーツ大会を

開催できるということ、これは絶好のチャンス

と捉えて、天皇杯獲得という大きな目標を成し

遂げることで、次代を担う子供たちに夢をつな

ぎ、スポーツの力で宮崎のさらなる発展を切り

開いていく、そういう強い思いを持って、官民

一体となって取り組んでまいります。

○福田新一議員 ありがとうございます。宮崎

県は、日本で唯一のアスリート知事であります

から、ほとんどのこけら落としには知事が参加

されており、気が入っております。本当によろ

しくお願いいたします。

 11月議会で質問しましたとき、「天皇杯獲得

に向けて、宮崎県競技力向上対策本部において

計画を策定し、強化を進めていきます」と回答

をいただきました。

 来年の宮崎大会での天皇杯獲得を目指し、今

年の青森大会では目標を10位と掲げておられま

すが、どのような戦略で強化が図られているの

かが気になるところです。

 天皇杯獲得に向けた競技力強化の具体的な取

組について、宮崎国スポ・障スポ局長に伺いま

す。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 県

では、天皇杯獲得に向けた競技力強化の具体的

な取組として、競技団体が策定した計画に基づ

く強化を行うとともに、得点獲得が期待できる

競技や選手への重点支援等、的確な支援を行っ

ております。

 また、成年種別では、国内外で活躍する選手

を県スポーツ協会で雇用するなど、この４月か

ら新たに66名加え、合計177名を確保し、全体

のレベルアップを図るとともに、少年種別で

は、開催年度、主力となるターゲットエイジ強

化選手を対象とした強化練習を計画的に実施し

ております。

 さらに、競技団体と連携し、大会本番で想定

される対戦相手について、各種大会等で細かく

情報収集・分析を行い、戦術を確立するなど、

天皇杯獲得に向けて競技力強化を加速してまい

ります。

○福田新一議員 ありがとうございました。き

め細かな詰めがなされていると分かり、安心し

ました。

 日本のひなた宮崎国スポ・障スポが成功する

大きなポイントは、県民一人一人が様々な形で

大会へ参加・協力し、来場者を厚いおもてなし

の心で迎えられるかどうかであります。

 県内各地で競技が行われます。地方には、そ

こ特有の郷土芸能、文化があります。玄関での

華道、また競技前の一口頂く食べ物など、おも

てなしの内容は様々でしょうが、各地域の皆さ

んにやる気を起こさせてください。

 県内市町村での国スポ・障スポの機運醸成に

関する県の取組について、宮崎国スポ・障スポ

局長に伺います。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポでは、県内全ての市町村で競

技を実施することとなっており、市町村と一体

となって機運の醸成を図ることは大変重要であ

ると考えております。

 このため県では、市町村と連携し、沿道や会
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場等を花で飾り、選手、大会関係者等を歓迎す

る花いっぱい運動など、大会に向けての機運の

醸成に取り組んでおります。

 また、今年度から新たに国スポ・障スポ応援

団活動支援事業を創設し、地域の団体等が実施

するのぼり旗などの歓迎装飾や郷土料理の振る

舞いなど、各市町村での自発的な盛り上がりを

創出する取組も支援することとしております。

 今後とも、県民総参加型のおもてなしの心あ

ふれる大会を目指し、市町村と一体となった機

運の醸成に取り組んでまいります。

○福田新一議員 分かりました。一緒に頑張っ

ていきましょう。

 次に、インフラ整備と地域の発展について伺

います。

 地域の創生に向けた中長期的な政策課題とし

て、インフラ整備が最も大きなポイントだと考

えます。毎回一般質問で話題にしている国道

222号―「にゃんにゃんにゃん」という合い

言葉が今あるみたいですけれども―牛ノ峠バ

イパス開通です。

 予想されています南海トラフ地震時の救援施

設、避難ルート等、例えば道の駅都城ＮｉＱＬ

Ｌ、また陸上競技場ＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴＡ

ＤＩＵＭ等、全てが花開く要素になっていま

す。

 国道222号牛ノ峠道路の整備について、期待

される効果を知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 国道222号は、南海ト

ラフ巨大地震などの大規模災害時におきまし

て、九州の西側から沿岸地域への救助・救護活

動などを支える大変重要な路線であります。

 この牛ノ峠道路が整備されますと、津波被害

が想定される日南市と後方支援拠点であります

都城市が信頼性の高い道路で結ばれ、迅速な応

急復旧活動や支援物資の輸送が可能となりま

す。

 また、重要港湾である油津港と北諸県地域と

のアクセス向上による観光振興や、農畜産業、

林業・木材産業のさらなる活性化などに加え、

広域的な医療連携の強化が図られるところであ

ります。

 こういったことを基本としながらも、今議員

が御紹介してくださいました222、２の並びか

ら「にゃんにゃんにゃん」と、「ロードにゃん

にゃんにゃん」でアピールできないかと、日南

と都城を結ぶ、「にちにゃん」と「にゃんこの

じょう」を結ぶというような、猫好きの方によ

るネコノミクスという効果も大きいですし、場

合によっては観光ということにも結びつけられ

るのではないかと、そのような地元でのアイデ

アも今語られているところであります。

 先週開催されました早期事業化を求める決起

大会には、約1,400人もの方々が参加し、地元

の皆様の熱意を肌で感じたところであります。

 これまでの機運の高まりや、私自身、関係者

の皆様と共に国への要望活動を行ってきたこと

が実を結び、今年度、整備につながる調査費を

獲得できたことは、実質的な事業化であると大

変うれしく受け止めているところであります。

 今後とも、国や関係市町と連携し、早期の効

果発現に向け、道路整備を着実に進めてまいり

ます。

○福田新一議員 日南と都城、「にゃんにゃん

にゃん」というのはいいですね。

 国に対し宮崎県全体で、いや九州全体として

予算確保にベクトルを向けていくときだと思い

ます。

 国道222号牛ノ峠バイパス開通に続く地域発

展の道について考えます。222号の開通に併せ
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て、三股方面への枝線、アクセス道路も整備し

てほしいという意見です。結論から言うと、こ

れは地域の交通計画として十分に筋が通る要望

です。理由は幾つかあります。

 交通流の集中を防ぐため、幹線道路だけが整

備されると、周辺自治体へのアクセスが弱くな

り、結局一部の交差点に交通が集中してしま

い、渋滞が起きやすくなります。

 三股町の生活圏が都城と密接だから、三股町

は都城市のベッドタウン的な性格が非常に強

く、通勤・通学、買物の流動が多いです。幹線

に直接アクセスできる道路があると、利便性が

大きく向上します。さらに産業道路としての価

値が高まります。

 新たに道路を整備するための事業化要件につ

いて、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 本県の道路整

備は、力強い経済の成長や、定住自立を図る地

域の発展、安全・安心な暮らしの確保を支援す

る道づくりを基本方針として、広域交通や地域

交通の道路ネットワークの整備に取り組んでお

ります。

 具体的には、インターチェンジなどへのアク

セス向上による産業活動支援の観点や、道路拡

幅や慢性的な渋滞解消による交通円滑化の観

点、交通事故や災害のリスク低減による安全

性、防災機能向上の観点などを踏まえ、将来交

通量の予測や沿線地域への経済波及効果、地域

の実情などを総合的に勘案し、事業化の必要性

を判断しております。

○福田新一議員 地域インフラ実現のために、

効率よく働いていきたいと確信しました。現地

調査などを行い、地域の要望をまとめてまいり

たいと思います。

 これで一連の私の質問を終わりますけれど

も、今回、地域の声を基に、それを調査して把

握し、そしてどの制度が邪魔しているのかを調

べ、さらに県と地域、また県議、全てが力を合

わせて、どうやっていったら今の壁を取っ払え

るかという観点で質問してきました。本当に懇

切丁寧に回答いただきまして、ありがとうござ

います。

 これで私の質問を終わります。（拍手）

○山下 寿副議長 次は、脇谷のりこ議員。

○脇谷のりこ議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、

こんにちは。脇谷のりこでございます。今日は

たくさんの皆様方に傍聴にお越しいただきまし

て、誠にありがとうございます。

 現在、全国的な物価高騰が続いています。本

県においても、宮崎市の消費者物価指数は上昇

し、全国平均を上回る状況となっています。特

に食料品は6.6％上昇しており、県民生活への

影響は深刻です。

 こうした中、国では、食料品に係る消費税率

の引下げや給付付き税額控除など、県民生活に

直結する制度設計について議論が行われていま

す。給付付き税額控除を一言で説明すると、税

金を払っている人で一定の所得以下の人には減

税、税金をあまり払っていない人には給付で支

援する制度です。

 その給付付き税額控除や食料品消費税減税の

議論の場が社会保障国民会議です。その会議に

は、全国知事会を代表して河野知事が構成員と

して参画されており、地方の立場から意見を述

べられていると承知しています。

 食料品の消費税率引下げは、県民にとって分

かりやすい物価高対策として期待する声がある

一方で、消費税は社会保障を支える重要な財源

であり、地方消費税として地方自治体の貴重な

財源にもなっています。特に、本県のように財
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政基盤が都市部ほど強くない地方自治体におい

ては、税収減少分をどのように補塡するのかが

極めて重要な課題であると言えます。

 そこでお伺いいたします。社会保障国民会議

では、食料品消費税率の引下げや給付付き税額

控除について、どのような議論がなされている

のか。また、知事は物価高対策としての意義を

どのように受け止めておられるのか。さらに、

地方消費税収や地方財政への影響について、ど

のように認識しておられるのか、知事の見解を

お伺いいたします。

 続いて、国の補正予算を踏まえた物価高対策

についてお伺いいたします。

 今申し上げましたように、物価高騰は県民生

活にも大きな影響を及ぼしています。こうした

状況を踏まえ、国は６月５日に補正予算を成立

させ、電気・ガス料金への支援やガソリン価格

の抑制措置の継続に加え、地方自治体が地域の

実情に応じて活用できる重点支援地方交付金を

措置しました。

 そこでお伺いいたします。国の補正予算によ

り措置された重点支援地方交付金について、本

県ではどのような方針で活用していくのか、知

事の見解をお伺いいたします。

 この後は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

まず、食料品の消費税減税についてでありま

す。

 社会保障国民会議では、政府・政党の実務者

が集中的に議論するための実務者会議と、学識

経験者や、地方や経済界の代表等が専門的な知

見から論点整理を行う有識者会議、この２つの

会議が設置されております。それぞれが連携し

ながら議論を進めることとされており、このう

ち、私が地方代表として構成員となっておりま

す有識者会議では、給付付き税額控除の制度設

計等について議論を行ってまいりました。

 また、食料品の消費税減税については、実務

者会議において議論されており、減税による課

題を整理するためのヒアリングが複数回開催さ

れ、システム業者や小売業者等に加えて、私も

全国知事会を代表して、このヒアリングに参加

いたしました。

 私としても、長引く物価高の中、国民負担を

軽減するための前広な議論は大変重要であると

考えております。

 一方で、議員御指摘のとおり、消費税の４割

は地方財源となっているところでありまして、

医療・介護、子供・子育て支援などの重要な財

源となっております。仮に食料品の消費税率が

ゼロとなった場合には、地方全体で年間約２兆

円もの減収となるため、これらの社会保障サー

ビスを維持していくことが困難となります。

 このため、実務者会議におけるヒアリングで

も訴えたところでありますが、持続可能な社会

保障制度を堅持し、安定的な行政サービスを提

供していくためにも、将来世代への負担を十分

考慮しながら、代替となる安定的な恒久財源の

確実な確保を前提とした丁寧な議論を求めてま

いります。

 次に、重点支援地方交付金の活用についてで

あります。

 中東情勢が依然として不透明な中、国におい

ては、電気・ガスの料金支援やエネルギー価格

高騰等への対応のため、今月５日、約3.1兆円

の補正予算が成立したところであります。この

うち、地方に配分される重点支援地方交付金と

して1,000億円が計上されております。

 この交付金については、国の支援対象となっ
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ていない特別高圧電力やＬＰガスなど、地域の

実情に応じた分野への支援の財源とすることが

示されております。

 現在、県内においても、石油関連の原材料や

資材等の価格上昇、調達困難といった影響が

徐々に顕在化してきております。

 県としましては、県民生活や経済活動への影

響を一刻も早く和らげるため、国と歩調を合わ

せたエネルギー支援等について、今議会での追

加提案も含め、早急に検討を行うとともに、ほ

かの分野についても、引き続き、県内への影響

を十分に見極めながら、時期を逸することのな

いよう、必要な事業を構築するなど、交付金の

効果的な活用を図ってまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

○脇谷のりこ議員 物価上昇が生活に与える影

響は都市部以上に大きいと思われますから、今

回の重点支援地方交付金については、本県の実

情に即した効果的な活用をお願いいたします。

 続いて、県民所得向上への取組についてで

す。

 昨年11月、私は、県民所得の向上について一

般質問をしました。宮崎県の県民所得が全国順

位では長年下位にとどまっていることなどを

データで示し、県の取組などを県政通信として

配布したところ、県民の皆様から多くの御意見

をいただきました。

 その中には、熊本県における半導体関連企業

の誘致について、「熊本は、行政だけでなく、

県内企業や地域全体で取り組んでおり、宮崎県

とは比べものにならないほど熱量が高い。宮崎

県も、企業任せではなく、地域や県がもっと応

援すべきではないか」との声がありました。ま

た、企業誘致には、用地確保とともに人材育成

が重要であるとの御指摘もありました。

 これらの声は、県民所得向上に向けて、大切

な提言であると受け止めています。その皆様の

声を質問にいたします。

 まず、労働生産性を上げるためには、半導体

を含む製造業の比率を高めることが必要かと思

います。

そこで、宮崎県の半導体関連産業の現状や取

組、その方向性について、知事にお伺いいたし

ます。

○知事（河野俊嗣君） 本県の半導体関連産業

は、大手のパワー半導体メーカーをはじめ、半

導体の設計から製造までの各工程を担う企業の

ほか、製造装置の部品加工や組立てなど関連分

野の企業も幅広く立地していることが特徴であ

ります。

 近年、世界的な半導体需要の高まりから、国

内、九州への半導体関連企業の進出や投資が拡

大しております。この好機を生かすため、県と

しても半導体を成長産業と位置づけ、産学官の

連携の下で、人材の育成・確保や企業間の取引

拡大を図るとともに、半導体関連企業の誘致に

重点的に取り組んでいるところであります。

 また、私が共同議長を務めております、九州

の経済界と知事会が一体となりました九州地域

戦略会議におきまして、九州が世界の産業サプ

ライチェーンの中核を担い続ける方針として、

新生シリコンアイランド九州の実現というもの

を掲げて、オール九州で取組を進めておりま

す。

 私としましては、ＡＩ・半導体を日本成長の

戦略分野の筆頭に位置づける国の動きも取り込

みながら、九州における半導体関連産業の振

興、ひいては本県の産業振興につなげてまいり

ます。

○脇谷のりこ議員 企業誘致を進めるために
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は、工業用地の確保だけでなく、水や電力、さ

らには従業員の生活環境など、地域全体の受皿

づくりが必要です。

 宮崎県では、令和６年度までの５年間で、延

べ153件の企業立地が実現していますが、今後

さらに魅力ある立地環境を整えるためには、市

町村との緊密な連携と継続的な投資が欠かせま

せん。

 そこで質問です。企業立地に向けた環境整備

については、どのような課題を認識し、今後ど

のように取り組んでいくか、商工観光労働部長

にお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 企業立地

を進めるためには、工業団地や人材、水、電力

など、様々な企業ニーズを満たす必要があり、

特に本県においては、工業団地の不足が課題と

なっております。

 このため県では、市町村が実施する工業団地

整備に対し、水源調査等に係る支援を行ってお

り、現在、５つの市が工業団地を整備中あるい

は検討を進めております。

 また、今年の４月には、新たな手法として官

民連携による工業団地開発について、市町村向

けに研修会を開催しております。

 さらなる工業団地確保のためには、市町村の

財政負担も大きいことから、国が検討中の団地

整備への支援が実効性のあるものとなるよう要

望していくとともに、引き続き市町村と緊密に

連携して取り組んでまいります。

○脇谷のりこ議員 企業誘致や産業振興を進め

る上で、最後に重要になるのは人材です。建設

業や製造業では、技能職の減少、高齢化、若手

人材の不足が続いています。また、半導体関連

産業をはじめ今後成長が期待される分野では、

専門的な知識・技能を持った人材の育成が欠か

せません。さらに、県産素材の高付加価値化を

進めるためには、商品開発、マーケティング、

販売戦略などを担う人材も必要です。

 そこで、県内産業を支える人材の育成につい

て、産学金労官が連携してどのように進めてい

くのか、県の考えを総合政策部長にお伺いしま

す。

○総合政策部長（大東 収君） 県内産業の維

持・活性化を図るためには、産業人材の育成が

大変重要であります。

 このため県では、産学金労官で構成する産業

人財育成プラットフォームを基盤として、経営

者から若手までの各階層に応じたビジネススキ

ルを学ぶ人材育成プログラム「ひなたＭＢＡ」

を実施し、地域経済を牽引する人材の育成に取

り組むとともに、インターンシップの促進や奨

学金の返還支援など、若者の県内定着に向けた

取組も展開しているところです。

 このほか、企業のＤＸを推進するデジタル人

材や半導体関連産業を担う人材など、専門人材

の育成にも取り組んでおります。

 今後も、企業の人材ニーズをしっかり踏まえ

ながら、産学金労官が連携を図り、本県の将来

を担う人材を育成・確保してまいります。

○脇谷のりこ議員 県民所得を向上させるため

のもう一つの重要な柱として、知的財産権の活

用があります。知的財産権、つまり特許や商標

などの取得は、単なる権利保護にとどまらず、

ロイヤリティー収入の獲得、ブランド確立、製

品や技術の差別化による価格競争力の向上につ

ながります。

 先日、宮崎県発明協会の中にあるＩＮＰＩＴ

宮崎県知財総合支援窓口に行ってきました。

ちょうど中小企業等の知財相談対応に来られて

いた弁理士の方とお話ししたのですが、宮崎県
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の特許出願数は全国的に見ても低く、知的財産

そのものの認知度が低いため、相談に至らない

事業者が多いのが実情だということです。

 特許出願には費用がかかりますが、取得後20

年間の独占権と収益化の可能性を考えれば、投

資として捉えてほしいとのことでした。

 そこで、本県における特許等の出願の現状認

識と支援策について、商工観光労働部長にお伺

いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 本県の特

許出願件数は、直近の令和６年が168件で、都

道府県別に見ると、ここ数年は30位台後半で推

移しており、企業の競争力強化を図る上では、

特許等への理解を高める必要があると認識して

おります。

 このため県では、一般社団法人宮崎県発明協

会と共同で、発明や知的財産に関する理解促進

に取り組んでおり、発明協会でも、セミナーを

開催するほか、特許庁の関連団体から委託を受

け、知的財産に対する相談対応や専門家派遣等

を行っております。

 さらに、宮崎県産業振興機構では、国内外の

特許等出願に係る費用を助成し、中小企業の権

利化を後押ししており、今後とも、特許等の利

活用が進むよう関係機関と連携し、支援に取り

組んでまいります。

○脇谷のりこ議員 それでは、農業分野におけ

る知的財産とは何を指すのでしょうか。

 今言ったように、知的財産というと特許など

ですが、農業分野では、農業者一人一人が特許

を取得するというよりも、県が開発してきた品

種の苗が宮崎県内の農家に広まり、それがやが

て宮崎県産ブランドとなって、県内外の方々に

宮崎県産の農産物はおいしいねと評価されるわ

けです。

 これは、農業者の努力とともに、県が積み重

ねてきた研究開発のたまものです。だからこ

そ、県が開発した育成品種を品種登録などによ

り適切に守っていくことが、県内農業者の所得

を守ることにもつながるのではないでしょう

か。

 そこでお伺いします。宮崎県ではこれまで

様々な品種を開発してきていますが、農業分野

におけるこれら知的財産の考え方について、農

政水産部長にお伺いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 県が開発した

農作物のオリジナル品種は、本県農業が市場に

おいて競争力を保つための源であり、農業者の

収益性や産地の優位性の向上につなげるには、

これらオリジナル品種を知的財産として保護

し、流出を防止するとともに、産地化・ブラン

ド化を進めることが重要であります。

 このため、総合農業試験場が開発した暑さに

強い新品種の水稲「ひなた舞」など、現在手続

中のものも含め、47のオリジナル品種について

品種登録を行っており、第三者による無断での

種苗の増殖・販売を防止しながら、現場への普

及や産地づくりを進めております。

 今後とも、市場での競争力確保のため、新品

種の開発を進めるとともに、その保護と活用に

取り組んでまいります。

○脇谷のりこ議員 宮崎県発明協会に伺ったと

きに、発明くふう人財育成事業として、現在７

校で知財教育を実施し、毎年、学校発明くふう

展を開催しておられることをお聞きしました。

これらは重要な取組ですが、対象校はまだ限ら

れており、将来の発明者、起業家を育てる土台

として、拡充が大変必要だと思います。

 それでは、発明くふう人財育成事業につい

て、その実績と実施校を今後拡大する考えがあ
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るのか、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 発明くふ

う人財育成事業は、県内ものづくり産業を支え

る次世代人材を育成することを目的に、県が発

明協会に補助を行い、令和７年度から実施して

おります。

 昨年度は、弁理士による講座や、知的財産を

活用する県内企業の見学を実施し、小学校４

校、中学校１校、高等学校２校の計７校、400

名を超える児童生徒が参加しております。

 県では、このような幅広い世代の児童生徒へ

の知的財産に触れる機会の提供を通じ、発明や

創意工夫に対する興味・関心の向上を図ること

が重要であると認識しており、今後とも、発明

協会と連携しながら、事業内容の充実を図って

まいります。

○脇谷のりこ議員 県内の優れたアイデアや技

術が、県外に流れるのではなく、県内で守ら

れ、利益として還元される仕組みを広めていた

だくよう要望して、この項目を終わります。

 続いて、市街化調整区域における規制緩和に

ついてお伺いします。

 市街化調整区域は、本来、無秩序な市街化を

防ぐために開発を抑制する区域ですが、一方

で、既存集落では人口減少や空き家の増加が進

み、地域コミュニティーの維持そのものが課題

となっています。

 そのような中、このたび国富町及び門川町に

おいて、都市計画法第34条第11号に基づく区域

指定が拡大され、市街化調整区域における土地

利用の規制緩和が行われました。

 都市計画法は、市街化調整区域での開発・建

築を原則禁止していますが、第34条には、これ

だけは例外的に許可できるという立地基準があ

り、その中でも11号と12号は、都道府県や市町

村が条例を使って自ら区域や対象者を決められ

るという点で、ほかの号と異なる柔軟な制度で

す。

 11号は土地につく許可であり、条例で指定さ

れた区域の中であれば、誰でも制限された用途

の建物を建てることができます。ちなみに、12

号は人につく許可で、特定の人の条件を満たす

者だけに例外的に許可されます。

 それではまず、国富町及び門川町において、

条例改正や区域拡大が行われるに至った経緯に

ついて、県土整備部長にお伺いします。

○県土整備部長（中原 学君） 県では今年３

月に、市街化調整区域における地域コミュニ

ティーの維持と空き家の利活用を図るため、11

号条例区域において建築できる用途の拡大と区

域の追加指定を行っております。

 今回の緩和に至った経緯でございますが、人

口減少や空き家の増加が課題となる中、令和６

年10月に土地利用規制検討会を設置し、市街化

調整区域を持つ市町と、既存集落の維持に向け

た今後の土地利用の在り方等について検討を重

ねてまいりました。

 その結果、緩和の申入れがあった国富町と門

川町については、用途規制の緩和等が有効な手

段であると判断し、条例改正等を行ったもので

あります。

○脇谷のりこ議員 今回の規制緩和では、建築

できる用途を、自己用の一戸建て住宅及び兼用

住宅に限定しています。地域によっては、単独

の飲食店や菓子店などが求められているところ

ですが、今回の見直しでは住宅系用途に限定さ

れました。

 そこで、用途規制の緩和対象を自己用の一戸

建て住宅及び兼用住宅までとした理由について

お伺いします。また、今後の見直しを検討する
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考えがあるのか、県土整備部長にお伺いしま

す。

○県土整備部長（中原 学君） 用途規制の緩

和につきましては、良好な住居環境の保護を図

る観点から、用途地域に定められている第１種

低層住居専用地域内に建築可能な一戸建ての住

宅に加え、店舗などとの兼用住宅までとしてお

ります。

 見直しの検討に当たりましては、開発審査会

において、居住を伴わない店舗のみの用途まで

拡大すべきとの意見も一部ございましたが、今

回の改正は地域コミュニティーの維持が目的で

すので、居住を伴うカフェなどの店舗兼用住宅

等の用途までとしたところであります。

 今後の見直しにつきましては、今回の緩和の

効果を検証し、町と意見交換を行いながら、必

要に応じて検討してまいります。

○脇谷のりこ議員 それでは最後に、今後の制

度活用についてお伺いします。

 宮崎市では、既に市街化調整区域の一部にお

いて、区域指定による規制緩和が実施されてい

ますが、その対象区域は限定的であり、地域住

民からは「期待していたほど活用できない」

「対象区域を広げてほしい」といった声も伺っ

ています。

 今後は、市街化調整区域のある宮崎市や延岡

市、日向市においても、中心部だけを見れば一

定の人口規模があったとしても、周辺部や旧町

村部では、人口減少、高齢化、空き家の増加が

進み、集落の維持が難しくなる地域が出てくる

ことが考えられます。

 そこで、大規模な既存集落の区域における規

制緩和は、宮崎市、延岡市、日向市等において

も可能なのか、可能であればどのような手続に

なるのか、県土整備部長にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 規制緩和につ

きましては、中核市である宮崎市や、県が開発

許可等の権限を移譲している延岡市や日向市に

おきましても、条例を制定するなど必要な手続

を行うことで可能となります。

 なお、宮崎市では、県と同様の緩和を令和７

年４月から行っており、さらなる緩和につきま

しても、同市が判断することになります。

 延岡市や日向市につきましては、現在、条例

による規制緩和は行われておりませんが、今

後、両市から規制緩和の意向が示されました

ら、広域的な整合性の確保を図る観点から、必

要な助言等を行ってまいります。

○脇谷のりこ議員 県には、市町村と連携しな

がら、地域の実情に応じた制度活用を積極的に

支援していただくよう要望して、この項目を終

わります。

 続いて、県立高校の魅力化に向けた取組につ

いてです。

 今年度から私立高校も教育費無償化が実施さ

れ、県内の高校生が家庭の経済状況にかかわら

ず、高校を選べる環境が整ってきたことは大い

に評価するところですが、今年度の宮崎県立高

校の志願者数が全日制において昨年度より減少

しており、私立高校への流出が顕在化している

と感じるのは先ほどの答弁でもありました。

 特に深刻なのが、串間市唯一の高校である県

立福島高校の状況です。知事も話されたよう

に、令和８年度の入学者選抜において、募集定

員120名に対し、一般選抜の最終志願者数は５

名、倍率0.06倍という、かつてないほど厳しい

数字が出ました。最終的な合格者数も48名にと

どまっており、定員の40％しか充足されていま

せん。

 それではお伺いします。教育長は県立高校全
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体の入試の志願倍率低下についてどのように受

け止めておられるのか、まず現状認識をお伺い

します。

○教育長（吉村達也君） 令和８年度の県立高

校入試における一般入学者選抜最終志願倍率は

0.68倍であり、前年度と比較して0.09倍、志願

者数で368名の減となっております。

 今春の中学卒業者数は前年度とほぼ同数で

あったことから、志願倍率の低下は、高校無償

化の影響が顕著に現れたものと考えておりま

す。

○脇谷のりこ議員 私は先日、複数の県立専門

高校を視察し、現場の実態を直接確認してまい

りました。学校の魅力化に取り組んでおられる

教職員の皆様に敬意を表する一方で、施設・設

備の老朽化が学校の魅力を大きく損なっている

という事実を目の当たりにしました。

 まず、宮崎商業高校の女子トイレです。校舎

の外にトイレ棟が建っているのですが、女子ト

イレは４つある個室のうち２つは使用できない

状態にあり、扉も相当傷んでいます。洋式化が

進んでいるとはいえ、便器も施設も老朽化で使

用する気にもなりません。

 今日はＰＴＡの方に傍聴にお越しいただいて

いますが、以前から生徒会やＰＴＡから要望さ

れているにもかかわらず、いまだ整備されてい

ません。オープンキャンパスで来校した中学生

が、トイレの実態を見て進学をやめるという

ケースもあると伺っており、施設の老朽化が学

校への志願そのものを左右していることは明ら

かです。

 学校の魅力化を語る前に、生徒が毎日安心し

て使える環境を整えることは、基本中の基本で

はないでしょうか。しかも、女子が多い商業高

校にとって、トイレは大変重要です。

 また、宮崎工業高校は、ものづくり教育に力

を入れ、デュアル教育を通じた地域産業との連

携も進んでおり、県内就職率向上に大きな成果

を上げています。一方、施設の老朽化も進んで

おり、軽微な修繕は教職員や生徒が自ら行って

いる状況です。

 宮崎商業高校のトイレをはじめとする施設の

老朽化は、生徒の日常生活の質を低下させるだ

けでなく、学校の魅力化に深刻な影響を与えて

います。教育内容の充実と同時に、施設・設備

の継続的な整備と予算の拡充をお願いいたしま

す。

 それではここで、県立高校の施設整備の現状

と、老朽化した施設への改修対応方針につい

て、教育長にお伺いします。

○教育長（吉村達也君） 県立高校の施設につ

いては、令和８年４月現在、建物の全体面積の

約84％が築30年以上経過しており、老朽化が進

んでおります。

 このため、県立学校施設個別施設計画に基づ

き、外壁改修など緊急性の高いものから施設改

修を計画的に行い、長寿命化を図っておりま

す。

 また、議員御指摘のトイレの整備について

は、別途確保している修繕費の中で、学校から

の要望を踏まえて進めてまいります。

 県立高校の施設整備については、そのほとん

どが国の補助制度の対象外であることから、本

県の財政事情や老朽化の状況等も踏まえ、知事

からも直接国へ財政支援の要望を行っておりま

す。

 今後とも、様々な財源の確保に努め、快適な

教育環境の整備を進めてまいります。

○脇谷のりこ議員 宮商のトイレの整備、あり

がとうございます。よろしくお願いします。そ
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して、ぜひ国へ財政支援の強い要望をお願いい

たします。

 続いて、宮崎海洋高校にも伺いました。航海

士をはじめとする海洋分野の専門人材を育成す

る、県内唯一の特色ある県立高校です。今年

度、社会人女性も入学してきました。

 校長から伺ったのは、国が推進するＮ－Ｅ.

Ｘ.Ｔ.ハイスクール構想への熱い思いです。

 改めて、Ｎ－Ｅ.Ｘ.Ｔ.ハイスクール構想に

ついて説明しますと、文科省が令和８年、今年

２月に公表した「高校教育改革に関する基本方

針（グランドデザイン）」において、2040年に

向けた改革の方向性として正式に示された構想

です。

 2040年には、地域の経済社会を支えるエッセ

ンシャルワーカーの圧倒的不足、理系人材の不

足が懸念されており、産業人材の育成が急務と

なっています。また、少子高齢化、生産年齢人

口の減少、地方の過疎化が一層深刻化し、2040

年には高校１年生が約36％減少する見込みで、

地方の高校ほど、これまでと同じ学校配置、学

科構成、教育内容を維持することが難しくなる

という危機感からです。

 この構想は大きく３つあります。１つ、専門

高校の機能強化・高度化、２つ、普通科の在り

方の転換、３つ、地理的アクセス・多様な学び

の確保、この３つの類型から成ります。

 そして、各都道府県に対して、今後、実行計

画の策定・推進を求める方向で、改革を先導す

る高校をつくるため、基金を造成し、パイロッ

トケースとして改革先導拠点を設ける仕組みも

示されています。

 そこでお伺いします。文科省が示した「高校

教育改革に関する基本方針」のＮ－Ｅ.Ｘ.Ｔ.

ハイスクール構想に県はどのように対応してい

くのか、教育長にお伺いします。

○教育長（吉村達也君） 議員御紹介のとお

り、2040年には、デジタルやＡＩの活用による

技術革新により産業構造が大きく変化し、例え

ば事務職などのホワイトカラーの多くが余剰人

員となる一方で、ＡＩなどの新しい技術を活

用・開発できる理系人材の不足が予想されるこ

とから、国は、高校から大学及び大学院までを

通した人材育成システム改革を打ち出しており

ます。

 この中で、Ｎ－Ｅ.Ｘ.Ｔ.ハイスクール構想

として、各都道府県に対し、地域産業を支える

アドバンスト・エッセンシャルワーカーの育成

や理数的素養を身につけた人材の育成、地理的

アクセス・多様な学びの確保を行う高校教育体

制の構築を求めていることから、本県の実情や

特色を生かし先導的な取組を行う拠点校を現在

検討しております。

○脇谷のりこ議員 ３つの類型に沿ってパイ

ロット版となる拠点校ができるのですね。で

は、その取組を県内の県立高校全体に広げてい

く必要があると考えます。

 県内の県立高校全体の魅力化のために、今後

どのような方向性を考えておられるのか、教育

長にお伺いします。

○教育長（吉村達也君） 今後さらに少子化が

進行する中、県立高校が将来にわたり公教育と

しての役割を担っていくために、今年度中に、

学科改編や入学試験の見直し、多様な学びの提

供など、高校改革の方向性を示す2040年を見据

えた高等学校教育改革実行計画を策定すること

としております。

 また、先ほど答弁しましたとおり、Ｎ－Ｅ.

Ｘ.Ｔ.ハイスクール構想を活用し、当該計画が

示す方向性を先駆的に実行する事業を構築する
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こととしております。

 2040年には中学校卒業者数が約6,000人程度

になることも予想されることから、将来にわた

り地域や社会が求める人材の育成を行う学校と

して維持できるよう、各経済団体や大学、市町

村等との連携を図り、県立高校の魅力化等を進

めてまいります。

○脇谷のりこ議員 文科省が出したＮ－Ｅ.Ｘ.

Ｔ.ハイスクール構想には、このように書かれ

ています。

 「生徒やその保護者、社会の間に、「高校は

とにかく普通科」「将来就きたい職業や学びた

いことより、とにかく入れる大学」などといっ

た意識は15年後の未来にはない。生成ＡＩの飛

躍的進化の中で、理数・デジタル的な素養が不

十分な人材は求められなくなる。高校教育改革

は、生徒の進路選択に大きな影響を与える保護

者や学校関係者の意識改革が必要だ。その実現

のために知事部局との連携も必要」とはっきり

明記されていることに、国の大きな覚悟がある

と感じました。

 それを受けて、県も、そして私たちも意識を

変えて、高校教育改革に取り組んでいかなけれ

ばならないと強く思った次第です。教育長、よ

ろしくお願いいたします。

 続いて、発達支援体制の充実についてです。

 先日、宮崎市総合発達支援センターおおぞら

を視察しました。医師をはじめ多くの専門職の

方々が、発達に課題のある子供と御家族を支え

ておられ、その役割の大きさを改めて感じまし

た。

 発達支援は早期発見・早期支援が重要です

が、どこに相談すればよいか分からないという

保護者の声をよく聞きます。その役割を担って

いるのが「おおぞら」です。

 つまり「おおぞら」は、市の施設ではありま

すが、実質的には県全体の発達支援に関わる重

要な役割を果たしていると言えます。

 しかし近年、診察希望の子供が増加し、初診

まで３か月から４か月待ちの状況が続いていま

す。初診が増えれば再診も増えるため、待機解

消には至っていません。

 また、専門職の人件費負担が大きく、セン

ターの収支は厳しく、安定的な支援継続のため

に県からの支援が必要との声をお聞きしまし

た。この要望は宮崎市からも以前より出されて

います。

 そこで、宮崎市総合発達支援センターおおぞ

らへの支援について、県の考えを福祉保健部長

にお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 宮崎市総合発

達支援センターおおぞらは、発達障がいの診断

や障害児通所支援などを行っておりますが、宮

崎市以外からの利用も多く、本県の障がい児の

医療・福祉を支える上で重要な施設であると認

識しております。

 このため県では、センターで指導的な役割を

担う専門職員の配置や、保育所等の職員に対し

専門的な助言等を実施するための経費につい

て、補助を行っております。

 県としましては、引き続き、必要な予算の確

保に努めるとともに、宮崎市としっかりと連携

し、発達障がい児の支援体制の強化に取り組ん

でまいります。

○脇谷のりこ議員 ぜひよろしくお願いいたし

ます。

 宮崎市総合発達支援センターおおぞらは、就

学前の子供が対象であり、小学生になると通常

の医療機関での診断が必要となる場面が増えま

すが、宮崎県内では児童精神科医や発達障がい
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の診断ができる医師が限られており、診断待ち

が多いとのことです。

 そこで質問です。発達障がいの診断ができる

医師の確保・育成が重要と考えますが、県の取

組を福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 発達障がい

は、早期に発見して適切な療育や支援につなげ

ることが重要でありますが、現在は初診までに

数か月を要しており、喫緊の課題であります。

 このため県では、地域のかかりつけ医の発達

障がいに対する対応能力の向上を図る研修に取

り組んでおり、これまで440名が修了している

ほか、昨年度からは、研修修了者を対象に、発

達障がいを診断できる医師を育成するため、具

体的な問診や判定方法などを修得する実践的な

研修を行っており、４名が修了しております。

 今後とも、地域において円滑に発達障がいの

診断を受けられるよう、宮崎大学等と連携しな

がら、医師の確保・育成に取り組んでまいりま

す。

○脇谷のりこ議員 先日、宮崎市教育相談セン

ターを訪問しました。小中学生や保護者からの

相談に応じ、家庭での悩みを学校につなぎ、必

要な支援へと結びつける重要な役割を果たして

おられます。

 学校現場では、担任の先生が子供や保護者に

最も近い立場で日々対応されています。しか

し、発達に特性のある子供、不登校傾向にある

子供、学校生活に困難を抱える子供など、支援

を必要とするケースは様々であり、担任一人で

抱え込むことには限界があります。

 管理職、養護教諭、特別支援教育コーディ

ネーター、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーなど、学校全体でチームと

して支援していくことが重要です。

 そこで、現在、学校ではどのような体制で子

供たちを支援しているのか、また、県教育委員

会としてどのような取組を行っているのか、教

育長にお伺いします。

○教育長（吉村達也君） 全ての公立学校で

は、特別支援教育に関する校内委員会を設置

し、校長のリーダーシップの下、学校全体で組

織的に支援する体制を整えております。

 あわせて、障がいや特性に応じた支援の充実

のため、医師や公認心理師等の外部専門家との

連携も図っております。

 また、教育委員会では、どの地域においても

就学前から高校卒業まで切れ目のない支援が受

けられるよう、各地域の拠点校に、特別支援教

育の専門性が高いエリアコーディネーターを配

置し、各学校への巡回指導やエリア内合同研修

の企画を行うなど、学校の支援体制の充実を

図っております。

 今後とも、障がいや特性に応じた、一人一人

に寄り添った支援の充実に努めてまいります。

○脇谷のりこ議員 ありがとうございます。発

達支援は、幼児期から小中学校、その先の社会

参加まで、切れ目なく支えていくことが必要で

す。宮崎県として、医療、福祉、教育をつな

ぎ、子供たちが自分らしく成長できる体制をつ

くっていただくことを要望し、この項目を終わ

ります。

 続いて、無電柱化の推進についてです。

 電柱や電線を地中に埋める無電柱化は、防災

上の観点からも、その重要性が高まっていま

す。

 私自身、おととしの竜巻の現場で、倒れた電

柱が家屋に突き刺さっている状況を目の当たり

にしました。電柱が倒れるということは、単に

電気や通信が止まるというだけではなく、人の
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命や住まい、生活道路を直接脅かすものである

と強く感じました。

 また、樹木が電線に引っかかり、強風や台風

のたびに「いつ停電になるのか」と心配されて

いる医療機関からも、無電柱化を求める声をい

ただいております。

 そこでまずは、宮崎県における無電柱化につ

いて、現在の取組状況をお伺いします。

○県土整備部長（中原 学君） 県では、道路

の防災性の向上をはじめ、安全で円滑な交通の

確保、良好な景観形成の観点から、宮崎県無電

柱化推進計画に基づき、無電柱化の整備を進め

ております。

 これまでに、宮崎駅と橘通りを結ぶ県道宮崎

停車場線をはじめ、13路線、約14.8キロメート

ルの整備が完了しております。

 現在、市街地を通る緊急輸送道路の無電柱化

を重点的に進めており、基幹災害拠点病院であ

る県立宮崎病院へのアクセス道路となる国道

269号や、緊急物資等の輸送拠点である宮崎港

と市街地を結ぶ県道宮崎島之内線など、県内６

路線９か所、約10.5キロメートルの整備を行っ

ております。

○脇谷のりこ議員 国においても、近年の地

震、台風、豪雨などによる電柱倒壊や停電、通

信障害を踏まえ、無電柱化をより一層推進する

方向が示されています。

 本県においても、優先順位を明確にして取り

組む必要があると思います。

 そこでお伺いします。防災の観点から、無電

柱化は重要と考えますが、今後の県の進め方を

お伺いします。

○県土整備部長（中原 学君） 自然災害の激

甚化により、台風等での電柱倒壊の危険性が高

まり、救急・救命活動などの支障となることが

想定される中、無電柱化を進め、そのリスクを

低減することは大変重要です。

 今月、国土交通省が公表した第３次無電柱化

推進計画におきましても、緊急輸送道路におけ

る整備の加速化など、無電柱化を一層推進する

方針が示されたところです。

 県におきましても、国の計画を踏まえ、今年

度中に宮崎県無電柱化推進計画の見直しを行

い、無電柱化の対象路線を新たに位置づけるこ

ととしております。

 今後とも、国や市町村、電線管理者等と連携

しながら、無電柱化の推進に取り組んでまいり

ます。

○脇谷のりこ議員 無電柱化は、県だけでな

く、電線管理者などとも協議しながら、費用面

においても調整が必要になりますが、災害時の

道路啓開や緊急車両の通行確保など、優先順位

を明確にした計画的な取組を進めていただくよ

う要望いたします。

 続いて、目指すべき地域医療体制についてお

伺いします。

 先日、宮崎県医療審議会の部会を傍聴しまし

た。そこで宮崎大学医学部の中井教授から、将

来の人口と医療需要の変化についてお話を伺い

ました。その内容に強い危機感を覚えました。

 宮崎県では、この20年余りで病院の数も病床

の数も、つまりベッドの数も減り続けており、

既に医療提供体制の見直しが進んでいます。

 中井教授のお話で特に印象的だったのは、

「自分の住む地域の病院に入院できているか」

という点です。宮崎市周辺では地域内でほぼ完

結できている一方、西都・児湯地域では、入院

患者の約４割が宮崎市方面まで移動している実

態があります。医師や看護師の数にも地域に

よって大きな偏りがあります。
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 今後は、患者数の減少とともに、高齢者の増

加により、病院での急な治療よりも、退院後に

自宅や施設で受けるケア、訪問看護や介護との

連携が地域医療の中心になってきます。

 そこでお伺いします。県は、人口減少や高齢

化に伴う入院医療需要の変化をどのように受け

止め、新たな地域医療構想に反映していくの

か、福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） ５月18日に開

催した医療審議会医療計画等部会では、本県の

各構想区域における入院患者推計に関して、全

体的に減少傾向ではあるものの、85歳以上では

増加傾向にあることや、入院患者の流出入に関

しては、議員御指摘のとおり、９割以上の患者

を区域内で対応している区域や、４割近くが他

区域に流出している区域があるなど、違いが見

られたところであり、今後の策定作業に有効な

データを関係者間で共有できたものと考えてお

ります。

 新たな構想の策定に当たっては、地域医療の

確保のために盛り込むべき項目や協議の進め方

等について示す国のガイドラインを踏まえ、今

回のデータに基づき、各構想区域の将来の医療

の姿について検討を進めることとしておりま

す。

○脇谷のりこ議員 続いて、構想区域の見直し

についてお伺いします。

 宮崎県では、医療提供体制の基本エリアを県

内７つに分けています。これを構想区域と言い

ます。現在、この区域の見直しが検討されてい

ます。

 部会では、現状維持を求める意見がある一

方、人口減少や医師・看護師不足を踏まえた区

域の統合や、医療ニーズに応じた柔軟な設定な

ど、様々な意見が出ていると伺っています。

 この見直しは、どこに住んでいても必要な医

療とケアを受けられる体制をどう確保するか、

地域医療の根幹に関わります。

 そこでお伺いします。構想区域の見直しを検

討することになった背景や県民生活への影響、

そして検討結果がいつ示されるのか、福祉保健

部長にお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 新たな地域医

療構想の策定に関しましては、国から、各地域

の現状・課題を把握した上で、構想区域を設定

するよう示されていることから、本県において

も、現在、構想区域の見直しに関する意見交換

を先行して進めております。

 構想区域の見直しを検討する過程の中で、現

在の患者動向、人口動態、医療資源等の各地域

の様々な医療事情に応じた、将来的に医療機関

が担うべき機能や介護との連携、県民の医療へ

のアクセス状況などが明らかになるものと考え

ております。

 今後は、来年度中の新たな地域医療構想策定

に先立ちまして、今年度中に構想区域の見直し

案を取りまとめたいと考えております。

○脇谷のりこ議員 地域医療構想を実現するた

めの情報提供についてお伺いします。

 今回の部会傍聴を通じ、宮崎県の地域医療構

想は待ったなしであり、策定するだけでなく、

実現させなければならないと強く感じました。

 人口減少の中で、医師・看護師は限られてい

ます。それでも県民が必要な医療を受けられる

よう体制をつくることが必要です。

 地域医療構想は、行政や医療関係者だけで決

めるものではありません。県民が現状を知り、

納得して進めることが大切です。

 そこでお伺いします。県は、新たな地域医療

構想を策定するに当たって、どのように県民へ
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の情報提供や理解促進を行うのか、知事にお伺

いします。

○知事（河野俊嗣君） 新たな地域医療構想で

は、85歳以上の高齢者の増加や人口減少がさら

に進む2040年とその先を見据え、これまでの入

院医療だけでなく、外来・在宅医療、介護との

連携等を含む医療提供体制全体の課題解決を図

るため、幅広い視点で内容を検討しておりま

す。

 構想の策定に当たりましては、市町村、保険

者協議会、医療・介護関係者など、様々な立場

の方々が参加する地域医療構想調整会議におい

て、各地域の現状・課題を共有しながら検討を

進めております。

 なお、地域医療構想は、県民のこれからの医

療・介護を確保していくために重要な役割を果

たすものでありますので、将来の医療・介護需

要や医療資源の変化などについて、県民の皆様

に対し分かりやすい説明を行い、理解促進を図

るとともに、地域の特性にも十分配慮しなが

ら、丁寧に議論を進めてまいります。

○脇谷のりこ議員 県民の命と暮らしを守るた

めに、実現できる地域医療構想を策定していた

だくことを要望して、この項目を終わります。

 ちょっと早く進んでしまいましたけれども、

あと１問、神楽がいよいよ令和10年12月頃にユ

ネスコ無形文化遺産登録に決定される見込みで

す。御存じですよね。神楽のユネスコ登録が決

定されると、各地域の神楽が注目され、神楽の

保存・継承に向けた取組がなされることを期待

しています。

 私は、毎年２月から３月の早期水稲の田植前

に行われる春神楽を楽しみに、各地域を回って

鑑賞しています。今年は佐藤副知事をお誘いし

たところ、生目神社の春神楽にお越しいただき

ました。始まった午後２時から終わりの「田の

神」まで約９時間半、夜の11時半過ぎまで付き

合っていただきました。地元の方々も大変喜ん

でおられました。一緒に焼酎を飲みながら、も

ちろん途中、知事も来られたんですけれども、

途中で帰られましたね。

 佐藤副知事は最後までおられまして、私も帰

れなかったんですけれども、でも、それだけ好

きなんだなと思ったところです。本当にありが

とうございました。

 このたび国にお帰りになる佐藤副知事に、最

後に、宮崎の神楽を鑑賞された感想とユネスコ

登録に向けた思いをお伺いいたします。

○副知事（佐藤弘之君） 本年３月に議員より

お誘いいただいた生目神楽のほか、この３年間

の間、高千穂の夜神楽、それから銀鏡神楽など

も、全て最後まで鑑賞させていただいておりま

す。その文化的・歴史的価値の高さはもちろん

ですけれども、純粋に面白いというふうに感じ

ているところです。そして、何より継承の御苦

労を抱える中で、地域の皆様の情熱に深く感銘

を受けたところでございます。

 本県には約200の神楽が継承されており、こ

れらは、地域固有の風土や人々のつながりに

よって育まれ、それぞれの土地で守り継がれて

きた貴重な文化資源であり、県民の誇りや郷土

愛の源として、末永く未来に引き継いでいかな

ければならないと考えております。

 県では、令和10年の神楽のユネスコ無形文化

遺産登録に向け、神楽保存会等で構成する全県

的な組織を新たに設立するとともに、神楽公演

については、例年の東京に加えて、今年度から

は初めて海外でも開催するなど、機運醸成に資

する取組を強化しているところです。

 こうした取組が実を結び、神楽の文化的・歴
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史的価値の磨き上げや保存・継承、さらには神

楽を核とした地域の活性化が図られることを心

から期待しております。

○脇谷のりこ議員 もっと宮崎に対して言われ

るのかと思ったんですけれども、本当に３年間

ありがとうございました。国に帰られまして

も、宮崎のことをよろしくお願いします。そし

て、宮崎にたくさんのお金を引っ張ってきてい

ただきますように、よろしくお願いいたしま

す。

 私も途中、早口になってしまいまして、こん

なに時間が余ってしまったのは初めてでござい

ますけれども、高校教育改革、そして地域医療

構想、全て人口減少と高齢化によって、今ちょ

うど過渡期なんだということがよく分かりまし

た。これから私たちの意識を変えていかなけれ

ばならない、だからこそ実施計画もつくって、

それを実行していかなければならない、そう強

く思ったところです。

 これから県の皆様方におかれましては、いろ

んな実施計画、実行計画をつくるに当たって、

県民の方々がどう思われるかというふうに考え

られるかもしれませんけれども、でもこれは仕

方のない改革であるというか、人口減少への適

応策であると思っていただきまして、この実施

計画を実効ある改革として進めていただきます

ようにお願いして、私の全部の質問を終わらせ

ていただきます。本当にありがとうございまし

た。（拍手）

○山下 寿副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。

 明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後２時51分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（35名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）
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◎ 一般質問

○山下 寿副議長 これより本日の会議を開き

ます。

 本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

 ただいまから一般質問に入ります。まず、岩

切達哉議員。

○岩切達哉議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。県民連合立憲の岩切達哉でございま

す。議会傍聴にお越しいただいた皆さん、そし

てネット配信を御覧の皆さんに、まずもって感

謝申し上げたいと思います。ありがとうござい

ます。本日、山下副議長の采配の下に、しっか

りと務めてまいりたいと思います。

 さて、今議会には、宮崎県の総合計画、長期

ビジョン案が提案されております。大変大事な

計画でして、丁寧に拝見いたしました。

 2040年を目指す長期ビジョンには、「共に生

き、共に創り、共に栄える宮崎へ」と基本理念

がうたわれていました。深く同意させていただ

きたいと思います。それゆえ、現在において

様々な課題に果敢に挑戦を続けなければなりま

せん。どうぞ河野知事には、しっかりと県民に

その未来像を訴えていただき、県民と共に誰し

もが生きていきやすい社会を引き続きつくって

いただきたいと思います。

その立場から、様々な課題を取り上げながら

知事の所見を伺います。

 最初に、県民の暮らしは、物価高の中で厳し

い生活を余儀なくされています。また、格差の

拡大も顕著になっています。勤労者にとって生

活の糧となります賃金について、その推移を見

ますと、名目賃金の上昇はありますが、物価の

上昇などを差し引いた実質賃金は低下していま

す。このような中で、以前に増して厳しい生活

を余儀なくされている世帯が多く存在している

状況です。

 まずは、子供の貧困対策について、知事に伺

います。

 県の子どもの貧困対策推進計画は、2016年３

月に作成されました。10年が経過しましたが、

宮崎県における子供の貧困に係る知事の問題意

識を確認したいと思います。

 子供の貧困は、親の貧困、世帯の貧困の課題

であります。全国の中でも相対的に所得水準が

低いこと、離婚率が高いなど、子供の貧困とな

る要因が宮崎県に多く存在し、子供の貧困率は

高いのではないかと言われています。

 県は具体的な貧困率を示すことなく対策を

行っておりますが、それでも子供の貧困対策

は、単にお金の問題ではない、家族のありよ

う、背景にまで目を配りながら対策しなければ

ならない課題と思います。

 知事に、子供の貧困問題に対する認識をお聞

かせいただきたいと思います。

 次に、指定管理者制度など、業務の外部委託

に係る費用の課題について伺います。

 公費を使用して県民サービスを提供する方法

として指定管理者制度がありますが、その管理

者となった民間事業者において、物価上昇や賃

金引上げに係る経費の増加について、どう対応

されているかを伺います。

 過去には、県は指定管理者と協議の上、管理

料を見直すこともあると答弁いただきました

が、既に他県ではスライド制度を導入し、明文

化しているところがございます。

 指定管理者制度には、仕事を発注する側と受

ける側の立場の問題もあり、このようなことか

らも、指定管理料の変更に関して明確なルール
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化は有益と思います。

 公務労働を外部化することで、低賃金労働者

を生み出すことはしないとする知事の政治姿勢

に合致する問題と考えますが、スライド制導入

について、知事の所見を伺います。

 壇上から最後に、困難女性支援法に関連して

質問します。

 一昨年、令和６年４月１日の法施行から丸２

年経過してきた中で、この間、宮崎県の女性を

取り巻く諸問題について、私は何度も取り上げ

てきました。ひとり親世帯、若者人口回復率、

男女間賃金格差、そして人工妊娠中絶率や自死

の問題、また、ジェンダーギャップ指数に基づ

く問題も取り上げました。なかなかよい成果が

見られていません。

その中で私は、長期ビジョンでも課題となっ

ている、人口減少の根幹である問題とも言える

女性の課題に、女性局の設置をして取り組むよ

うに求めました。この課題に取り組む知事の姿

勢を明確にする、インパクトを持って社会に変

革を訴えられるものだという提案でした。知事

の所見を伺いたいと思います。

 以上を壇上の質問とし、以下の質問は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

 まず、子供の貧困問題についてであります。

 子供の貧困は、子供の責任によるものではな

く、親や世帯の状況によって、子供が健やかに

成長するための教育や体験の機会に差が生ま

れ、それが進学や就業に影響することで次世代

にも連鎖する可能性がある、極めて深刻な問題

であると認識しております。

 計画策定から10年がたち、その間、コロナ禍

や長引く物価高騰など困難な状況がありました

が、県では、子供が家庭環境に左右されず、希

望を持って生活を送ることができるよう、切れ

目のない支援に取り組んでまいりました。

 私自身も現場を回る中で、子ども食堂であり

ますとか、こども園、保育園、様々な現場を拝

見するにつれて、子供を中心としながら地域づ

くりがなされていると、まさに「こどもまんな

か」での社会づくりが進んでいると、改めて感

じております。

 子供を取り巻く環境は依然として厳しい状況

にありますが、子供は社会の宝であります。未

来を築く子供たちをしっかりと育てていくこと

が、我々に課された最大の使命であります。

 今後とも、貧困の連鎖を断ち切るため、市町

村や福祉関係団体等とも連携しながら、全ての

子供が希望を持って健やかに成長できる環境づ

くりを推進してまいります。

 次に、指定管理者制度についてであります。

 指定管理者制度を適切に運用する上で、昨今

の物価高騰や賃金上昇に対応することは、重要

な課題であると認識しております。

 そのため本県では、特別な事情が生じた場合

には、指定管理者と個別に協議した上で、指定

管理料の見直しを行っているほか、施設利用料

の上限額の引上げなど、必要な対策を講じてい

るところであります。

 こうした中、御指摘のとおり、他の自治体に

おいては、サービス水準の維持と雇用環境の改

善を目的に、最低賃金や物価の変動に応じて指

定管理料を見直すスライド制度を導入する動き

も見られております。

 県としましては、引き続き、先行事例を参考

にしながら、スライド制度導入も含め、実効性

のある対策を検討するとともに、指定管理者と

連携し、県有施設が安定的に運営されるよう適
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切に対応してまいります。

 最後に、女性を取り巻く課題についてであり

ます。

 現在、女性の働く環境や健康問題、県外流出

の増加など、女性を取り巻く課題は広範かつ多

岐にわたっており、これらに対応していくこと

は極めて重要な課題であると考えております。

 このため県では、従来から、困難を抱えた女

性が安心して暮らせるよう、就業環境の整備や

経済的な自立への支援を行っているほか、昨年

４月には、新たに筆頭部であります総合政策部

内に女性活躍推進室を設置して、女性も男性も

共に生き生きと活躍できる「とも活」を推進

し、女性の意欲や能力発揮の妨げとなっている

性別による固定的な役割分担意識の解消に向け

た機運醸成を図っております。

 今後も、この女性活躍推進室を中心として、全

庁を挙げて連携しながら必要な施策を推進すると

ともに、私自身も様々な機会を捉えて取組を発信

してまいります。以上であります。〔降壇〕

○岩切達哉議員 知事から答弁をいただきまし

た。重ねて伺いたいと思います。

 まず、３問目にありましたが、女性のもろも

ろの課題で改善されたものがあるか、総合政策

部長に伺いたいと思います。

 先ほど、困難女性支援法について、一昨年の

令和６年４月１日施行と申し上げましたが、男

女共同参画社会基本法に関しては、６月に施行

されたことをもって、６月は内閣府提唱の男女

共同参画週間がございます。労働組合連合は、

６月を男女平等月間として電話相談などの取組

を行い、男女平等、ジェンダー平等、多様性の

推進を呼びかけています。

 まず、女性の人口が減少している、一度県外

に出ると帰ってこない、その背景として、就労

や健康、妊娠・出産、さらに男女共同参画や人

権問題などがありますが、これらの多岐にわた

る課題を部長はどういうふうに整理して、どう

いう政策を県政の中で調整しているか、また、

その取組の結果をどう受け止めているかお聞か

せいただきたいと思います。

○総合政策部長（大東 収君） 県では、みや

ざき男女共同参画プランに基づきまして、女性

の多様な課題に対する各種施策の進捗状況等を

毎年度各部局と共有し、部局間の連携やさらな

る取組強化を働きかけるなど、総合的な施策の

調整と推進を図っております。

 この中で浮き彫りとなりました、就業環境の

改善やアンコンシャス・バイアスの課題に対応

するため、女性が働きやすい職場環境の整備に

取り組む企業の支援を行っているほか、今年度

は、女子中高生向けの理工系企業魅力発見ツ

アーや、女性特有の健康課題をテーマとする企

業研修会に新たに取り組む予定としておりま

す。

 今後も、各部局と十分連携し、成果も検証し

ながら、女性を取り巻く課題に対応してまいり

ます。

○岩切達哉議員 女性であっても男性であって

も、ただ生まれ持った性で受ける様々な差別

や、社会からの疎外感を抱く、社会への不適応

を感じる、そのような課題の解決にも取り組み

たいと思います。

 一つの対応として、同性パートナーシップ制

度であります。この制度導入が、基礎自治体で

は563自治体、都道府県の中では47のうち33都

府県となり、人口カバー率は94％弱となってい

るところであります。

 宮崎県は残り14の中にあります。残り14しか

ないという状況でありまして、長期ビジョンの
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宮崎県が目指す将来像１にありますように、一

人一人の生き方を認め、それぞれが活躍できる

社会の実現のためには、多様性を認める自治体

としての宣言でもあるこの制度導入は、他県に

これ以上遅れることがあってはなりません。

 宮崎県での同性パートナーシップ制度導入に

対して、知事の所見を伺いたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 同性カップルに対し、

婚姻に相当する関係であることを証明するパー

トナーシップ宣誓制度につきまして、多くの自

治体において導入されていることは、議員御指

摘のとおりであります。

 一方で、本制度は、法律上の婚姻が持つ相続

や税控除、親権の行使といった法的効力がない

ことから、当事者の方々がいわゆる同性婚の法

制化を求めた訴訟について、現在、最高裁大法

廷において審理がなされております。

 県としましては、今後の司法判断を見極めつ

つ、適切に対応していくとともに、引き続き、

多様な性に関わる人権問題について、あらゆる

機会を通じて県民への啓発活動を行うことで、

さらなる理解促進に努めてまいります。

○岩切達哉議員 次に、冒頭の質問で、子供の

貧困に関連して申し上げたいと思います。

 例えば昨日、野﨑議員が取り上げた、匿流と

言われる重大な事件を起こした実行犯が16歳で

あったと聞きますと、子供の貧困との関係を思

わざるを得ないのであります。いわゆる境遇と

いうもの、子供の力ではどうにもならない育ち

の環境の中で、社会の矛盾を背負わされて育っ

ている子供たちがいるという思いであります。

そのことを少しでも解決したい、そのために子

供の貧困を取り上げているところであります。

 例えば、母子世帯では75％もの世帯が月収20

万円以下、特に15万円以下が半数というデータ

があります。

 子ども食堂やフードバンクなど、支える体制

の強化はありますが、子供の貧困について10年

の取組を振り返り、具体的な対策として十分に

できたこと、まだまだできていないことについ

て、福祉保健部長の受け止めを伺いたいと思い

ます。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、子供

の貧困対策として、「教育の支援」「保護者の

職業生活の安定と向上のための支援」「生活の

安定の支援」及び「経済的支援」という４つの

柱を掲げ、学校や塾に通えない子供に対する学

習支援や、ひとり親家庭の親に対する資格取得

支援、ハローワークと連携した就労機会の確保

等に取り組んでまいりました。

 一方で、依然として支援が必要な世帯も多い

と考えておりますので、今後は、市町村や福祉

関係団体と十分に連携しながら、真に必要な世

帯に適切に支援が行き届くよう、引き続き取り

組んでまいります。

○岩切達哉議員 子供の貧困率について、10年

前には一定の数字を示しながら考えを述べてお

られた計画書を読みましたが、最近はお示しい

ただけていない。その背景は、その基になる

データもいろいろ考え方があるということだろ

うと思います。

データにこだわるわけではありませんけれど

も、一定の数、ひとり親世帯では75％が20万円

以下の所得であるという事実だけは見えており

ますので、そういったところをしっかりと捉え

ながら、具体的な支援の量をはかっていただき

たい。そういうようなところが、先ほど御報告

いただいた成果なりの中にどう見つけていける

のか、これからも議論させていただきたいと

思っております。
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 ひとり親をはじめとして、子供の貧困の解決

に、勤労者の賃金引上げは重要な課題です。

 最低賃金の議論は、中央最低賃金審議会が今

月か来月、改定額の目安を提示し、地方最低賃

金審議会でこの目安を参考に、地域の実情を踏

まえて、改定額の詰めの審議が行われる流れで

す。その時期は７月から８月となります。

 近年、最低賃金の在り方に、都道府県知事の

意見表明がありますが、貧困の問題という視点

からも、勤労者の就労収入引上げは影響が大き

いと考えます。

最低賃金の議論に対する知事の意見表明は

あってよいのではないかと思いますが、知事に

伺いたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 長引く物価高騰の中、

労働者の生活安定の面からも、最低賃金の引上

げは重要な課題であると認識しております。

 最低賃金は、御指摘がありました中央最低賃

金審議会が示す引上げの目安額を参考に、地方

最低賃金審議会で議論の上、各都道府県の労働

局長が決定しております。

 この審議会において、本県の景気動向等を総

合的に勘案しながら、労働者側、使用者側を含

めた関係者の意見も含め、慎重かつ十分に議論

を尽くされるものと認識しておりまして、その

決定に係るプロセスを尊重する必要があると考

えております。

 県では、長引く物価高、そして中東情勢がさ

らに加わって厳しい状況にあります中小企業等

が、賃上げの原資を確保していくことが重要で

あると考えておりますので、生産性向上の支援

や適切な価格転嫁の促進等に取り組むととも

に、先月、国に対し、持続的な賃上げ環境の整

備に向けて、必要な対策を講じるよう要望した

ところであります。

 引き続き、国や関係団体等と連携し、中小企

業が将来にわたって安心して賃上げに取り組む

ことができるよう、必要な支援に取り組んでま

いります。

○岩切達哉議員 世界はコストカット経済から

成長促進経済へという話を伝え聞いておるとこ

ろでございまして、賃金を上昇させることで消

費が盛んになるという構造へ変えていこうとい

う流れでございます。そのことに関して、ぜひ

使用者の皆さん方にも御理解いただいて、知事

として全国最下位の最低賃金水準というものか

らの脱却を実現していただきたい、そのように

思うところであります。

 壇上で伺った２点目の指定管理者制度の管理

料の課題に関して質問させていただきます。

 指定管理者制度の管理料が固定的であること

で、急な物価上昇や賃金上昇に対応できないこ

とにならないよう、埼玉県や群馬県、神奈川

県、さらには宮崎市などが、物価スライド制

度、賃金スライド制度というものを制度として

公表しています。

 宮崎県でも制度導入の御検討をされるという

ことを先ほど御答弁いただきました。経営安

定、サービスの維持、そこで働く皆さんのため

にも、他県に遅れることなく早急に導入される

ことを重ねて求めたいと思います。

 もう一つ、市町村が行う業務の外部委託を引

き受ける事業所で働く労働者が多くいらっしゃ

います。

 ごみを収集いただく環境衛生事業はその典型

かと思いますが、市町村が環境衛生事業所に支

払う費用など、公務労働の担い手に対して支払

うべき費用は、昨今の物価高騰、人材難などに

対応できているのか、市町村に対し、時に指導

的な役割を果たす総務部長に、その実態を伺い
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たいと思います。

○総務部長（田中克尚君） ごみ収集等の公共

サービスは住民生活の基盤であり、その安定的

な提供は極めて重要であります。

 このため国は、昨今の物価高騰等を踏まえた

予定価格の作成や契約変更等を促す通知を随時

発出しておりまして、県では、国の通知に基づ

き、各市町村において適切に対応するよう呼び

かけてきたところです。

 昨年12月に公表された国の調査によります

と、例えば、一般ごみ収集の民間委託を行って

いる21市町村のうち、13市町村が令和７年４月

１日までに契約変更等の対応を実施済みであ

り、その後も適切に対応していただいている市

町村は増加していると見込んでおります。

 県としましては、適切な価格転嫁がなされる

よう、引き続き、市町村へ必要な助言等を行っ

てまいります。

○岩切達哉議員 ありがとうございます。どう

しても仕事を発注する側と受ける側の力関係と

いうのは存在すると思うんです。ぜひそういっ

た意味で、自治体の仕事を委託している、頼ん

でいる業務に関して、そこで従事する皆さん

が、市町村から、また県も含めて、業務を受け

ているので苦しいというような状況にならない

ように、しっかりと点検、チェック、指導を、

県には御対応いただきたいと思います。

 では、別の問題に移りたいと思います。最初

に、社会的養護に係る課題でございます。

 乳児院や児童養護施設は、2018年以降、機能

強化とともに、多機能化、小規模分散化を進め

る動きが本格化してまいりました。また、高度

な子育て支援能力を持つ機関として、その役割

を果たしていただくとされています。

 県内において、児童養護施設機能強化に対す

る取組がどのように進められてきたか、福祉保

健部長に伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 乳児院や児童

養護施設は、家庭での養育が困難な子供たちの

生活の場でありますので、できる限り家庭的な

環境を整えるため、施設の小規模化・地域分散

化を推進しており、令和８年５月末現在、県内

では12か所の地域小規模児童養護施設が開設さ

れております。

 また、施設には、地域のニーズに応じて、社

会的養育の拠点としての機能を担う役割も求め

られており、県では、市町村が施設を活用して

実施する、短期入所などの家庭支援事業を支援

しているところです。

 今後も、地域全体で子供を養育する体制を構

築するため、施設や地域の実情を踏まえ、児童

養護施設等の機能強化に取り組んでまいりま

す。

○岩切達哉議員 児童養護施設等の機能強化

は、高止まりしている虐待問題に欠かせないこ

とだと思います。とりわけケアニーズの高い児

童の養育は、児童養護施設に頼ることとなりま

す。引き続き取組を強化いただきたいと思いま

す。

 次いで、宮崎県における虐待予防に対する取

組状況を伺いたいと思います。

 まずは、体罰によらない子育てについて、県

の取組状況を福祉保健部長に伺いたいと思いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 子供への体罰

は、子供の心身の健全な発達に有害な影響を及

ぼすだけでなく、その尊厳を傷つけるものであ

り、しつけの目的であっても許されるものでは

なく、民法等で禁止されております。

 県では、「体罰は絶対に許されない」という
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意識を社会全体に浸透させるため、研修及び啓

発を実施しており、令和７年度は、県内の小中

学校、保育園、幼稚園の職員や民生委員・児童

委員などを対象として、36回の研修を行い、

1,863名が受講いたしました。

 今後も、児童相談所の虐待対応を強化すると

ともに、誰もが体罰によらない子育てが当然で

あると考える社会づくりに取り組んでまいりま

す。

○岩切達哉議員 先日、著名な方が年齢の高い

子供さんに対して暴力を振るったというような

ことがメディアで取り上げられていました。そ

れに関して、それぐらいはあっていいという立

場の御意見も散見されたということでございま

す。日常的なことではないというお話ではござ

いますけれども、いずれにしても、体罰によら

ない子供との関わりというものがしっかりと大

人社会の中に定着していれば、あのような展開

にならなかったかなとも思うところでございま

すので、ぜひそういった取組を引き続き強化い

ただきたいと思います。

 体罰は、研究によれば、道徳的価値が備わる

ことを低下させる、また攻撃性を高める、非行

や反社会的な行動を高めるなどのマイナス作用

しかなく、暴力への親和性を高めるとのことで

あります。虐待件数が高止まりする社会を減少

に向かわせるための新たな試みが必要だと考え

ます。

 児童の権利に関する条約に基づきまして、

2019年６月に成立した児童福祉法等の改正にお

いて、体罰は許されないものであると法定化さ

れました。

 体罰によらない子育てが養育者の間に広まっ

ていくためにも、子供を監護教育する立場にあ

る学校教諭に十分な知識が必要であると思いま

すけれども、どのような研修がなされている

か、教育長にお伺いしたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 学校では、体罰によ

らない教育はもちろんのこと、体罰に至らない

までも不適切な言葉かけや強い叱責などが子供

の心を傷つけてしまうことから、大人の子供へ

の不適切な関わりを示すマルトリートメントに

ついての研修を行っております。

 教職員に対しては、人権意識を高め、意欲を

持って人権問題の解決に取り組むことを目的

に、県立学校の人権担当者及び市町村教育委員

会職員を対象とした研修の実施や、各学校が実

施する研修への支援などを通して理解を深めて

おります。

 また、保護者に対しては、家庭教育学級等に

おいて、県教育委員会が実施するサポートプロ

グラムを活用し、体罰によらない子育ての周

知・啓発を行っております。

○岩切達哉議員 子供を取り巻くそれぞれの機

関が思いを一つに取り組まれるように求めたい

と思います。

 次に、また福祉保健部長に伺いたいと思いま

す。

 今、保護者の勤務開始が早いということで、

小学校１年生などが朝一人、自宅で登校時間を

待つという話を聞きました。また逆に、夕方一

人、保護者の帰宅を待つという話もあります。

 親の就労時間が９時から５時までという定型

の方は少数になり、サービス業などでは、朝の

シフトや夕方から夜のシフトなど、顧客の利用

しやすい時間に労働力を必要として、結果、核

家族化の下で子供のみの時間が発生していると

いう実情です。福祉保健部長に、この課題をど

のように捉えているか伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 共働き世帯の
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増加などに伴い、早朝や夕方における子供の居

場所の確保が重要であると認識しており、県で

は、放課後児童クラブを中心とした受入れ体制

の充実に取り組んでおります。

 具体的には、土曜日や夏休みなどにおける開

所時間の前倒しや、平日の閉所時間の延長のほ

か、平日の朝はファミリー・サポート・セン

ター事業を活用しました預かりを行うなど、市

町村と連携しながら、保護者が利用しやすい受

入れ環境の確保に努めております。

 こうした取組に加え、企業・団体等で構成す

る官民連携の推進会議などを通じて、時差出勤

やテレワークなど柔軟な働き方を推進すること

で、社会全体で子育てしやすい環境づくりに取

り組んでまいります。

○岩切達哉議員 昭和以降の経済の在り方が、

核家族というものをこの日本につくり出したと

いうお話を伺いました。核家族化ゆえに、こう

いうような問題が発生するという論でございま

す。社会がそのことをフォローしていくこと

で、この国の経済も含めて守っていく、そのよ

うな姿勢が必要なんだろうと思います。ぜひ取

組方をお願いしたいと思います。

 次に、親亡き後支援についてであります。

 障がい児者の保護者との対話の中で、自らが

いなくなった後のことが大変気がかりだという

お話を聞くことがあります。

 親なきあと相談事業という取組が隣県の大分

県で平成29年から実施されています。宮崎県の

対策について、いかがな状況かお聞かせいただ

きたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 障がいのある

方の親亡き後の生活は、本人や御家族にとって

大変切実な問題であり、その不安は、将来への

漠然としたものから、金銭管理などの具体的な

問題まで多岐にわたっております。

 このため県では、アドバイザーを市町村に派

遣し、地域における相談窓口の充実を図るな

ど、障害福祉サービスの利用や日常生活の困り

事を身近な地域で支えられる体制の構築に対し

て支援しております。

 今後はさらに、想定される様々な課題や準備

すべきこと、相談先を分かりやすく整理し、広

く周知を行うなど、市町村や関係機関等と連携

し、障がいのある方が親亡き後も住み慣れた地

域で安心して暮らせるよう支援に取り組んでま

いります。

○岩切達哉議員 親亡き後に係る相談が増えて

いるという実情に対して、県では相談先を分か

りやすく整理すると今お答えいただきました。

ぜひ事業の明確化をしていただきたいと思いま

す。

 次に、身寄りのない高齢者への支援について

であります。

 宮崎県の高齢者のうち、３割が単身世帯、ま

た高齢者夫婦のみの世帯も３割、６割がそうい

う状況にある。

 ４月になって国会に提案されました社会福祉

法等の一括改正案では、身寄りのない高齢者へ

の支援強化が求められるとして、死後事務など

の取組を制度化する内容となっています。

 ２年前に死後事務について伺ったときには、

県は市町村の社協と共に研究しているという御

答弁をいただきました。

 これまでの宮崎県における独居高齢者に対す

る支援の実情について伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 独居高齢者の

さらなる増加が見込まれる中、その実態を把握

し、支援につなげることが大変重要であると考

えております。
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 県ではこれまで、高齢者が孤立することがな

いよう、市町村や社会福祉協議会との情報共有

や、新聞・宅配業などの民間事業者等と連携し

た見守り活動に取り組んできたところです。今

後さらに、地域における交流や活動の場づくり

等に取り組み、支援につなげることとしており

ます。

 また、死後事務を含む課題については、国等

の動きを注視するとともに、関係機関等と連携

しながら検討を進めていくこととしておりま

す。

 今後とも、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けられるよう、支援の充実に取り組

んでまいります。

○岩切達哉議員 長期ビジョンでは共に生きて

いこうというお話でございますし、前の議会で

も、孤立死、孤独死などの話も取り上げられて

おりますので、ぜひそのような取組の強化をお

願いしたいと思いますし、成年後見制度という

もので、市町村首長が家裁に申し立てる、それ

が１万件を超えたという現状だと伺っておりま

す。そういうようなことで、市町村も御奮闘い

ただいているということでありますが、県が

リーダーシップを取って、様々な課題に対し、

先駆的な取組をお願いしたいと思います。

 さて、話は変わりまして、県土整備部長に、

公営住宅に関連して３点伺いたいと思います。

 最初に、入居率の減少に伴う共益費の負担問

題であります。

 例えば20戸建ての集合住宅に10戸しか入居が

ないときに、高架水槽へのくみ上げのための電

気代や階段の電気代など、共益費を10戸で割っ

て負担することになります。大変負担額が高い

との相談を受けました。県土整備部長に、この

問題について、どのようにお受け止めか伺いた

いと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県営住宅の階

段や廊下、緑地などの共用部分は、公営住宅法

により、入居者が管理運営し、費用を負担する

ことが原則となっております。

 しかしながら、入居率の減少に伴い、入居者

が負担する共益費の増加が進むことは、住宅困

窮者へ低廉な家賃で住宅を供給するという県営

住宅の本来の目的を果たせなくなることから、

県といたしましても、重要な課題であると認識

しております。

 また、入居者による共益費の徴収業務や共用

部分の維持管理など、年々厳しくなっている状

況にあります。

 このため県では、現在、管理運営業務の代行

について検討しておりますが、共益費の負担軽

減策につきましても、他の自治体の状況を踏ま

えながら今後研究してまいります。

○岩切達哉議員 御認識いただいているという

ことでございました。前向きなことと受け止め

させていただきたいと思います。

 次に、勤労世帯は名目賃金が上昇する環境に

ありますが、そのことで、公営住宅の入居要件

となっている所得の制限を超える、いわゆる所

得超過となって、公営住宅からの退去を迫られ

るという問題があります。このような世帯は、

草刈りなどの団地の共同作業の中心的担い手、

また、子供を育み、地元ＰＴＡでも活躍されて

おられるのですが、退去を求められると。

 一方で、施設の老朽化もあって入居率は低く

なっているという課題について、このままにし

ていいのかというふうに思います。率直に部長

の考えをお聞かせください。

○県土整備部長（中原 学君） 入居後に収入

が増加し、高額所得者として認定された世帯に
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は、法に基づいて期限を定め、住宅の明渡しを

求めております。

 しかしながら、地域活動の担い手となる世帯

が、近年の収入の増加により、高額所得者とし

て認定され、退去することは、地域コミュニ

ティーへの影響のみならず、入居率の低下にも

つながることから、収入基準の見直しに関する

実情や地域の声を国に届けてまいりたいと考え

ております。

○岩切達哉議員 次は、空き室の福祉目的利用

許可について伺いたいと思います。

 まずは、利用できる方向で国と協議してほし

いと思っております。居住の用に限らず、団地

入居者の福祉的な拠点としても認められている

事例が報告されております。国土交通省の担当

の方にも直接お会いしましたが、どしどし協議

してほしいということでございました。

 宮崎県では、県営住宅の居住ではない目的外

使用について柔軟に対応いただけるか、部長に

伺いたいと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県営住宅の空

き住戸につきましては、これまで、居住を目的

とする場合に限定して、災害による被災者の

方々や外国人労働者などの利用を認めておりま

す。

 しかしながら、空き住戸が地域での福祉活動

の一環として利用されることは、福祉の向上や

コミュニティーの維持につながり、地域住民に

とって大変有意義であると考えております。

 近年、他の自治体において、地域の高齢者や

子育て世帯への支援活動の場として利用を認め

ている事例も見られますことから、現在、居住

を目的としない福祉活動の利用について、国と

協議を進めているところであります。

○岩切達哉議員 いずれにも積極的な姿勢をお

示しいただきました。御期待申し上げたいと思

います。

 次に、子供の健康に関わる問題で、教育長に

見解を伺いたいと思います。

 一つは、紫外線対策としてのサングラス利用

です。

 昨日、知事からも気温上昇に対する懸念が述

べられましたが、気象庁の分析では、紫外線は

過去に比べて強くなっており、環境省でも外出

を抑制したほうがよいレベルになっている日数

が増加していると言います。

 幼児や小学生は、大人に比べて紫外線による

リスクが高く、はるかに多くの時間を屋外で過

ごしていますが、一方でサングラス利用につい

ては、見た目の印象が悪いという意見がありま

す。教育長の見解をお聞かせください。

○教育長（吉村達也君） 紫外線から児童生徒

を守る取組は重要であると認識しております。

 学校でのサングラス使用については、屋外活

動も多いことから、紫外線対策が必要な児童に

十分配慮しつつ、表情が分かりづらくなること

によるコミュニケーション上の問題や、視界が

狭くなることによる安全上の問題等も考慮し、

児童生徒及びその保護者と学校が協議の上、他

の児童生徒の理解も含め、適切な使用の在り方

について、個別に判断する必要があると考えて

おります。

○岩切達哉議員 近視の増加問題について、教

育長に伺いたいと思います。

 パソコンやタブレットなどの機器を利用する

時間の増加の中、近視や乱視が進む環境にござ

います。子供の目の健康にどう対応していくか

お聞かせいただきたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 2025年の学校保健統

計調査によると、本県の小学５年生における裸
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眼視力1.0未満の割合は、10年前と比べ2.5ポイ

ント増の39.2％となっており、ここ数年は横ば

いで推移しているものの、各学校において対策

を講じる必要があると認識しております。

 このため教育委員会では、ＧＩＧＡスクール

構想により授業等でタブレットを使用する機会

が増えることから、目の健康を守るため、画面

から目を30センチ以上離して使うこと、30分に

１回は目を休めること、部屋の明るさに合わせ

て画面の明るさを調整することなど、注意事項

を示したパンフレットを作成し、各学校を通し

て、児童生徒及び保護者に指導しております。

 今後も、学校と家庭が連携し、視力低下を抑

制する取組を行ってまいります。

○岩切達哉議員 ４割近いお子さんがその影響

を受けていらっしゃるという結果だと聞きまし

た。最終的には保護者の判断とは思いますが、

ぜひ啓発に力を入れていただきたいと思いま

す。

 次に、災害対応について、危機管理統括監に

伺いたいと思います。

 昨年度ですが、トイレカー、マンホールトイ

レの整備をされるとのことでした。事業の進捗

状況についてお聞かせください。

 また、県民から、備蓄品に、パンクしたとき

に使うものですが、車載ジャッキを加えて備蓄

するほうがよいという声をいただきました。こ

れは倒壊した家屋やブロック塀に隙間をつくる

ためと言うのですが、統括監のお考えをお聞か

せいただきたいと思います。

○危機管理統括監（津田君彦君） 県では、災

害関連死対策として、トイレの衛生環境の改善

など避難所の環境整備を進めており、マンホー

ルトイレにつきましては、避難所となる県有施

設42か所のうち、下水道が整備されている25施

設に合計80基を昨年10月までに整備したところ

であります。

 また、トイレカーにつきましても、昨年度中

に事業を完了する予定でありましたが、基礎車

両の調達に日時を要したため、本年中に３台を

整備することとしております。

 ジャッキにつきましては、大規模災害時にお

いて、倒壊した家屋や家具の下敷きになった

人々を迅速に救助するために有効な資機材の一

つであると認識しており、市町村と連携して、

自主防災組織等が備蓄する際の購入費用の支援

を行っているところであります。

○岩切達哉議員 よろしくお願いします。

 では、自転車の交通安全に係る課題について

取り上げたいと思います。

 自転車の交通違反取締り強化がこの春からあ

りました。その中で、本来、車両としての自転

車は、歩道通行は例外となっていて、車道の左

側を通ることを徹底されるとのことでありま

す。

 例外的に、歩道を通行してもよいとする歩道

通行可という標識が設置されている歩道があり

ます。私が住む町の歩道は、これまで自転車通

行可の標識がありました。最近になって、その

標識が撤去されていました。ここは宮崎西高校

の通学路に当たります。通学時間には、それな

りの台数の自転車が走るわけであります。高校

生の安全確保のためには、学校周辺では歩道通

行可であったほうがよかったと私は思います。

 歩道通行可であったものを撤去した理由と、

高校や中学など大量の自転車が通る場所の安全

確保について、警察本部長のお考えをお聞かせ

ください。

○警察本部長（髙井良浩君） 御指摘のとお

り、自転車は車両の一種でありまして、車道通

- 80 -



令和８年６月11日(木)

行が原則でありますことから、自転車歩道通行

可の規制については、学校周辺に限らず、県内

全域において見直しを行っております。

 具体的には、現場の交通実態や道路構造、路

面標示等の整備状況、自転車が車道通行した場

合の危険性等を見極めた上で、歩道を通行する

歩行者の安全な通行の確保を目的として規制を

解除し、原則に戻って車道通行することとして

おります。

 なお、学校周辺の規制を解除した場合であっ

ても、道路管理者等と連携して自転車の安全な

通行空間の確保に努めるとともに、中高校生に

対する交通安全教育や、危険な運転等に係る指

導・警告等を適切に実施し、学校周辺の交通事

故の防止に取り組んでまいります。

○岩切達哉議員 では、学生の通う高校や中学

校において、自転車利用に係る安全指導の状況

について、どのように行われているか、教育長

に伺いたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒の多くが自

転車を活用していることから、各学校では、交

通安全意識を高めるため様々な取組を行ってお

り、映像を活用した安全な自転車運転の指導

や、関係機関と連携の上、自転車事故を再現

し、事故の怖さを実感させるなどの取組を通

し、指導を行っております。

 さらに、児童生徒が主体となった、通学路の

危険箇所を示した安全マップの作成や、警察等

と合同での街頭指導など、危機意識を高める取

組も行われています。

 自転車ヘルメット着用の法制化や、いわゆる

青切符制度も導入されたことから、児童生徒が

自分の命は自分で守るという意識を高める安全

指導をさらに充実させてまいります。

○岩切達哉議員 大量の中学生、高校生が、こ

れまで歩道通行可ということで通っていた場所

において、車道を通ることになっておることに

ついて、現場の先生方を含めて実情を把握して

いただき、必要なときには管轄の警察に御相談

いただいて、より安全な通学ができるように御

努力いただきたいと思います。

 自転車の安全に関していろんな意見がありま

すが、何より自転車先進国のように自転車専用

レーンが整備されることが望ましいわけであり

ます。

 県土整備部には、自転車交通の安全対策が強

化されてきた現在の状況の下で、例えば自転車

専用レーン、また、道路を自転車交通に適する

ように整備していくことが求められていると思

いますが、このことに関して、どのような見通

しを持っておられるか、県土整備部長に伺いた

いと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 自転車通行空

間の整備につきましては、市町村が策定する自

転車ネットワーク計画に位置づけられた道路に

ついて、国、県、市町村が一体となって進める

こととしております。

 県内で最も早く令和２年３月に計画を策定し

た宮崎市では、市街地において、矢羽根型路面

標示の設置や、歩道と自転車道との分離など、

自転車利用の環境整備に取り組んでいるところ

です。

 しかしながら、計画を策定済みの市町村は３

市にとどまっていることから、宮崎市における

取組を県内に広げるため、まずは、計画策定の

支援等を進めていくこととしております。

 県といたしましては、国や市町村等と連携し

ながら、安全で快適な自転車通行空間の整備に

取り組んでまいります。

○岩切達哉議員 自転車の安全についてお三方
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に伺いましたけれども、取締りというか、指導

の強化が先になったのか分かりませんが、警察

の取組に柔軟に対応してほしいというのは、

ちょっと表現がおかしくなってしまいますの

で、ぜひ、今、県土整備部長からありました各

市町村自治体と連携した道路環境の改善、そう

いったものにも御尽力いただきたいと、よろし

くお願いしたいと思います。

 環境行政について、１点伺いたいと思いま

す。第四次宮崎県環境基本計画において、ＰＦ

ＡＳの対応はいかにする意向なのかお聞かせい

ただきたいと思います。

 基本計画書を見ますと、ＰＦＡＳは、難分解

性、高蓄積性、長距離移動性という性質があ

り、環境や人の健康に影響を及ぼすと書かれて

おります。計画書には、そのことを踏まえ、監

視していくとなっています。いかなる対応をす

るのか、考え方を環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県内の地下

水などの一部で、ＰＦＡＳの指針値超過が確認

されておりますことから、今年３月に改定しま

した第四次宮崎県環境基本計画に、ＰＦＡＳの

継続的な監視調査の必要性を新たに盛り込んだ

ところであります。

 県では、毎年度作成する水質測定計画に基づ

きまして、河川や地下水の調査地点を定めて水

質調査を行っており、ＰＦＡＳの指針値超過が

確認された場合には、超過範囲の特定や発生源

の調査を進めるとともに、継続監視を行うこと

としております。

 現在、国において、ＰＦＡＳに関する対策技

術や健康影響についての科学的知見の集積が進

められておりますことから、国の動向も注視し

ながら、今後も適切に対応してまいります。

○岩切達哉議員 本年４月から水道事業者には

検査義務が課せられるなど、対策が制度化され

つつある段階です。県の努力によりまして、万

一にも健康被害が後から判明したなどのような

ことが発生しないように、監視の強化をお願い

したいと思います。

 次は、スポーツ大会施設のトイレ問題につい

てであります。

 競技場のトイレ個数について、2026年３月13

日、国土交通省が「トイレ設置数の基準と適用

のあり方に関するガイドライン」を公表しまし

た。県内で最近になって建設されたスポーツ施

設のトイレの数は、この新しいガイドラインに

沿うものか、沿わないものか、確認したいと思

います。スポーツ施設管理を所管される教育長

に伺います。

○教育長（吉村達也君） 県が整備したＫＵＲ

ＯＫＩＲＩ ＳＴＡＤＩＵＭなど主要３施設の

トイレは、公共施設の建築設計に広く用いられ

る一般社団法人空気調和・衛生工学会の基準に

基づき、想定される利用人数や男女の比率等を

勘案して、必要な便器数を整備しております。

 なお、議員御指摘の今年３月に国土交通省が

提示したガイドライン案では、一般的に女性の

ほうが待ち時間が長くなるなどの状況を踏ま

え、利用者がおおむね男女同数となる施設やイ

ベント等においては、女性用の便器数を男性用

以上にすることなどが示されております。

 このため、大規模な大会等の開催の際には、

ガイドライン案を踏まえ、主催者と連携し、利

用者の状況を想定の上、男性用の一部を女性用

に変更、また仮設を設置するなど、柔軟な対応

も検討してまいります。

○岩切達哉議員 ぜひ大会等も実施される折に

は、配慮した個数を準備いただきたいと思いま

す。
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 一方で、障がい者に配慮したトイレについて

であります。

 国スポの後、障スポが行われますので、私は

大変気にしております。障がい者用トイレまた

は多目的トイレがありますが、そこは車椅子の

ままで利用できる広いスペースは当然ながら、

様々な障がい特性がある方々が利用されますの

で、障スポ会場となるスポーツ施設の多目的ト

イレは、それに対する配慮がなされている状況

が必要ですけれども、大会準備をされる国ス

ポ・障スポ局長に、その実情を伺いたいと思い

ます。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 全

国障害者スポーツ大会には、様々な障がいのあ

る選手や関係者が多く来県されることから、誰

もが利用しやすい会場づくりに取り組むこと

が、大会運営上、大変重要であると認識してお

ります。

 多目的トイレにつきましては、現在、令和５

年に障がい者関係団体や競技団体等と実施した

競技会場バリアフリー調査の結果を踏まえ、既

存施設に加え、必要に応じて仮設の施設を設置

するとともに、障がいの状況にも配慮したボラ

ンティアの配置など、競技会場ごとの全体的な

計画を検討しているところであります。

 今後は、現地での確認や競技団体等との意見

交換を丁寧に行いながら、選手や関係者が安心

して大会に参加できる環境整備を進めてまいり

ます。

○岩切達哉議員 災害時のトイレの問題、そし

てスポーツ施設のトイレの問題、障がい者用ト

イレの問題ということで、トイレについて３問

も取り上げましたが、議事録を過去に遡って調

査すると、３桁の数字でトイレの議論がなされ

ているんです。やはり人間が生きていく中で、

大変重要な行為、営みでございまして、それに

しっかりと対応すること、昨日は高校における

トイレの話がございました。ぜひ、予算をかけ

る部分のうち、トイレということについて御配

慮いただきたい、御準備いただきたいと思いま

す。

 最後の質問になります。工業技術センター、

食品開発センターに備えます試験機器類の整備

について伺いたいと思います。

 これらのセンターは、これまでも県内事業所

のために先進的な研究を行い、その成果は、私

よりも、知事をはじめ県当局の皆さんが御承知

のとおりでございます。

 ここで利用する試験機器類の整備について、

公益財団法人ＪＫＡからの補助金を期待した予

算となっていると伺っております。

 ＪＫＡは、競輪やオートレースの売上金の一

部で支援されている団体と伺います。その際、

申請を認めてもらえるか否かで、整備したい機

器類が今年整備できる、またはできない、来年

なのか、はたまた未来にわたって難しいのか、

こういうことで工業技術センターや食品開発セ

ンターの試験機器類の整備が行われていくとい

うことでよろしいのかという質問であります。

 工業技術センターが果たしている県内の中小

企業支援のことを踏まえて、私は、もちろん補

助金をもらえる分は頂くとして、外れた部分は

県費で買うことが大事であろうと思うんですけ

れども、そのような予算の準備がなされるの

か。ぜひ県内中小企業の期待を背負って、しっ

かりとした整備をされていくことを求めたいと

思います。ここは知事の所見を伺いたいと思い

ます。

○知事（河野俊嗣君） 工業技術センター等で

使用する機器につきましては、競輪等の収益を
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財源とする補助制度などを活用し、機器の使用

頻度や耐用年数等を考慮した上で、限られた財

源の中で計画的に整備を進めております。

 年度によりましては、一部が不採択となる場

合もありますが、翌年度以降に再度申請を行っ

ておりまして、今年度は、以前、不採択となっ

た機器も含め、全て採択がなされたところであ

ります。

 県では、機器の導入更新が遅れた場合でも、

引き続き使用可能な既存機器の活用を図ってお

り、機器がない場合においても、県内外の公設

試験研究機関を紹介するなど、企業の利用にで

きるだけ影響を及ぼさないよう対応しておりま

す。

 県内中小企業の技術の高度化や生産性の向上

に果たす両センターの役割は、大変重要である

と認識しております。今後も、補助金等の財源

を積極的に活用し、必要な環境整備等の取組を

着実に進めてまいります。

○岩切達哉議員 ぜひ目を配っていただいて、

県内中小企業の発展のために、それぞれのセン

ターが活躍いただくように御期待申し上げまし

て、私の全ての質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。（拍手）

○山下 寿副議長 次は、山口俊樹議員。

○山口俊樹議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。自民党の山口俊樹です。傍聴にお越

しいただいた皆様、いつも本当にありがとうご

ざいます。また、インターネットで見ていただ

いている皆様にも感謝を申し上げたいと思いま

す。本日は、市議会からも鈴木議長をはじめ、

市議の皆様にもお越しいただいております。市

と県をしっかりとつないでまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いします。

 早速質問に入ります。

 先日、国勢調査や人口動態統計の結果が発表

され、人口減少や出生率の現状が数値として出

てまいりました。県の総合計画における人口推

計などと比較しても、人口減少のスピードは想

定以上で、様々な分析ができると思います。

 そこで、国勢調査の結果を踏まえ、人口減少

に関する知事の受け止めをお伺いいたします。

 壇上からは以上とし、以降は質問者席から行

います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 令和７年国勢調査速報値による10月１日現在

の本県人口は101万8,904人となり、令和２年か

ら約５万人減少しております。

 現在の県総合計画では、令和７年の人口を約

102万9,000人と見込んでおり、今回の調査結果

で、想定を上回る速度で人口減少が進んでいる

実態が浮き彫りとなり、改めて強い危機感を抱

いております。

 一方、先日発表されました昨年の合計特殊出

生率は1.46と、令和元年以来６年ぶりに上昇

し、全国順位も再び２位となるなど、現在、重

点的、集中的に取り組んでおります子ども・若

者プロジェクトの効果が現れ始めたものと一定

の手応えも感じ、将来への希望も持ったところ

であります。

 今後も、長期にわたって人口減少が進む見通

しの中、引き続き少子化対策や若者・女性の県

内定着の促進など、人口減少の緩和策に粘り強

く取り組むとともに、日常生活に不可欠な医

療・福祉、交通・物流の維持充実や行政機能の

確保など、縮小する人口規模への適応策をより

強化しながら、誰もが安心して暮らせる県づく

りを全力で進めてまいります。以上でありま

す。〔降壇〕
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○山口俊樹議員 ありがとうございます。宮崎

に限らず、想定以上の速度で全国的に人口減少

が進んでいますので、事実に基づいて、今後の

対策をしっかり一緒に考えていければなと思っ

ております。

 ここからは各項目の質問に入らせていただき

ます。

まずは、教育関係についてです。

 県立図書館、皆さん行かれたことがあると思

いますが、比較的格式があって落ち着いた雰囲

気の施設です。

 一方、新しく整備された他自治体の図書館

は、オープンな雰囲気で、カフェとかが併設さ

れたりしているものもあると思います。

 そうしたこともあって、県民の方から、県立

図書館でも本を閲覧しながら飲物を飲んだり、

もう少し柔らかい雰囲気での利用ができないか

との声をいただきました。

 そこで、県立図書館の閲覧室や児童室におけ

る飲料の取扱状況について、教育長に伺いま

す。

○教育長（吉村達也君） 県立図書館の閲覧室

や児童室においては、貴重な図書資料等の破損

を防ぐため、飲食物の持込みを禁止しておりま

したが、熱中症予防対策として、令和５年度よ

り、蓋つきのペットボトルや水筒などに限り、

持込み可能となっております。

 今後も、大切な図書資料を守るため、その取

扱いについて御理解いただけるよう、引き続き

周知に努めてまいります。

○山口俊樹議員 実は飲んでもいいんですよと

いうことでございました。ただ実際、私も図書

館に行きますけれども、飲んでいる方はあまり

見かけなくて、静かで緊張感がありますよね。

ルールを守れば飲んでいいですよと今回確認で

きましたので、多くの方に使い勝手のいい場所

になればいいかなと思います。

 県立図書館の２階に何があるか御存じでしょ

うか。研修室や休憩スペースなどがありまし

て、私は、ちょっと暗くて、あまり活用されて

いないかなという印象を持っています。

 研修室の利用には、それなりにハードルがあ

るようですけれども、せっかくなら多くの方に

使っていただきたいなと思っているところで

す。

 そこで、２階にある研修室等の利用状況と、

利用条件の緩和が検討できないのか、教育長に

伺います。

○教育長（吉村達也君） ２階の研修ホール等

においては、県民を対象とした文化講座や市町

村図書館職員等の研修などを計画的に実施して

おります。

 また、主催事業による利用がないときは、読

書団体や文化団体など、図書館事業と関連した

活動を行っている社会教育団体等に対し、貸出

し可能な４部屋を利用いただいており、令和７

年度の貸出状況は、延べ188団体、6,419人で、

部屋の稼働率は約40％となっております。

 県立図書館は、「人づくりと地域づくりに役

立つ図書館」を理念としていることから、広く

県民を対象に、理念に沿った活動を行う団体等

への貸出しも検討してまいります。

○山口俊樹議員 稼働率でいうと約４割という

ことで、まだまだ伸び代があるかな、もったい

ないかなと感じたところです。利用条件の緩和

を検討いただけるとのことですので、柔軟な対

応をよろしくお願いいたします。

 図書館関係、最後の質問です。

 県立図書館は、私が中学とか高校の頃から、

レイアウトや雰囲気がほとんど変わっておりま
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せん。落ち着いた雰囲気もいいんですけれど

も、利便性などを鑑みて、レイアウトの変更と

か、お金をかけない形でのリニューアルがそろ

そろあってもいいのかなと思っています。

 そこで、今後、閲覧室のレイアウト変更など

の予定は検討できないのか、教育長に伺いま

す。

○教育長（吉村達也君） 閲覧室は、利用者の

利便性の確保や適切な管理のため、図書を分類

ごとに配置するとともに、紫外線に直接触れな

いようなレイアウトとしております。

 建物の構造上、大幅なレイアウトの変更は難

しいものの、時代の変化や利用者のニーズを受

け、これまで、若者向けの本を集めた青少年

コーナーや、ビジネス支援に関連する本を集め

たコーナーの設置などを行っております。

 県民の方々にとって、より親しみのある図書

館となるよう、引き続き、閲覧室入り口付近の

見通し改善や展示書架の配置の工夫に取り組む

ほか、令和10年度の県立図書館ビジョンの改定

に当たっては、オープンな雰囲気の図書館づく

りについても議論してまいります。

○山口俊樹議員 次の図書館ビジョンの改定に

おいて議論していただけるということで、少し

進んだのかなと思います。あのエリアは、図書

館単体ではなくて、周辺施設との連携というも

のに非常に可能性があるなと感じておりますの

で、そこも意識しながら、もっと利用者が増え

るには、利用がしやすくなるためにはどうすれ

ばいいのかという視点で、今後も積極的な挑戦

をお願いしたいなと思います。

 続いて、県立高校について伺います。

まず、校則についてです。

 全国の若手議員の仲間で、校則議連というも

のをつくって活動している人たちがいます。私

自身はその議連に入っていないんですけれど

も、メンバーの「校則は自治、自ら治める、こ

れを学ぶスタートだ」という思いに共感したと

ころです。

 そのメンバーによると、まず行うべき重要な

ことは、校則を外部にしっかりと公表すること

だということだそうです。

 そこで、県立高校における校則の公開につい

て、現状と今後の対応を教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 校則には、健全で規

則的な学校生活を送るため、生徒が守るべき事

項として、始業及び終業時間や、頭髪、服装、

通学の手段などを定めております。

 また、その内容については、社会状況の変化

や社会通念に照らして、見直しが適切に行われ

る必要があります。

 そのため、校則の内容については、広く周知

が図られるよう、学校のホームページ等に公開

することが求められております。

 各学校では、校則を生徒が自主的に考えるよ

う促すとともに、保護者にはＰＴＡ総会等にお

いて周知を図っておりますが、ホームページ等

に掲載している学校が現在４割にとどまってい

ることから、早急に掲載するよう指導してまい

ります。

○山口俊樹議員 教育委員会としても、ホーム

ページなどで公開することは望ましいと考えて

いるものの、実際の公開は４割ということでご

ざいました。

 数年前、ブラック校則の議論があったことを

覚えていらっしゃる方は多いと思いますけれど

も、その後にも、毎年のように教育委員会とし

ては通知などで公開のお願いをしていたような

んですが、対応していたのは実は４割にとど

まっていたということが今回明らかになったと
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いうか、実態だったと聞いております。

 校則は、在校生への影響のみならず、受検生

にとっても学校選択の判断材料にもなり得ます

ので、早急な対応をよろしくお願いいたしま

す。

 続いて、県立高校入試でのＷＥＢ出願につい

て伺います。

 私は、これまで何度か取り上げてきて、他県

の導入状況や利便性、働き方改革の観点から

も、導入すべきだという立場で今まで議論して

きました。これまでＷＥＢ出願の導入のハード

ルとなっていました受検手数料の収入証紙納付

につきましても、この２月、収入証紙の廃止方

針を明確に県から示していただきましたので、

障壁がなくなったと思っております。いよいよ

導入のときが来たかなと感じているところで

す。

 そこで伺いますが、県立高校の入試における

ＷＥＢ出願の現在の検討状況について、教育長

に伺います。

○教育長（吉村達也君） ＷＥＢ出願の導入

は、中学生にとっては出願手続の利便性向上、

中学・高校にとっては入試業務の効率化につな

がり、教職員の働き方改革にも大きく寄与する

と考えております。

 現在、教育委員会では、既存の電子申請シス

テムを活用したＷＥＢ出願のシステム構築を進

めており、今後、実用面での問題がなければ、

ＷＥＢ出願へと切り替える予定としておりま

す。

○山口俊樹議員 既存のシステムを活用して、

既にＷＥＢ出願システムの構築を進めています

と、今後ＷＥＢ出願へと切り替える予定ですと

いうことです。時期については明確な答弁はな

かったですけれども、ＷＥＢ出願の導入決定だ

ろうと言ってもいいのかなと思います。ここま

で来るのに数年かかりましたけれども、前向き

に検討を進めていただいて感謝したいと思いま

すし、導入までしっかり見守りたいと思いま

す。

 続いて、県立高校の授業数、単位数について

でございます。

 私も県立高校の出身でございますが、朝から

夕方までみっちりと授業がございました。大学

進学後、他県出身の友人の話を聞くと、特に都

心の高校では比較的ゆとりのある学校生活を

送っている例が多くて、その違いにすごく驚い

た記憶があります。

 そこで、文部科学省の基準による全日制高校

の修了、平たく言えば卒業に必要な単位数と、

県内の全日制高校における卒業に必要とされる

単位数について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 現行の学習指導要領

では、全日制における標準年間履修単位数は29

単位、３年間で87単位となっております。

 県内の各高校においては、これを標準としつ

つ、学校の特色として、弾力的な運用に取り組

む高校もあり、現在、84単位から101単位と

なっております。

○山口俊樹議員 単位数は授業数と考えていた

だければ分かりやすいかなと思います。標準だ

と87単位なので、必要なのは年間29単位、授業

でいくと週５日で６こまぐらいの授業です。宮

崎の場合は、県立高校だと卒業に必要な単位は

100単位を超えていまして、宮崎市内の高校は

特に100に近い学校が多いと聞いています。年

間に直すと約33単位、授業にすると週５日で７

こまぐらい、ほかと比べると１こま多いかなと

いう感じです。

 宮崎では、より多くの授業機会を提供すると
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いう形で特色を出しているところが多いのかな

という印象を持ったところです。これがいい悪

いというのは、それぞれの御家庭や学校の判断

なんですけれども、県立高校はこれまでの既成

概念にとらわれず、特色を出す議論をしなくて

はならない時期に来ていると思います。

 そこで、県立高校においては、今後は単位数

の増減も含めて各校の特色づくりを考えていく

べきだと思いますが、全日制県立高校の単位数

の在り方について、県の考え方を教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） 次期学習指導要領の

策定において、国では、多様な子供たち一人一

人に寄り添った教育を行うため、例えば、週当

たりの標準時間数を撤廃することにより、卒業

に必要な単位数を引き下げることができるな

ど、柔軟なカリキュラム編成を可能にする単位

制度の在り方について議論を進めております。

 教育委員会では、柔軟な単位数の設定は、各

学校の魅力化・特色化につながることから、国

の動向等も踏まえ、高校教育改革の一環として

検討してまいります。

○山口俊樹議員 国において単位数の在り方が

議論されていまして、そこも含めて検討、改革

していきますよということです。国の議論を待

つだけではなくて、宮崎の高校教育を今後どう

していくのかという視点で、先行した議論を期

待したいと思います。

 続いて、進学実績についてでございます。

 昨年11月に質問した際に、教育委員会は、県

立高校の大学入学合格者数は把握している一

方、実際の入学状況は把握していないというこ

とが明らかになりました。その議論の際に、次

年度からは把握に努めますと約束いただいたの

で、確認したいと思います。

 昨年度の県立高校の大学入学者実績を教育委

員会は把握されたのか、したのであればその概

要について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 各高校から、大学合

格状況だけではなく、大学入学状況について報

告を求めたところ、過年度卒も含め、４年制大

学への入学者数は2,866名、うち国公立大学へ

の入学者数は1,354名となっております。

○山口俊樹議員 しっかり対応いただいたこと

が分かりました。今年度から教育委員会では、

新たな時代を切り拓く学力向上事業というのを

行っていまして、その目標には、国公立大学や

難関10大学の合格者数などが入っていますが、

合格者数だけではなくて、入学者数も把握する

ことで見えてくる課題もあるかと思いますの

で、引き続きデータ収集をよろしくお願いした

いと思います。

 続いて、県立高校の施設について伺います。

 県立高校は設備や建物の老朽化が進み、学校

としての競争力を維持していくために課題があ

ると認識しています。

 この学校施設の維持管理、つまり計画的な改

修や設備の更新などについて定めた計画が個別

施設計画というものになります。

 個別施設計画については私も結構こだわって

いまして、県庁関係については昨年度公表して

もらいました。学校関係がなかなか公表され

ず、どうしたのかなと思ったら、今年の５月末

に公表されたところでございます。まずは、公

表いただいたことに感謝申し上げたいと思いま

す。

 ３年前の2023年６月の質問で、県立高校の学

校施設の維持管理に今後どれぐらい費用がかか

るんですかと聞いたところ、当時の教育長が

「個別施設計画を踏まえると、令和３年からの
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10年間で180億円ぐらいかかると見込んでいま

す」と答弁しております。

 あくまで計画であって、予算を約束するもの

ではないですけれども、令和３年からの10年間

で180億円、今は令和８年ですから５年ぐらい

たっていますので、単純計算すると90億円ぐら

い、もしくはそれに近いくらいの金額が計画上

は必要だと想定していたと思われます。

 そこで、県立学校の個別施設計画のこれまで

の進捗について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、県立学校の施設整備につきましては、個別

施設計画に基づき、計画的に改修等を行い、長

寿命化を進めております。

 本計画では、令和３年度からの10年間で必要

な費用を約180億円と見込み、校舎の外壁改修

や屋根の防水対策等に取り組んでおり、昨年度

までの５年間に、予算ベースで約58億円の整備

に加え、別途、空調設備の更新等も予算を確保

して行っております。

 また、本年３月の見直しにより、今後10年間

の改修に要する費用は、物価上昇等も考慮し、

約220億円と見込んでおります。

 施設整備は、生徒の安全確保や快適な学校生

活に欠かせないことから、あらゆる機会を捉

え、様々な財源確保に努めてまいります。

○山口俊樹議員 この５年間では約58億の整備

でしたということです。一部計上できていない

金額があるということですので、実際の金額は

もう少し多いようですけれども、率直に申し上

げて、計画に対して予算は十分ではなかったん

じゃないかなと感じたところです。

 ちなみに、公表された個別施設計画にも「予

算が不足しているのが現状です」と明確に書い

てあります。行政が明確に書くのは珍しいなと

読んでいて思ったところです。

 さらに言うと、計画の公表のタイミングで計

画の見直しが行われています。当初の令和３年

度からの10年間という計画を見直して、令和８

年度からの新たな10年間として計画を再整理さ

れています。

 正直、私から言うと、問題の先送りをしたん

じゃないかなというふうにも見えてしまいまし

たが、先ほど申したとおり、前の計画からの進

捗を正直に書いてたり、予算が不足しています

よと書いてあったりしますので、教育委員会と

しては問題から目を背けないために改めて計画

をつくり直したと、現時点では評価したいなと

思っております。

 計画が公表されて間もないので、今回の議論

はここまでにしますが、県立高校施設への投資

をどうするのか、これは待ったなしの問題でご

ざいます。ただ、教育委員会だけでどうにかな

るものではありませんので、当局の財政、さら

には知事にもこうした状況を再認識いただい

て、改めて議論させていただきたいと思いま

す。

 続いて、この項目最後の質問となります。

 昨年６月に取り上げました１人１社制につい

てでございます。

 おさらいすると、１人１社制とは、高卒での

就職を目指す際、応募解禁日から一定期間は生

徒の応募先を原則１社に制限する制度です。私

は、これは高校生の職業選択の自由や可能性を

狭めるものだという考えから、国の有識者会議

の報告や一部の他県に倣って、制度の見直しを

やるべきだと提案してきました。昨年の議論

で、学生のアンケートなどの実施をやっていた

だくということをお願いしたという経緯があり

ます。
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 そこで、１人１社制について、昨年度実施し

た高校生や企業等へのアンケート結果と就職問

題検討会議での協議結果、また、今後の１人１

社制の在り方について、県の考えを教育長に伺

います。

○教育長（吉村達也君） １人１社制は、生徒

が１社の試験に集中でき、教員は丁寧な指導が

できること、企業は採用計画が立てやすいこと

などから、本県では、９月５日の企業受付開始

日から９月末まで、生徒の企業への応募は１社

としております。

 生徒の１割以上が就職した県立高校26校の３

年生に対して昨年度調査した結果、「現行制度

でよい」とした生徒は約６割、私立を含めた高

校の就職指導担当教員への調査では約８割、ま

た、宮崎労働局が行った企業への調査では約７

割が「現行制度でよい」と回答しております。

 これらの結果を踏まえ、今年３月の行政、学

校、企業で構成する就職問題検討会議におい

て、今年度卒業生について、現行制度の維持を

決定しております。

 引き続き、社会状況や生徒、企業等の意見を

踏まえ、随時、制度の在り方を検討してまいり

ます。

○山口俊樹議員 今年度は現行維持となったと

のことです。私の主張とはアンケートの結果等

も異なりますので、その判断を尊重すべきだと

思っております。一方で、就職環境や１人１社

制への理解が進むと状況は変わり得るものだと

も思っておりますので、生徒へのアンケートな

どは引き続き取っていただいて、就職制度が生

徒の意思と未来を中心に、よりよいものである

ことを期待しております。

 続いて、観光について伺います。

 最近、「宮崎市では宿泊税が７月１日から始

まります」という案内を目にする機会が増えま

した。昨年９月に荒神議員が宿泊税について質

問されておりますが、その際には、知事は、自

治体の自主財源確保の手段としては有効な一方

で、観光への影響や事業者負担等、課題もある

といった旨の認識を示されていたと記憶してお

ります。

 私としては、県内で宿泊事業者数や宿泊者数

が最も多い宮崎市が、多くの関係者の理解を得

て導入に至ったということを踏まえると、宮崎

県としても導入の是非を含めて議論してもいい

時期に来ているのかなと思っています。他自治

体では、県と市と両方で課税しているところも

実際にあります。

 そこで、宮崎市が７月から宿泊税を導入する

ことについての受け止めと、県としての宿泊税

についての検討状況を、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 宿泊税は、観光資源の

整備やプロモーションなど、観光振興に係る自

主財源を安定的に確保し、持続可能な観光地域

づくりを進める上で有効な手段の一つと認識し

ておりまして、宮崎市においても、観光施策に

必要な財源を確保するため、宿泊税を導入され

るものと理解しております。

 全国的に見ておりますと、この宿泊税、当初

はオーバーツーリズムに悩まされた自治体がそ

の対策財源として導入を進められ、今や観光振

興一般に広がりつつある、そのような状況であ

ろうかと考えております。

 私も総務省の自治税務局で勤務しておりまし

たときに、法定外税を担当しておりましたの

で、宮崎市におかれまして、観光振興という重

要な政策課題に対し、関係者の理解を得なが

ら、自主財源の確保に向けて、このような導入

を進められていることに対して敬意を表するも
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のであります。

 一方で、県全体での宿泊税の導入につきまし

ては、宿泊事業者の事務負担や宿泊客の費用負

担の増加による観光需要への影響が懸念される

ことをはじめ、県内市町村の状況など、多角的

な視点から慎重に判断していく必要があると考

えております。

 このため、県としましては、宮崎市における

宿泊税の導入後の状況を、重要な先行事例とし

て注視するとともに、引き続き、他県の動向や

宿泊事業者などの関係者の声を伺いながら、研

究を進めてまいります。

○山口俊樹議員 宮崎市を重要な先行事例とし

て注視していくということです。今後、市と県

と情報交換をさらに密にしていただいて、県と

しては、議論はしないよとか、判断しないよと

いうことだけはないようにしていただければと

思います。

 続いてもう一問、観光について伺います。

 来月７月からパスポート制度が大きく変更に

なることを御存じでしょうか。大きな変化とし

ては、18歳以上のパスポートは５年というのが

なくなって、10年のみになったりします。特に

多くの方の関心を集めているのは、手数料が大

幅に安くなることでございます。

 この機会にパスポートをという方が増えるの

ではないかと報道などでは言われています。た

だ、宮崎県では、既にパスポート取得支援事業

を実施しておりまして、一定の条件を満たせば

取得費用の補助を受けることができます。で

は、パスポート制度が変わったら、これはどう

なるのかと。

 そこで伺いたいと思いますが、７月からパス

ポート制度が改正されますけれども、県民のパ

スポート取得支援制度はどのように対応するの

か、総合政策部長に伺います。

○総合政策部長（大東 収君） パスポート取

得支援事業は、本県における国際線の利用促進

を図るため、宮崎空港発着の国際線を利用する

県民の方を対象に、パスポート取得に要する手

数料を支援するものです。

 現在、18歳以上に対して５年用の電子申請手

数料相当額を助成しておりますけれども、今回

の制度改正により、18歳以上は10年用のみとな

り、今後は10年用の電子申請手数料相当額を助

成の対象といたします。

 例えば、７月１日以降は電子申請の場合、そ

の手数料8,900円の全額を支援し、自己負担な

く取得できることになります。

 今後も本事業を通じて、本県からのアウトバ

ウンドを積極的に促しまして、国際線の維持・

充実にしっかりと取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 条件を満たせば、７月１日以

降は、オンライン申請の場合は手数料全額補助

と、答弁では触れておりませんけれども、窓口

申請でも自己負担400円でパスポートが取れま

すよということになっておりまして、引き続き

かなりお得な制度になっているかな、事業かな

と思っております。

 先日発表された宮崎市の観光統計の速報版で

は、外国人宿泊者数はコロナ前にかなり近い水

準まで来ているということでございました。

 答弁にありましたとおり、インバウンドとア

ウトバウンドのバランスが、国際線の維持・発

展には大きな影響を与えます。円安の影響はあ

りますけれども、この補助制度を知っていただ

いて、夏休みなどの旅行先の検討に海外という

のも考えていただければなと思っております。

 次に、観光での道路の景観、安全の観点で伺

います。
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 宮崎に観光等で来て、ワシントニアパームや

道路の木々、植栽に好印象を持つという声をよ

く聞きます。

 一方、他自治体などでは、街路樹の倒木や無

計画な剪定などで、景観や安全性が課題となる

事例も出てきています。すばらしい景観を持つ

宮崎だからこそ、沿道の樹木の維持管理は非常

に大事だと思います。

 そこで、県管理の国道、県道における樹木管

理の現状と、効率的な樹木管理を行うための今

後の取組について、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 沿道の樹木管

理につきましては、路線ごとに作成した植栽台

帳を基に、枝の剪定や薬剤散布などの管理業務

を実施しております。

 また、異常気象による影響を踏まえた安全面

への配慮や、地球温暖化対策など、新たな視点

を加えた道路の植栽に関する県の指針を現在作

成しているところであります。

 このような中、国において、樹木管理の効率

化・重点化を図るため、定期巡回における優先

順位の考え方などが示された新たなガイドライ

ンが、本年３月に策定されたところでありま

す。

 県といたしましては、現在作成中の指針に国

のガイドラインの考え方を反映させるととも

に、将来的には植栽台帳の電子化を行うなど、

効率的な樹木管理に取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 維持管理は県の指針に基づい

て行っていまして、国の新たなガイドラインも

反映させていきますということです。また、管

理する樹木の植栽台帳は整備されているもの

の、現時点で台帳は紙ベースということでござ

います。今後、タイムリーな情報更新や業務の

効率化のためにも、電子化の検討をぜひ進めて

いただきたいと思います。

 さて、道路に関して県民、市民の方から多い

相談が、道路の白線、区画線についてでござい

ます。区画線に注目して、３問ほど伺います。

 まず、来年には国スポ・障スポを控えており

ます。道路関係の事業者の方から、他県の過去

の大会では、工事の発注がぎりぎりになった

り、工期が厳しい状況が出て、開催県以外から

業者を手配しないと対応できないという状況が

生じたことがありますというお話を聞きまし

た。

 せっかくの工事発注の機会ですので、ぜひ県

内の事業者さんが受皿となれるように、計画的

な発注をしていただきたいと思います。

 そこで、宮崎国スポ・障スポに向けた区画線

補修の計画的な発注に関する取組について、県

土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎国スポ・

障スポでは、県外から初めて車で来県する方も

多いことから、車両を誘導する区画線の視認性

を保ち、安全で快適な道路環境を提供すること

が重要です。

 このため、各地の競技会場周辺や輸送ルート

を中心に、補修が必要な区間を選定し、今年度

前半から重点的に工事を発注しているところで

あります。

 また、例年に比べ、数多くの区画線工事を発

注することにより、技術者の不足が懸念される

ため、本年４月から、現場代理人の兼務に関す

る要件を緩和したところであります。

 今後とも、発注規模の拡大や、工期の余裕期

間の設定などに取り組み、受注者の負担軽減を

図ることで、受注しやすい環境を整えてまいり

ます。

○山口俊樹議員 既に様々な工夫をされている
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ようですので、引き続き受注しやすい環境を整

えていただければと思います。国スポ・障スポ

が経済面でもしっかりと宮崎に生かせるよう、

よろしくお願いいたします。

 道路の白線について、もう少し伺いたいと思

います。

 特に交差点などで、道路のセンターライン

だったり外側の線はきれいになっているけれど

も、なぜか止まれの標示だったり停止線は消え

ているみたいな場面に遭遇することが時々あろ

うかと思います。

 これが起こる要因というのは管理者が違うか

らで、外側の外側線などは県や市といった道路

管理者、停止線などは警察の管轄になります。

我々県民からすると、どっちがやってもいいか

ら、やるなら一体的、効率的に整備してよと思

うところです。

 そこで、区画線等の工事や道路標識の工事を

発注する際の県土整備部と警察本部の連携状況

について、県土整備部長、そして警察本部長

に、それぞれの立場で伺いたいと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県が施工する

新設工事のうち、交差点改良や大規模な道路改

良では、設計段階から、交通管理者である警察

本部と協議を行っているほか、これらの工事を

施工する際には、管轄する警察署に立会いを要

請しております。

 一方で、区画線のみを補修する工事は、箇所

数が多く、県内各地に広く点在していることか

ら、施工区間や時期について、警察本部と十分

な調整を図ることが困難な状況であります。

○警察本部長（髙井良浩君） 県が道路管理者

となっている道路におきまして、警察が道路交

通法に基づき設置する道路標示につきまして

は、これを新設する場合には、原則として県土

整備部と情報共有しております。

 他方で、標示を補修する場合には、交通量が

多いなど工事による影響が大きいと見込まれる

場所や、道路舗装が損傷している場所などに

限って、事前に県土整備部と協議を行った上

で、工事を発注しているというのが現状でござ

います。

○山口俊樹議員 新しく造ったり、規模や交通

量がそれなりにあるものについては協議してい

るけれども、日常的な情報共有の仕組みはなか

なか十分じゃない、業務量も多いと思いますの

で、そういうところが現状のようです。そうい

うことであれば、ぜひ改善していただきたい

な、できる限り努力していただきたいなと思い

ます。

 そこで、今後の区画線等の工事における警察

本部との連携の在り方について、県土整備部長

に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 議員御指摘の

とおり、区画線等の工事におきましては、道路

管理者である県と交通管理者である警察本部が

施工調整を行うなど、同時期に補修されること

が効率的であり、交通安全の観点からも望まし

いと認識しております。

 このため、補修が必要な区画線等の工事のう

ち、交通管理者と関わりの深い交差点周辺など

の工事に関しては、土木事務所と警察署の連携

に加え、今後は、本庁で一元的に発注情報を管

理・共有するなど、警察本部と連携が図られる

よう検討してまいります。

○山口俊樹議員 できる限り効率的に行うべき

だという問題意識は共有いただいた上で、県土

整備部が中心となって情報共有を県警と行って

いくと、前向きな答弁をいただいたと思いま

す。県で成果が出れば、基礎自治体にも広げて
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いける取組になる可能性があるなと私は思って

いるところです。県警本部にも引き続き、御協

力をよろしくお願いいたします。

 続いて、命を守る取組ということで２問伺い

ます。

 先日もフィリピン沖地震に伴う津波について

の注意報が出ましたけれども、各自治体が南海

トラフなどへの対応を含めて、津波対策を重要

な課題としてやっております。

 宮崎市においては、被害想定の見直しを踏ま

えて、青島や内海などのエリアで津波避難タ

ワーの新設が検討されているところです。

 新設に当たっては財源が必要ですが、昨年、

特別委員会で視察した高知県などは独自の補助

を出すなど、自治体によっては基礎自治体への

財政支援を手厚くしているところもあります。

 そこで、宮崎市では津波避難施設の新設を検

討されておりますけれども、市町村が整備する

津波避難施設への財政支援について、危機管理

統括監に伺います。

○危機管理統括監（津田君彦君） 津波による

人的被害を軽減するためには、津波の到達予想

時間までに安全な場所への避難ができない避難

困難地域を解消することが不可欠です。

 このため県では、市町村が津波避難施設を整

備する際に、国の交付金及び公共事業等債を充

当した後の費用について、全額財政支援を行っ

ているところです。

 現在、市町村においては、県が昨年度実施し

た津波浸水想定の見直しを踏まえ、ハザード

マップや避難場所等について必要な見直しが行

われているところであり、宮崎市では、新たな

津波避難施設の整備を検討していると伺ってお

ります。

 今後、市町村等からの要望も踏まえながら、

他県の状況や津波避難施設の整備に係る支援に

ついて研究してまいります。

○山口俊樹議員 県としては、これまでも一定

の財政支援をしてきましたので、今後も基礎自

治体の要望を踏まえながら検討していきますと

いうことでございます。

 昨日の坂口議員の質問でも、防災・国土強靱

化の議論がありまして、知事も力強い答弁をさ

れていたなと感じていますので、宮崎市の動き

は県の想定の見直しなどを踏まえたものでもあ

りますし、ぜひ踏み込んだ支援の検討をよろし

くお願いしたいと思います。

 次に、救急安心センター事業について伺いま

す。

 昨年、野﨑議員も質問されておりました。こ

れは簡単に言いますと、救急車を呼ぶかどうか

など迷った際に、＃7119にかけると専門家に相

談できますよという仕組みです。宮崎市からも

要望が出ていますし、県民の安心とともに、救

急搬送の適正利用にもつながりますので、私も

ぜひ導入していただきたいなと思っています。

 そこで、救急安心センター事業（＃7119）に

ついて、全国の導入状況と、本県における導入

に向けた県の考えを、危機管理統括監に伺いま

す。

○危機管理統括監（津田君彦君） 救急安心セ

ンター事業（＃7119）は、令和８年６月現在、

41都道府県で導入されております。

 当事業は、救急搬送の必要性等について、医

師や看護師に電話でアドバイスを受けることが

できるものであり、導入により、相談者の不安

解消とともに、医療機関や救急の負担軽減につ

ながると認識しております。

 このため県では、各市町村・消防本部との間

で、類似する既存事業との整理など導入におけ
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る課題の解決に向けた協議を重ね、令和８年３

月の検討会で、県下全域で実施する方向性が確

認されたところです。

 引き続き、各市町村・消防本部や医療機関の

意見を踏まえながら、導入に向け、運営方法や

費用負担などの論点について検討を進めてまい

ります。

○山口俊樹議員 47都道府県のうち41都道府県

で導入済みの事業ということで、宮崎はちょっ

と遅れているんじゃないかなということが明ら

かになりました。一方で、今年の３月に市町村

とほぼ合意形成ができていまして、導入はほぼ

決定ですと言えるんじゃないかなと思います。

 本来ならば、熱中症などが増える夏場までに

導入できるといいなと思いますが、予算面など

の整理があると思いますので、そちらを早急に

整理いただいて、早期導入へ頑張っていただき

たいと思います。

 続いて、諸問題についてということで、分野

を絞らず、幾つか伺っていきたいと思います。

 まず、県警における外部通報制度についてで

ございます。

 他自治体の知事選だったり企業の不祥事など

をきっかけに、公益通報という言葉をよく耳に

するようになりました。公益通報制度というの

は、簡単に言うと内部告発した人を守る、不利

益を受けないような仕組みを整えましょうとい

うものでございます。大きな組織には設置が義

務づけられていて、県庁にも市役所にもそうい

う仕組みがあります。

 ただ、もし自分が内部告発者になったとき

に、勤め先に言うのはちょっと嫌だな、外部の

機関に伝えたいなということはあり得ると思う

んですよね。そういうときに使うのが外部通報

という仕組みになります。

 なかなか難しいですが、告発者を守る公益通

報という仕組みがあって、それには、内部告発

の内部通報と、警察などに通報する外部通報の

２種類があるよと思ってください。今回は警察

への外部通報の話です。

 まず、宮崎県警における外部通報窓口の概要

と設置目的、外部通報窓口を通じた受理件数と

対応状況について、警察本部長に伺います。

○警察本部長（髙井良浩君） 本県警察は、公

益通報者保護法に基づき、外部通報窓口を設置

しております。

 なお、同法の趣旨について、所管の消費者庁

は、労働者等が公益通報を行ったことを理由と

する解雇などの不利益な取扱いから保護される

ものであるとしておるところであります。

 この通報窓口に対しまして、労働者等から本

県警察が捜査を含む処分の権限を有する法令違

反が通報された場合には、警察において、今申

し上げた制度の趣旨を踏まえまして、必要な捜

査や調査を実施するということになります。

 本県警察への外部通報の受理件数を申し上げ

ますと、令和３年度から令和７年度までの５年

間で１件、令和８年度は５月末までで２件の合

計３件を受理しております。

 その対応状況は、受理した３件全てについ

て、関係部門において適切に対応しておりま

す。

○山口俊樹議員 言葉は難しかったですけれど

も、法律に基づいて、告発者が不利にならない

よう保護しながら捜査や調査をしますというこ

とです。受理件数は、昨年度までの５年間では

１件、今年度では既に２件来ていますよという

ことでございました。

 外部通報が分かりにくくて使いにくいのは、

告発する内容によって対応窓口が、警察だった

- 95 -



令和８年６月11日(木)

り消費者庁だったり、違うということになりま

す。例えば警察だと、自分の働いている会社が

横領しているとか、詐欺に関わっているといっ

たようなことを告発するのが対象になると。た

だ、私も正直、判断がつかないです。だからこ

そ、一般的な県民の方が通報先として思い浮か

ぶ警察において、外部通報窓口が分かりやすく

連絡がしやすい状況をつくってほしいなと思っ

ています。

 質問に当たって、宮崎県警の外部通報窓口を

調べてみますと、「外部通報を受け付けていま

す」と窓口の案内がありました。しかし、連絡

をしようにも住所や電話番号は分かりづらく、

電子メールと書いてあるんですが、メールアド

レスが見当たらない、どこに送ればいいんだと

いう状況でございました。窓口を利用しように

も難しい状況です。

 そこで、外部通報窓口がより機能するよう

に、案内の在り方など窓口の機能向上ができな

いか、警察本部長に伺います。

○警察本部長（髙井良浩君） 外部通報窓口の

実効性を確保するためには、御指摘のとおり、

通報しようとする方にとって分かりやすい案内

が不可欠であると認識しております。

 本県警察では、ホームページ上に外部通報窓

口を掲載しておりますが、御指摘のとおり、従

来の掲載内容は連絡先などに不明瞭な点があり

ました。御指摘いただいて、ありがとうござい

ます。

 御指摘を踏まえまして、早速ホームページの

掲載内容を見直しておりまして、既に連絡先の

電話番号と文書の郵送先については、改めて明

記させていただいております。

 ただ、電子メールにつきましては、この際、

改めて通報受付専用のメールアドレスを新たに

取得したいと考えておりまして、若干お時間を

いただければと考えております。

 今後はさらに、ホームページ上で制度に関す

る分かりやすい掲載内容の拡充を検討するな

ど、通報しようとする方が利用しやすい窓口に

なるよう取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 一部について早速対応いただ

いたということで、ありがとうございます。警

察のホームページには様々な相談窓口が載って

おります。たくさんあり過ぎて分かりづらいと

ころもありますので、ぜひ相談しやすい状況を

つくっていただきたいと思います。

 外部通報窓口は、県警に限らず、多くの機関

が利用しやすい窓口づくりを進める必要があり

ます。ただ、犯罪行為や違法性が疑われる場

合、警察がまず頼りにされるものだと私は思っ

ておりますので、今回、細かな制度の質問にな

りましたけれども、県警に伺わせていただきま

した。引き続き対応をよろしくお願いいたしま

す。

 続いて、農地相続の課題について伺いたいと

思います。

 先般、全国の農地の約２割が所有者不明、不

在という新聞報道がございました。

 不明、不在イコール耕作放棄ということでは

ないので、すぐに大きな影響が出るものではな

いようですが、相続は義務化されていますし、

農地の集約において所有者が不明というのは、

ハードルが高くなる可能性があります。

 そこで、本県における相続未登記農地の現状

と対策について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 国が公表した

令和６年度のデータによりますと、本県の相続

未登記農地は、農地面積の16％となる約１万

2,000ヘクタールであり、全国平均の9.7％に比
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べてその割合が高く、農地の集積・集約化を進

める上で支障となることが懸念されます。

 このため県では、令和６年度から義務化され

た相続登記について、新聞やラジオ、研修会で

制度の周知を図っております。

 また、農業会議と連携した国庫補助事業の活

用により、司法書士の助言も得ながら相続関係

の整理を行う農業委員会を支援するなど、所有

者不明農地の解消等に取り組んでおります。

 県としましては、これらの取組を進めなが

ら、相続登記の徹底を図り、農地の集積・集約

につなげてまいります。

○山口俊樹議員 本県は約16％が相続未登記農

地、全国の約10％と比べると、ちょっと高いと

いうことでございました。今後も農地の相続は

増える可能性が高いですので、農地の集約化な

どの政策への影響が強く出てこないうちに、対

応をしっかり行っていただきたいと思います。

宅地の相続もそうですけれども、周知を、相続

に関わる可能性のある業種、生命保険会社と

か、これまでお願いしていなかった分野の方々

を巻き込むことも検討してもいいのかなと感じ

たところでございます。

 続いて、ＬＥＤ化についてでございます。

 私の所属する自治会の公民館でも、蛍光灯の

来年での生産終了に伴って、ＬＥＤ化するか、

工事するならめちゃくちゃお金がかかるけれど

も、どうしようという議論が出ております。そ

うした団体への対応はもちろん考えないといけ

ないんですが、県の施設はそもそもＬＥＤ化に

対応できているのか確認したいと思います。

 そこで、県有施設におけるＬＥＤ照明への切

替えの進捗率と今後の見込みについて、総務部

長に伺います。

○総務部長（田中克尚君） 庁舎等で使用され

ている蛍光灯は、令和９年末までに製造及び輸

出入が禁止されることに伴いまして、早期にＬ

ＥＤ照明へと切り替える必要があります。

 県有施設のうち、庁舎などの行政系施設につ

きましては、令和８年５月末時点で切替え工事

の対応が必要な377棟のうち62％が完了してお

り、今年度中に８％が実施見込みとなっており

ます。

 照明器具のＬＥＤ化は、環境負荷を低減する

とともに、ランニングコストの削減にもつなが

りますことから、未実施の建物につきまして

も、今後、施設管理者と協議しながら計画的な

工事を実施してまいります。

○山口俊樹議員 今年度末で７割が対応見込み

ということです。正直もうちょっと高いだろう

と思っていたんですけれども、そもそも切替え

工事をするかどうかを決めていないとか、決め

られていない施設が多数あるということで、そ

の判断待ちだということでございます。早期に

判断して、お尻が決まっていることでもありま

すので、適切に対応をお願いしたいと思いま

す。

 次に、これまでの質問への対応について伺い

たいと思います。

 まず、県体育館についてでございます。

 以前の答弁では、令和８年度までに教育委員

会や県庁内で活用の有無を検討するということ

でございましたが、今議会で解体に関わる予算

が提案され、庁内での活用が見込める旨の説明

もあったところです。

 具体的な利活用の説明というのは現状ないと

ころではございますが、県体育館の今後の利活

用に係る庁内の検討状況について、知事に伺い

たいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 宮崎国スポ・障スポの
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開催に向けまして、新たな体育館を延岡市に整

備したことに伴い、宮崎市の県体育館につきま

しては、大会後に解体し、跡地を県が引き続き

利用する方向で現在検討を進めているところで

あります。

 現時点では、庁内で複数のアイデアが出てい

るものの、具体的な利活用方法が決まっている

状況ではありません。

 今後の方向性を探る上では、様々な視点を取

り入れることが重要でありますので、県都であ

る宮崎市の中心部という好立地を生かし、置県

150年、さらにその先に見据える「安心と希望

あふれる宮崎」の礎となるよう、引き続き、

様々な観点から十分な議論を進めた上で決定し

てまいります。

○山口俊樹議員 跡地は県が利用する方向、複

数のアイデアがあるということでございまし

た。宮崎駅に近い、あれだけの規模の土地は貴

重だと思います。県民の大事な資産として、今

後のまちづくりを見据えた活用への議論を期待

したいと思います。

 続いて、県総合運動公園について、２問伺い

ます。

 かねてから、県総合運動公園の駐車場につい

ては、積極的な有料化を検討していくべきだと

提案しております。

 その検討の一環として、今年の２月には新た

な取組の実証実験を行ったようですけれども、

その結果と今後の駐車料金の在り方の方向性

を、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 教育委員会では、現

在、平日の料金徴収や駐車時間に応じた料金設

定の導入、円滑な料金徴収の在り方等を検討し

ております。

 今年２月のキャンプ時期には、運動公園北側

駐車場において、全自動精算システムを検証し

ました。その結果、出庫時の混雑緩和が確認で

きたことに加え、総利用台数約４万6,000台、

うち県外ナンバー約45％、平均駐車時間約２時

間30分など、料金設定をするための参考データ

を得ることができたところです。

 なお、料金設定にはキャンプ期間以外の平時

の利用状況の把握も必要なため、今年９月に改

めて実証実験を行う予定であります。

 今後、実証実験の結果を踏まえ、最適な料金

体系の設定や全自動精算システムの導入につい

て、さらに検討を進めてまいります。

○山口俊樹議員 約45％が県外ナンバーであっ

たということで、非常に外貨を稼ぐ可能性があ

るんじゃないかなと思ったところです。様々な

データを収集できて、さらに９月に実証実験を

行って、料金体系やシステムの検討をするとい

うことでございます。前向きな検討が進んでい

ると理解したいと思います。

 運動公園におきましては、テニスコートが新

設されるなど明るい話題がある一方で、施設の

予約がオンラインでできないといった課題も出

てきております。

 公共施設のオンライン予約システムの導入に

ついて以前質問しておりますけれども、特に県

総合運動公園において、利便性向上に向けて、

オンライン予約やキャッシュレス決済ができる

システムの導入ができないのか、教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） オンライン予約や

キャッシュレス決済が可能となるシステムの導

入は、利用者の利便性を大きく向上させるもの

であります。

 県総合運動公園は、スポーツランドみやざき

の中核施設でありますので、指定管理者の更新
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時期も見据え、導入に向けて検討してまいりま

す。

○山口俊樹議員 指定管理者の更新時期を見据

えて、導入に向けて検討していくという前向き

な答弁でございました。

 ちなみに、指定管理者は今年度募集で、来年

度から新しい期間に入ります。先ほどの駐車場

の話もありますけれども、指定管理の新しい期

間に入るに当たって、ぜひいろんなものが変

わっていければと、前向きになっていけばいい

かなと思いますので、早期の導入を期待したい

と思います。

 最後に２問、ライフワークのようになってい

ますが、宮崎港について伺いたいと思います。

 昨年11月の質問では、宮崎港において、取扱

量の増加に伴って、埠頭用地の拡張工事を進め

ていて、2026年の夏に全面供用予定であるとい

うことを答弁いただきました。そろそろ夏が近

づいておりまして、工事のめども立ってきたか

なと思います。

 そこで、現在、整備を進めている宮崎港東地

区埠頭用地の供用見込みとその効果について、

県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎港東地区

では、急増する原木輸出等に対応するため、埠

頭用地3.4ヘクタールの整備を進めておりま

す。このうち、1.7ヘクタールを昨年10月に供

用し、残る1.7ヘクタールについては、現在、

舗装工事等を進め、今年９月の全面供用を予定

しております。

 この整備により、原木取扱量のさらなる増加

に加え、鉄鋼業の脱炭素化に必要な鉄スクラッ

プの増加が見込まれるなど、宮崎港のより一層

の利活用促進が図られるとともに、本県林業の

活性化や、カーボンニュートラル社会の実現に

つながるものと考えております。

 今後とも、関係団体と連携を図りながら、必

要な施設整備を進めるなど、宮崎港東地区の機

能強化に取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 今、具体的な日程といいます

か、９月に全面供用を予定していまして、宮崎

港の一層の利用促進が見込まれますよというこ

とでございました。宮崎港については、宮崎市

を含めて、国へも様々な要望をさせていただい

ております。機能強化に期待して、引き続き応

援していきたいと思います。

 最後の質問は、宮崎港分譲地についてです。

 ３年前に約30年間売れ残っていると指摘させ

ていただいて以降、担当の皆さんに新たな取組

をしてもらって活用を進めていただいておりま

す。

 昨年は分譲だけでなく、貸付制度という大き

なチャレンジをされましたが、宮崎港分譲地に

ついて、貸付制度導入後の活用状況を県土整備

部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎港分譲地

につきましては、残る約５万平方メートルの利

活用を促進するため、売却に加えて、昨年７月

から貸付制度を導入しております。

 分譲地の利用に関する昨年度の問合せは、過

去５年間で最多となる24件に上り、このうち、

16件が貸付けに関する問合せであるなど、大き

な関心が寄せられております。

 現在、３社との間で合わせて約3,000平方

メートルの貸付契約を締結し、物流業者のト

ラック保管場所等として利用されているところ

です。

 今後とも、企業への積極的なセールス活動を

行い、分譲地のさらなる利活用に取り組んでま

いります。
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○山口俊樹議員 問合せが大幅に増えたり、実

際に契約も進むなど、成果が出ているというこ

とです。長年の課題が前進していることを評価

したいなと思います。引き続き、全ての土地を

活用するんだという気概を持って進めていただ

きたいと思います。

 以上で、本日用意した28問が全て終わりまし

た。当局の皆さんにおかれましては、誠実に対

応いただき、ありがとうございました。

 また、佐藤副知事におかれましては、宮崎を

離れられるということで、これまでの御貢献に

感謝し、これからの御活躍を祈念いたしており

ます。

 人口減少が進む中で、宮崎が持続可能で魅力

的な地域であるためには、言うまでもなく、現

状維持ではなく、常に改善と挑戦が必要です。

本日の議論が県政を改善と挑戦へと動かすこと

を期待して、私の質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

○山下 寿副議長 以上で午前の質問は終わり

ます。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時56分休憩

   午後１時０分再開

○外山 衛議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、黒岩保雄議員。

○黒岩保雄議員〔登壇〕（拍手） 日南市選

出、自民党の黒岩保雄です。傍聴席、またイン

ターネットで御覧の皆様、本日はありがとうご

ざいます。午前中は若さあふれる質問がありま

したが、つられることなく熟年の雰囲気で質問

してまいりますので、よろしくお願いします。

 昨日から一般質問をお聞きしておりますと、

私の質問と似通った質問が幾つかありました

が、通告どおり質問してまいりますので、よろ

しくお願いいたします。

 人口減少、少子高齢化など社会の構造が変化

する中、知事におかれては、その人柄なのか、

これまで施策の展開に際しては公平・均衡を重

視してきた印象があり、県民生活に安定と安心

を与えてこられたことは評価する一方で、何か

物足りないと感じる県民もおられます。

 ３つの日本一挑戦プロジェクト、宮崎国ス

ポ・障スポの開催準備など、県庁が一丸となっ

て取り組んでいても、県民にはその熱があまり

伝わっていないのかもしれません。

 今後は、重要な施策には思い切った投資、一

方では、時にはやめる、やらないという厳しい

判断をするなどの大胆な政策の展開で、持続可

能な県勢発展に取り組まなければならないと思

います。

 こうした中、知事は、人口減少に立ち向かう

姿勢から、昨年秋頃から「適応する」というフ

レーズを用いるようになりました。私もこれま

で、人口減少にブレーキをかけることはできな

いので、その減少を少しでも緩やかにすること

で、急激な社会の変化を防ぎつつ、人口減少社

会に適応していくことこそが現実的だと申し上

げてきましたので、その方針には賛同いたしま

す。

 人口減少になっても経済を停滞させないため

の効率的な生産活動が求められる一方で、縮小

せざるを得ない事業が多々出てきます。こうし

た縮小や削減・廃止のほうが、むしろエネル

ギーを費やすのではないかと考えますが、断行

しなければ前に進めません。

 そこで知事は、人口減少への適応を掲げてお

りますが、人や予算が限られる中、今後どう
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いった施策を強化していくのか、また、どのよ

うな姿勢でインフラ等の機能維持を図っていく

のかお伺いします。

 壇上からの質問は以上といたします。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 人口減少下において、持続可能で安全・安心

な県づくりを進めていくためには、産業の稼ぐ

力を伸ばすとともに、暮らしに必要なサービス

や社会インフラを適切に維持していく必要があ

ります。

 このため、スマート農業の推進や輸出の拡大

などによるフードビジネスのさらなる振興や、

宮崎国スポ・障スポのレガシーを最大限活用し

たスポーツの成長産業化など、本県の強みを生

かした産業振興に重点的に取り組んでまいりま

す。

 一方、担い手や税収の確保がますます困難と

なる中にあって、医療・福祉、交通・物流等の

住民サービスや道路・公共施設等の社会インフ

ラなどの機能維持・向上を図るためには、地域

の実情に応じた広域連携や機能の再編・分担、

民間活力の活用など、あらゆる適応策も検討し

実施していく必要があります。

 今後も長期にわたって人口減少が続く見通し

の中、市町村等ともしっかりと連携し、県民が

安心して暮らせる持続可能な宮崎づくりに取り

組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

○黒岩保雄議員 住民サービスや社会インフラ

の機能の維持・向上のためには、機能の再編・

分担、民間活力の活用も検討するということ

は、縮小、廃止、切離しも検討するということ

だと思います。

 ５期目に挑戦される知事は、今後、大胆な決

断と断行力を持って県政に臨み、歴史ある宮崎

県政に大きな爪痕を残す知事であってほしいと

思います。反面、こう申し上げながら、私とし

ては、時には総論賛成、各論反対の立場を取ら

ざるを得ないときもありますので、お察しいた

だきたいと思います。

 宮崎国スポ・障スポの際には、天皇皇后両陛

下をはじめ、皇族の方々に御来県いただけるも

のと考えておりますが、その御視察先はどこに

なるのかなど、県民の関心は高いところでござ

います。これまでも県議会の一般質問等で、天

皇家ゆかりの地がある高原町や高千穂町などを

御視察いただきたいとの発言もあったところで

あります。

 そこで、行幸啓の行程の決定時期はいつ頃に

なるのか、総合政策部長にお尋ねいたします。

○総合政策部長（大東 収君） 国スポ・障ス

ポでは、天皇皇后両陛下をはじめ、多くの皇室

の方々が競技御覧に併せて、地方事情を御視察

されております。

 天皇皇后両陛下の行幸啓の御日程につきまし

ては、御視察先やお泊まり所、お立ち寄りにな

られる施設等での警備上の確認や各所との調整

が必要でありまして、今後、宮内庁や関係機関

とも協議を重ね、綿密な計画を立てることとな

ります。

 なお、昨年度の滋賀国スポの例で申し上げま

すと、大会のおおむね一月前に宮内庁より御日

程が発表されております。

 県としましては、天皇皇后両陛下に御来県い

ただける場合には、即位後初めての御来県とな

りますことから、宮崎らしい、おもてなしの心

あふれる温かな雰囲気でお迎えできるよう準備

を進めてまいります。

○黒岩保雄議員 昨年度の滋賀国スポの例で
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は、大会のおおむね１か月前に発表だというこ

とでございます。警察本部における警備体制に

つきましても、御日程や御視察先が判明してか

ら規模や具体的な体制を決定するそうでござい

ますので、他県からの応援の受入れも含めて、

万全を期していただきたいと思います。

 また、県からは御視察先の提案を本年度中に

は行うようでございますので、知事におかれま

しては、県民の声を反映した御視察先をしっか

りと提案してほしいと思います。

 なお、高原町や高千穂町のいずれかを提案さ

れるということになりますと、もう片方の顔が

立たないので、私としましては、間を取って日

南市なら丸く収まるのではないかと思っており

ます。

 宮崎国スポ・障スポの目的の一つは、大会後

においても、引き続き、その会場で様々な大会

が開催されるようになることであります。

 そのためには、施設の充実、大会運営のノウ

ハウの蓄積、そして地元の方々の競技に対する

理解や関心の高まりが必要だと考えておりま

す。そして、この地元の方々に理解や関心を高

めていただくためには、競技会場に足を運んで

いただき、観戦していただくことが効果的だと

思います。

 そこで、国スポ・障スポの地元の盛り上げや

観戦促進のための県の取組について、宮崎国ス

ポ・障スポ局長にお伺いいたします。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポでは、全市町村で競技が開催

されることから、地元の盛り上げや観戦促進の

取組は大変重要であると考えております。

 このため県では、競技の魅力や選手の思いを

テレビ番組等の各種メディアを通じて発信する

とともに、県内各地で実施しているＰＲキャラ

バンでは、住民向けに競技体験会等を実施して

いるところであります。

 また、各市町村での取組につきましては、地

域独自の応援活動や地元の特色を生かしたおも

てなし活動への支援制度を今年度新たに設けた

ところであります。

 今後、大会本番に向け、競技の紹介を盛り込

んだ観戦ガイドブックも制作することとしてお

り、こうした取組を通じて、地元の盛り上げ等

につなげてまいります。

○黒岩保雄議員 ＰＲキャラバンで競技体験会

などに取り組んでいただいているようでござい

ます。野球やバレーボールなどのように人気の

スポーツは、皆さんがルールを理解しておりま

すが、セーリングをはじめ、あまりなじみのな

い競技は、特に配慮をお願いしたいと思いま

す。また、盛り上げや観戦の促進の取組の主体

は市町村になるかと思いますが、市町村から要

望があれば、観客スペースの確保やスタンドの

設置などに要する経費の支援もお願いしたいと

思います。

 昭和54年に開催された日本のふるさと宮崎国

体のとき、私は高校１年生でございました。別

に私の年齢を紹介する意味ではありませんが、

当時、身近にある競技会場などで、国内最高レ

ベルの競技が連日繰り広げられ、県選手団の活

躍が報じられるたびに「宮崎県すごいな」と興

奮したのを覚えております。

 特に高校野球では、夏の甲子園を沸かせた強

豪チームが出場し、スター選手が間近に見られ

たことは、生涯の思い出となっています。

 このような感動や経験を幼い世代、若い世代

に体験してもらうことは、競技の普及や競技力

の向上をはじめ、人間形成やスポーツ観光の推

進にも、とても意義あることだと思います。
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 こうしたことから、国スポ・障スポ開催中の

平日に、小中高生に競技を観戦する機会を設け

ることはできないか、教育長にお尋ねいたしま

す。

○教育長（吉村達也君） 宮崎国スポ・障スポ

は、児童生徒にとって、トップレベルのスポー

ツに触れる貴重な機会になるとともに、スポー

ツを通して、努力や挑戦し続けることの大切さ

を改めて認識できる重要な学びの場であると考

えております。

 県教育委員会では、国スポ・障スポを観戦す

る意義を踏まえ、県立学校の児童生徒が平日に

競技を観戦できるよう、出欠の取扱いを含め、

検討を進めております。

 小中学校につきましては、市町村教育委員会

において判断されるものではありますが、宮崎

国スポ・障スポは、県民総参加型の大会である

こと、また、全ての児童生徒にとって有意義な

学びの場であることから、出欠の取扱い等につ

いて十分な周知を行ってまいります。

○黒岩保雄議員 観戦できるよう、出欠の取扱

いも含め検討を進めていただいているというこ

とでございます。また、小中学校にも同様の取

扱いについて周知するということでございます

ので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

特に小学校では、学校単位で遠足を兼ねた観

戦なども行われることが想定されますので、バ

スの借り上げなどの経費が発生する場合の支援

についても配慮をお願いしておきたいと思いま

す。

 さて、昨年11月県議会の私の一般質問で、本

県開催の国スポ・障スポにおいて、職員の皆さ

んが意欲を持って役員や選手等として参加でき

るように、休暇等の服務の取扱いを検討すべき

ではないかと質問したところ、総務部長から、

先進県の事例等も参考にしながら検討を進めて

いるとの答弁がございました。

 本年度にはリハーサル大会も始まっておりま

すが、本県開催の国スポ・障スポに参加する職

員の服務上の取扱いに関する検討状況はどう

なっているのか、総務部長にお尋ねいたしま

す。

○総務部長（田中克尚君） 県ではこれまで、

職員が国スポ・障スポ関連行事に参加する際

は、服務上、その形態により、公務としての出

張や無給の職務専念義務の免除、年次有給休暇

の取得といった取扱いとしておりましたが、来

年度に本県開催となることや、これまでの開催

県の対応を踏まえ、本年４月に見直しを行った

ところであります。

 具体的には、関係機関からの依頼を受け、役

員やスタッフ等として大会や行事に従事する場

合は職務として、監督、コーチ、選手等として

本大会や事前の強化合宿等に参加する場合は、

有給の職務専念義務の免除とする取扱いに改め

ております。

 県といたしましても、宮崎国スポ・障スポ成

功のため、引き続き、職員の積極的な参加を後

押ししてまいります。

○黒岩保雄議員 職務、または有給の職務専念

義務の免除という扱いに改めていただき、感謝

いたします。職員の皆さんも思い切ったパ

フォーマンスができるものと考えております。

この取扱いをしっかりと職員に周知していただ

き、権利として与えられている年次休暇の取得

の促進も、働き方改革の一環として引き続きよ

ろしくお願いしておきます。

 また、こうした県の取扱いについては、県内

市町村などにも既に情報を提供していただいて

いると聞いておりますので、足並みがそろうこ
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※ 108ページに訂正発言あり

とを期待しております。対応に感謝いたしま

す。

 次に、令和８年度の全日制県立高校の一般入

試の競争倍率が、過去10年で最低の0.71倍にな

りました。全日制34校のうち27校、実におよそ

８割の高校が１倍に満たない状況であります。

 そこで、令和８年度の県立高校の入学者数

と、その動向の検証結果について、教育長にお

伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 令和８年度の県立高

校の入学者数は6,470人で、前年度と比べ267人

減少しております。

 課程別に見ると、全日制は6,118人で、前年

度と比べ221
※

人の減、定時制は175人で11人の

増、通信制は177人で７人の減となっておりま

す。

 令和８年３月の中学校卒業者数は、前年とほ

ぼ同数であることから、全日制については、高

校無償化の影響が顕著に現れたものと考えてお

ります。

 一方、定時制と通信制につきましては、前年

とほぼ同数を維持していることから、高校教育

に関する価値観が多様化する中、ニーズに応じ

た学びが提供できているのではないかと考えて

おります。

○黒岩保雄議員 実質高校無償化は令和２年度

からスタートし、本年度は私立高校の支給額の

引上げや所得制限の撤廃など、より私立高校に

進学しやすい環境にあることは確かでございま

すが、昨年度と比較して、県立高校への進学率

の差は３ポイントの減であります。入学者の減

少はかなり前から見られてきたことから、私立

高校の実質無償化が最大の要因であるとは言い

切れないのではないかと考えています。

 こうした中、保護者からは、県立高校の場

合、大学からの指定校推薦の数の少なさ、また

は不透明さが選ばれない原因だという声を聞い

ています。

 そこで、県立高校における私立大学の指定校

推薦の状況はどうなっているのか、教育長にお

尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 私立大学の指定校推

薦は、各大学が特定の高校に対して、これまで

の進学実績等を評価した上で推薦枠を設ける制

度であり、毎年夏頃に、大学から高校に対して

学部と人数の指定があります。

 各高校には複数の推薦枠があり、生徒の受験

希望等を踏まえ、大学から示された推薦基準に

基づき、各高校において、指定人数の枠内で推

薦生徒を決定しております。

○黒岩保雄議員 インターネットで宮崎県内の

高校の指定校推薦を検索しますと、私立高校10

校ほどの各指定校推薦の状況を見ることができ

ます。入学者に希望を与えるような有名私立大

学などが多く掲載されています。

 一方、県立高校の場合は、教育委員会に伺っ

たところ、各学校の内部情報という扱いのた

め、指定校推薦の状況は把握していないという

ことでございました。生徒にも指定校推薦によ

る入学はあまり勧めていないような印象でござ

いました。これで私立大学に進学したいという

学生の進路指導は十分であると言えるでしょう

か。普通科クラスの中には、私立文系や私立理

系のコースもあり、私立大学への進学を夢見て

いる学生もいるはずでございます。

 県立高校が理想とする教育内容が、保護者や

生徒が望むものとなっているか、私立高校と何

が違うかなどの検証を再度行う必要があるので

はないかと考えています。

 加えて、始業前の朝課外を見直す動きが広
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がっておりますが、デジタル化が進む中、朝課

外の必要性の検証など、現在の見直し状況はど

うなっているのかも気になるところでありま

す。

 本年度中に高等学校教育改革実行計画を策定

されることになっておりますが、この中で、保

護者や生徒のアンケートを行うなど、様々な意

見を十分に把握し、さらに選ばれる県立高校に

なるための議論が深まることを期待しておりま

す。

 県内における令和７年度の中学校卒業者数は

１万239人でありました。一方、先日発表され

た本県の令和７年の出生者数は、過去最少の

5,923人であります。単純にこの5,923人が15年

後の中学校卒業者数とした場合には、約４割減

少することになります。

 このような状況を踏まえますと、現状のまま

では学校の運営が厳しくなることは容易に想像

できますが、教育委員会としては今後どのよう

に県立高校を維持されていく考えなのか、教育

長にお尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、2040年には中学校卒業者数が6,000人を割

り込むことが予想されており、中山間地域の学

校を中心に、必要な学びの提供が困難になるこ

とも考えられます。

 県立高校は、公教育としての責務のほか、地

域や産業を担う人材の育成が求められているこ

とから、将来にわたり持続可能な形で維持して

いく必要があると考えております。

 これまで、令和３年３月策定の高等学校教育

整備基本方針に基づき、学科改編や募集定員の

調整等を実施してきたところでありますが、予

想を超える少子化の進行や高校無償化による影

響も踏まえ、今年度中に策定する高校教育改革

実行計画におきまして、各学校の適正な規模の

ほか、魅力化・特色化を図るため、さらなる学

科改編や入試制度改革、多様な学びの提供な

ど、2040年を見据えた県立高校の在り方を示し

ていくこととしております。

○黒岩保雄議員 答弁にありました入試制度改

革として、推薦入試と一般入試を一本化するな

どの検討を始められたということについては評

価したいと思います。また、県立高校は、私立

高校にはない職業系の学科、特に農業系の学科

の必要性や、山間部などの高校は、生徒の進学

先の確保としての役割もございます。県立高校

の役割を抜本的に見直し、新たな視点での再編

の検討を提案しておきます。

 こうした中でも、県内の県立と私立の高校で

減少する生徒の言わば奪い合いをしても、抜本

的な解決にはならないと考えています。県で

は、４校の県立高校で全国募集を行っていま

す。また、県西部のある私立高校は、県境を越

えて多くのスクールバスを運行し、一定数の生

徒が県外から通学しているそうであります。

 今後は県外にも目を向けた対策の強化も必要

かと思いますが、県立高校各校における全国募

集の在籍者数と、今後の全国募集の拡大につい

てどのように考えておられるのか、教育長にお

尋ねします。

○教育長（吉村達也君） 全国募集で入学した

在籍者数は、令和８年度現在で、飯野高校が19

名、高鍋農業高校が７名、高千穂高校が17名、

宮崎海洋高校が10名となっております。

 各学校では、県内外の生徒が共に学ぶことに

より、互いに刺激し合い、成長していく場と

なっているとともに、全国から入学した生徒

は、地域住民との交流等を通し、それぞれ充実

した生活を送っております。
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 全国募集は、学校の魅力を高め、活性化を促

す効果があることから、今後も学校や地元自治

体の要請がある場合には、導入要件である１学

年４学級以下の小規模校であること、特色ある

学校づくりが行われていること、県外志願者の

住居及び身元引受人が確保されていることを確

認した上で、拡大を検討してまいります。

○黒岩保雄議員 ４校で合計53人が全国募集の

生徒だということでございます。

 県内の高校には、野球やサッカーをはじめ、

多くのすばらしい指導者の下に、県外から部員

も集まっている学校がございます。また、えび

の市では、飯野高校に通学する学生に対し、給

付型の奨学金、交通費支給、下宿代の助成及び

寮の設置など、様々な支援を積極的に行ってい

ます。こうした例も参考にしながら、県外から

の受入れ対策を充実させてほしいと思います。

 今後は、学校や地元自治体の要請があれば拡

大を検討するということでございますが、もっ

と学校や地元自治体と連携を図り、積極的に取

り組んでいただきたいと思います。

 東京都千代田区九段南にある県東京ビルは、

令和５年の解体から始まり、およそ２年の建設

工事を経て、本年10月に供用が開始されます。

 これに伴い、ビルにある学生寮も来年４月か

ら運用が再開されます。地価や家賃の高騰が止

まらない都内におきまして、安価で真新しい寮

には高い関心が寄せられるものと考えておりま

すが、この寮の募集開始時期や定数、条件など

はどうなっているのか、総務部長にお尋ねいた

します。

○総務部長（田中克尚君） 県東京学生寮の令

和９年度入寮者は、本年11月頃の募集開始を予

定しております。

 定数は、男女各26名、合計52名であり、個室

のほか共同自炊室などを備え、利用料金は月額

４万2,000円であります。

 入寮対象は、原則、東京都及びその周辺地域

に所在する大学等の第１学年の学生であります

が、今年度の募集においては、令和５年度以降

の休寮期間中に進学した者も対象に含めること

としております。

 このほか、入寮資格としては、保護者が宮崎

県内に居住していることや、経済上の理由によ

り入寮を必要とする者であることなどが、管理

規則において定められております。

○黒岩保雄議員 従来の寮は２人部屋でした

が、今回は個室にした点や、寮を休止した期間

中に進学された学生も募集の対象とする点など

については、いいことだと思います。

 この寮の運営に係る様々な経費については、

当然入寮者の利用料金だけでは賄えず、毎年、

県の予算から運営経費を支出することになると

思います。

 寮を出た学生は、多くが関東圏に就職するも

のと考えられますが、その後においても、何ら

かの形で本県との関わりを持ち、さらに言え

ば、県内に就職していただけるような仕組みが

あってもいいのではないかと思います。

 そこで、県東京学生寮の入居条件は、単に経

済上の理由によるものだけではなく、例えば県

内企業の面接も受けていただくなど、本県の発

展に資する条件を加える必要があると考えます

が、県の考えを総務部長にお伺いいたします。

○総務部長（田中克尚君） 県東京学生寮の入

寮資格については、学生の利用のしやすさ等を

勘案しまして、現在、就職に関する条件は定め

ておりませんが、卒業後に本県に戻り、県内で

活躍されることは、県としても期待していると

ころであります。
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 このため、寮を運営する指定管理者の業務を

通じまして、入寮者同士の親睦を深めるレクリ

エーション等の実施により、学生の郷土愛の醸

成を図るほか、県内企業の情報提供や就職説明

会の開催案内を行うなど、より多くの学生に県

内企業への関心を深めてもらえるような取組を

進めてまいります。

○黒岩保雄議員 県内企業の情報提供などをさ

れるということでございますが、寮を巣立って

いった後も、学生間や県と何らかのつながりが

継続できることが鍵だと思います。寮の出身者

でつくるＯＢ会のようなコミュニティーを立ち

上げ、定期的に交流を続けるのもいいのではな

いかと思いますので、提案しておきたいと思い

ます。

 県内には、事業主等が組織する職業訓練法人

により運営している認定職業訓練校がありま

す。このうち、教科、訓練期間等について、法

令の基準に適合したものと県が認定したものを

認定職業訓練と言い、事業主等が雇用する従業

員に対する建築関係の訓練科が多くあります。

 加えて、この訓練校の中には、主に離職者等

を対象に、県からの委託により実施している訓

練及び国の求職者支援訓練もあり、地域にとっ

て必要な施設であります。

 そこで、県内で認定職業訓練を行う職業訓練

法人数と、訓練生の人数の推移について、商工

観光労働部長にお尋ねいたします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 会社等に

在籍している方が対象となる認定職業訓練は、

現在、県内では、建築や機械加工、美容といっ

た分野で行われており、県では、訓練を実施す

る職業訓練法人等に対して、運営費補助などの

支援を行っております。

 職業訓練法人数は、10年前の平成28年度は11

法人でありましたが、その後、日南職業訓練協

会など２法人が解散し、現在は９法人となって

おります。

 また、訓練期間が１年以上の普通課程訓練に

おける県内全体の訓練生の人数は、平成28年度

は75名、昨年度は73名となっており、例年70名

から80名程度の訓練生が技能の向上に取り組ん

でいるところでございます。

○黒岩保雄議員 10年間の比較では、２法人が

解散したものの、訓練生は横ばいとなっている

ということでございます。

 先ほどの委託訓練について、県では、離職者

の方が就職するために必要な知識や技能―パ

ソコンスキルとか介護等でございますが―を

習得し、早期に就職するためのハロートレーニ

ングを、認定職業訓練校をはじめとする民間教

育訓練機関等に委託して実施しています。

 しかし、答弁であったように、日南職業訓練

協会の解散に伴い、申込みを受け付けるハロー

ワーク管内に認定職業訓練校がないのは、日

南・串間地区だけとなっています。

 日南市内に認定職業訓練校があった令和６年

度には、定員60名に対し55名の方がパソコンス

キルアップなどの訓練を受けておりましたが、

現在、その訓練を受けようとする場合は宮崎市

などへ通わなくてはならず、諦めている人もい

るのではないかと考えます。

 そこで、日南・串間地区における県の委託訓

練の機会創出について、県としてどのように対

応していくのか、商工観光労働部長にお尋ねい

たします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 離職者等

を対象とする委託訓練は、日南・串間地区で

は、現在、訓練期間が２年間の介護福祉士養成

科がありますが、以前実施していたパソコン基
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礎などを学べる訓練コースは、日南職業訓練協

会の解散に伴い、令和７年度以降は開講してい

ないところでございます。

 日南・串間地区をはじめ県内各地において、

労働市場の変化や離職者等のニーズに応じた職

業訓練の機会を創出することは大変重要であり

ますので、県としましては、引き続き、労働局

や地元自治体などと連携を図りながら、地域で

委託訓練を行う法人等の掘り起こしなどに取り

組んでまいります。

○黒岩保雄議員 委託訓練を引き受けてくださ

る法人等の掘り起こしをやっていただけるとい

うことで、どうぞよろしくお願いしたいと思い

ます。

 さて、小学校の完全給食の場合、月額5,200

円を国が支援しています。国が完全無償化にし

ていると思われる方もいらっしゃるかもしれま

せんが、5,200円の定額支援でございます。さ

らに、中学校は対象外でございます。急激な物

価高を受け、小学校の月額の給食単価が5,200

円を超える市町村では、その超過額を市町村か

保護者が負担しているものと思われます。

 そこで、学校給食費の市町村における負担状

況について、教育長にお尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 今年度から小学校給

食費の負担軽減事業を実施しており、５月１日

現在、県内市町村における給食費の平均月額

は、支援基準額5,200円を上回る5,669円となっ

ております。

 また、22市町村が支援基準額を超えており、

超える部分については、19市町村が自治体負

担、３市町が保護者負担となっております。

 児童への良質な給食を継続的に提供するた

め、国の責任において恒久的な財源を確保する

とともに、物価上昇の状況等も踏まえ、保護者

や自治体の負担を生じさせないよう、今年５月

に全国都道府県教育長協議会を通して要望を

行っております。

 答弁は以上でございますが、発言の訂正をさ

せていただきます。

 先ほど、県立高校の入学者数の御質問に対す

る答弁の中で、私のほうから、令和８年度の全

日制入学者の前年度比較において、誤って221

人の減と申しましたが、正しくは271人の減で

あります。訂正させていただきます。

○黒岩保雄議員 最近の物価高などで、国が

5,200円の基準を決定した時点とは状況も変

わってきております。また、保護者に負担を求

めている３市町の学校では、給食費の徴収や滞

納整理の労力、会計処理をするための事務員の

配置などに伴う保護者の負担も発生しているこ

とが考えられます。

 このような負担状況を踏まえ、支援基準額の

見直しについて、全国都道府県教育長協議会で

は、国に対し緊急要望したということでござい

ますが、知事としても国に要望する考えはない

のかお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 学校給食費に係る保護

者の経済的負担を軽減するため、国が全国一律

の支援を開始したことは、子育て支援の充実に

向けた前進であると受け止めております。

 しかしながら、教育長が答弁しましたとお

り、物価高騰のため多くの市町村で支援基準額

を超えておりますことから、市町村や保護者に

負担が生じていること、また、中学校給食費の

負担軽減について見通しが立っていないこと、

さらに、国の責任によります恒久的な財源が確

保されていないことなどから、全国知事会を通

して、改善に向けた意見書を提出しておりま

す。
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 全国知事会におきましては、これまでも国一

律での制度導入を重ねて要望してきて、それが

実現したということ、また昨年、当初示された

支援基準額があまりにも低かったので、それを

引き上げるべきだと、様々な形で現場の声を届

け、制度設計に貢献してきたところでありま

す。

 今後も、地方の実情に即した持続可能な制度

となるよう、全国知事会等を通して国に強く要

望してまいります。

○黒岩保雄議員 既に意見書を提出されたとい

うことで、感謝いたします。本音は、県にも補

助をお願いしたいと言いたいところでございま

すが、いい答弁は得られそうにもございません

ので、引き続き国に対して、中学校給食費の負

担軽減も含め、強く要望いただくようにお願い

いたします。

 保育施設等において、特別な支援を要する子

供の保育に関して支援員を加配（追加配置）し

た場合、その経費は公費で措置されますが、要

件として、医師の診断などが必要となっていま

す。

 しかしながら、医師の診断を保護者が受けな

いケースがあり、結果的に保育施設等が独自の

判断で追加の保育士などを配置せざるを得ず、

その経費を負担している場合がございます。

 保育施設等の経営者からは、この配置につい

て、県独自の配置基準の設定と経費支援につい

て要望がありました。

 こうした特別な支援を要する子供を受け入れ

る保育施設等に対する県独自の判定基準による

補助について、県の考えを福祉保健部長にお伺

いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 子供の発達に

応じた適切な支援を行うには、保護者に早期支

援の必要性を理解していただくことが重要であ

ります。

 そうした中、特別な支援を要する子供を受け

入れる保育施設等への財政支援については、国

の基準に基づき、医師の診断書等が必要です

が、議員御提案のありました県独自の基準につ

きましては、医師の診断に代えられる公平かつ

客観的な指標の設定が困難な状況にございま

す。

 そのため県では、保護者に助言を行うことを

目的に、保育士等が発達の特性に係る専門的知

識などを学ぶペアレントトレーナー養成講座を

実施しており、今後も、こうした研修を通じ

て、全ての子供に適切な教育・保育が提供され

るよう取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 あくまでも国の基準によると

いうことでございます。いずれにしましても、

支援が必要な子供の特性に応じた保育を行うと

いうことが重要でございますので、それが実現

できるよう、しっかりと保護者の意識改革にも

取り組んでほしいと思います。

 自転車の交通違反に対する青切符につきまし

ては、16歳以上が対象で、違反行為は全113種

類あります。また、警察官が自転車の交通違反

を認知した場合、基本的には指導警告を行いま

すが、その違反が交通事故の原因となるような

悪質・危険な違反であったときは、取締りを行

うことになっています。

 このように、取締りの内容が非常に複雑で、

その判断が主観的であるなど、住民に混乱を招

いている状況ではないかと思います。国が決め

た法改正とはいえ、本県の警察本部も対応に苦

慮されていることと察します。

 こうした中、取締りに不安を抱く中学生の保

護者などから、自転車が歩道を走行してよいエ
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リアを具体的に示してほしいという要望があり

ますが、自転車の歩道通行が認められる場合

と、中学生や高校生等に対するその周知方策に

ついて、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 道路交通法によ

り、自転車が歩道を通行できる場合は、以下の

３つに限定されております。

 １つ目は、道路標識等で歩道を通行すること

ができるとされているとき、２つ目は、13歳未

満の方、もしくは70歳以上の方、あるいは一定

の身体障がいのある方が運転するとき、３つ目

が、車道または交通の状況に照らして、自転車

の通行の安全を確保するため自転車が歩道を通

行することがやむを得ないと認められるときで

あります。

 中高校生に対しては、引き続き交通安全教室

等を通じて、自転車の通行ルールや、今申し上

げた歩道通行が認められる場合について指導を

行うとともに、御指摘いただきました具体的な

歩道通行可の場所も含めまして、学校周辺の主

要な通学路の交通規制状況を具体的に教示して

まいります。

○黒岩保雄議員 具体的に教示していただける

ということでございますので、例えば道路標識

等のある歩道通行可能な区間、県内には500か

所ほどあったと記憶しておりますが、学校やＰ

ＴＡと協力するなどして、それを校区ごとに示

した地図を学校の掲示板に貼るなどの取組も検

討してほしいと思います。

 また、高校に進学すると、これまでに通い慣

れた道路とは違い、不慣れなコースを通学する

ことも多々あります。十分に配慮した周知をお

願いしたいと思います。

 次に、特に朝の通勤時間帯などでは、自動車

も急いでおり、車道を走行する自転車を無理に

追い越そうとして、接触事故の危険性があると

考えておりますが、自転車の交通反則通告制度

が開始されてから、自転車が車道の左側を通行

中に発生した交通事故はないか、道路改良が必

要となったケースはないか、警察本部長にお尋

ねいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） まず、自転車と

自動車との交通事故全体の件数を申し上げます

と、令和７年は247件、令和８年は５月末現在

で74件となっておりますが、このうち、御指摘

いただいた、自転車が車道左側を進行中、自動

車がその右側を通過する際に発生した交通事故

で申し上げますと、令和７年は２件発生してお

りますが、令和８年に入ってからは、５月末現

在、発生していないところでございます。

 また、道路改良につきましては、必要に応じ

て、その権限を有する道路管理者と連携しなが

ら対応しているところでありますが、現時点

で、自転車の車道通行に伴う交通事故を理由と

して新たな道路改良が必要となった事例は把握

していないところでございます。

 いずれにしろ県警といたしましては、今後も

道路管理者等と連携し、現地の道路構造や交通

実態を踏まえた安全な自転車通行空間の確保に

努めてまいります。

○黒岩保雄議員 接触事故などが発生している

のではないかと思っておりましたが、発生して

いないということで安心いたしました。引き続

き、交通安全に取り組んでいただきたいと思い

ます。

 全国の公立病院のうち、８割を超える病院が

赤字であると言われている中、県内の公立病院

も、赤字経営のほか医師確保など、様々な課題

を抱えながら運営を続けています。県立病院に

おきましても、同様に大変厳しい経営が続く
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中、病院局職員や病院関係者などは、様々な視

点からの改善、経営努力をされております。

 こうした中、本年２月に、病院局と日南市の

間で「日南市内の公立病院の医療連携等に係る

基本協定」が締結されました。この中で、中部

病院の移転を含めた日南市内の公立病院の在り

方について協議を行う検討委員会を設置すると

あります。

 協定により、役割分担や連携強化などを図ろ

うとすることは理解できる一方で、中部病院の

移転も含めた在り方の検討を行うこととしてお

りますが、病院局ではその移転についてどのよ

うに関わっていくのか、病院局長にお尋ねいた

します。

○病院局長（重黒木 清君） この協定は、日

南市内の公立病院である県立日南病院と日南市

立中部病院が、人口減少等による医療需要の変

化や南海トラフ巨大地震等の災害への対応を検

討し、地域住民に将来にわたり高度で良質な医

療を安定的に提供するために連携していくこと

を目的としております。

 その中で、中部病院は、津波災害への備えが

喫緊の課題となっておりますことから、この協

定に基づき設置する検討委員会におきまして、

その移転を含めた在り方について検討すること

としております。

 中部病院の移転につきましては、日南市にお

いて判断されるものでありますが、病院局にお

きましては、両院の連携強化や持続可能な医療

提供体制を構築する観点から、適切な助言や情

報提供などを行ってまいります。

○黒岩保雄議員 次に、その県立日南病院を中

心とした県南地域の公立病院のあり方検討委員

会の構成員や検討項目、スケジュールについて

どうなっているのか、病院局長にお尋ねいたし

ます。

○病院局長（重黒木 清君） この委員会は、

私も委員となっておりますが、様々な意見を反

映するため、地元医師会や宮崎大学医学部附属

病院などの医療関係者、自治会の代表者、県や

日南市など行政機関の関係者を構成員としてお

ります。

 委員会では、今後の医療需要の見通しや医療

圏における患者の流出入、適切な役割分担に基

づき、両院が担うべき医療機能や連携の在り方

を協議するとともに、職員派遣や医療器械の共

同利用など、医療資源の効果的な活用につい

て、あらゆる角度から検討することとしており

ます。

 今後、４回程度の委員会を開催し、年度内に

は基本的な方針を取りまとめることとしてお

り、病院局としましては、協定の目的を達成で

きるよう、日南市や構成員の皆様と丁寧に議論

を重ねてまいります。

○黒岩保雄議員 病院局は、本年度の当初予算

で、日南市内の公立病院のあり方検討事業とし

て約4,900万円の予算を計上しております。こ

の予算の大部分は、病院経営に詳しい経営コン

サルタントへの調査委託経費であり、今年度の

医療需要の見通し、患者の流出入、適切な役割

分担などが調査され、経営の見通しなども報告

されるものと考えています。

 先ほどの答弁でも、「医療資源の効果的な活

用について、あらゆる角度から検討する」とあ

るのは、既存の県立日南病院周辺への中部病院

の移転、また、将来の経営統合などの可能性も

あると読み取っておかなければならないと考え

ております。年度内には基本的な方向をまとめ

るということでございますので、ちょっと性急

過ぎるのではないかと考えておりますが、その
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検討の過程では、市と連携し、住民への情報提

供や説明なども丁寧に行っていただくようにお

願いしておきます。

 さて、私の過去の一般質問で、地域医療の確

保、救急搬送の受入れなどを取り上げてきまし

たが、最終的には医師の不足が課題であること

から、抜本的な医師確保の取組が必要ではない

かと訴えてまいりました。

 特に、市町村にある公立病院は、独自に医師

を確保することは容易ではなく、県や宮崎大学

などの協力を得ながら取り組んでいる状況でご

ざいます。

 こうした中、知事は、県により50名の医師を

確保し、市町村の公立病院へ計画的に派遣する

システムを構築すると表明されましたが、表明

に至った背景や知事の思いをお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 本県は、厚労省が定め

ます九州で唯一の医師少数県でありまして、ま

た、医師の偏在や高齢化が課題となる中で、県

民の皆様からは、地域医療の存続を危ぶむ切実

な声を多く伺っております。医師確保に向けた

対策は、本県の最重要課題であると認識してお

ります。

 本県で働く若い医師を増やすため、これま

で、医師修学資金貸与や宮崎大学医学部におけ

る地域枠の拡充に取り組んできております。一

定期間、医師少数区域等で勤務するキャリア形

成プログラムを適用させることで、中山間地域

等で勤務する医師は着実に増加してきておりま

す。

 県民の皆様が住み慣れた地域で安心と希望を

持って暮らしていくためには、持続可能な医療

体制の確保が不可欠でありますので、市町村や

医師会、宮崎大学などの関係機関と連携し、地

域医療の核となる公立病院へ医師を派遣する新

たな仕組みを構築してまいります。

○黒岩保雄議員 50名の確保は大変高いハード

ルと認識しておりますが、それに挑戦するとい

う意気込みや熱意は大いに評価したいと思いま

す。今後、具体的な計画が策定されるように、

よろしくお願いしたいと思います。

 食料システム法が本年４月１日に施行され、

米のコスト指標では、精米５キロの場合2,816

円、これに生産から販売までの各事業者の利益

も考慮すると、店頭価格は５キロ3,000円台中

頃になると見られています。実際には、当事者

間での交渉次第で、どれだけ価格に反映できる

か焦点となるところでありますが、生産者に

とって所得の向上につながるものとして注視し

ていきたいと思います。

 そうした一方で、米離れが進んでいます。米

の業界団体、米穀安定供給確保支援機構がこの

ほど発表した消費動向調査結果によりますと、

2025年度の日本の１人１か月当たりの米の消費

量は4,435グラム、前年より6.1％減少し、７年

ぶりの低水準となりました。需要が減れば米価

は下がり、生産者が減少するということも危惧

されます。

 食料システム法により、適正な価格での取引

が期待される一方で、米離れが進む中、米の消

費拡大に向けた県の取組について、農政水産部

長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 米の需要減少

は、米農家の経営や基盤である水田の維持に大

きな影響を与えることから、米の消費拡大を図

ることは大変重要であります。

 このため県では、関係団体と組織する宮崎県

米消費拡大推進協議会におきまして、小学生に

対する米づくり体験等の食育活動や、県内飲食

店82店舗と連携した県産米応援フェア、スポー
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ツイベント等での県産米プレゼントなどに取り

組んでおります。

 また、米の新品種「ひなた舞」の販売開始に

当たって、ロゴやキャラクターのデザイン制作

を佐土原高校にお願いし、県産米のＰＲに活用

することとしております。

 今後とも、関係団体と連携し、米の消費拡大

に取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 様々な取組をされているとい

うことが分かりました。本県単独の取組だけで

は解決できる問題ではございませんが、他県に

も働きかけができるような先駆的な取組も目指

していただきたいと思います。

 令和６年４月に、県内のＪＡが合併し、ＪＡ

みやざきが誕生いたしました。そして、令和９

年７月には、広域本部制となり、各広域本部の

区域が拡大します。これにより、従来にも増し

て、各本部内、ＪＡみやざき管内の物流が活発

になってきています。

 こうした中、物流の2024年問題もあり、物流

事業者が減少し、農産物の物流にも支障が出て

きていると伺っています。

 そこで、県内における農産物の安定的な輸送

体制の構築に向けた県の認識と取組について、

農政水産部長にお尋ねいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農産物の県内

流通については、トラックドライバーの不足や

労働時間規制の強化などに伴い、物が運べなく

なるという危機感やその懸念が高まっており、

持続可能な輸送体制への転換が必要でありま

す。

 このため県では、宮崎県交通・物流ネット

ワーク戦略に基づき、輸送網の集約や荷役軽減

などに取り組んでおります。

 具体的には、農産物輸送については、県とＪ

Ａ、県トラック協会等で構成する協議会で、地

域をまたいだ集荷場間での荷物の積み合わせ

や、パレット化による積卸し時間の短縮などを

進めているところです。

 県としましては、ＪＡの広域本部への移行や

選果場の集約も見据え、地域で連携した物流効

率化の取組をさらに進めてまいります。

○黒岩保雄議員 荷物の積み合わせやパレット

化をしているということでございました。ま

た、地域で連携した物流効率化の取組を進める

ということでございますので、ＪＡの地区本部

ともしっかりと連携して進めてほしいと思いま

す。

 次に、畜産についてお尋ねします。

 昨日の野﨑幸士議員の質問と重なる部分もあ

ろうかと思いますが、よろしくお願いいたしま

す。

 現在、子牛の競り価格は、地元の南那珂地域

家畜市場では、５月の平均価格が税込みで85万

円を超える状況にあります。子牛を出荷する繁

殖農家としては一安心という話が出ているとこ

ろであります。

 しかし一方で、肥育農家にとっては、導入す

る子牛の価格が高くなると経営に直結する状況

であり、さらには様々な資材価格が高騰し、生

産コストが上がってきているところでありま

す。今後、コストに見合う形で枝肉価格が上昇

しなければ、大変厳しくなってくると言わざる

を得ないところでございます。

 この子牛価格が高くなってきている要因の一

つとして、繁殖雌牛の飼育頭数の減少に伴い、

出荷子牛の頭数が減ったことがあると聞いてい

ます。これは、担い手不足や高齢化などによる

農家戸数の減少と、国が繁殖雌牛の増頭から維

持に方向転換した結果であると伺っています。
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 これまで本県は、子牛の一大産地として、全

国から本県の子牛を求めて購買者が来られてい

ます。つまり本県は、子牛供給基地として重要

な立場であると考えています。

 そこで、子牛供給基地として県はどのような

ことに取り組んでいるのか、農政水産部長にお

尋ねいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 子牛の出荷頭

数が減少傾向にある中、安定供給を図るために

は、母牛の分娩間隔短縮や子牛の事故率低減等

により、生産性を高めていくことが重要であり

ます。

 県では、母牛の分娩間隔短縮のため、令和５

年度以降、国の事業も活用しながら、生産性の

低い高齢母牛の更新を支援しており、令和７年

度までの３年間で、約6,000頭の入替えが進ん

でおります。

 また、子牛の事故率低減等を図るため、獣医

療に関するＮＯＳＡＩのノウハウを活用し、母

牛の繁殖管理から子牛の育成管理を関係機関と

一体的に進める指導を今年度より開始したとこ

ろです。

 引き続き、子牛の供給基地として、生産基盤

の維持・強化に努めてまいります。

○黒岩保雄議員 分娩の間隔の短縮や子牛の事

故を減らす取組のほか、今年度は繁殖管理と育

成管理を一体的に進める指導を始めたというこ

とでございますので、引き続き子牛の生産頭数

の確保に努めていただきたいと思います。

 それでは最後の質問です。

来年８月に北海道で開催される第13回全国和

牛能力共進会まで、いよいよ１年余りとなりま

した。

 本県はこれまで、史上初となる、４大会連続

で最高賞である内閣総理大臣賞を受賞という偉

業を達成いたしました。北海道大会での好成績

にも期待を寄せているところであります。

 そうした中、この偉業がもっと活用され、農

家の手取りに反映されるなど、さらに見える形

で効果が現れることが重要ではないかと考えて

います。これらの効果が農家のモチベーション

にもつながると思います。

 そこで、昨日の福田新一議員も同様の質問が

ありましたが、知事に、全共に取り組む意義

と、その成果をどのように活用して畜産の振興

を図っていくのかお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） この全共は、和牛の改

良成果を競い、ブランド価値を向上させ、ひい

ては、我が国畜産業の持続的な発展につながる

重要な意義があります。回数を重ねるにつれ注

目度もますます高まり、産地間の競争もさらに

一層熱を帯びているものと実感しております。

 私自身も、平成24年の長崎全共から、県推進

協議会の名誉会長として、生産者や関係団体の

皆様と共に全力で挑んできたところでありまし

て、その結果、史上初の４大会連続内閣総理大

臣賞の受賞という最高の形で関係者の努力が実

を結んだものと、大変ありがたく受け止めてお

ります。

 この成果を生産者の皆様に確実に還元してい

くため、「おいしさ日本一宮崎牛」という称号

の下、国内外でのプロモーションを展開してお

り、牛肉の輸出量は、この10年間で約10倍まで

拡大しております。海外でも、松阪や神戸に次

いで宮崎牛という名前が語られるようになって

いると、そのような報告も受けております。

 また、アカデミー賞のアフターパーティーで

毎年宮崎牛を採用いただいているウルフギャン

グ・パック氏からは、昨年、本県を訪問された

際、「軟らかく風味豊かで、世界一の牛肉だ」
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という高い評価を直接いただいております。

 さらに、かつて全共に出場した高校生が、今

では生産者として県内の共進会でも活躍するな

ど、次世代を担う若手生産者が着実に育ってい

ることも大変心強く感じているところでありま

す。牛も育ち、人も育つという、よい循環がで

きてきております。

 全共で優れた成果を収めることは、生産基盤

の強化はもとより、本県畜産業の将来を支える

人材の育成にもつながるものと確信しておりま

す。引き続き、チーム宮崎として生産者や関係

団体等が一丸となり、全国で評価される牛づく

りに取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 日本一の称号は、特に海外で

注目を集めているというふうに伺いました。輸

出量が10年間で10倍に拡大したのも、その現れ

だと思っています。ただ、県全体の出荷頭数か

ら見た場合に、輸出している宮崎牛の割合はま

だまだ少なく、伸び代があるということでござ

いますので、さらに日本一の称号を最大限に活

用していただきたいと思います。

 今回の質問では、高校教育、県立病院など、

環境の変化により課題が膨らむ中、河野県政が

どのように適応していくのか確認させていただ

きました。これから協議するもの、計画を策定

するものも多くあり、これからが大きな山場を

迎えるものと思います。厳しい時代ではござい

ますが、一丸となって難局を乗り切ってほしい

と思います。私も、未来の宮崎のため、微力な

がら協力していきたいと思います。

 最後に、佐藤副知事、今回で国に帰られると

いうことでございます。思いを声にして言いま

すと、人事案件のときの写真を見たら非常に怖

い方だなと思っておりましたが、実際にお付き

合いさせていただくと、非常に温和ですばらし

い方だなと思っております。

 宮崎県では、まだまだ東九州自動車道はつな

がっておりません。牛の峠の整備も始まりまし

た。どうぞ国に帰られても、宮崎を第二のふる

さとと思って御尽力いただきまして、御活躍さ

れますことをお祈りし、私の質問とさせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手）

○外山 衛議長 以上で本日の質問は終わりま

した。

 明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後１時58分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（34名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

19番 野 﨑 幸 士 （宮崎県議会自由民主党）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

欠 席 議 員（１名）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之
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農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎
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企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

監 査 事 務 局 長  長 友 修 一
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◎ 一般質問

○外山 衛議長 これより本日の会議を開きま

す。

 本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

 ただいまから一般質問に入ります。まず、二

見康之議員。

○二見康之議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。本日は一般質問３日目、都城デーと

なっております。こんなにそろうことというの

はめったにないんじゃないかなと思うんですけ

れども、内容につきましては県政全般にわたる

ものだと思いますので、執行部の皆様方には、

明快な御答弁をどうぞよろしくお願い申し上げ

ます。

 また、週明けの４日目の月曜日は自民党デー

となっておりますので、またそれも楽しみにお

話を聞いていきたいと思います。

 これまでの過去30年間は平和の時代だったと

おっしゃる方がおります。グローバリゼーショ

ン、世界が平和だった時代というものは、世界

が豊かになる時代、安いところで製造して、そ

れによって物の価格が下がる、そういう時代で

あったということでございます。

 昨今は世界政治情勢の不安定化が続き、物流

が滞るようになると物資不足が起こり、そこか

ら価格の押し上げにつながる。そして、国内生

産も価格が押し上げられるということが起こり

ます。資源の乏しい日本は、物資獲得のために

も外交努力を怠ることなく、国民生活を守るた

めに政治は頑張らなくてはならないと考えると

ころです。

 さて、ここ数年、様々なものの度重なる値上

げが続いており、国民生活を苦しめておりま

す。企業による値上げ、それに耐える国民、そ

のような構図が一般的に浮かぶイメージではな

いかと思いますが、そうではない、値上げが起

きるか起きないかは消費者が決めている、そう

言われる大学教授もいらっしゃいます。

 例えば、あるコンビニのスイーツ、以前は１

個100円程度であったものが何度も値上げを繰

り返していたのですが、売上個数としてはさほ

ど影響が出なかったそうです。それが１個200

円という価格を超えたときに、売上個数が一気

に１割程度まで落ち込んだそうです。

 消費者はそれまでの値上げには耐えられた

が、ある一定の壁を越えたところで価格と価値

の逆転が生じた可能性があるものとも考えられ

ます。また、一つの嗜好品であるということも

要因であるかもしれませんが、こういったこと

が起こるということに対し、企業も値上げにつ

いては慎重になる理由がここにもあるのだと思

います。

 まだまだ続くであろう物価高騰ですが、物価

が上がっているときに取る消費者行動というも

のは、４つの類型に分けられると言われていま

す。１つは、価格が上がっても同じものを買

う、２つ目、３つ目は、価格の低いものを買

う、または量を減らす、そして４つ目の行動類

型が、量を減らして価格の低いものを買うとい

う４類型になります。

 消費者のインフレ予想は、2021年から2022年

になるときに、値上げ感覚があるという人が大

きく増えました。

 値段が変わらないデフレの時期は、どこの店

でも同じような価格になるので、消費者は店を

選びはしませんでしたが、これがインフレの時

代に入り、値段が上がるようになると、消費者

も初めは仕方ないと思い、同じものを買う比率

- 120 -



令和８年６月12日(金)

が高かったのでしょうが、次第に低価格のも

の、少量化に移行する人が増え、実質賃金が下

がり続けている今、少量低価格へ消費行動が移

行している割合が増えているということであり

ました。

 全国友の会の調査によりますと、2019年から

2025年にかけて、全世代ともに約８％食費が上

昇しているとのことであります。これは特に食

べ盛りがいる家庭での影響が大きく、予算内に

収めるのが難しくなってきたという傾向が見ら

れるそうです。

 物が高くても必要最低限のものは買わざるを

得ません。ゆえに、所得の低い家庭ほど高いイ

ンフレに苦しむことになります。

 現在、初任給や最低賃金のアップ、福利厚生

の充実など、20～30代は手厚く優遇されており

ますが、40～50代にそのしわ寄せが来ており、

さらなる格差が広がる可能性があるとの指摘も

ございました。

 これからの対応としては、的を絞った支援が

必要であるのではないかと考えます。国は、ガ

ソリン暫定税率廃止、地方向け交付金、そして

消費税減税、給付付き税額控除などに取り組む

とされておりますが、現代社会としては、まだ

まだ低所得世帯に冷たい、子育て中の低所得・

中所得世帯に冷たい社会ではないかと思われま

す。これらの施策をもっとアップグレードして

いくことが必要であると思います。

 年金支給額の増額も含め、賃金安が日本の問

題であり、春闘においても、それまでの目減り

分の補充を求めることも必要かもしれません。

 株主利益の最大化が企業経営者の役割であっ

たかと思われますが、コーポレートガバナンス

の強化、付加価値利益を従業員と株主で分け合

うという考え方にシフトしていくことも必要な

のではないかと思います。

 この厳しさを増す物価高が低所得・中所得世

帯へ与える影響に、しっかり目を向けることが

必要だと思いますが、知事の認識を伺います。

 壇上からの質問は以上とし、残りは質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

 足元を見ますと、今年４月の宮崎市の消費者

物価指数は、４年６か月連続でのプラスとな

り、中でも食料品は、令和２年比で２割以上上

昇するなど顕著な状況にあります。

 私自身も日頃から県内各地に足を運ぶ中で、

物価高騰に対する様々な不安の声を伺っており

ます。長期にわたる物価高が、県民、特に議員

御指摘の低所得・中所得世帯の皆様の暮らしに

大きな影響を及ぼしていることを、強く実感し

ております。

 このため県では、国の重点支援地方交付金を

活用し、子育て応援手当の本県独自の上乗せな

どの対策を講じております。

 また、国では、中低所得者を継続的に支援す

るため、給付付き税額控除の検討が進められて

おり、私も制度設計を担う社会保障国民会議の

一員として、議論に参画しております。

 今後も中東情勢の影響により、物価高に一層

の拍車がかかることが懸念される中、引き続

き、緊張感を持って家計や消費の動向を注視す

るとともに、県民の皆様の声にもしっかりと耳

を傾けながら、国や市町村とも連携し、必要な

対応を図ってまいります。以上であります。

〔降壇〕

○二見康之議員 全世帯、全ての家庭が物価高

には苦しんでいるわけなんですけれども、特に

これまでのデフレの時代を支えてきた世代、い
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わゆる就職氷河期世代と言われる40～50代の世

代についてお伺いしたいと思います。

 この世代といいましても、全ての人が対象に

なるわけではないといいますか、経済、景気が

悪かった時代ということですので、いろんな環

境に置かれている、厳しい状況に置かれている

方が多いだろうと思われる就職氷河期世代とい

うものだと思いますが、バブル崩壊後、有効求

人倍率も下がり、正規雇用に就くことが難し

く、非正規雇用で働かざるを得なかった時代が

ありました。なかなかキャリアを築いていくこ

とが難しい環境に置かれ、そして今に至ってい

ると思います。

 こういった方々で、今の物価高に苦しんでい

らっしゃる方が多くいると思いますが、では、

県内に就職氷河期世代の方が今どのくらいい

らっしゃるのか、やむを得ず非正規雇用でいま

だに働いている方がどのくらいいるのか、就職

氷河期世代の状況についてお伺いしたいと思い

ます。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 雇用環境

が厳しい時期に就職活動を行った就職氷河期世

代は、国によると、全国で約1,730万人、本県

では約13万人の方が対象とされています。

 このうち、正規雇用の仕事がないため、やむ

を得ず非正規雇用で働く方など、不安定な就労

状態にある方は、全国では約54万人、本県では

4,400人と推計されています。

 また、長期にわたり無業の状態にある方は、

全国では約39万人、本県では2,367人と推計さ

れています。

 このような中、県では、国が県内３か所に設

置する「みやざき若者サポートステーション」

と連携し、就職氷河期世代の方々の支援を行っ

ており、同ステーションにおける令和７年度の

利用実績は、延べ2,151件となっております。

○二見康之議員 昨年度は延べ 2,151件のス

テーション利用があったということであります

が、では、実際に何人の方が利用されたので

しょうか。不安定な就労状態にある方が約

4,400人、長期にわたり無業の状態にある方が

約2,300人、本県にいると推計されているとの

ことですが、同ステーションのサポートを受

け、どれくらいの方が新たな一歩を踏み出すこ

とができたのか、これまでの利用状況と成果に

ついてお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） みやざき

若者サポートステーションは、令和２年４月か

ら対象年齢を拡大し、サポステ・プラスとし

て、本格的に就職氷河期世代の支援を実施して

おります。

 令和７年度までの６年間で、延べ１万140人

の就職氷河期世代の方が、個別相談やセミナー

等で同ステーションを利用しており、このう

ち、県が取り組む臨床心理士によるカウンセリ

ングは延べ297人、ジョブトレーニングは延べ

353人の方が利用するなど、就労に課題を抱え

る方に一歩踏み出していただけるよう、きめ細

かな支援を行っております。

 これらの支援により、累計で208人の就職氷

河期世代の方の就職が実現しております。

○二見康之議員 累計で208人の方が就職につ

ながったとのことですが、推計される人数から

すると、ちょっと少なく感じるなと思うところ

であります。

 この数年の人手不足などもある中ですので、

ハローワークとか民間の就職サイトなどを利用

して就職される方もいらっしゃることと思いま

す。

 ということは、担当の方ともいろいろお話し
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させていただいたんですけれども、サポステの

ほうでは、特に精神的な課題といいますか、要

するに、うまくいかなかったということについ

て自信を失っている方とか、当時、働く気がな

いニートとかいう言葉もありましたが、そう

いった精神的サポートを必要とする方が多いん

だなと、お話を聞きながら感じたところです。

 ほかのハローワークでは、そういうところま

でケアができないものを、こちらのほうで担っ

ていただいている。大変ありがたいことだと思

うわけですが、引き籠もる方たちがこのステー

ションまでたどり着けるかどうかというのも、

一つの大きな課題ではないかなと思います。

 現在、皆さん担当の方々が、出前講座といい

ますか、あちこちに広報啓発にも行っていらっ

しゃるとも伺いますので、一人でも多くの方が

こちらのサポートを受けて、新たな一歩を踏み

出せるように、つながるように、そこを期待し

ていきたいと思うところです。

 この就職氷河期世代への支援について、河野

知事はどのようにお考えでいらっしゃるでしょ

うか。河野知事は多分この時代ではないですよ

ね、バブルのほうでしょうか。どのようにお考

えなのかお聞かせください。

○知事（河野俊嗣君） 就職氷河期世代には、

新卒時に希望する仕事に就けず、今もなお、不

安定な就労を余儀なくされている方が多数おら

れ、他世代と比較して賃金上昇率が低い傾向が

見られるほか、本人及びその親の加齢に伴い、

働きながら介護を行う方も増加するなど、様々

な課題に直面されているものと認識しておりま

す。

 このため国では、今年４月に閣議決定した

「新たな就職氷河期世代等支援プログラム」に

基づき、今後３年間で、就労・処遇改善に向け

た支援等に集中的に取り組むこととしておりま

す。

 県としましても、就職氷河期世代をはじめ、

不本意に非正規雇用で働く方の正規雇用化や、

賃金等の処遇改善に向け、県内企業とのマッチ

ング会や、就職に悩みを抱える方への専門家に

よる個別相談等を実施するとともに、県内企業

の賃上げ環境の整備につながる生産性向上等の

取組を支援しております。

 今後とも、労働局や市町村、関係団体等と連

携しながら、就職氷河期世代の方が将来に向け

て安心して生活できる社会の実現を目指してま

いります。

○二見康之議員 国のほうも、この３年間に集

中して取り組むということであります。また、

現状の情報収集にも取り組むともありましたの

で、きめ細やかな対象者へのサポートをぜひお

願いしたいと思います。

 次に、医療福祉について伺いたいと思いま

す。

 近年、病院や施設ではなく、自宅での生活を

希望される方が増えているようであります。住

み慣れたところで暮らせる喜び、それを支える

のが在宅における医療・看護・介護サービスで

あります。

 訪問診療や訪問看護、訪問介護など、様々な

サービスの充実が図られてきました。これらを

効率よく効果的に運営していくためには、医療

と介護の連携が重要になります。

 まず初めに、本県においての在宅における介

護の現状と、医療と介護の連携に関する取組に

ついてお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 高齢化が進む

中、自宅での生活を希望される方が増加してお

り、訪問介護や通所介護をはじめとする在宅介
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護の必要性はますます高まっております。

 さらに、医療ニーズの高い高齢者も増加して

おり、安心して在宅生活を継続するためには、

医療と介護が切れ目なく提供される体制の構築

が重要であります。

 このため県では、市町村や医療・介護の関係

機関と連携し、入退院時の情報共有や多職種連

携の推進、人材育成等に取り組んでおります。

 今後とも、地域の実情に応じた医療・介護連

携を推進し、高齢者が安心して在宅生活を継続

できるよう取り組んでまいります。

○二見康之議員 大事なポイントを押さえてい

らっしゃると思います。どこの地域でも県民が

幸せな在宅生活を送れるように、よろしくお願

いいたします。

 ただ一方で、近年、この在宅ニーズの高ま

り、利用者の増加が、病院経営の一部に影響を

及ぼしているのではないかというお話がありま

す。新型コロナ後の入院患者数が以前の水準ま

で戻らないという現状があり、病院の収入が減

り、経営を圧迫している可能性があるとの見方

があるようです。病院局においても、多分同じ

ようなことが起こっているのではないかなと。

 まだあくまで推測の域ですので、今から現状

の調査があると思いますが、こういった医療

ニーズの見積りについては、入院ベッド数やス

タッフの数など、病院経営の大事な基礎部分に

影響を及ぼすかと思います。

そこで、入院医療と在宅医療、介護の将来的

なニーズの変化について、県はどのように対応

していこうと考えているのかお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 医療と介護の

両方を必要とする高齢者の増加や、医療・介護

従事者が一層減少すると見込まれている中、限

りある医療資源の効率的な活用がますます重要

になるものと認識しております。

 そのため、新たな地域医療構想の策定におい

ては、外来・在宅医療、介護との連携など、地

域の医療・介護ニーズをしっかりと把握するこ

とが求められております。

 県としましては、今後、構想区域ごとの入院

患者の流出入状況、将来の入院需要、在宅医療

や介護サービスの提供状況など、様々な観点か

ら分析を行いながら構想の策定を進め、将来的

な医療・介護ニーズの変化に対応できる体制を

構築してまいります。

○二見康之議員 いろんな環境の変化があると

いうことは、なかなか長期的な構想を策定しに

くくなってきているのかもしれないですね。し

かしながら、丁寧な実態調査を進めていただき

ますように、まずはお願いしたいと思います。

 では次に、献血についてお伺いしたいと思い

ます。

 以前、図師議員からも献血バスについてのお

話とかもありましたが、私も先日、都城市のほ

うにカリーノにある献血ルームを設置できない

かというお話を伺いました。

 なかなかハードルの高いことを持ってこられ

たなと思うんですけれども、人口の規模などを

考えても、なかなか難しいかなとお話ししたと

ころなんですが、献血というものについて考え

てみますと、よくライオンズクラブの方々が年

に数回ほど献血協力の呼びかけをされておりま

して、私にも声がかかることがあります。

 しかしながら、最近では協力してくれる方を

探すのに結構苦労されているというようなお話

もありまして、新たな献血協力者の掘り起こし

というものが必要だと思うのですが、現在、本

県における献血の実施方法、並びに県の計画に

対する実績はどのようになっているのかお伺い
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します。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 本県における

献血は、献血バスと献血ルーム「カリーノ」に

おいて実施しております。

 献血バスでは、血液中の全ての成分を採血す

る200ミリリットルと400ミリリットルの全血献

血を実施しており、受付の後、問診、事前検査

を行って採血し、休憩を経て終了となります。

所要時間は40分程度でございます。

 また、献血ルーム「カリーノ」では、全血献

血のほか、血小板や血漿だけを採血する成分献

血も実施しております。成分献血を行った場合

は、赤血球を再び体内に戻す必要があるため、

所要時間は90分程度となります。

 昨年度は、献血バスでは２万769人、献血

ルームでは１万9,404人、計４万173人の方に御

協力いただき、県計画達成率は96.9％となって

おります。

○二見康之議員 年間４万人ほどの方に献血に

協力いただいていると、達成率も96.9％と、お

おむね順調に進んでいるということが分かりま

した。あともう少し頑張れば100％になるんだ

ということですけれども、何か大体達成してい

るから安心しているんじゃないかなと感じるん

ですが、もうちょっと頑張ってもらいたいなと

思いました。

 実際、献血バスのほうが、聞けば県内に３台

あって、平均稼働率が1.5台、１日に２か所ぐ

らいずつ回っていらっしゃると伺いました。そ

して、集めた血液は、その日のうちに福岡のセ

ンターのほうに届けるということでした。

献血の資料を頂きましたら、その中にいろい

ろと書いてありまして、びっくりしたんですけ

れども、よく献血というと、手術とかで輸血さ

れる方、出血多量になった方のことが思い浮か

ぶんですが、それだけじゃなくて、血液疾患と

か抗がん剤治療によって自身で血液をつくれな

い患者さんだったり、難治性疾患の患者さんな

どの治療にも用いられているということでし

た。

急性リンパ性白血病にかかって多くの輸血を

受けられた方、100人以上の方からの輸血を受

けたというような話もあったし、出産時に大量

出血を起こした方が輸血によって助けられた、

３歳の息子さんが川崎病にかかって、血液から

つくられるグロブリン製剤というものを点滴し

回復された方、重症筋無力症になり、免疫グロ

ブリン療法というもので回復された方、献血の

恩恵にあずかる方というのは本当にたくさんい

らっしゃるんだなと思いました。

 また、輸血用血液製剤の保存期間が意外と短

いから、ずっとデイリーでやらなければならな

いんだという話もよく聞いていましたけれど

も、全血製剤だけで３週間、赤血球製剤で４週

間、血漿製剤は１年間ですが、血小板製剤は４

日間しかもたないということでした。

本当に日々の努力というものが、我々の健康

の維持、医療の役に立っているんだということ

が分かったわけなんですが、であるからこそ、

これからも安心して献血の事業にしっかり取り

組んでいくことが大事なんだと思いますが、県

としては、目標達成に向けてどのように取り組

んでいくのか、また課題をどのように捉えてい

らっしゃるのかお伺いしたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 今年度の献血

者の目標数は４万1,321人としております。

 目標の達成に向けての課題としましては、近

年、10代から30代の若年層の献血者が減少傾向

にあることから、ＳＮＳなどを通じ、小中高生

等の若年層をはじめ、幅広い年代への啓発活動
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を強化していくこととしております。

 また、企業や団体に対する献血バスの受入れ

要請を拡充するとともに、次回の献血日が分か

るＷｅｂ会員サービス「ラブラッド」の会員登

録を促進することにより、複数回、御協力いた

だける方の増加を図っていくこととしておりま

す。

 今後とも、市町村や県赤十字血液センター、

学生献血推進協議会などと連携しながら、目標

達成に向けた取組を進めてまいります。

○二見康之議員 10代から30代が減少傾向にあ

るというのは、そもそもの対象人口が少ないと

いうのもあるんだと思います。しかし、減って

いっている人口の割には、献血者数はずっと横

ばいで変わっていませんから、献血をしてくれ

ている方は多いんじゃないかなとも感じるとこ

ろです。

献血に協力してくださっている方がいるんだ

ということを思えば、やはりここら辺の世代の

方にもしっかり理解していただいて、もっと広

報啓発に取り組むべきじゃないかなとも思いま

した。

 先日、うちの子供が通っている泉ヶ丘高校で

は、３日間ほど高校総体のために自習となって

いました。自習の間の１～２時間ぐらいは、献

血についてのセミナーを聴くとか、若者の理解

促進のためにも、こういったところを使っても

らえないかなと思ったわけなんですけれども、

ぜひ教育委員会のほうでも、各学校での取組も

あるでしょうし、情報の周知についても御協力

いただければなと思うところです。今後の御検

討をお願いしたいと思います。

 次に、観光振興対策について伺いたいと思い

ます。

 県は今年２月補正予算において、国庫補助の

約16億円を活用した「みやざき宿泊旅行需要喚

起事業」を立ち上げ、この６月から実施期間に

入られております。既に、一部のホテルや旅行

代理店では割当予算上限いっぱいになっており

まして、予約完売になっているところもあるよ

うです。

 観光関連事業は大変裾野の広い業界でもあり

ます。この隅々まで効果が及ぶことが期待され

る事業でありますが、いささか偏りがないか懸

念されるところもあります。

 そこで、まず初めに伺いますが、ひなタビみ

やざき宿泊キャンペーンの内容と現在の状況に

ついてお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） ひなタビ

みやざき宿泊キャンペーンは、物価高騰により

経営面で影響を受けている県内の観光関連事業

者を支援するとともに、宿泊需要の平準化を図

るための閑散期対策として取り組んでおりま

す。

 具体的には、県内の宿泊施設約200施設の利

用者に対して、宿泊代金の最大30％、１人１泊

当たり上限金額3,000円の割引を適用するとと

もに、県内のお土産店や飲食店など約800店舗

で使えるデジタルクーポンを3,000円分付与す

るもので、加えて、平日旅行を促進する特典も

設けております。

 実施期間は、閑散期を中心に２回に分け、第

１期は今月から９月まで、第２期は12月から来

年１月までを予定しており、現在、６月を中心

にキャンペーンの宿泊予約が進んでおります。

○二見康之議員 このひなタビキャンペーン

は、非常に業界からも好評であるという話です

が、ただ、閑散期ではない８月もキャンペーン

の期間に入っていることについてはどうなんだ

ということもあったんですけれども、その狙い
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について何かあるのであれば、ぜひお聞かせく

ださい。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 議員御指

摘のとおり、８月は宿泊者数が多い繁忙期では

ありますが、グループでの同室利用が多いた

め、客室稼働率は例年５割程度にとどまり、伸

び代があることから、この時期を含めてキャン

ペーンを実施することで、夏休み需要をしっか

りと取り込み、観光業の収益確保を図る狙いが

あります。

 また、旅行の関心が高まるこの時期の実施

は、情報番組での紹介などメディア露出が期待

できるため、キャンペーン全体の認知度を向上

させ、６月や９月、冬場の閑散期における利用

促進につなげる狙いもあるところです。

 現在、宿泊予約も閑散期を含め順調に推移

し、全国区の情報番組でも当キャンペーンが紹

介されるなど一定の手応えを感じており、今後

もＰＲに努め、宿泊需要の平準化につなげてま

いります。

○二見康之議員 懐かしい言葉で、「県民100

万泊運動」とか「ジモ・ミヤ・タビ」とかあり

ましたよね。今度は「ひなタビ」いろいろ形が

変わっていっているわけなんですけれども、楽

天、じゃらんとか、ＯＴＡを使って県外客を呼

び込むということも非常に大事なことだとも思

うんですが、一方で、地元県民の回遊、周遊に

ついては、地元の旅行代理店の方々が間に入っ

て、いろんな旅行商品を造成してくださってお

ります。そういったところの充実も図っていか

なければならないんじゃないかなと。

 昨年の九州観光議連の講師では、香港のＷａ

ｌｋ Ｊａｐａｎの方がいらっしゃって、ラン

ドオペレーターが大事だということをおっ

しゃっていましたよね。地域の旅行資源がどこ

にどういうものがあって、それを旅行者のニー

ズにうまくつなげていくという働きをする方々

が、宮崎においてはまだちょっと少ないんじゃ

ないかなとも思うところなんですが、そういっ

たところの発展にもつながるように、ぜひ施策

というものを考えていただきたいなと思ったと

ころであります。

 では次に、農業振興について伺います。

 先日、環境農林水産常任委員会の視察で、都

城市の有限会社太陽ファーム、日之影町の株式

会社ひのかげアグリファームを視察してまいり

ました。

 太陽ファームのほうでは、スマート農機、Ｇ

ＰＳレベラー、ロボットトラクター、自動操舵

システム等を導入して、効率的な営農実現のた

め農地を集約し、畦畔除去による圃場の大区画

化を展開され、また、その大区画化された圃場

の表面排水の悪化を防ぐため、圃場の精密な均

平化に取り組まれておりました。

 一方、ひのかげアグリファームでは、農作業

の受委託、そして農作物の生産・加工・販売、

農産物の生産に必要な資材等の製造・販売、農

地の維持管理、農業体験及び研修事業に取り組

んでおられ、高齢化が進む農家から農作業を受

託することで経営を支援し、離農による耕作放

棄地の拡大を防ぎ、町の農地維持に取り組んで

おられました。

 平たん地域にある太陽ファーム、中山間地域

にあるひのかげアグリファーム、それぞれの地

域特性を生かした取組であるなと思ったところ

です。

 今後の本県農業の重要なポイントになると思

いますが、この地域特性を生かした農業振興の

取組が重要であると考えますけれども、知事は

どのようにお考えなのかお伺いします。
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○知事（河野俊嗣君） 本県農業の持続的な発

展を考える上では、生産性に優れる平たん地域

と、多面的な機能を有する中山間地域、それぞ

れの特性を生かした農業振興が不可欠であると

認識しております。

 平たん地域では、農地の高低差が少ないなど

の地形的利点を生かして、地域計画に基づき農

地の集約・区画拡大を加速させるとともに、自

動操舵トラクター等のスマート技術の導入を推

進し、農業法人などの大規模経営体が、より効

率的で、生産性の高い農業を展開できる環境を

実現してまいります。

 一方、中山間地域では、冷涼な気候を生かし

たラナンキュラスや有機茶等の高付加価値化

や、急傾斜地等を放牧に活用する肉用牛との複

合経営等により、所得の安定を図ってまいりま

す。また、農業を副業的に営むなどの多様な人

材を地域外から呼び込むとともに、農業支援

サービス事業者の育成等を通じ、営農継続を支

えることで、活力ある農村を次代へとつないで

まいります。

 県としましては、これらそれぞれの地域の強

みを最大限に引き出し、稼げる農業へと確実に

成長させていくべく、全力で取り組んでまいり

ます。

○二見康之議員 やはり日本の農業というのは

生産のプロだなと思います。大事に大事に育て

られる農家の方々がたくさんいて、本当に高品

質のものがあるのが日本の農業、だからこそ海

外からも注目されるところがあるんだと思いま

すが、一方で、狭い農地を生かし切れていない

というデメリット部分を一つ克服しなければな

らない、それが平たん地の部分ではないかなと

思います。

であるからこそ、どういったものが求められ

るのかというマーケティング、そういったこと

もこれからの農業には必要な視点であります

し、物価高騰の中、いろんな資材等が高騰する

中、売上げと費用をしっかり見ていく、いわゆ

る経理的な部分、また、人を使うのであれば労

務管理、様々なこういう能力といいますか経営

手腕的なものが必要とされるわけなので、今お

話にありましたように、稼げる農業の実現のた

めには、こういった生産のプロから経営のプロ

になる必要性があると思います。

 これからの本県農業を支える経営感覚に優れ

た担い手育成については、どのように取り組ん

でいかれるのかお伺いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県農業の持

続的発展のためには、生産技術はもとより、財

務や労務管理、マーケティングなどの経営感覚

に優れた担い手の育成が重要であります。

 このため、普及センターにおいて、農業者の

経営発展段階に応じた研修に加え、新たに、普

及員のサポートチームを編成し、今年度から導

入した経営分析システムのデータを活用して、

経営について自ら考え、判断し、行動できる担

い手の育成を進めております。

 さらに、今年６月に県農業振興公社に配置し

た、法人支援コーディネーターや中小企業診断

士等の専門家と連携しながら、農業法人の経営

面での支援を開始したところです。

 今後とも、次代を担う担い手の育成に取り組

んでまいります。

○二見康之議員 太陽ファームも、いわゆる農

業高校を出た、しっかり勉強した子だけでなく

てもいいというようなこともおっしゃっていま

した。自分のところに来て、ちゃんと教えるこ

とができるから、どっちかというと変に偏って

いない、そういった子のほうが素直に学んでく
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れるというようなこともおっしゃっていまし

た。農業高校を出て、それなりの知識があった

ほうが、関心もあるし、興味もあるし、長く続

くんじゃないかなとも思うわけなんですが、こ

れからもっと柔軟な、そういった感覚を持った

若者たちの育成に取り組んでいただければなと

思います。

 次に、県立陸上競技場の管理運営について伺

います。

 まず、競技場周辺の公道の渋滞対策について

なんですが、昨年の５月、陸上競技場のこけら

落としでラグビーの試合がありまして、そのと

き、私も御案内いただいたので伺いました。12

時から始まるということだったので、30分ぐら

い前に着くように行ったんですけれども、今ま

でに経験したことのない渋滞にはまりまして、

開始時間に間に合いませんでした。

 しかも、駐車券ももらっていたんですけれど

も、駐車スペースもありませんでした。どこか

脇に止めておいてくださいと言われたんですけ

れども、第１回目の大きなイベントだったの

で、こういった諸課題が浮き彫りになるという

ことは大事なことではないかなと思いました。

こういった課題を一つ一つチェックしながら次

のイベントにつなげてこられて、今に至ってい

るんじゃないかなと思います。

 ラグビーだけでなくサッカーなども含め、

様々な競技イベントを開催されまして、運営ノ

ウハウも蓄積されてきたかと思います。

 ただ、県の担当者の方に「渋滞対策などは大

丈夫か」と聞きますと、「大丈夫です」と自信

を持って答えられるんですが、山之口の周辺の

方々に話を伺いますと、どうも違うんですね。

競技場の周り、駐車場から競技場の辺りは混ん

でいないと言われるんですけれども、一方、高

速道路を下りた国道269号線辺りとかは、車が

渋滞して右往左往しているというようなこと

じゃないかなと思います。

 こういう競技場に来られる方だけではなく

て、周辺には住民の方々もいらっしゃるわけで

すから、ここら辺のスムーズな交通整理、取組

も大事だと思います。

 私の知り合いもラグビーを家族で見に行かれ

たそうなんですけれども、駐車場が有料、予約

になっているのを知らなかったみたいで、移動

しようと思ったけれども、案内された方向に行

くのにまた渋滞があって進まないと、結局１時

間ほど遅れて会場に着いたということだったの

で、せっかく家族団らんで楽しみにしているよ

うなイベントを、こういうことで台なしにはし

てほしくないなと思うわけです。

 競技場周辺というのは、競技場前の駐車場だ

けではなくて、山之口スマートインターとか、

また都城の山之口支所、国道269号線と県道と

が交差するようなところまで、私はあそこで渋

滞にはまったわけなんですけれども、もっと俯

瞰的に見て対策を講じなければならないと思う

わけなんですが、このＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴ

ＡＤＩＵＭ周辺のイベント開催時の渋滞対策に

ついては、どのように取り組んでいらっしゃる

のかお伺いします。

○教育長（吉村達也君） ＫＵＲＯＫＩＲＩ

ＳＴＡＤＩＵＭ周辺におきまして、開催競技に

よっては渋滞が発生することから、開催に合わ

せ、主催者、県、都城市及び指定管理者が連携

し、対策を講じております。

 しかしながら、スタジアム駐車場への導入路

が狭く、開始時間が近づくと、国道269号線な

どで渋滞が生じやすい状況にあります。

 そのため、スタジアム駐車場の予約制・有料
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化による自家用車の乗り入れ抑制や、周辺道路

の一方通行化による円滑な交通誘導等を実施し

ております。

 今後とも、主催者等のホームページにおいて

駐車場や道路情報の事前周知を徹底するととも

に、関係機関が連携し、さらなる渋滞緩和に努

めてまいります。

○二見康之議員 競技場を管理する部署が異動

して、あっち行ったりこっち行ったり大変です

ね。教育委員会が交通整理について考えている

とはなかなか思っていませんでしたけれども、

ただ、運営する以上は、主催者だけじゃなく

て、しっかり利用者の方々へのアプローチもお

願いしたいと思います。

 今は、ホームページをつくって情報を出すと

いうのは、最低条件だと思います。それだけで

はなくて、利用者に対して直接情報提供する、

スマートフォンだったりいろいろあるわけです

から、そういった発信の仕方が必要だと思うの

で、周知徹底をよろしくお願いしたいと思いま

す。

 さて、昨年Ｊ２昇格を果たしたテゲバジャー

ロ宮崎は、今、百年構想リーグで、20戦16勝の

堂々の３位という結果を残されました。リーグ

戦開始から７連勝の快進撃、Ｊ２昇格からの勢

いにＪ１昇格も遠い夢ではないなと思ったんで

すけれども、一方で、ＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴ

ＡＤＩＵＭというのは県内でも一番いいスタジ

アムだと思いますが、Ｊ１の試合になると施設

基準を満たしていないというような話も耳にし

たりしました。

 この膨らむ期待に水を差された感じだったん

ですが、県内では最高基準で造られたはずのＫ

ＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴＡＤＩＵＭです。何が基

準に満たないのでしょうか。

 ＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴＡＤＩＵＭの設備等

について、サッカーやラグビーなどのプロ基準

を満たしているのかお伺いします。

○教育長（吉村達也君） ＫＵＲＯＫＩＲＩ

ＳＴＡＤＩＵＭにおけるプロ基準への対応状況

についてでありますが、まず、ラグビーにつき

ましては、リーグワンの基準を満たしており、

ディビジョン１の開催実績もございます。

 一方、サッカーＪ１につきましては、芝生席

を除く１万5,000席以上の観客席の確保や、観

客1,000人当たり８基以上の男性小便器の設

置、中継映像等を伝送するための光回線の整備

などによる安定した通信環境の実現等の基準を

満たしておりません。

 今後、Ｊリーグ公式戦の開催要望があった場

合には、開催条件等について、Ｊリーグに確認

しながら、チームや関係部局と連携して対応す

るとともに、引き続き、ＫＵＲＯＫＩＲＩ Ｓ

ＴＡＤＩＵＭの有効活用に努めてまいります。

○二見康之議員 観客席やトイレ、そして通信

環境、いろいろ課題はあるということですけれ

ども、毎日あるわけではないから、何かうまい

対応の仕方というのもあるでしょうし、それは

それぞれＪリーグとかと協議しながら、うまく

運営していっていただければなと思います。

 トイレの話もあるわけなんですけれども、こ

の間、令和９年度の国の政策予算に対する県の

提案要望の中で、県立学校の教育環境の確保に

対する国の財政支援の拡充を求められておりま

した。

 現状として、県立学校施設の老朽化、外壁や

屋根防水の工事等の施設整備に多額の経費がか

かること、トイレの設備等の規格も古く、現在

の生徒の体格や使用実態に適していないこと、

生徒が快適な学校生活を送れるよう、教育環境
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※ 132ページに訂正発言あり

の改善の必要性を要望されております。

 昨今、私学の授業料無償化も導入されまし

て、公立学校の置かれている環境も大きく変わ

り、トイレの洋式化を含む改修や、体育館等の

空調設備の整備が急務であるということの必要

性をまた要望されておりました。

 一方では、県はこれまで、県立高校の教室に

空調設備を整備したり、トイレの洋式化にも取

り組んできていますが、まず、これまでの整備

実績はどのようになっているのかお伺いしま

す。

○教育長（吉村達也君） 県立高校のトイレに

つきましては、衛生面の改善と生活環境の向上

のため、洋式化を優先して進め、令和８年４月

現在で約72％となっており、新型コロナ対策と

して整備を始めた令和４
※

年４月時点と比べ、約

42ポイント上昇しております。

 空調設備の整備につきましては、令和元年度

までに全県立高校の普通教室への設置を完了し

ておりますが、特別教室の設置率は約53％と

なっております。

 また、体育館につきましては、全校スポット

クーラーのみの設置となっております。

 なお、体温調節が困難な児童生徒や医療的ケ

ア児が多く在籍する特別支援学校の体育館に

は、今年度からの４年間でエアコンを整備する

こととしております。

○二見康之議員 トイレの洋式化が６年間で約

42％、１年間に約７％のペースで整備が進んで

きているようであります。あと４年ほどで出来

上がるのかというと、担当の方にお話を聞いて

みますと、そうでもなさそうなお話ですね。

 スポットクーラーも全校に置いてあるという

ことで、ありがたいことなんですが、最近の酷

暑では、なかなか厳しいものもございます。そ

れでも子供たちは一生懸命部活動に励んでいま

すので、何らかの役には立っているんだろうと

も思います。

 今後のトイレの洋式化、そして空調設備の整

備については、これからどのように取り組んで

いかれるお考えなのでしょうか、改めてお伺い

します。

○教育長（吉村達也君） トイレや空調の整備

につきましては、生徒の生活環境の向上のほ

か、大規模災害への備えや高校の魅力向上を図

る上でも重要であると考えております。

 県立学校の施設整備は、年間30億円程度の予

算の中で、生徒の安全を確保するため、施設の

長寿命化を優先して進めるとともに、修繕費を

確保し、トイレの洋式化や空調設備の整備を実

施しております。

 県立高校の施設整備につきましては、トイレ

や空調の整備を含め、そのほとんどが国の補助

制度の対象外であることから、国に対し、例

年、全国知事会を通じて、学校施設環境改善交

付金の高校への対象拡大を要望しております。

 また、知事からも、対象拡大に加え、財政力

の低い自治体に手厚く配分するよう、財政支援

の拡充について、直接国に要望を行っておりま

す。

○二見康之議員 一応質問はこれで全て終わる

わけなんですけれども、年間30億円の整備予算

を確保していただいていることは大変ありがた

いことだと思いますし、御努力に感謝申し上げ

ます。

 ただ一方で、予算の組み方、積み上げ方、い

ろんな防水だったり壁の補修だったり、重要な

維持改修については、しっかり見積りを取って

予算化するわけなんですけれども、トイレの洋

式化等については、残りの予算の範囲の中で
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やっているというようなことです。

 そうなると、学校の要望が上がってくるトイ

レの基準について、それぞれの校長先生、教頭

以下、事務長も含め検討されているわけなんで

すが、今、学校の中のトイレの基準というより

かは、県の中にある洋式化が進んでいないトイ

レの基準というもので今後見ていく必要性があ

るんじゃないかなと思います。

 ほかのところの老朽化が著しければ、学校と

しては、ほかの要望を上げざるを得ません。そ

うではなく、今でしたら、もう進んでいるわけ

ですから、学校の洋式化が進んでいない写真を

全部本庁のほうに送ってもらって一括して管理

し、そして、どこから順次トイレを整備してい

こうか、こちらから声かけができるようなやり

方のほうがいいんじゃないでしょうか。

 利用者数の多い少ないとかもあります。そこ

ら辺は学校とよくよく協議しながら進めていけ

ば済むことだと思いますので、今後の取組に期

待して、私の質問の全てを終わりたいと思いま

す。

○教育長（吉村達也君） 先ほど県立高校のト

イレの御質問の中で、整備を始めた時期につき

まして、令和４年４月時点と申しましたが、正

しくは令和２年４月時点になります。訂正させ

ていただきます。

○二見康之議員 訂正いただきまして、ありが

とうございました。

今、Ｈ３ロケットが無事飛んだのか、気に

なっているところでございます。成功している

ことを祈りまして、質問を終わります。（拍手）

○外山 衛議長 次は、山内いっとく議員。

○山内いっとく議員〔登壇〕（拍手） こんに

ちは。自由民主党、都城選出の山内いっとくで

す。インターネット等で視聴してくださってい

る皆さん、ありがとうございます。本日は、療

養中の日高博之議員もインターネットで視聴さ

れているということで伺っております。

 現在、人口減少により、担い手不足、地域コ

ミュニティーの変化など、本県を取り巻く環境

は大きく変化しております。こうした時代にお

いて求められるのは、個別課題への対処にとど

まらず、未来から逆算した県政運営であると考

えます。宮崎の未来をつくるため、本日は、ひ

と、くらし、まなび、しごと、まちの５つの観

点から一般質問をさせていただきます。

 本県は、置県150年という大きな節目を迎え

ようとしております。これは単なる通過点では

なく、これからの宮崎をどのような県にしてい

くのかを県民と共有する絶好の機会でもありま

す。人口減少や地域間格差が進む中で、これか

らの宮崎には、子供たちが夢を持ち、県内どこ

にいても学びと挑戦の機会が得られる環境づく

りが求められております。その中核となる「知

の拠点づくり」の提案は、非常によいものと考

えております。

 そこで質問いたします。置県150年という歴

史的節目に当たり、宮崎の未来をどのように描

き、「知の拠点づくり」を通してどのような県

を目指していくのか、知事の決意を伺います。

 以上で壇上の質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 本県の歩みを振り返りますと、置県80年を契

機として総合運動公園が、置県100年を契機と

して総合文化公園が整備され、現在の本県のス

ポーツや文化の振興を支える重要な礎となって

きております。

 このような中、私は、次なる大きな節目であ

- 132 -



令和８年６月12日(金)

る置県150年、さらにはその先の未来におい

て、本県の新たな発展を支える礎として、次世

代育成の基盤となる「知の拠点づくり」を掲げ

たところであります。

 これは、人口減少・少子化の加速をはじめ、

グローバル化・デジタル化の進展、さらにはＩ

ＣＴ、ＡＩ技術の急速な発展、そういったもの

によりまして、社会が目まぐるしく変化を続

け、新たな価値観が次々と生み出される時代に

あっては、子供・若者が夢や希望を抱くと同時

に、不確実性の増す社会を生き抜くための

「知」の力を育むことが何よりも重要であると

いう私の強い思いによるものであります。

 「知の拠点づくり」の具体化はこれからであ

りますが、この置県150年を宮崎の未来に向け

た大切なマイルストーンと位置づけ、子供・若

者が安心して暮らし、学び、働くことができ、

誰もが宮崎に生まれ育ってよかったと思える社

会の実現に向けて、プロジェクトをしっかりと

進めてまいります。以上であります。〔降壇〕

○山内いっとく議員 本県には、神楽をはじめ

とする歴史文化、ジオパークなどの自然文化、

肉や焼酎などの食文化、さらにはスポーツ文化

など、世界に誇る多彩な地域資源があります。

 一方で、文化施設や教育機能は県庁所在地に

集積する傾向がありますが、県北、県西、県南

それぞれに特色ある資源が存在しており、地域

ごとの魅力を生かした「知の拠点づくり」が重

要であると考えます。

 例えば、長崎県島原市の「がまだすドーム」

は、ジオと火山をテーマとした体験型ミュージ

アムとしてリニューアルされ、子供たちが遊び

ながら学べる施設として、多くの来館者を集め

ております。このように、地域の特色を生かし

た拠点を整備するとともに、それらをネット

ワークで結び、県全体を学びと交流のフィール

ドとして展開していく視点が必要ではないで

しょうか。

 また近年は、ポケモンをはじめとする人気コ

ンテンツと自治体が連携し、観光振興や教育活

動に活用する事例が全国で広がっております。

こうした取組は、子供たちの興味や関心を引き

出し、行ってみたい、学んでみたいという意欲

を高める効果も期待できます。

 そこで質問します。置県150年を見据え、県

内各地の特色を生かした知の拠点の整備とネッ

トワーク化を進めるとともに、ポケモンなどの

人気コンテンツも活用しながら、子供たちがわ

くわくしながら学べる学習拠点づくり、観光拠

点づくりを推進する考えはないか、知事に伺い

ます。

○知事（河野俊嗣君） 私は、「知の拠点づく

り」を進める上では、子供や若者がわくわく、

感動しながら、集い、学び、楽しめる仕掛けが

不可欠であると考えております。

 議員御指摘の県内各地に存在する地域資源の

活用や関連施設のネットワーク化、そして人気

コンテンツの活用は、非常に重要な視点と受け

止めております。

 このプロジェクトの一つとして、今後、総合

博物館の再整備に取り組むこととしておりまし

て、その大きな方向性として、食や自然、神話

など本県の強みを生かすとともに、各市町村の

教育文化施設との連携・協働を図ることで、学

びや探究の機会を県内に広げてまいりたいと考

えております。

 また現在、県では、ポケモン社と連携協定を

結び、先日発表しました青島太平洋マラソンで

のポケモンランや、キャラクターとコラボした

観光・物産のＰＲなど、様々な取組を進めてお
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りますが、こうしたイベントは子供たちに非常

に好評であり、夢や元気を届けるものでありま

す。今後、置県150年事業の取組を検討してい

く中で、県民の関心がより高まるようなコンテ

ンツ活用の可能性についても探ってまいりま

す。

○山内いっとく議員 知事の掲げる「知の拠点

づくり」に大いに期待しております。その実現

に向けては、１か所に施設を整備する発想では

なく、県内各地の歴史・文化・自然・教育施設

を結びつける「宮崎まるごと知の拠点ネット

ワーク」として進めることが重要であると考え

ます。また、ポケモンをはじめとする人気コン

テンツの活用やＡＩ・デジタル技術の導入、高

校生、大学生が主体的に参画する仕組みづくり

についても、ぜひ検討していただきたいと考え

ます。置県150年が単なる記念事業ではなく、

次の150年を担う人材育成のスタートとなるこ

とを強く期待し、提言したいと思います。

 続きまして、放課後児童クラブの充実に向け

て質問してまいります。

 共働き世帯の増加や就労形態の多様化に伴

い、放課後児童クラブの利用児童数は全国的に

増加を続けております。

 一方で、こども家庭庁の調査などでも、支援

員不足や離職率の高さ、人材育成体制の確保が

大きな課題として指摘されております。

 本県におきましても、放課後児童クラブは子

供たちの安全な居場所として重要な役割を担っ

ておりますが、その運営を支える支援員の確保

や処遇改善、さらには専門性向上に向けた人材

育成が求められております。

 そこで質問いたします。放課後児童支援員等

資質向上研修の本県の実施状況について、福祉

保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、放課

後児童支援員等資質向上研修をこれまで宮崎市

で２回、都城市で１回の年３回実施しており、

受講者数は、全体の定員900人程度に対し、令

和５年度が585人、令和６年度が626人、令和７

年度が950人と年々増えている状況にありま

す。

 この研修は、子供の発達段階に応じた支援や

特別な配慮を要する子供への対応を取り入れる

など、放課後児童支援員等の専門性向上につな

がる内容としており、受講者アンケートの結果

も踏まえながら、研修内容の充実を図っている

ところでございます。

○山内いっとく議員 年々受講者が増加してお

り、ニーズがあることが分かります。

 放課後児童クラブの人材確保と質の向上は、

全国共通の課題ではありますが、先進的な取組

を進める自治体も見られます。例えば、福岡県

や熊本県では、県内複数地域で研修機会を設け

ることで、参加しやすい環境づくりを進め、支

援員のスキル向上や定着率の改善につなげてお

ります。

 一方、本県では県主催の研修が実施されてお

りますが、地域によっては、移動時間や交通費

の負担などから参加しにくいとの声も伺ってお

ります。

 そこで質問します。研修の受講機会をさらに

確保するため、県内各地での開催について、県

の取組を福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 放課後児童ク

ラブの増加に伴い、放課後児童支援員等の確

保・育成が一層求められる中、より多くの方が

研修を受講できる環境を整えることは大変重要

であると認識しております。

 このような中、県では、集合形式による研修
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※ 145ページに訂正発言あり

を基本としておりますが、令和６年度からは、

研修の一部をオンライン化し、遠方の地域の方

も参加しやすい環境を整えております。

 今後とも、多くの放課後児童支援員等が受講

できるよう、オンライン受講枠の拡充など受講

環境の充実を図りながら、研修機会の確保に努

めてまいります。

○山内いっとく議員 放課後児童クラブの質を

維持・向上させるためには、継続的な学びの機

会を身近な場所で確保することも重要であると

考えます。

 都城北諸地域では、放課後児童クラブ連絡協

議会が主体的に資質向上のために独自に研修を

開催しておりますが、県北、県央、県南など複

数地域でキャリアアップ研修を開催できれば、

支援員の参加率向上や専門性の向上、さらには

人材定着にもつながるものと考えます。

 そこで質問します。市町村独自の研修に対す

る県の考えについて、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県が実施する

資質向上研修は、複雑化・多様化する現場ニー

ズに必要な専門知識や技術を習得することを目

的としております。

 この研修に加え、市町村が地域の実情やニー

ズに応じて独自に研修を実施することは、地域

課題に即した実践的な学びの機会となり、資質

の向上につながる効果的な取組と考えておりま

す。

 また、議員から御紹介のありました、地域の

団体等が実施する研修につきましては、市町村

が適当と判断したものを県と同等の研修として

位置づけることができるようになっておりま

す。

 県としましては、市町村等が自主的に実施す

る研修について技術的な助言を行うとともに、

優れた事例を共有するなど、資質向上に向けた

取組を支援してまいります。

○山内いっとく議員 取組支援をありがとうご

ざいます。放課後児童クラブは、子供たちの安

心・安全な居場所であり、共働き世帯を支える

重要な社会基盤です。支援員の専門性向上のた

め、オンライン研修のさらなる充実とともに、

県北、県央、県南での受講機会の拡大を進め、

県が各研修を認定するような仕組みづくりを提

言したいと思います。よろしくお願いします。

 続きまして、民生委員・児童委員の確保につ

いて伺ってまいります。

 少子高齢化や単身世帯の増加が進む中、地域

で見守りや支え合いを担う民生委員・児童委員

の役割は、これまで以上に重要になっていま

す。

 一方で、厚生労働省の資料では、全国的に欠

員や成り手不足が課題としてあり、その背景に

は、自治会や公民館活動への加入率の低下な

ど、地域コミュニティーの変化があると指摘さ

れております。

 支え合いの担い手が不足していくことは、安

心・安全な暮らしの基盤そのものを揺るがしか

ねない重要な課題であると考えます。

 そこで質問します。本県の民生委員・児童委

員について、昨年の一斉改選時における充足率

と低迷の要因について、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 昨年12月の一

斉改選では、委員定数2,614名に対し、2,342名

の方が委嘱され、定数に対する充足率は、前回

令和４年より2
※

.1ポイント減の89.6％となり、

全国の充足率91.7％を下回っております。

 その要因としましては、地域におけるつなが
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りの希薄化や、委員制度に対する県民の理解を

進めていく必要があることに加え、担い手の中

心となっていた60代において就業している方が

増えていることや、独居世帯の増加などによ

り、委員活動への負担感が増大していることな

どが考えられます。

○山内いっとく議員 民生委員の選任は市町村

が主体ではありますが、その担い手不足は県全

体の課題であり、広域的な視点での支援が不可

欠であると考えます。

 そのため、市町村ごとの取組に委ねるだけで

はなく、県として、先進事例の共有や人材確保

のノウハウの蓄積など、横断的な支援を進める

必要があると考えます。

 また、今後は従来の延長線上ではない新たな

発想も求められます。例えば、ＮＰＯや企業、

地域活動団体、福祉・医療・教育分野の専門人

材など、多様な主体との連携を進めるととも

に、現役世代が参加しやすい環境づくりや、デ

ジタル技術の活用による負担軽減なども有効で

あると考えます。

 そこで質問します。民生委員・児童委員の担

い手確保や負担軽減に係る県の取組について、

福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 民生委員・児

童委員は、地域社会を支える重要な存在であり

ますことから、県におきましては、その意義や

役割について県民の理解促進を図るとともに、

タブレットを活用した活動の効率化や研修の充

実など、委員の負担を軽減する取組を進めてお

ります。

 また、県内の多くの市町村が、自治会からの

推薦により民生委員を確保しておりますが、さ

らなる担い手を確保するためには、議員御指摘

のとおり、幅広い年代から多様な人材が活動に

参画できる環境づくりが必要であります。

 このため、市町村や関係団体などと意見交換

を行うとともに、他県における委員確保の取組

について調査を行ってまいります。

○山内いっとく議員 他県における委員確保の

取組について調査を行うということで答弁いた

だきましたが、東京都では、民生委員・児童委

員のいる企業等を支援するなどの動きもあると

伺っております。他県の事例をしっかりと調査

され、その結果を踏まえた民生委員・児童委員

の確保を実施していただくよう提言したいと思

います。

 続きまして、夏休みの課題について伺いま

す。

 近年、働き方改革の観点から、全国の学校に

おいて、夏休みの課題の見直しが進められてお

ります。例えば、自由研究における採集物は、

教員や保護者負担の観点から廃止する動きが見

られます。

 一方で、夏休み期間中には、作文やポスター

など、各種団体による作品募集が数多く存在

し、学校や教員ごとにその取扱いや課題設定に

差があるとの指摘があります。こうした違い

は、いわゆる学校ガチャと言われるように、子

供たちが取り組む学びの機会そのものに差を生

んでいる可能性があり、主体的・探究的な学び

の観点からも看過できない課題です。

 そこで質問します。本県における夏休みの作

品募集に関して、県の把握状況と学校間での取

組状況の違いについて、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒が夏休みを

有効に活用し、様々な作品募集に挑戦すること

は、主体的に学びを深める貴重な機会でありま

す。

 県教育委員会が主催または共催するものや、
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県に紹介があった作品募集については、対象と

なる全ての学校に案内をしておりますが、各市

町村教育委員会や各学校が独自の判断で応募し

ているものについては把握しておりません。

 なお、各学校等では、様々な作品募集の中か

ら、宿題として取り扱いたいものを児童生徒の

実態等も考慮し精選することで、主体的に選択

し、参加できるように取り組んでおります。

○山内いっとく議員 夏休みの課題は、主体的

に学びを深める貴重な機会です。しかしなが

ら、県としては全ての課題を把握できていない

ということですので、恐らく子供にどのような

課題がどれだけ届いているかというのも把握さ

れていないのではないかと思います。また、学

校任せの現状であるというのも分かったところ

です。

これは、子供たちが得られる学びの質や経験

にも差が生じる懸念があります。全ての子供た

ちに対し、学びの機会を保障することが重要で

す。そのためには、各種団体の作品募集を含め

た課題の在り方を整理し、子供や家庭が主体的

に選択できる環境を整える必要があると考えま

す。

 そこで質問します。学びの機会の公平性と探

究的な学びの充実を図る観点から、夏休みの課

題や作品募集を県で取りまとめて周知すること

について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒が夏休みの

作品募集に応募することは、探究的な学びの実

践になることから、積極的な取組を促すことが

大切であると考えております。

 また、探究的な学びは、自ら課題を見つけ、

その解決方法を探す学びであることから、各学

校が教育方針等も踏まえ、児童生徒が取り組む

ものとしてふさわしいものを提示し、自発的に

取り組ませることが大切であると考えておりま

す。

 なお、県や県教育委員会が主催または共催す

るものや、県に紹介があった作品募集について

は、一覧にしてホームページ等に掲載すること

で、探究的な学びの実践を促してまいります。

○山内いっとく議員 夏休みが近いので、すぐ

に取り組んでいただきたいと思います。県が一

覧作成を実施するということで、前進したなと

感じているところです。茨城県では、学校や先

生を通さずに個別に応募できるようですので、

募集団体とも協力し、先生の負担なく、子供や

家庭が主体的に選択できる環境整備を行ってい

ただくようお願いしたいと思います。

 続きまして、文部科学省の調査になります

が、全国的に標準時数を大きく上回る教育課程

を編成する学校は減少傾向にあります。しか

し、依然として標準授業時数を上回る教育課程

が編成されている学校もあると伺っており、そ

の活用の在り方が課題となっております。

 宮崎県においても、これまで学力向上や学習

内容の定着を目的として授業時数を確保してき

た一方で、教員の働き方改革や探究的な学びの

充実、不登校対策、多様な学びへの対応など、

新たな教育課題への対応も求められておりま

す。

 文部科学省の「公立小・中学校等における教

育課程の編成・実施状況調査」によると、標準

を大きく上回る時数の教育課程を編成している

学校の割合は、宮崎県は、令和６年度は約50％

と多くありましたが、令和７年度は0.0％と

なっております。

 そこで質問します。本県の小中学校における

授業時数の編成状況や課題をどのように分析し

ているのか、教育長に伺います。
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○教育長（吉村達也君） 全国の子供たちがひ

としく一定の教育を受けられるよう、小中学校

の各学年・各教科等において、年間で実施すべ

き授業時数が学習指導要領で定められておりま

す。

 なお、議員御指摘の令和６年度調査結果につ

きましては、本県が誤って報告した数値が公表

されたものであります。このため、令和６年度

及び令和７年度の調査において、学習指導要領

で定められた授業時数を大幅に超え、改善を要

する学校はありません。

 今後も、教員の働き方改革に十分配慮しなが

ら、子供たちの充実した学びにつながる教育課

程が編成できるよう、授業時数の在り方につい

て、市町村教育委員会と連携し、指導・助言を

行ってまいります。

○山内いっとく議員 改善を要する学校はない

とのことで、安心いたしました。

 現在、次期学習指導要領の議論においては、

標準授業時数内でさらに踏み込んだ授業時数の

在り方や、教育課程の弾力化についても検討が

進められているようです。

 これからの教育においては、教員の働き方を

進めるための単なる業務削減にとどまらず、知

識の習得に加え、課題を発見し、考え、協働し

ながら解決していく、探究的な学びの充実が不

可欠です。そのためには、意図的に時間を創出

し、子供たちが主体的に学ぶ余白を確保する視

点が重要だと考えます。

 そこで質問します。これからの子供たちに求

められる力を育むための探究的な学びの充実に

対する認識を、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 変化が激しく先行き

不透明な時代を生きていく子供たちにとりまし

て、自ら課題を見つけ、他者と協働しながら解

決を目指す力を身につけることが、今後ますま

す重要になると考えております。

 現在、各学校では、各教科等の授業において

探究的な学びを行っておりますが、国における

次期学習指導要領の議論において、より柔軟な

教育課程の編成が検討されていることから、今

後、探究的な学びのさらなる充実が可能になる

と考えられます。

 教育委員会としましては、各学校の特色を生

かした探究的な学びの拡充が図られるよう、先

進校の成果等も参考に指導・助言に努めてまい

ります。

○山内いっとく議員 教育課程の柔軟な編成や

先進事例の横展開を進めていくと理解しまし

た。学校の特色を生かした学びが見える化さ

れ、探究的な学びが拡充されることを願ってお

ります。

 続きまして、附属中学校の在り方について質

問してまいります。

 全国初の公立中高一貫校である五ヶ瀬中等教

育学校ができて以降、全国的に中高一貫教育校

や公立附属中学校の設置が進む中で、その教育

成果や学力の伸長をどのように検証するのかが

課題となっております。

 本県においても、宮崎西高校と都城泉ヶ丘高

校に附属中学校が設置されておりますが、高校

段階における学力状況については外部から見え

にくく、附属中学校での学びがどのように成果

につながっているのか分かりづらいとの声があ

ります。こうした状況は、附属中学校が担うべ

き役割や教育の質を検証し、さらなる充実につ

なげていく上で重要な課題であると考えます。

 そこで質問します。県立附属中学校における

教育成果の把握・検証について、教育長に伺い

ます。
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○教育長（吉村達也君） 教育委員会では、中

高一貫した教育を通して、世界の発展に寄与す

る人材を育成するために、附属中学校を設置し

ました。

 ６年間を例えば基礎期、充実期、発展期の２

年ごとに区切り、理数に特化した段階ごとのカ

リキュラムを構築し、高校の教員が中学校で教

科指導を行うなど、校種の枠にとらわれない柔

軟な指導体制を導入することで、より高度な能

力を身につけさせることが可能になるととも

に、その状況につきましても、定期的に諸検査

で確認しております。

 また、身につけた能力を基に、生徒たちは科

学の甲子園や理数系オリンピックに積極的に挑

戦しています。

 附属中学校設立から20年が経過し、中高一貫

教育の成果の一例としまして、高校卒業後に海

外の大学に進学した後、新たなビジネスモデル

を展開する人材や、大学院で最先端の医学研究

に励む学生を輩出しております。

○山内いっとく議員 公立附属中学校は設立当

初、学力向上や特色ある教育の推進、とりわけ

先進的な学びの実践を担う役割が期待されてお

りました。

 当初は適性検査１と適性検査２、作文があ

り、地頭のよい優秀な生徒が集まってきました

が、近年の受検問題の変更により、塾で対応し

てきた入学者が多くなり、入学者の学力層や選

抜の在り方に疑問の声があります。今年度は入

試問題を変更することとなっております。

 そこで質問いたします。本県の県立附属中学

校における入学者選抜検査変更の背景や意図に

ついてどう考えているのか、教育長に伺いま

す。

○教育長（吉村達也君） 附属中学校の入学者

選抜検査につきましては、学校教育法施行規則

に基づきまして、学力検査ではなく、小学校で

身につけた問題解決能力や思考力、判断力等を

見る適性検査と作文を実施しております。

 選抜検査は定期的に見直しを行っており、令

和６年度検査の実施に当たり、それまでは問題

数が多く、児童の適性を十分に測れないという

課題認識から、問いにじっくり向き合い、深く

思考できるよう、問題数の適正化を図っており

ます。

 また、今回の令和９年度検査では、学校の設

置目的に沿う児童をより的確に選抜するため、

作文を廃止する代わりに、課題解決に当たり、

問題解決能力等を実際に活用できるか確認する

ための新たな適性検査を導入いたします。

○山内いっとく議員 成果については定期的に

確認しているとのことですが、高校卒業時には

理数科に差はないという声もあります。附属中

学校卒業時の成果を広く見える化することが必

要だと考えます。対応しなければ、中学時点で

ますます私立に流れていくことになるかと危惧

しているところです。

 また、入学者選抜については今年度改革する

とのことで、世界の発展に寄与する人材をどの

ように選抜するのか見守りたいと思います。

 私も中学入試の問題を毎年見たりしておりま

すが、なかなか短い時間で解くのが難しい、そ

の短い時間で小学生が解く、すごく優秀な子供

たちだなと思っているところであります。

 続きまして、高校教育に関して質問してまい

りたいと思います。

 近年、家庭の教育費負担が大きな社会問題と

なっております。文部科学省の調査において

も、学習塾や習い事を含む学校外教育費は増加

傾向にあり、家庭の経済状況によって学習機会
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に差が生じる、いわゆる教育格差が指摘されて

おります。

 本県においても、高校進学に向けた塾代等の

負担に加え、これまで学校が担ってきた朝課外

の縮小などにより、家庭に依存する学習環境が

広がっております。

 県内でも塾代に年間100万程度の費用を要す

るものもあり、学習機会の確保が家庭の負担能

力に左右される側面も見られます。

 さらに、私立高校の授業料無償化の拡充が進

む中、公立高校においても、魅力ある教育環境

の整備が一層求められております。

 こうした環境の変化は、子供たちの学力形成

だけではなく、主体的、探究的な学びの機会に

も影響を与える可能性があると考えます。

 そこで質問します。広域通信制高校への進学

者増加や、塾などへ教育費を投じる家庭がある

現状を、県教育委員会はどのように認識してい

るのか、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、私立の広域通信制高校への進学者が近年増

加しておりますが、少子化の進行により県立高

校の在籍者が減る中、県立通信制２校の在籍者

数は、ここ数年1,100名程度で推移しているこ

とから、通信制教育のニーズや、学びの多様化

が進んでいるものと認識しております。

 また、進学校の生徒の多くが塾を利用してい

ますが、物価高騰の長期化により、その経済負

担が重くなっていることに加え、そもそも塾が

開設されていない地域もあります。

 公教育を担う県立高校においては、家庭の経

済状況や地理的条件により教育格差が拡大する

ことがないよう、全ての生徒がアクセスできる

学びの場の提供に努めていく必要があると考え

ております。

○山内いっとく議員 教育格差を危惧している

ことが分かりました。

 近年、デジタル技術の進展により、時間や場

所を問わず学習できる環境が急速に整いつつあ

ります。大学や民間教育機関では、授業動画を

活用した学習が広く普及しており、生徒一人一

人が自分のペースで学び直しや予習・復習を行

うことが可能となっております。

 一方、高校においては、授業内容を十分に理

解できなかった場合や、病気、不登校、部活

動、大会参加等により授業を受けられなかった

場合の学習保障が課題となっております。

 授業動画は、生徒の主体的な学習を支援する

だけではなく、教員同士の教材共有や授業改善

にもつながる可能性があります。

 そこで質問します。県立高校において、生徒

がいつでもどこでも学習できる環境、生徒が各

自で学習ができるよう、授業動画の配信や共有

を推進していく考えはないのか、教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） 実際の授業を動画配

信し、生徒が復習等に活用することは、学習支

援として効果があると考えております。

 しかしながら、実際の授業では、教科書など

様々な著作物が使われ、また、生徒の姿や音声

が映り込む可能性があることから、著作権上の

課題や生徒の安全面の配慮などへの慎重な検討

が必要になります。

 さらに、授業動画の配信に当たり、現在、県

立高校で利用しているオンラインシステムを活

用する場合には、データ容量の制限があること

から、頻繁に動画を配信すると、他の教育活動

に支障が出る懸念があります。

 今後、既存のデジタル教材の活用充実を図る

とともに、授業配信を行っている先進県の研究
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も進めてまいります。

○山内いっとく議員 技術的な課題があると認

識しました。今後、デジタル教材の活用充実を

図るとともに、先進県の研究を行うようです。

 デジタル教材の一つである学習用アプリは、

個々の理解度に応じて問題が出題されるもの

や、苦手分野を分析して学習内容を提案するも

のなど、生徒一人一人に応じた学習支援が可能

となっております。こうしたツールは、生徒の

主体的な学びを支援するとともに、教員の指導

や学習状況の把握を補完する効果も期待されて

おります。

 一方で、学校ごとに活用状況に差があるとの

声もあり、教育効果や費用対効果を十分に検証

しながら、効果的な活用を進めていくことが重

要であると考えます。

 そこで質問します。県立高校における既存の

学習用アプリやデジタル教材の活用について、

教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、民間事業者が様々な学習用アプリを提供し

ており、県立高校でも副教材として導入し、活

用しております。

 これらの学習用アプリには、生徒が各自で学

習するための講師による授業動画や、Ｗｅｂテ

スト、Ｗｅｂドリルなど様々な教材や機能があ

ります。

 教育委員会としましては、学習用アプリの活

用は、各生徒が自分の学力レベルに応じて、必

要な教科や分野を自分のペースで学習できるた

め、個別最適な学びを実現するツールとなるこ

とから、各学校において、保護者の理解の下、

生徒の実態等も踏まえた活用を進めてまいりた

いと考えております。

○山内いっとく議員 各学校において活用を進

めていくということですが、それも学校の特色

となりますので、活用状況をしっかりと受験生

や保護者にＰＲすべきだと考えます。

 また先日、デジタル教科書が正式に位置づけ

されましたので、併せて効果的な活用を行って

いただくよう提言したいと思います。

 続いて、少子化の進行や生徒の学習ニーズの

多様化が進む中、県立高校には、限られた人

的・物的資源の中で、多様な学びを保障するこ

とが求められております。特に小規模校におい

ては、教員配置や開設できる科目に制約があ

り、生徒の進路希望や興味・関心に十分対応で

きない場合もあります。

 こうした課題に対し、遠隔授業は、学校間を

結び、専門性の高い授業や多様な選択科目を提

供できる有効な手段として期待されておりま

す。また、探究学習や大学・企業との連携、離

島や中山間地域の教育機会の確保など、活用の

可能性はさらに広がっています。

 一方で、通信環境や運営体制、教育効果の検

証など、継続的に取り組むべき課題もあると考

えます。

 そこで質問します。県立高校における遠隔授

業のこれまでの成果と課題をどのように分析し

ているのか。また、生徒の学習機会の充実や高

校の魅力向上の観点から、今後どのような方向

性で遠隔授業を推進していく考えなのか、教育

長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 遠隔授業について

は、過去に国の補助事業を活用し、モデル的に

実施したほか、現在、五ヶ瀬中等教育学校と高

千穂高校の間で、より専門性の高い授業を提供

するために遠隔授業を実施しております。

 ただし、学校間で遠隔授業を行う場合には、

授業時間を合わせることで他の行事等に影響が
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生じることや、遠隔授業に必要な機材等の環境

を整える必要があること、また、教材も合わせ

る必要があることなどの課題があります。

 今後、少子化がさらに進行する中、地域の学

びを保障するため、小規模な学校においても多

様な教科の実施が必要であり、遠隔授業の必要

性が高まることから、授業の配信を専用で行う

拠点の整備が必要になるものと考えておりま

す。

○山内いっとく議員 家庭の経済状況や地域差

による教育格差を解消するため、授業動画や学

習アプリ、遠隔授業を組み合わせた、デジタル

学習基盤の整備を進めるべきだと考えます。

 他県でも、台風や熊による休校で、オンライ

ン授業が行われた事例も先日ありました。全て

の高校生が、いつでもどこでも質の高い学びに

アクセスできる環境づくりが大切です。

 2040年に向け、大きな高校教育改革が行われ

ますが、発想の転換が必要だと考えます。

 例えば、県立高校を一つの学校として見て、

キャンパスが各地にあるというような発想や、

地域の普通科はなくし、全て特色ある学科にす

るなど、これまでの常識を破るような高校教育

改革に期待しております。

 続きまして、半農半Ｘの推進について質問し

てまいります。

 農業従事者の高齢化や担い手不足が進む中、

農林水産省の調査では、農地を所有しながら自

ら耕作を行わない土地持ち非農家の増加が課題

として指摘されております。こうした状況は、

農地の遊休化や生産力の低下を招くだけではな

く、地域コミュニティーの維持にも影響を及ぼ

す可能性があります。

 本県においても農業は基幹産業であり、農地

をいかに守り、次世代へとつないでいくかは極

めて重要なテーマです。

 そこで質問します。本県における土地持ち非

農家の現状について、どのような影響を認識し

ているのか、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農地を所有し

ているものの農業に従事していない、いわゆる

土地持ち非農家につきましては、農林業センサ

スによりますと、直近の令和２年が２万2,272

戸であり、５年前である平成27年の２万538戸

から1,734戸増加しております。

 今後、相続等により土地持ち非農家が増加

し、農地の管理や利用がされない場合、遊休化

等が懸念されることから、農地をいかに有効活

用するかが重要であると認識しております。

○山内いっとく議員 昨年、農林業センサスの

調査がありましたが、農業経営体の数について

は23％ほど減っているというような発表もあっ

たところです。全体の詳細な結果については

近々発表になると考えますが、農業経営体の減

少状況を踏まえると、土地持ち非農家が大きく

増加することが予想できます。

 担い手不足が進む中、これからの農業は、専

業農家だけで支えるのではなく、多様な人材が

関わる「開かれた産業」へと転換していく必要

があります。その一つの方向性として、半農半

Ｘという働き方が注目されております。

 そこで質問します。多様な人材が農業に関わ

る仕組みとして、半農半Ｘの推進にどのように

取り組んでいるのか、農政水産部長に伺いま

す。

○農政水産部長（児玉憲明君） 半農半Ｘの推

進は、担い手不足に直面する農村集落にとっ

て、多様な人材が広く農に携わり、地域農業を

支える新たな担い手の確保へとつながることが

期待されます。
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 このため県では、令和５年度から、人口減少

が特に著しい山間農業地域において、定年帰農

者やＵターン者など半農半Ｘの希望者に対し、

経営開始に必要な技術研修や農業機械の整備等

の就農支援を行っております。

 また、より幅広い地域でも人材確保対策を実

施してほしいという要望を受け、今年度から、

中山間地域全体にまで支援対象を拡大したとこ

ろであります。

 今後も、農業・農村の振興を図るため、市町

村や関係団体等と連携しながら、多様な人材の

確保に取り組んでまいります。

○山内いっとく議員 今年度、支援対象の地域

が拡大されたことが分かりました。しかしなが

ら、移住者への支援だけではなく、現在集落に

住んでいる方への支援をという声もあります。

 また、多様な人材が農業に関わる仕組みを具

体化するためには、県自らがモデルを示すこと

が重要だと考えます。現在、副業・兼業の動き

が広がる中で、公務員についても、地域貢献や

社会的意義の高い活動については認めていく議

論が進んでおります。本県においても、公務員

が農業に関わりやすい環境整備を行うことで、

担い手不足の解消だけではなく、地域とのつな

がりの強化にもつながります。

 そこで質問いたします。農業の担い手を確保

するため、県職員が農業での副業・兼業を行い

やすい体制を整えることに対する県の考えを、

農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 担い手不足や

高齢化が進む中、農業に関わる多様な人材を確

保することは、重要な課題であると認識してお

ります。

 県職員は、地方公務員法により、営利目的の

副業・兼業が原則制限されておりますが、任命

権者から許可を得た場合には従事することが可

能とされております。このため本県では、令和

４年１月に地域貢献活動等の具体例などを盛り

込んだ通知を発出し、職員が従事しやすい環境

整備を図っております。

 一方で、山形県など一部の自治体では、職員

が副業として農作業に従事する際の時間の上限

など、具体的な条件までを示して運用しており

ます。今後、こうした事例も参考にしながら、

農業分野での運用について調査・研究してまい

ります。

○山内いっとく議員 今後の調査・研究に期待

してまいりたいと思います。農業を「専業農家

だけの仕事」から「誰もが関われる仕事」へ転

換するべきです。土地持ち非農家の農地活用を

進めるとともに、半農半Ｘや公務員ファーマー

制度を推進し、多様な人材が地域農業を支える

宮崎モデルの構築をお願いしたいと提言しま

す。

 最後に、新幹線整備について伺ってまいりた

いと思います。

 九州においては、福岡、熊本、鹿児島といっ

た新幹線沿線地域を中心に、交流人口の拡大や

企業立地の促進など、広域的な経済効果が生ま

れております。

 一方で、本県は新幹線空白地帯であり、時間

距離やアクセス性の面で他県との格差が生じて

いるとの指摘があります。

 こうした交通インフラの差は、観光や産業だ

けではなく、将来を担う若者の進学・就職の選

択にも影響を与え、結果として人口流出につな

がる可能性も否定できません。これはまさに、

息子や娘の世代にどのような宮崎を引き継ぐの

かという根本的な課題であると考えます。

 そこで質問します。新幹線整備地域との格差
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について、どう把握し、将来へつなげていくた

め、どのような認識を持っているのか、知事に

伺います。

○知事（河野俊嗣君） 九州では、新幹線が整

備されていない東九州と整備されている西九州

を比較しますと、例えば、宮崎から博多までは

電車で約５時間かかるのに対し、鹿児島中央か

ら博多は新幹線で約１時間30分と、大きな違い

がありますほか、令和４年に開業した西九州新

幹線の沿線では、商業施設やホテルの建設が相

次ぎ、観光客が大幅に増加するなど、開業効果

が鮮明に現れております。

 51年前に山陽新幹線が博多まで開業し、その

後の産業、人口のさらなる集積というものは目

覚ましいものがあります。これと同じような傾

向が、ほかの地域の新幹線でも現れてきており

ます。

 こうした格差というものが、議員御指摘のと

おり、新たな企業誘致や観光入り込み客数など

にも影響を与え、本県の将来を担う若者の進学

や就職時の県外流出にもつながり得るものと考

えております。

 新幹線は、優れた時間短縮効果や大量輸送力

を持ち、県民の暮らしの向上に大きな効果をも

たらすなど、本県が将来世代にわたって繁栄し

ていくための重要な交通インフラになるものと

認識しております。

 このため、引き続き県民の間での機運醸成を

図るとともに、沿線自治体との連携を強化する

など、本県の新幹線整備に向け、しっかり取り

組んでまいります。

○山内いっとく議員 新幹線整備に向けては、

県民の理解と機運の醸成が不可欠であり、他県

においても、シンポジウム等を通して継続的に

世論形成が図られてまいりました。

 本県においても、一昨年は宮崎市、昨年は延

岡市、今年は都城市と、県内各地でシンポジウ

ムが展開されることとなっております。機運醸

成の取組が広がっている点は評価できるものと

考えます。

 一方で、こうした積み重ねを単なる啓発にと

どめず、どう具体的な政策行動へと結びつけて

いくのかが問われているのではないでしょう

か。

 そこで質問します。これまでのシンポジウム

を踏まえ、今年度のシンポジウムの内容はどの

ようになるのか、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 新幹線整備に向けまし

ては、県民の理解と機運の醸成が不可欠であり

ますので、これまで、宮崎市、延岡市で県民向

けのシンポジウムを開催してまいりました。

 シンポジウムで実施したアンケートでは、宮

崎県に新幹線は必要だと回答した割合が約８

割、新幹線整備の仕組みについて理解できたと

回答した割合が約９割を超えている状況であり

ます。

 ややもすると、宮崎県民の間では、宮崎に新

幹線がないのは当たり前、これからも無理じゃ

ないかと、そういう無意識の認識があるのでは

ないかと危惧しておるところでありますが、新

幹線整備に向けて、より具体的に自分たちの将

来の課題として関心を持っていただく、よい機

会になったのではないかと考えております。

 一方で、過去２年間の参加者の状況を見る

と、将来を担う若者が少ない状況にありまし

た。私は、大学生等と意見交換を行うと、多く

の場合に、本県で新幹線がない理由だとか、将

来についてはどうなんだろうかと、そういう質

問をいただいております。

 このため、本年８月下旬に予定されておりま
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す都城市でのシンポジウムでは、幅広い世代の

県民に来ていただくことができますよう、プロ

グラムの工夫や事前の十分な広報にも注力し、

これまで以上に多くの方に、また多様な世代に

参加していただくことで、県民に対するさらな

る理解促進と機運醸成に取り組んでまいりま

す。

○山内いっとく議員 ８月下旬に実施を行うと

いう初情報です。ぜひ高校生や大学生など若い

世代にも参加してもらうべく、夏季休業前に呼

びかけをお願いしたいと思います。

 これまで県内各地で開催されてきたシンポジ

ウムは、新幹線整備の必要性や効果について県

民の理解を深め、機運醸成を図る上で一定の役

割を果たしてきたものと考えます。

 しかしながら、機運の高まりだけで整備が実

現するものではありません。実際に事業化へ向

けて前進させるためには、県民や経済界、市町

村の声を一つにまとめ、国に対して説得力のあ

る形で示していくことが重要であります。

 そこで質問します。これまでのシンポジウム

の成果などを踏まえ、東九州新幹線の早期実現

に向けて、今後どのように取り組んでいくの

か、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） これまでのシンポジウ

ムで実施したアンケートやパネリストから出さ

れた意見では、他県との連携を強化すべきこと

や、さらなる機運の醸成を進めるべきなどの貴

重な御意見をいただいたところであります。

 このため、５月27日には、東九州新幹線鉄道

建設促進期成会を構成します沿線４県１市の知

事、市長で臨時理事会を開催いたしまして、令

和８年度に国が新たに実施します基本計画路線

のケーススタディーに、東九州新幹線をその対

象にしてもらおうと、連携して取り組むことを

決議したところであります。

 また、今年は初めて、他の地域の期成会との

連携強化を図るということで、東京で決起大会

も行いましたし、その結果も受けつつ５月14日

には、基本計画路線に位置づけられております

６つの期成会などと合同で、木原内閣官房長

官、佐々木国土交通副大臣などを訪問し、基本

計画路線の早期の整備計画への格上げや新たな

財源の確保について、共同で要望を行ったとこ

ろであります。

 引き続き、期成会での要望活動や全国知事会

などあらゆる機会を捉えて、東九州新幹線の早

期実現に向けて取り組んでまいります。

○山内いっとく議員 東九州新幹線は、単なる

交通インフラではなく、若者の未来や地域経済

を支える成長戦略です。県民、とりわけ若い世

代の機運醸成をさらに進めるとともに、沿線自

治体や経済界と連携し、ケーススタディー獲得

から整備計画格上げまで、オール宮崎で取り組

むことを提言したいと思います。これができる

のは河野知事しかいないと感じています。ぜひ

期待しておりますので、進めていただきたいと

思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 先ほどの山内

議員の御質問に対する答弁の中で、民生委員・

児童委員の定数に対する充足率について、誤っ

て前回令和４年より2.1ポイント減と申し上げ

ましたが、正しくは3.7ポイント減でございま

した。おわびして訂正いたします。

○山内いっとく議員 本日は、ひと、くらし、

まなび、しごと、まちの視点から質問させてい

ただきました。教育に関しては、これからデジ

タル化、ＡＩがどんどん進んでいくと思いま

す。ＡＩについては、行政的にも進んでいくも

のかなと思っております。
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 私は大学時代に人工知能の研究をしておりま

して、当時研究していたものはＨＥＬＥＮとい

うシステムでした。Hypermedia Environment

for Learning English、知的英語学習支援シス

テムということで、学習者に合わせて問題を出

していく、間違っていれば、それに合わせてい

ろいろ訂正していくという、今の学習用アプ

リ、ＡＩドリルに近いものをつくっていたの

が、今どんどんそれが実現されているところで

す。ぜひとも宮崎が後れを取らないように、僕

たちが苦しい思いをしたので、次の世代にはそ

ういう思いをさせないよう、今回も質問してま

いったところです。

以上で全ての質問を終わります。（拍手）

○外山 衛議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時47分休憩

   午後１時０分再開

○山下 寿副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、今村光雄議員。

○今村光雄議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。都城市選出、公明党の今村光雄でご

ざいます。都城デー、後半戦でございます。今

回も県民の皆様から寄せられた現場の声を基に

質問させていただきます。

 本県の基幹産業である畜産業の振興と持続可

能性への認識を伺います。

 現在、中東情勢緊迫化に伴う世界的な物価高

騰、物流の混乱、さらに止まらない円安の進行

は、国内産業に重大な影を落としています。本

県も例外ではなく、地域経済と雇用、食を支え

る畜産の現場にしわ寄せが直撃しています。配

合飼料価格の高止まり、肥料、燃油、施設維持

資材などの高騰に農家は日々苦しんでいます。

 その一方で、少子高齢化・人口減少に伴う深

刻な担い手・労働力不足に直面しています。

365日休みなく家畜の命と向き合う現場で、次

世代への事業承継が進まない現状は、本県畜産

業の存続を揺るがす危機であります。

 さらに、この問題は単に畜産農家だけにとど

まりません。堆肥を地域の野菜・米作りに生か

す耕畜連携という資源循環の仕組みを根底から

壊し、地域経済と地方の活力を土台から崩壊さ

せかねない死活問題であります。

 先人たちが築き上げてきた「畜産王国みやざ

き」のともしびを絶やすことがあってはなりま

せん。目の前の苦境を乗り越える財政支援、労

働環境の改善、持続可能な生産基盤の確立な

ど、県として実効性のある支援が必要と考えま

す。

 そこで、本県の畜産振興の重要性を知事はど

のように認識されているのかお伺いいたしま

す。

 壇上からの質問は以上とし、残りの質問は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 本県の畜産は、農業産出額の約６割を占めて

おります。食肉加工や飼料製造、物流、バイオ

マスエネルギーなど広範な関連産業とともに、

本県の輸出を牽引し、地域経済と雇用を支える

極めて重要な産業であります。

 また、畜産飼料の作付を通じた土地利用型農

業の推進により、国土の保全など、多面的かつ

公益的な役割も果たしております。

 昨今の国際情勢の混迷により、食料安全保障

の重要性が高まる中、国民生活に不可欠な良質
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なたんぱく源である畜産物を安定的に生産し、

供給し続けることは、食料供給基地としての本

県の責務であると認識しております。

 しかしながら、海外依存度の高い配合飼料や

肥料の価格高騰が続くなど、畜産を取り巻く環

境は予断を許さない状況にあります。海外資源

への過度な依存から脱却するため、耕種農家と

畜産農家の連携を一層強化し、飼料自給率の向

上と、堆肥の有効活用による地域資源循環型の

生産体制を構築することが重要であります。

 県としましては、地域内における耕畜連携の

取組をさらに促進し、本県畜産業の持続的な発

展につなげてまいります。以上であります。

〔降壇〕

○今村光雄議員 食料供給基地としての本県の

責務があると、畜産業に対する力強い答弁をい

ただきました。

 それでは、具体的な環境・流通課題について

順次お伺いいたします。

 本県は令和７年２月の統計でも、肉用牛・豚

が全国第３位、ブロイラーが全国第２位など、

質・量ともにトップクラスの畜産王国です。し

かし、飼養頭羽数が多いということは、発生す

る家畜排せつ物の量も莫大になります。かつて

は、悪臭や水質汚濁などの環境問題あるいは処

理体制の不備が、地域社会に大きな課題を生み

出した歴史があります。

 こうした背景から、平成16年の家畜排せつ物

法の施行により、管理基準の遵守を通じた環境

問題の解決と、堆肥化による土壌改良や肥料と

しての有効活用、すなわち地域資源循環への期

待が高まりました。

 法制定から四半世紀が経過した現在、県内の

家畜排せつ物の処理状況及び堆肥の流通状況に

ついて、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 県内で発生す

る家畜排せつ物量は、県の推計では年間390万

トンで、その内訳としましては、７割が発酵処

理、２割が浄化処理され、残り１割がエネル

ギーとして利用されております。

 また、発酵処理される家畜排せつ物のうち、

260万トンの家畜排せつ物から117万トンの堆肥

が生産されるとともに、生産された堆肥の

99.6％は県内へ、残る0.4％は県外へ流通して

おります。

○今村光雄議員 次に、ブランドの核である肉

用牛農家についてですが、宮崎牛は全国和牛能

力共進会において、史上初となる４大会連続で

の最高賞、内閣総理大臣賞を受賞する偉業を成

し遂げました。

 この輝かしいブランドを次世代へ引き継ぐた

めには事業継承が不可欠ですが、現場では担い

手不足が深刻です。

 先日、地元都城市の中・小規模農家の方々か

ら切実な相談をいただきました。「日々、堆肥

舎での作業に時間と労力を取られてしまう。化

学肥料が高騰している今、排せつ物を１か所に

集めて地域で効率的に堆肥化し、耕種農家に安

価で販売できる仕組みがあれば、双方にとって

よいのではないか」という声でした。

 本県では、平成26年に大規模農家を中心とし

たひむ華堆肥生産流通組合が設立され、安定し

た販路が確保されました。しかし、これは一定

以上の資本力と規模を持つ農家だからこそでき

た側面があります。

 一方で、本県の畜産業を下支えする中・小規

模農家は、個々人で地元流通を行っているケー

スが多く、処理体制や労働負担の面において課

題が残されています。

 そこで、県内の肉用牛農家における大規模・
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中規模・小規模農家の戸数及び飼養頭数のこれ

までの推移と、中・小規模農家における堆肥化

処理に関する課題について、農政水産部長にお

伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 肉用牛農家戸

数につきましては、平成28年と令和７年の10年

間を比較すると、100頭以上の大規模農家数が

383戸から466戸へと２割増加している一方で、

100頭未満の中・小規模農家数が6,103戸から

3,533戸へと４割減少しております。

 また、飼養頭数の推移につきましては、大規

模農家の頭数が12万8,000頭から16万8,000頭へ

３割増加している一方で、中・小規模農家が11

万4,000頭から８万頭へと３割減少しておりま

す。

 中・小規模農家の中には、堆肥化処理に当た

り、保管場所や労働力の確保等の課題を抱えて

いる事例もあり、県では施設整備や機械導入な

どの支援に取り組んでいるところです。

○今村光雄議員 中・小規模農家が減少し、大

規模農家が増加している現状と、中・小規模農

家の堆肥化処理に対する支援が分かりました。

 続いて、家畜排せつ物に含まれる硝酸性窒素

の地下水への影響について伺います。

 家畜排せつ物法の本格施行以降、県による指

導もあり、畜産農家による家畜排せつ物の不適

正処理、いわゆる野積み、素掘りがかなり改善

されてきている状況でありますが、過去の不適

正処理された家畜排せつ物のほか、窒素分が含

まれる肥料の過剰投与などを由来とする硝酸性

窒素による地下水の汚染も存在すると伺ってお

ります。

 特に地元都城の盆地は、昔から農畜産が非常

に盛んであるとともに、水道水源を地下水に依

存しているという実態がございます。このよう

に、私たちがふだん利用している地下水が硝酸

性窒素に汚染されないようにしなければいけな

いと考えております。

 そこで、県内における地下水に係る硝酸性窒

素の環境基準超過の状況と、都城盆地で実施し

ている硝酸性窒素の削減に関する取組につい

て、環境森林部長にお伺いいたします。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県では、毎

年度作成する水質測定計画に基づき、県内の地

下水質を調査しておりますが、令和６年度は、

硝酸性窒素を調査した井戸66地点のうち、都城

盆地を含む４地点で環境基準を超過しておりま

す。

 都城盆地につきましては、平成16年に策定し

ました都城盆地硝酸性窒素削減対策基本計画を

計画的・効果的に実行するために、宮崎県、鹿

児島県、都城市等で構成する対策協議会を設置

し、地下水質の継続的な調査を行うとともに、

適正施肥や家畜排せつ物の適正管理に関する指

導・啓発等に取り組んでおります。

 このような取組の結果、都城盆地の地下水の

硝酸性窒素は、平成17年の調査開始以降、濃度

及び環境基準超過率ともに減少傾向にありま

す。

○今村光雄議員 改善はしてきているが、県内

において、まだ４地点で環境基準を超えてお

り、都城もまだ改善途中にあるということでご

ざいます。引き続き改善に向けた取組をお願い

したいと思います。

 家畜排せつ物の適正処理は、国が掲げる「み

どりの食料システム戦略」においても、化学肥

料に代わる国内産肥料として活用する資源循環

利用システムの構築として推進されています。

 発酵が適切に行われた良質な堆肥は、高止ま

りしている輸入化学肥料の施用量を低減させ、
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コスト削減を目指す耕種農家にとっても大きな

メリットがあります。土壌を改善し、環境負荷

の低減にも直結し、幾重にもメリットが生まれ

る取組です。

 しかし、耕種農家が安心して施用できる良質

な堆肥をつくるためには、適切な温度管理や切

り返し、臭気抑制など、高度な技術とノウハウ

が必要となります。

 そこで、県内の技術的サポートを必要として

いる農家に対し、化学肥料の代替品として通用

する良質な堆肥づくりのための指導体制につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 耕種農家が求

める良質な堆肥づくりには、適切な水分調整や

効率的な切り返し等の管理を行い、十分に発酵

を促進させることが不可欠であります。

 このため県では、平成10年から、良質な堆肥

づくりに精通した全国でも著名な専門家を招聘

し、研修会を行うことにより、畜産農家の堆肥

づくりを指導する畜産環境アドバイザーをこれ

までに約400名育成しております。

 また、このアドバイザーにも協力をいただき

ながら、堆肥づくりの手順をまとめたマニュア

ルの作成を行うとともに、このマニュアルを活

用して、関係団体と連携した研修会の開催や畜

産農家への直接指導など、良質な堆肥づくりに

向けた支援に取り組んでおります。

○今村光雄議員 次に、堆肥を商品として流通

させる際の実践的課題について伺います。

 耕種農家は、作物の種類や土壌状態に適した

窒素、リン酸、カリウム等の成分の含有比率を

厳格に求めます。成分が分からない、あるいは

ばらつきがある状態では、安心して使うことが

できません。信頼される商品とするためには、

詳細な成分検査が不可欠です。

 また、もう一つの課題は、異物混入の問題で

す。プラスチック片、金属片などの異物が混入

すれば、散布機械の故障を招くだけでなく、栽

培された野菜の出荷時に異物が混入するなどの

大問題に発展し、堆肥の信用を失うこととなり

ます。そのため、異物の発見と確実な除去体制

の構築は極めて重要です。

 そこで、畜産農家が自信を持って販売できる

体制を整えるため、販売を目的とする堆肥の成

分検査や異物混入対策に対する県の支援につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 堆肥を販売す

るためには、肥料の品質の確保等に関する法律

に基づき、堆肥の成分分析を行った上で、知事

に届け出ることが必要であります。

 このため、堆肥を販売する農家がスムーズに

手続ができるよう、県では、病害虫防除・肥料

検査センターにおいて、農家からの依頼を受

け、堆肥の成分分析を行っております。

 また、安心して利用できる堆肥づくりに必要

な異物混入対策については、国庫補助事業等の

活用により、農家が堆肥をふるいにかけ異物を

除去するための設備の導入を支援しておりま

す。

○今村光雄議員 安全で良質な堆肥が完成して

も、買ってくれる販路がなければ、農家は敷地

内に堆肥を滞留させるしかなくなり、経営を圧

迫します。

 本県は日本有数の畜産地帯であるため、地域

によっては、耕種農家の需要よりも畜産農家か

ら供給される堆肥の量のほうが多い、供給過多

のバランスにあります。この状況を打破し、地

域内での耕畜連携を強化していくためには、畜

産農家と耕種農家が直接顔を合わせる対面での

マッチングの場が有用と考えます。
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 対面であれば、成分や提供時期、量、散布し

やすい形状といった細かいニーズや本音を話し

合うことができ、信頼関係の構築からスピー

ディーな成約へとつながるといったメリットが

あります。

 そこで、堆肥の地域内流通に対する県の取組

について、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 畜産農家が生

産した堆肥を耕種農家が肥料として使う堆肥の

地域内流通は、農畜産業の持続性を高める上で

大変重要な取組であります。

 このため県では、第八次宮崎県農業・農村振

興長期計画の後期計画において、耕畜連携の強

化を重点的に展開する施策に位置づけておりま

す。

 耕畜連携の事例として、耕種農家が生産した

飼料用米や稲わらを養豚農家や肥育農家に供給

するとともに、養豚農家や肥育農家が生産した

堆肥を耕種農家の水田に還元するといった、地

域資源が循環している例もあります。

 今後とも、市町村等と連携し、こうした取組

の支援を通じて、堆肥の地域内流通を促進して

まいります。

○今村光雄議員 第八次の後期計画を基に、耕

種農家と畜産農家を構成員とする組織、地域コ

ンソーシアムによって耕畜連携を行い、堆肥の

地域資源循環に取り組んでいるとのことです。

 答弁にありましたような事例が広がっていけ

ば、多くの農家の課題が解決していくのではな

いかと思いますので、周知とさらなる取組を進

めていただければと思います。

 県では、組織的な取組を進める一方で、イン

ターネットを活用したマッチングサイトの運用

に３年前より取り組まれています。

 スマートフォンなどから、欲しい堆肥の場所

や価格、成分を簡単に検索できるシステムは、

多忙を極める農家双方にとって利便性が高い画

期的なツールであると期待されています。これ

は現在どのような状況にあるのでしょうか。

 県が運用している堆肥検索サイト等のマッチ

ングの取組について、農政水産部長にお伺いい

たします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 堆肥の流通を

円滑に進めるためには、堆肥を販売する畜産農

家と利用する耕種農家を結びつける仕組みづく

りが有効と考えております。

 このため県では、令和５年度に畜産農家と耕

種農家のマッチングに向けた堆肥検索サイトを

構築するとともに、このサービスに関する定期

的な情報発信を行っており、昨年度の検索サイ

トの閲覧数は約2,000件と、利用も着実に伸び

ております。

 引き続き、ＪＡや市町村等と連携し、販売側

の畜産農家の掘り起こしや、利用側の耕種農家

へのＰＲに取り組み、堆肥の流通を促進してま

いります。

○今村光雄議員 閲覧数の現状は分かりました

が、成約数などのデータも気になるところで

す。今後、その調査も行っていくと聞いており

ますので、対応のほうをよろしくお願いいたし

ます。

 県内の流通をどれだけ高めたとしても、本県

の莫大な家畜排せつ物の総量を考慮すると、ど

うしても県内需要だけでは吸収し切れない分が

発生します。一方で、全国に目を転じますと、

大規模な野菜や米の産地を抱え、良質な堆肥が

慢性的に不足している地域が存在しています。

本県のあり余る堆肥をそうした他県へと供給す

る広域的な販路が確保されれば、本県の環境負

荷低減と他県の農業振興の双方に大きなメリッ
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トが生まれます。

 しかし、冒頭の答弁の中で、生産された堆肥

のうち、県外への流通は僅か0.4％とありまし

た。運搬コストなどの様々な課題があるため、

大きく展開することが難しい現状にあるのでは

ないかと思っております。

 そこで、本県で生産された堆肥の県外流通に

対する県の取組について、農政水産部長にお伺

いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 良質な堆肥の

流通は、耕種農家、畜産農家の経営安定を図る

ことや、農畜産業の持続性の観点からも、重要

であると考えております。

 現在県内で生産される堆肥については、利便

性や経済性等の点から、その大部分が県内で利

用されているのが現状でありますが、一部は県

外へ販売が行われております。これは、県外で

堆肥の確保に苦慮している地域や、大型量販店

から家庭用への取引希望等に対応しているもの

であります。

 県としましては、堆肥の販売・流通の専門家

である堆肥コンサルタントを通じて、引き続き

広域的な流通に取り組む事業者を支援してまい

ります。

○今村光雄議員 県外流通や長距離輸送をさら

に活性化させるための有用な技術にペレット化

があります。

 通常の粉状堆肥のままでは、水分を含んで重

くのしかかるため、輸送コストが跳ね上がりま

す。これをペレット化することによって、輸送

コストや保管スペースを削減できるだけでな

く、耕種農家がふだん使用している化学肥料用

の散布機をそのまま流用できるため、散布作業

が省力化されます。また、品質が長期にわたり

安定するなど、多くのメリットが発生します。

 しかし、堆肥をペレット化するための機材は

非常に高額であり、農家や組織が購入また導入

するには費用負担が大きく、敷居が高い状況で

ございます。

 そこで、堆肥の県外流通をさらに促進するた

め、ペレット化への支援について、農政水産部

長にお伺いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 乾燥した堆肥

を圧縮して小さな粒状に成形するペレット化

は、運搬のしやすさに加え、圃場に堆肥をまき

やすいといったメリットがあり、その多くは主

に、水分量が少なく、比較的ペレット化しやす

い鶏ふん由来のものとなっております。

 一方、ペレット化には、施設整備に乾燥機や

原料処理機械など高額な投資が必要であり、コ

スト的にメリットが出にくいという状況もあり

ます。

 県としましては、ペレット化を希望する事業

者に対し、国庫補助事業等の情報提供など、必

要な支援を行ってまいります。

○今村光雄議員 家畜排せつ物は法律上、事業

者である畜産農家自身が責任を持って適正に処

理しなければなりません。

 ただ、配合飼料や燃油、敷材の高騰など、経

営環境は極めて厳しく、日々の管理だけで農家

は追い詰められつつあるようです。

 家畜排せつ物の安定した堆肥化による資源循

環は、今後ますます重要になります。これを

個々の農家の自己責任や重労働だけに委ねるの

ではなく、地域単位で排せつ物を一括して受け

入れ、安定的に良質な堆肥を生産する、公的な

堆肥センターの存在が今こそ必要ではないで

しょうか。

 そこで、畜産農家の労力軽減のための堆肥セ

ンターの設置についての考えを、農政水産部長
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にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 堆肥生産の効

率化や分業化など、畜産農家の労力軽減は重要

な取組であると認識しております。

 お尋ねの堆肥センターにつきましては、先ほ

ど御質問にありましたひむ華堆肥生産流通組合

など、法人による堆肥組合が既に複数存在する

とともに、中・小規模農家の排せつ物も処理す

る大規模な堆肥センターが県内に13施設ありま

すが、これら13施設が構成員となる宮崎県堆肥

センター協議会等からは、収集運搬や管理費等

のコストに見合う収益の確保が難しい状況にあ

ると伺っております。

 このため、新たな堆肥センターの設置につい

ては、様々な観点から慎重に検討する必要があ

ると考えております。

○今村光雄議員 農政に関する最後の質問にな

ります。

 今回重ねてきた現場視察や調査から、家畜排

せつ物の出口戦略や堆肥化の労力軽減こそが、

今、最も解決すべき喫緊の課題であると痛感し

ています。

 県としても、既に予算を投じ、各種対策や耕

畜連携に尽力されていることは十分理解してお

ります。しかし、現場の畜産農家からは、「堆

肥をつくっても引取り手とのマッチングが難し

い」「堆肥づくりや散布、輸送の労力、コスト

が重い」といった制度のはざまで苦しむ声が上

がっている現状もあります。この行政の取組と

現場とのギャップの解消が必要なことだと考え

ております。

 そこで、本県畜産業の未来を見据え、誰一人

置き去りにしない持続可能な畜産業の実現に向

けて、家畜排せつ物を活用した資源循環への戦

略的取組について、知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 令和５年に本県で開催

されましたＧ７宮崎農業大臣会合では、自国の

生産資源を持続可能な形で活用し、農畜産業の

生産性と持続可能性を両立させていく理念を共

有するとともに、その実現に向けて、Ｇ７各国

が協調して取り組むべき行動をまとめた「宮崎

アクション」が採択されました。

 当時はロシアによるウクライナ侵攻が背景と

してありましたが、今は中東における戦争で先

が見えない、そういう状況にございます。

 気候変動や資材価格の高騰など、農畜産業を

取り巻く環境が一層厳しさを増し、世界的にも

食料安全保障の重要性がさらに高まっている今

こそ、私は、この宮崎アクションの意義を改め

て再認識すべきであると考えております。

 現在、本県では、宮崎アクションを契機とし

た様々な取組を進めております。今、日本一挑

戦プロジェクトのグリーン成長に位置づけて進

めておりますが、家畜排せつ物からつくられた

良質な堆肥の活用による化学肥料の低減と、家

畜用飼料の県内自給率のさらなる向上を目指し

て、耕畜連携による地域資源循環型の産地づく

りに取り組んでおります。

 また、これまでの鶏ふん燃焼によるエネル

ギー活用に加え、新たに牛ふんを活用した燃焼

発電の実用化に向けた試験など、本県畜産業の

未来を見据えた取組も推進しているところであ

ります。

 今後とも、本県が食料供給基地としての役割

を果たすことができるよう、市町村や関係団体

等と連携しながら、貴重な地域資源をフルに活

用した、持続可能で魅力ある畜産業の実現に取

り組んでまいります。

○今村光雄議員 牛ふんを活用した燃焼発電の

実用化に向けた試験は、今後大いに期待できる
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なと思いました。宮崎アクションをさらに推し

進めていただきますよう、よろしくお願いいた

します。

 続きまして、県立高校の老朽化対策につい

て、順次お伺いいたします。

 本年４月より、私立高校の授業料実質無償化

が本格的にスタートしました。これが主要因の

一つとなり、本年の受験者数は、全国的にも私

立高校への志願者が増加する一方、県立高校の

志願者が減少傾向となる事態が生じました。充

実した施設を持つ私立高校に対する魅力が、相

対的に大きく映った結果であると言えます。

 宮崎県立高等学校教育整備基本方針におい

て、「魅力ある高等学校教育の推進」の柱とし

て、教育環境の整備が掲げられています。

 先般、文教警察企業常任委員会の県内調査

で、幾つかの県立高校を視察し、生徒たちの熱

意に感動した一方、ハード面の課題も目につき

ました。校舎の一部で雨漏りが発生して、天井

に多くの染みが残っていたり、壁面に目視でき

るほどの亀裂が入っている箇所が散見されまし

た。

 学校の魅力は、ソフト面だけでなく、安全・

快適な校舎というハード面の充実があってこそ

両輪として成り立つものです。少子化が進む

中、財政とのバランスが難しいことは承知して

おりますが、生徒や教職員の命に関わるような

安全上の欠陥については、最優先で迅速に対策

を講じるべきです。

 そこで、現在の県立高校施設の築年数の現状

と老朽化対策について、教育長にお伺いいたし

ます。

○教育長（吉村達也君） 令和８年４月現在、

県立高校の校舎等は、37校1,397棟で総床面積

約52万平方メートルとなっており、一般的なコ

ンクリート建造物の法定耐用年数を超えるもの

が全体の約半数を占めております。

 このため、老朽化対策として、県立学校施設

個別施設計画に基づく計画的な外壁改修や防水

対策などにより、安全性や耐久性、機能性を確

保し、長寿命化を図っております。

○今村光雄議員 安全対策の次に、生徒の毎日

の学校生活や健康面、生活環境の改善に直結す

る優先順位の高い課題が、トイレ環境の問題で

す。

 先日、ある県立高校に通う生徒さんから、

「学校のトイレが古くて汚いだけでなく、時々

詰まって流れなくなる。今までも生徒会などで

声が上がっているけれども、改善が進んでいな

い。トイレに行くのが苦痛なときもある」とい

う悲痛な声をいただきました。これは、構造の

古さや給排水管の老朽化に伴う、ハードとして

の限界に近づいている状況かと思います。

 学校側としては、ほかの修理要望も多く、予

算の枠を気にするあまり、トイレの改修の優先

順位を下げてしまっているケースがあるのでは

ないでしょうか。

 これまでトイレの整備に関しては、洋式化率

の向上を最優先に進めているとのことでした。

しかし、その洋式化が完全に終わってから全面

改修に着手するとなると、一体あと何年待てば

いいのでしょうか。洋式化をスピード感を持っ

て進めることは当然でございますが、それと同

時に、給排水管の刷新など、学校トイレの全面

改修のグランドデザイン、長期計画を明確に立

てるべきではないでしょうか。

 学校は、災害時における地域の指定避難所で

もあります。避難者の衛生環境を考慮しても、

早期対応が必要な重要課題と考えております。

トイレの改修について今後どのように取り組
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んでいくのか、教育長にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 県立高校のトイレに

つきましては、これまで、学校の要望も踏ま

え、優先的に洋式化を進めてまいりましたが、

現場確認を行う中で、内装や給排水設備などの

整備も必要があると認識しております。

 しかしながら、財源に限りがあり、十分な整

備が行えていない状況にあることから、国の補

助制度の対象とするよう、「みやざきの提案・

要望」において国に強く要望しております。

 今後とも、様々な財源の確保に努め、生徒が

快適に利用できるよう、トイレ環境の整備に努

めてまいります。

○今村光雄議員 学校側からの要望に応じてと

いうことですので、要望が上がってきたものは

しっかりと調査していただき、対応をお願いし

たいと思います。

 私立高校が無償化となる中、県立高校の独自

の魅力をハード・ソフトの双方で打ち出してい

くことは大変重要な課題です。

 常任委員会の視察において、私が強い危機感

を抱いたのが、農業・工業・商業高校といった

産業系学科における機材・設備の老朽化です。

使用している機械の多くが何十年も前に導入さ

れた古い型のままであったり、既に民間企業で

は使われていないようなレガシーな設備であっ

たりする現状を目の当たりにしました。

 ある程度古かったとしても基礎はしっかりと

学べたり、工夫して対応している現状はすばら

しいと思います。ただ、最先端のＤＸ化などが

求められる現代において、古い機材で実習を行

わざるを得ない環境は、民間企業に就職した際

のギャップを招くのではないかと危惧いたしま

す。

 古い設備環境の中でも、宮崎の子供たちは真

面目に技術を学び、全国トップクラスの成績を

収めています。この子供たちの努力に報いるた

めにも、適切な投資をして環境を整えるべきで

はないでしょうか。

 そこで、県立高校の産業系学科における機

材・設備の老朽化の現状と、それに対する県の

考えを、教育長にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 産業系学科の設備等

につきましては、毎年、各学校に更新等の要望

調査を行っており、昨年度実施した調査による

と、設備等の更新や修繕の要望が73件あり、そ

のうち、整備後20年以上使用している設備が約

78％となっております。

 この要望調査に基づき、緊急度等を考慮して

予算を配分しておりますが、各学校の要望に十

分に応えることができない状況にあります。

 このため、本県の強みである産業教育の継続

的な維持・充実を図るため、設備等更新に係る

長期計画を立て、計画的に更新・修繕を行うと

ともに、国に継続的な補助事業の創設を要望す

るなど、財源の確保に努めてまいります。

○今村光雄議員 20年以上使用している設備が

78％程度、修繕の要望が73件と、かなりの数が

上がっているようであります。長期計画を立て

るようでありますので、また学校側へ周知し

て、今後さらに検討を重ねていただければと思

います。

 次に、教育の質を支える最も重要な取組であ

る教員の確保、採用の取組について伺います。

 文部科学省の昨年度の調査でも、全国の公立

学校における教師不足の数は3,827人に上り、

依然として深刻な危機が浮き彫りとなっていま

す。苛酷な勤務環境への懸念や、民間企業への

人材流出が主な要因となっております。現場で

は、産休・育休を取得する教職員が増加し、代
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替教員としての臨時的任用講師の需要が増加し

ていますが、この臨時講師自体も見つからず、

現場が疲弊する悪循環に陥っています。

 こうした中、現在、既に現場で日々子供たち

と向き合い、確かな実績を上げている臨時的任

用講師の方々は、正規教員への意欲が高く、現

場を熟知した即戦力の人材にほかなりません。

これら優秀な人材に対し、より門戸を広く開

き、正規教員として積極的に登用・採用するべ

きではないでしょうか。

 また、これから教員を目指そうとする若い世

代に対しても、教職の魅力を戦略的に発信して

いくことが不可欠だと思います。

 そこで、臨時的任用講師を積極的に正規採用

するための取組について、教育長にお伺いいた

します。また、そのほかの教員確保に向けた取

組状況についても、併せてお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 臨時的任用講師は、

教員採用試験において、その経験を考慮し、講

師経験が２年以上ある者は、教育関係法令等を

問う教職教養試験を免除しております。

 また、教育委員会では、臨時的任用講師も対

象に、教員としての資質向上を図るため、授業

づくり等の基本を学ぶ「ひなた教師塾」等を開

催しております。

 教員確保の取組としましては、これまでの宮

崎大学における宮崎県教員希望枠の設定や大学

３年生チャレンジ受験等に加え、今年度より、

若手教師と恩師による対談の地元新聞への掲載

のほか、本県出身の漫画家である東村アキコ氏

とコラボした教職の魅力発信などを行います。

 これまでの取組もあり、今年度採用試験の出

願者数は、昨年度より37名増加しております。

 引き続き教員確保に積極的に取り組んでまい

ります。

○今村光雄議員 出願者数が増加したことは、

すばらしい結果だと思います。さらなる策を講

じて、今後も進めていただきたいと思います。

 続きまして、警察行政についてお伺いいたし

ます。

 まずは、警察が保有している交通データの有

効活用と渋滞緩和策についてです。

 先般、宮崎県警察本部の交通管制センター等

を視察いたしました。主要な幹線道路に設置さ

れた車両感知器から、リアルタイムの交通量な

どの情報が送られていることを確認いたしまし

た。センターでは、この情報を活用し、渋滞の

緩和を図っているとのことでした。

 一方、感知器のない箇所や、また交通インフ

ラの変化による渋滞の改善も必要だと思いま

す。新たな感知器の設置は予算上、厳しい面も

あると思いますが、渋滞のデータを基に分析し

て、必要なところにはしっかりと手を打っても

らいたい。それが災害等の有事の際にも有効利

用できるのではないかと考えております。

 そこで、県内各地で発生している渋滞の緩和

に向けて、どのように取り組んでいるのか、警

察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 渋滞緩和のため

には、交通の流れに応じた適切な信号サイクル

の設定等が必要となります。

 御指摘いただきましたとおり、主要国道など

車両感知器が設けられている交差点では、交通

量のデータを交通管制センターに集約し、リア

ルタイム、自動で信号サイクルの調整を行って

おります。

 また、車両感知器が設けられていない交差点

については、信号制御機に、朝、昼、夕といっ

た時間帯ごとに交通量に応じた制御パターンを

あらかじめ設定しております。
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 その上で、例えばバイパス開通などによって

交通環境や交通量に変化が生じた場合、住民の

皆様等の御要望を踏まえ、現地調査を行い、信

号サイクルの調整や矢印信号の追加等の改良を

行っております。

 今後も交通実態を踏まえて、交通の円滑化と

渋滞の緩和に努めてまいります。

○今村光雄議員 主要国道などにおける感知器

がある交差点では自動で、感知器がない交差点

では要望に応じて調整が行われているとのこと

です。

 次に、このデータ活用をさらに一歩進め、住

民の安全・安心に直結する信号機や道路標識、

横断歩道などの交通安全施設の設置判断につい

て伺います。

 住民から「この交差点は危ないから信号機を

つけてほしい」という声を頻繁にいただきます

が、信号機の設置には国が定める非常に厳格な

要件があり、現在は、維持管理コスト削減も含

め、全体としては、学校の統廃合により通学路

として利用されなくなった信号機の合理化等を

進めているという実態を伺いました。

 設置したことにより新たな渋滞を引き起こす

こともあり、現場が判断に非常に苦慮している

ことは理解できます。しかし、地域住民が最も

恐れているのは悲惨な交通事故の再発です。

 勘や経験あるいは要望や苦情の多さだけで設

置の有無を決めるのではなく、警察が長年蓄積

している過去の事故発生履歴を緻密に分析し、

ここに信号機を設置した場合・しなかった場

合、将来の事故リスクはどう変化するかを科学

的に予測・シミュレーションし、データを道路

管理者や地域住民と共有すべきではないかと思

います。

 そこで、信号機や標識の設置について、渋滞

情報や交通事故情報をどのように活用している

のか、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 警察で把握して

いる渋滞情報につきましては、交通の円滑に支

障を及ぼしている箇所を把握し、矢印信号の追

加といった信号機の改良や、駐停車禁止などの

標識の設置を検討する判断材料として活用して

おります。

 また、交通事故のデータにつきましては、過

去に発生した交通事故の発生状況や要因を分析

し、信号機や道路標識等を設置する判断材料の

一つとしております。

 今後も、渋滞情報や交通事故情報を有効に活

用して、適切な交通安全施設の運用に努めてま

いります。

○今村光雄議員 交通事故のデータはあるとの

ことですので、渋滞情報と併せて、今後、防災

の面での活用も検討していただきたいと思いま

す。

 続きまして、福祉保健行政における障がい者

施設の老朽化について、順次お伺いいたしま

す。

 2022年９月、国連の障害者権利委員会は日本

政府に対し、従来の施設入所から地域移行への

取組を抜本的に強化することを勧告しました。

 本県においても、公的支援は、グループホー

ムの新設や地域生活への移行をバックアップす

る事業へと重点的に投資されています。

しかし、現実には、本県に存在する障がい者

入所施設の建物のうち、半数以上が築年数30年

以上を経過し、著しい老朽化に直面していま

す。大地震時の耐震性、避難構造の問題、バリ

アフリー化の遅れや最新機材の導入困難など、

利用者の命に関わる多くの深刻な問題が置き去

りにされています。
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 過去には、入所施設の整備等に対しても補助

金が交付されていました。近年、本県において

は、こうした入所施設の本体改修や建て替えに

対する施設整備補助金の交付実績がほとんどあ

りません。

 そこで、近年、本県では施設整備補助金の入

所施設に対する補助実績がないようですが、そ

の理由を福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 障がい福祉施

設等の整備に対する補助につきましては、入所

施設をはじめ、グループホーム、通所サービス

など、障害福祉サービス全般に係る新設や改修

等が対象となっております。

 このような中、県では、障害者総合支援法の

理念を踏まえ、障がいのある方の地域生活への

移行を進める観点から、地域における居住の場

となるグループホームの整備に重点を置いて支

援しているところであります。

○今村光雄議員 基本方針が地域移行にシフト

しており、県としてもそこに重点を置いている

とのことです。しかし、国としては、地域移行

だけではなく、併せて入所施設の必要性もある

ため、施設整備補助金は入所施設にも使えるこ

ととなっています。問題は県側にあると思いま

す。県が入所施設を補助対象として認めるかど

うかであると思います。

 また、入所施設に関しては、国の基本方針で

も、プライバシー確保やＱＯＬ向上の観点か

ら、従来の多床室から個室化への改修を強く求

めています。障がいが重度化し、どうしても地

域生活への移行が困難で入所施設に頼らざるを

得ない方々にとって、個室化やバリアフリー化

は人権そのものの問題であります。

 家族からは「これ以上の現状維持は限界だ。

建て替えや大規模改修に県の独自の支援を」と

の悲鳴の声が上がっています。地域移行を進め

る重要性は理解しておりますが、それと同時に

入所施設の環境を守ることも県の重大な責務で

す。

 そこで、入所施設の老朽化や、個室化など多

様なニーズに応じた施設整備という課題に対し

て、県として今後どのように取り組んでいくの

か、知事の考えをお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 県では、入所施設から

の地域移行を推進しておりますが、一方で、重

度の障がいがある方や医療的ケアが必要な方な

ど、入所施設でなければ適切な支援の継続が困

難である実態もあり、こうした方々を支える入

所施設は、地域において不可欠な社会基盤であ

ります。

 議員御指摘のとおり、多くの入所施設で老朽

化が進行しており、老朽化対策や利用ニーズに

即した個室化など、環境整備は重要な課題であ

ると認識しております。

 そのため、地域移行という大きな流れを基本

としながらも、入所施設が地域において果たす

べき役割を十分に精査し、施設整備の在り方に

ついて、多方面からの検討が必要であると考え

ております。

 県としましては、施設関係者や市町村等と連

携し、将来を見据えた丁寧な検討を重ねなが

ら、障がいのある方一人一人が自立した日常生

活を実現できる社会づくりにしっかり取り組ん

でまいります。

○今村光雄議員 施設整備の在り方について、

施設関係者や市町村等と連携を取っていくとの

ことです。老朽化は待ったなしのところまで来

ている施設もありますので、早く協議していた

だいて、その方向性や計画を含めた在り方を検

討していただくようお願いしたいと思います。
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 最後の質問として、高齢者における新型コロ

ナウイルスワクチン接種の取組状況についてお

伺いいたします。

 新型コロナウイルス感染症は３年前に５類へ

と移行しましたが、高齢者や基礎疾患をお持ち

の方々における重症化・死亡リスクは、今なお

極めて深刻でございます。

 2024年の国のデータでは、新型コロナによる

死亡者数は、インフルエンザの約13倍となる３

万5,865人に上り、その９割以上を高齢者が占

めています。本県内の死亡者数も467人と、高

齢者にとっての脅威はすさまじいものがありま

す。

 高齢者の重症化を防ぐ最も有効な手段はワク

チン接種でありますが、2024年度からは公費で

の無料接種が終了し、一律の自己負担が生じる

定期接種へと移行しました。この制度変更によ

り、１回当たりの接種費用が１万円を超える

ケースも発生しており、物価高で支払えないと

いう切実な声が上がっています。

 本県では、各市町村の努力もあり、実際の自

己負担額はおおむね4,500円程度に抑えられて

いますが、年金暮らしの高齢者にとって、決し

て軽い負担ではありません。経済的理由で接種

を断念する高齢者をなくし、安心して接種を受

けられる環境を整えるべきではないかと考えま

す。

 そこで、高齢者の新型コロナワクチン定期接

種に係る県の取組について、福祉保健部長にお

伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 新型コロナワ

クチンの予防接種は、重症化するリスクの高い

65歳以上の方などが法定の定期接種の対象とさ

れております。

 県では、市町村が実施する予防接種が円滑に

進められるよう、ワクチンの有効性や安全性に

関する情報の提供や、副反応などの症状に対応

する医療体制の整備などを行っているほか、接

種機会の拡大に向けて、居住地以外の医療機関

においても接種を可能とするため、市町村間の

調整を行っております。

 今後とも、実施主体である市町村や関係機関

と連携しながら、予防接種の実施に取り組んで

まいります。

○今村光雄議員 以上で質問の全てを終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

○山下 寿副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。

 次の本会議は、15日午前10時から、本日に引

き続き一般質問であります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後１時50分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（35名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長  大 東   収

政 策 調 整 監  川 畑 敏 彦

総 務 部 長  田 中 克 尚

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕

環 境 森 林 部 長  長谷川   武

商工観光労働部長  児 玉 浩 明

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎

会 計 管 理 者 渡 邉 世津子

企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

監 査 事 務 局 長  長 友 修 一

人事委員会事務局長  柏 田   学

事務局職員出席者

事 務 局 長  児 玉 洋 一

事 務 局 次 長  佐 藤 雅 宏

議 事 課 長  関 谷 幸 二

政 策 調 査 課 長  山 崎 孝 明

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人

議事課議事担当主幹  池 田 憲 司

議 事 課 主 任 主 事  前 鶴 彩 友

令 和 ８ 年 ６ 月 1 5 日 （ 月 曜 日 ）
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◎ 一般質問

○山下 寿副議長 これより本日の会議を開き

ます。

 本日の日程は一般質問であります。

 ただいまから一般質問に入ります。まず、荒

神稔議員。

○荒神 稔議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。自由民主党、都城市選出の荒神稔で

す。今回も元気よく県政につなぐ地元の声を質

問し、そして、提言させていただきます。

 本日は、多くの傍聴者の皆様、田植シーズン

にもかかわらず、ありがとうございます。ま

た、ネット配信で御覧いただいている皆様、あ

りがとうございます。

 知事の選挙を12月に控え、様々な声がありま

す。その一つに、12月の選挙時期を語る人も少

なくありません。

 それでは、通告に従いお尋ねいたします。

 河野知事は２月議会において５期目の出馬を

正式に表明されましたが、県民向けに、特に若

い人たちにインパクトのあるメッセージやその

政策を訴えていくことが必要と考えます。

 先月の河野知事の県政報告会でも、「宮崎を

確かな未来へ」と題して講演され、私も会場で

知事のこれまでの実績や本県の課題等を踏まえ

た今後の取組を聞かせていただきました。

 ５期目となると、県民の県政への関心が薄れ

てきたり、飽きが出てくるといった懸念もある

ものの、私の考えは「継続は力なり」で、これ

まで４期にわたり数多くの実績を積み上げてき

たことや、全国知事会や九州地方知事会などの

要職に就いていることで、１期目の首長よりも

実行力がある点など、アピールできる強みがあ

ると思っております。

 ５期目に向けて、これらの知事が持つ強みを

示し、県民に向けてインパクトのある姿勢や方

向性を示してもらいたいと考えています。

 そこで知事は、政治家として何を自身の強み

だと考えておられるのか伺います。

 また、河野知事をこれまで２人の副知事が支

えてこられました。佐藤副知事は今回、中央省

庁の人事異動に伴い、副知事を退任される立場

でありますけれども、国土交通省から本県に来

られた佐藤副知事には、中央官庁出身者の立場

から、３年にわたり河野知事を支えていただき

ました。

これから国に戻られる中央官庁の行政官とし

ての立場から見たときに、河野知事がこれまで

に築いてきた国との関係性や知事会などの役職

を踏まえた役割の重要性について、佐藤副知事

はどのように考えているのか伺います。

 次に、警察本部長にお尋ねします。

 1957年、昭和32年に建設されました都城警察

署は、日本で最古の警察庁舎ですが、老朽化等

が課題となっており、移転新築も検討されまし

たが、対応事案の多い繁華街に近い利点などを

踏まえ、現在地での建て替えが選択され、都城

警察署の本庁舎の供用開始は令和13年３月の予

定で、附属棟の建設や外構工事完了は令和15年

３月の予定である計画を今年３月に発表されま

した。

 建て替え計画発表を受け、市民から建設場所

等の様々な意見があり、私を含む都城地域の議

員へ質問状等も届いたことから、その旨を私は

県警本部に報告いたしました。

 このことを受け、都城警察署庁舎建設に伴う

都城地域住民の声について、警察本部長の御所

見を伺います。

 以上で壇上からの質問は終わります。質問者
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も終盤になりますと重複する点もありますが、

答弁の確認と、重要な問題と捉えていただき、

お尋ねいたします。以後は質問席から行います。

（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。政治家としての自身の

強みについてであります。

私は知事就任以来、「徹底した現場主義」と

「対話と協働」を基本姿勢として、口蹄疫やコ

ロナ禍、度重なる自然災害など、幾多の困難に

も直面してまいりましたが、決して逃げること

なく、真正面から取り組み、県政運営に取り組

んでまいりました。そして、遅れていたインフ

ラ整備、また、宮崎の強みを伸ばすことにも徹

底して取り組んでまいりました。

 その結果、１人当たり県民所得の増加をはじ

め、農業産出額、輸出額の拡大やフードビジネ

スの振興、大型スポーツ施設の整備、そして新

たな大会誘致、陸海空の交通インフラ整備の進

展など、本県の成長と安心を支える様々な成果

が現れてきており、県政が着実に前進している

という確かな手応えを感じております。

 また、県民の皆様からの負託をいただき、知

事としての任期を重ねる中で、全国知事会の地

方税財政常任委員長や、本県の知事として初め

て九州地方知事会長などの要職を任されるに至

りました。自治体を代表しての仕事、そしてそ

の実績を積み重ねることによりまして、国に対

する発言力、影響力は着実に高まってきている

ものと考えております。

 例えば、いわゆる教育無償化の実現や物価高

騰対策のための重点支援地方交付金の確保など

は、本県をはじめとした地方の実情を国に粘り

強く訴え続けてきたからこそ、具体的な成果へ

と結びついたものと考えております。

 私としては、こうした取組により蓄えてまい

りました経験と実績や、国と他県、議会、市町

村、関係団体との間で築いてきた強固な信頼関

係、そしてこれらを基盤とした政策を形にする

力は、任期を重ねる中で得た私自身の確かな強

みであり、同時に、今の難局を乗り越えるため

の原動力であると確信しております。

 県民の皆様に託していただいた、こうした力

というものを、今こそ宮崎の希望ある未来に向

けて全力で注ぎ、さらなる本県の発展に力を尽

くしてまいります。以上であります。〔降壇〕

○副知事（佐藤弘之君）〔登壇〕 お答えしま

す。知事が築いてきた国との関係性と役割の重

要性についてであります。

 私は、令和５年７月に国土交通省から赴任し

て以来、約３年間、知事の補佐役として本県の

県政運営に携わってまいりました。

 そうした中、国の政策決定の現場を見てきた

一人の行政官としての経験からも、河野知事が

築いてこられた国とのネットワークの重要性を

常々痛感しております。

 地方自治体が国に対して地域の声を届け、そ

れを政策や予算として具体的な形にするために

は、単に要望を提出するにとどまらず、地方の

厳しい実情を的確に伝え、国との間に確固たる

信頼関係を築くなど、実効性のある対話を進め

ていくことが何よりも重要であるというふうに

考えております。

 河野知事は、公私を問わず県内各地域に足を

運び、市町村や関係団体、県民の皆様との対話

を通じて現場の声を拾い上げてきております。

 また、全国知事会の地方税財政常任委員長や

九州地方知事会長をはじめ、全国高速道路建設

協議会長など要職を務められており、知事が地

方の代表として、総理をはじめ、関係閣僚や与
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野党幹部らと直接対話を重ね、本県の厳しい実

情を踏まえた地方の切実な声を繰り返し強く訴

えてきております。

 その結果、長期化する物価高への対応をはじ

め、東九州自動車道や九州中央自動車道などの

高速道路の整備促進、また地震や台風など災害

時の復旧など、機動的に予算を確保し、迅速な

支援へとつなげております。

 これらの成果は、国や各県、市町村との厚い

信頼関係を持ち、社会の仕組みを変えることが

できる立場にある河野知事の強みが、具体的な

形として結実されたものであると認識しており

ます。

 今後とも、知事が積み重ねてこられた信頼の

基礎、基盤を大きな原動力として、県政をしっ

かりと前に進めていかれるものと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

○警察本部長（髙井良浩君）〔登壇〕 お答え

します。

 都城警察署につきましては、当初は移転建て

替えの予定で検討を進めておりましたが、最適

な土地を見つけるには至らなかったため、現地

建て替えすることを決定し、常任委員会にも御

報告した上で、現在、整備事業を進めておりま

す。

 こうした中、地域住民の方から「現在地より

広い場所に移転建て替えすべきではないか」と

いう声があると伺っております。この点、現在

の計画では、住民の皆様の利便性に配慮して、

警察署の用地を拡張した上で、現地建て替えを

行うこととしております。

 いずれにしろ、こうした声も踏まえながら、

警察署の利便性の向上を図るため、整備事業を

着実に進めてまいります。以上であります。

〔降壇〕

○荒神 稔議員 河野知事の政治家としての考

えを伺い、佐藤副知事からは、河野知事が築い

てきた国との関係性や知事会等での役割の重要

性、そして国からの期待をお聞かせいただきま

した。河野知事が積み重ねてこられた国や市町

村などとの信頼関係をしっかりと生かしてもら

い、今以上に太くて強いパイプを築いてもらう

ことに期待いたします。

 また、都城警察署庁舎建設についても、都城

地域住民の声に対して警察本部長から御所見を

いただきました。ありがとうございました。

 それでは、農林業の取組について伺ってまい

ります。

 本県の農業人口は、高齢化や離農により減少

の一途をたどっています。県内の農業従事者数

は約２万4,000人、その約62％を65歳以上の高

齢者が占めるなど、人手不足が深刻な課題で、

僅か５年間で約24％減と過去最大であり、50歳

未満は２割程度にとどまっている現状です。こ

れ以上、荒廃農地が増えないためにも、多様な

世代の新規就農者の確保が必要だと思います。

 そこで、本県における50歳代以上の新規就農

者の現状と確保に向けた取組について、農政水

産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県における

50代以上の新規就農者は、過去３年間の平均で

年間44人と、新規就農者全体の約12％を占めて

おり、中山間地域をはじめとする地域農業に欠

かせない担い手となっております。

 このため県では、農業振興公社と連携し、国

の就農準備資金の対象とならない50歳から65歳

未満の新規就農者に対して、研修期間中の資金

を最長２年間交付しております。

 また、今年度より、対象が65歳未満に引き上

げられた国の新規就農者チャレンジ事業によ

- 164 -



令和８年６月15日(月)

り、機械・施設の導入や修繕などを支援し、50

代以上の就農につなげたいと考えております。

 引き続き、就農相談会等の場も活用しなが

ら、多様な担い手の確保に取り組んでまいりま

す。

○荒神 稔議員 担い手の確保だけでなく、そ

の生産基盤である農地を有効に活用する必要が

あると思います。

 そこで、地域計画を実現する上で重要となる

農地の集約化に向けた県の取組について、農政

水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 中山間地域を

はじめ、地域計画を実現するためには、農地を

有効活用できる集約化が重要であります。

 このため県では、市町村が指定した集約化重

点支援地区26か所を対象に、市町村や農業委員

会等の関係機関と連携し、集約化に向けた支援

を強化することにしております。

 具体的には、今年度に入り、例えば、都城市

の南山田地区など、集約化に意欲がある地区に

おいて、年間活動の協議への参画や話合いのた

めの地図の作成支援、活用できる補助事業の提

案や助言等を始めております。

 県といたしましては、関係機関や地元の農業

者とも協力しながら、これらの取組を進めるこ

とで優良事例を創出し、地域計画で描いた農業

が実現できるよう支援してまいります。

○荒神 稔議員 次に、中山間地域等直接支払

制度の取組についてお尋ねいたします。

 中山間地域では、生産条件が厳しい中で、今

後さらに高齢化や担い手不足が深刻化すること

から、農業生産活動のみならず、農地や水利施

設の維持保全等の共同活動が将来にわたって継

続できるよう、中山間地域等直接支払制度を活

用していくことが重要であり、国においても、

令和９年度から、水田政策の見直しに伴い、支

援の充実に向けた議論がなされております。

 一方で、集落では、制度の申請や活動報告、

会計処理等の事務や運営が負担になっており、

今後、集落を支えて守り続けるには、負担軽減

とともに、本制度の活用促進が重要であると考

えます。

 そこで、中山間地域等直接支払制度の活用を

促進するための県の取組について、農政水産部

長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 中山間地域の

営農や共同活動を維持するためには、交付金申

請の事務など集落の負担を軽減し、制度を有効

に活用していただくことが重要であります。

 このため県では、中間支援組織と連携し、複

数集落の事務を一元化する広域化の取組を支援

するとともに、昨年度、制度活用に必要な活動

記録等をスマートフォンで作成できるアプリを

開発し、利用拡大を進めております。例えば、

五ヶ瀬町では、中間支援組織が話合いの調整役

となり、広域化や制度活用の事務など複数集落

をサポートしており、こうした取組が徐々に他

の地域に波及してきております。

 現在、国において、支援の拡大に向け、制度

の見直しが議論されており、こうした動きも注

視しながら、制度の活用を促進してまいりま

す。

○荒神 稔議員 次に、農業で稼げる、儲かる

農業と耳にしますが、米農家は、異常気象、生

産コストの高騰、価格変動等によって、農業所

得が不安定です。

 農政モニター調査によると、今年産の主食用

米は、国が示す適正生産量を上回る見通しで、

需給の大幅な緩和による米価下落などの不安が

うかがえ、2026年産米の作付意向調査によりま
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すと、主食用米の生産量は733万トンの見通し

で、国の適正生産量を22万トン上回り、需給バ

ランスの目安となる来年６月末の民間在庫量

は、過去最大量を大きく上回る見込みと報じら

れています。

 本県の見通しを伺いますと、作付面積は、令

和６年度から令和８年度は約850ヘクタール以

上、面積が増えているようです。

 米粉は、パンや麺に適した製粉技術の向上や

自給可能な国産米を原料としていることが評価

され、令和３年度の４万1,000トンから令和７

年度は６万トンと増加し、一方、令和７年度産

の米粉用米生産は１万9,000トンで需要との差

が大きく、消費の定着・拡大のためには、量や

価格の安定した原料米の確保が欠かせません。

 そこで、米農家の所得安定には、用途の一つ

として米粉の需要拡大が重要であると考えます

が、県の取組について、農政水産部長に伺いま

す。

○農政水産部長（児玉憲明君） 主食用米の需

要や在庫など米をめぐる情勢が大きく変化する

中、県では、需要に応じた米づくりに向け、加

工用米や飼料用米と併せ、米粉用米もその一つ

として生産を推進しております。

 米粉用米は、実需者と結びついた生産が中心

であり、その推進には、需要の掘り起こしや消

費者の認知度向上が重要であります。

 このため県では、ＪＡ等と組織する宮崎県米

消費拡大推進協議会におきまして、米粉の需要

拡大に向けた協議を行い、学校給食用パンでの

利用を推進するとともに、米粉を活用した菓子

等の商品開発やＰＲなどに取り組んでいます。

 今後とも、関係団体と一体となって、米粉の

需要拡大に取り組み、米農家の所得安定に努め

てまいります。

○荒神 稔議員 新潟県は米粉用米の作付面積

日本一で、主食用米の価格や需要が見通せない

中に米粉は需要があることから、米粉作付に支

援を手厚くされています。令和５年度には、本

県議会の特別委員会でも新潟県へ視察に行かれ

ているようです。

 穀物全般を扱う米穀機構は、米価を見る指数

が５月の調査で基準値50の数値を大きく下回り

23となり、価格が下がる見方が強まったと発表

されています。

 生産コストが高止まりする一方で、米価下落

が懸念される中、米農家の所得安定のために、

生産者やＪＡ等の関連業者が米粉用米の安定し

た販売先を確保することで持続可能な生産が実

現できる政策を提言しておきます。

次に、杉丸太生産量35年連続日本一の本県で

すが、木材利用技術センターの一般来場者の活

用も含めた利便性向上を図るべきと考えること

から、以前に齊藤議員も質問されましたが、再

度お尋ねいたします。

 当センターは、都城市の一等地に、平成13年

４月に木材関連産業の加工技術や開発等を支援

する目的で、約3.2ヘクタール（9,600坪）の面

積に総事業費約36億円をかけて建てられた木造

造りの立派な施設です。一般市民等が気軽に出

向く環境ではない施設です。知る人ぞ知る施設

であり、見学、木育体験などの人数は、令和６

年度481人、令和７年度732人です。

 木材利用技術センターの一般来場者の見学等

の利用について、土日祭日の活用も含めた利便

性の向上を図るべきと考えますが、県の考えを

環境森林部長にお伺いいたします。

○環境森林部長（長谷川 武君） 木材利用技

術センターにつきましては、試験研究機関であ

るため、特殊な機械等も多く、休日を含め常時
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開放することは困難であります。

 一方で、当センターでは、幅広い世代に木材

の良さや研究成果への理解が深まるよう、議員

から御紹介もありました木育体験や学校・企業

向けの視察も併せて、年間1,000人を超える見

学者の受入れを行っているとともに、昨年度は

宮崎市内で祝日に開催されました子供向けイベ

ントに初めて出展を行うなど、情報発信に取り

組んでいるところです。

 議員御指摘のとおり、県民が来場しやすくな

るような一層の取組が必要でありますことか

ら、利用者ニーズなども踏まえながら、セン

ターにおける休日の木育イベント開催など、効

果的な方法を検討してまいります。

○荒神 稔議員 利用者ニーズなども踏まえな

がら、センターにおける休日の木育イベント開

催など、効果的な方法を検討するというただい

まの部長の答弁を高く評価いたします。

 目と鼻の先には、都城運動公園、新たなテニ

スコート、そして本年度から千葉ロッテマリー

ンズキャンプ地であるコアラのマーチスタジア

ムがあり、当センターでは、幼児から大人まで

幅広く、木育の施設として今以上に活用ができ

る取組を提言しておきます。

次に、先ほど農政水産部長から答弁がありま

した集約化重点支援地区、県内26か所の１か所

である都城市南山田の北田地区には丸谷川が流

れています。

この地区で農地の集約化の取組が重要と考え

ますが、農地の集約を進める中で、丸谷川の河

川改修により不要となった土地の有効活用に向

けた今後の取組について、県土整備部長にお伺

いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 丸谷川につき

ましては、平成22年の豪雨被害による災害復旧

事業で、蛇行した河川の流れをよくするため、

湾曲部をショートカットするなどの河川改修を

行った結果、現在８か所の残地が発生しており

ます。このうち、北田地区の５か所につきまし

ては、来月、土地の有効活用に向けた地元との

意見交換会を行う予定であります。

 今後、農地の集約化に向けた残地活用の意向

が示されましたら、農政水産部と連携を図りな

がら、必要な手続を行ってまいりたいと考えて

おります。

 また、残る箇所につきましても、地元の意向

を踏まえ、対応していくこととしており、今後

とも、残地の有効活用に向けて取り組んでまい

ります。

○荒神 稔議員 来月行われる有効活用に向け

た意見交換会に感謝し、昨年度から河川跡地整

備事業に取り組まれたことも、地元をはじめ、

私からもお礼を申し上げます。

 それでは次に、有水川の河川改修計画につい

てお伺いいたします。

 この河川改修は、平成11年に事業開始され、

土地買収が平成12年度から平成18年度に行われ

ていますが、地元からその後の取組が見えづら

いという心配の声がありますので、有水川の河

川改修の進捗状況と今後の取組を、県土整備部

長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 有水川の河川

改修につきましては、大淀川との合流点から本

城橋までの約１キロメートル区間において、国

による整備が完了しており、県では、本城橋か

ら国道10号までの約１キロメートル区間の整備

を実施しております。

 これまで、県の整備区間のうち、下流の約

500メートル区間では堤防等の工事を進めてき

ており、今年度は、樋門の地質調査や設計を行
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う予定であります。残る区間につきましては、

一部で用地取得が難航しており、整備に時間を

要している状況であります。

 県といたしましては、引き続き、地元の御協

力をいただきながら必要な用地の取得に努め、

有水川の河川改修に取り組んでまいります。

○荒神 稔議員 土地取得が難航しているとい

う答弁でありました。自治体が公共事業のため

に取得する法的な土地収用制度や河川改修等に

伴い、この地域でも農地集約化の推進の必要性

を私は感じておりますので、このことも提言し

ておきます。

次に、農業人口減少の中、農業従事者におい

て50歳未満は２割となっております。農業県で

ある本県の将来のために伺います。

 県内農業系高校の生徒の就職状況と今後の農

業教育の展開をどう考えているのか、教育長に

伺いたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 農業系高校８校の令

和７年度卒業生541名の進路は、就農者が９

名、農業関連産業や団体への就職が139名、農

業大学校等への進学が129名で、全体の約51％

に当たる277名が農業分野に進んでおり、この

うち、約71％の198名が県内に就職や進学をし

ております。

 現在、各学校では、農業に関する基礎知識に

加え、最新の農業機械を活用したスマート農業

の実習や、全生徒を対象に生産から加工販売ま

での一貫した実習、企業と連携した商品開発な

どに取り組んでおり、これらの学びにより、生

徒の関心や専門性を高めていることがアンケー

ト等で確認されております。

 今後も本県が目指す稼げる農業につながる学

びを実践できるように施設の充実も図り、これ

からの農業を担う人材を育成してまいります。

○荒神 稔議員 日本の農業構造は少子高齢化

が大きな課題となっており、国や自治体も新規

就農者の支援に注力していますので、答弁に

あった、就農者が９名よりも今後増加するよう

期待したいと思います。

 それでは次に、特別支援学校卒業生の進路状

況について伺います。

 特別支援学校卒業生の主な就職先には、一般

企業の障がい者雇用枠や福祉施設での就労があ

るようですが、進路状況と今後の取組を教育長

にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 特別支援学校13校に

おける令和７年度卒業生178名の進路は、障が

い者雇用枠での企業への就職が56名で、主な就

職先は、サービス業、製造業、就農等となって

おります。また、福祉サービスへの入所・通所

が102名、その他在宅等が20名となっておりま

す。

 特別支援学校においては、引き続き、本人の

希望、適性等に合った就労支援を行うととも

に、今年度開校した高等特別支援学校において

は、一般就労に向け、企業と連携した実践的な

実習や、企業とのマッチング支援等に取り組み

ます。

 また、重度の障がいのある生徒については、

今後、様々な人と関わっていくために必要なコ

ミュニケーション能力の向上を図るとともに、

福祉サービスへの体験入所など、社会参加への

支援を行ってまいります。

○荒神 稔議員 特別支援学校卒業生の就職率

が過去最高の31.5％になったということが明ら

かにされました。この要因は、企業側の障がい

者雇用の意識と、生徒の就労意欲も向上した結

果と言われています。大部分の卒業生が地元就

職ということから、将来の自立や社会参加のた
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めにも、本人の特性や状況に合わせた多様な選

択ができる環境の構築を提言しておきます。

次に、現代社会においては、人生に対する考

え方が多様化し、昭和時代と違い、中山間地域

でも住みにくいとの声があります。私は２月議

会でも当たり前のことが当たり前にできる道徳

教育について答弁をいただきましたが、答弁内

容の理想と現実が離れていくような時代になっ

たと感じるのは私だけでしょうか。

 それでは、義務教育段階における子供たちの

健全育成に欠かせない地域コミュニティーを守

り、生かすための方策について、教育長にお伺

いいたします。

○教育長（吉村達也君） 「地域の子供は地域

で育てる」と言われますように、子供たちが健

全に成長するためには、地域コミュニティーの

中で将来を担う子供たちを支えていくことが大

切であると考えています。

 このため教育委員会では、学校関係者、保護

者、地域住民、行政関係者等が集う「地域と学

校の未来創造ミーティング」を県内６地区で開

催し、地域と学校が連携協働した実践発表や、

文部科学省が派遣するコミュニティ・スクール

の専門家による講話、地区内の課題や今後の方

策について参加者同士が語り合う場の設置など

を行っております。

 教育委員会としましては、これらの取組を通

して、地域で子供たちを育てていく大切さを各

地域に広げていきたいと考えております。

○荒神 稔議員 この計画が絵に描いた餅にな

らないよう、取組をよろしくお願いいたしま

す。

 本県も少子高齢化が進み、近いうちに人口

100万人を切ると語られています。

 全国の高校数は、2005年度の4,082校から

2025年度は3,426校と、20年で656校が廃校と

なっており、少子化と高校無償化の影響もあっ

て公立高校の厳しい状況の中で、生徒一人一人

が幸せに生きていくために、県内各高校で学べ

ることを整理し、改革が必要ではないかと思い

ます。

 先週から多くの議員の質問で取り上げており

ますが、高校無償化を受け、県立高校の定員充

足状況を踏まえて、今後の県立高校の在り方に

ついて、しっかり考えていくべき時期に既に来

ていると私は考えます。

 そこで、高校無償化を受け、県立高校の定員

充足状況について伺い、併せて、今後どのよう

な取組を進めていくのか、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 県立高校は、平成27

年度以降、定員を下回る状況が続いており、令

和８年度は、高校無償化の影響もあり、全日制

高校36校のうち31校が定員割れとなっておりま

す。特に、中山間地域の高校では定員割れがさ

らに進み、また、学科別の定員充足率は、商業

科が約９％、家庭科が約10％、前年度に比べ減

少するなど、ほとんどの学科で定員を下回って

いる状況にあります。

 教育委員会ではこれまで、令和３年３月に策

定した高等学校教育整備基本方針に基づき、学

科再編や募集定員の調整等を実施し、定員充足

に取り組んできたところであります。

 しかしながら、予想を上回る少子化の進行等

も踏まえ、今年度中に高等学校教育改革実行計

画を策定することとしており、学校の規模の適

正化や時代の変化に応じた新学科の設置などに

ついて、具体的な方針を示すこととしておりま

す。

○荒神 稔議員 今後の取組が最重要であるこ

とから、適正な学校再編成に向けた改革の取組
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は待ったなしです。先日、公立高校の改修や古

い機材の使用状況については、財政問題と答弁

されました。学校の規模の適正化など、今年度

中に策定する高等学校教育改革実行計画で時代

の変化に応じた迅速な改革を行っていただきま

すよう、吉村教育長の手腕に期待しておきま

す。

 次に、学校における自転車通学者のヘルメッ

ト着用に対する指導の在り方についてお伺いい

たします。

 先月、高校生の自転車乗車時のヘルメット着

用について手紙が届きました。内容を紹介しま

すと、

県立学校に通う生徒のヘルメット着用率

は、2023年９月時点では4.8％でしたが、

2025年12月時点では45.6％まで上昇したと報

道がありました。

県教育委員会は、今年１月に県内全ての県

立高校に対し、校則に盛り込むなどして、自

転車通学の際のヘルメット着用の徹底を求め

ました。これを受け、県内の県立高校では、

どのような対応を取っているのでしょうか。

高校生のヘルメット未着用者にヘルメット

着用を声かけすると、反論する生徒がいるな

ど、学校側からのヘルメット着用の指導もな

いとのことです。このことなど学校に電話し

たら、地域住民から指導するようお願いした

いとの返事でした。学校で指導教育がなされ

ているのか、私には理解ができません。

県教育委員会は、全ての県立学校に対して

ヘルメット着用の校則化を求めるとともに、

保護者の理解をいただき、実効性のある取組

と自転車通学の際のヘルメット着用の徹底を

求めます。以上のようなことが新聞やテレビ

等で報道されましたが、学校と生徒への周知

を図ってくださるよう強く要望をお願いしま

す。

という内容の要望の手紙でありました。手紙の

内容が事実だとすれば、学校におけるヘルメッ

ト着用に対する指導に疑念が生じたところで

す。

 そこで、学校における自転車通学時のヘル

メット着用に対する指導の在り方と、要望者に

対しての所見を、教育長にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒の安全・安

心を守るために、地域の方々が積極的にお声か

けしていただいていることに対しまして、まず

は深く感謝を申し上げる次第であります。ま

た、学校の対応に関し、議員が御紹介されたと

おりであれば、真摯に受け止め、改善してまい

ります。

 県立学校を対象としました本年５月の調査に

おいて、自転車乗車時のヘルメット着用率は約

７割となっており、徐々に上昇しております。

 また、教育委員会では、各学校に対し、ヘル

メット着用の校則化に加え、何より生徒自らが

命を守る行動を選択できるよう指導し、生徒の

安全意識をさらに高めるよう指示をしていると

ころであります。

○荒神 稔議員 ヘルメット着用は自分の命を

守る大切な手段の一つでありますので、学校に

おける指導を要望して、次の質問に行きます。

 今年４月から、16歳以上の自転車の交通違反

に反則金納付を通告できる青切符制度が導入さ

れました。

 そこで、先週の黒岩議員はＰＴＡからの相談

でありましたが、私は大型トラック等の車両ド

ライバーからの声です。中山間地域の歩道整備

されている道路で、少子化により歩行者のいな

い歩道を、通学・通勤の時間に限り、そして
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雨、風の日においては許可制度にしたらどうか

というドライバーからの相談でした。

 人口減少、少子化の進展している中山間地域

の歩道は誰も利用しない、路肩には雑草が茂っ

ている状況を想像していただき、お尋ねいたし

ます。

 車両の交通量が多いとは言えない中山間部の

歩道について、通学時間帯で歩行者がいない場

合に限り、中高生による自転車の歩道通行を認

めることはできないのか、警察本部長にお伺い

いたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 警察としては、

自転車の安全を確保すべきことは当然でありま

すが、歩道を通行されている歩行者の安全確保

も重要な課題であると認識しております。

 歩道の通行自体、様々と思いますが、通勤・

通学時間帯に歩道を通行されている歩行者が相

応にいらっしゃる場所もあるものと思います。

一律に歩道通行可とすることは困難であること

を御理解いただきたいと思います。

 他方で、県警といたしましては、現場の交通

実態や道路構造、路面標示等の整備状況、自転

車が車道通行した場合の危険性等を踏まえなが

ら、交通規制の見直しや道路管理者等との連携

による安全な自転車通行空間の確保に努めてま

いります。

○荒神 稔議員 私の住む中山間地域には、歩

行者がめったに通らない立派な歩道があるゆえ

に、そういう意見があったと思います。高齢者

や13歳未満の子供が普通自転車で通行する場合

や、長さ190センチ、幅60センチの荷台つき三

輪車で高齢者が通行する場合は、通行可能とお

聞きしました。本県に限らず、全国でも課題と

思われますので、警察本部長の答弁の交通規制

の見直し等に期待して、次の質問に行きます。

 私のふるさと山田で一番にぎわいのある谷頭

の県道には歩道がなく、昨年度、地域の関係者

や都城市、警察署などで通学路の安全点検が実

施され、歩道設置が必要との判断がなされたこ

とを踏まえ、県道御池都城線谷頭地区の歩道整

備について、現状と今後の予定を県土整備部長

にお伺いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 県道御池都城

線谷頭地区につきましては、児童生徒の通学時

の安全性を確保するため、これまでグリーンベ

ルトなどの設置による安全対策を実施してまい

りました。

 このような中、昨年度実施しました学校や都

城市などとの通学路合同点検の結果、当路線

は、大型の飼料運搬車等の往来が多く、安全な

歩行空間が十分に確保されていないことから、

さらなる安全対策として、歩道設置の必要性が

確認されました。

 このため、内堀交差点から南側、250メート

ル区間を中霧島工区として新たに事業化し、今

年度から測量・設計に着手することとしており

ます。

 事業区間は、谷頭地区の中心部であり、店舗

や事業所も多いことから、地元の皆様の御協力

をいただきながら、早期整備に取り組んでまい

ります。

○荒神 稔議員 本日は地元公民館長も傍聴に

参加しております。私と同じく事業内容を部長

答弁で共有できたことは感謝に堪えません。

 次に、総務政策常任委員会で特別支援学校に

訪問した際に、生徒による国スポ・障スポイ

メージソングの踊りの録画撮りがありました。

県民総ぐるみの印象を私は受けました。このこ

とから、国スポ・障スポについてお尋ねいたし

ます。
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 国スポ・障スポの機運醸成に向けた県の取組

について、宮崎国スポ・障スポ局長にお伺いい

たします。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポにつきましては、本大会まで

500日を切り、県民総参加型の大会に向け、機

運の醸成を高めていくことは大変重要であると

考えております。

 このため、昨年度から実施しているダンス出

前授業やＰＲキャラバン等に加え、県独自の取

組として、県民参加型による大会ＰＲ用ウオー

ルアートを制作し、県内各地で巡回展示するほ

か、都城市での１年前イベントをはじめ、延岡

市、宮崎市でも大規模イベントを開催する予定

であります。

 また、各市町村におきましても、地域独自の

機運醸成やおもてなし事業にも取り組んでいた

だくこととしており、県民一丸となった大会を

つくり上げられるよう、あらゆる機会を通じて

機運醸成に取り組んでまいります。

○荒神 稔議員 県民参加による大会ＰＲ用ウ

オールアートを制作されるとの答弁をいただき

ました。県庁では、朝８時半前と閉庁前にイ

メージソング「ひなたのチカラ」が流れている

ようです。

 次に、各会場施設の喫煙対策についてお尋ね

いたします。

 たばこ税収入を紹介しますと、令和６年度の

たばこ税は、県全体で84億円余の税収です。国

スポ・障スポ開催の県営施設会場がある都城市

は14億円余、宮崎市が30億円余、延岡市が９億

円余であります。

 そこで、宮崎国スポ・障スポにおける各大会

会場の喫煙対策について、どのように取り組む

のか、宮崎国スポ・障スポ局長に伺います。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポにおける喫煙対策につきまし

ては、健康増進法の趣旨を踏まえ、県及び市町

村が会場となる施設の管理者と協議し、対応す

ることとしております。

 県では、開閉会式会場となる霧島酒造スポー

ツランド都城の管理者である都城市と協議の

上、屋外に仮設喫煙所を設置することとしてお

り、また、障スポの各競技会場においても、各

管理者と仮設喫煙所を設置する方針で協議を進

めております。

 市町村の国スポ各競技会場につきましては、

それぞれの実情に応じて対策を講じていただく

こととなりますが、県としては、市町村に対し

て喫煙対策の情報提供を行いながら、適切な取

組を進めていただくよう、引き続きお願いして

まいります。

○荒神 稔議員 市町村の喫煙対策について

は、実情に応じて対策を講じるとのことです

が、県においては仮設喫煙所を設けると答弁を

いただきました。国スポ・障スポ大会では分煙

をされて、国スポ・障スポ局の解散後は、各自

治体の考えで判断されると私は勝手に受け取り

ました。

 喫煙者には喫煙する権利があると思います。

また、たばこ税は、地方自治体にとって重要な

財源となります。こうしたことからも、喫煙を

単に排除するのではなく、吸う方、吸わない

方、双方がお互いに尊重し合える環境を整える

分煙は、望ましい合理的な選択ではないでしょ

うか。

 こうした実情に応じて、県が率先して分煙モ

デルを提示することは、市町村が分煙を進める

上でも大きな後押しとなります。たばこを吸う

方にも吸わない方にも配慮した共生社会を実現
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するため、分煙の取組が継続されるよう切に要

望しておきます。

次に、子供たちの数よりペットの数が多いと

言われる社会において、本県における人獣共通

感染症対策の取組について、福祉保健部長にお

伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 動物から人、

人から動物へ感染する人獣共通感染症は、全て

の感染症の約半数を占め、公衆衛生上の重要な

課題であります。

 このため、県ではこれまで、狂犬病に関する

犬の登録や予防接種について、人と動物の両方

の視点からの対策の重要性を、獣医師会などと

連携して県民に周知してきたところでありま

す。

 また、本県が全国で最も多い状況にある、マ

ダニやペットを媒介する感染症「ＳＦＴＳ」に

ついても、県民への注意喚起を行うとともに、

今年度からは医療従事者や獣医師等を対象とし

た研修会を開催するなど、取組を進めておりま

す。

 引き続き、関係機関と連携しながら、県民の

皆様への啓発に取り組んでまいります。

○荒神 稔議員 本県は、春から秋にかけて活

動が活発となるマダニが媒介する感染症の報告

数が全国で最も多い地域の一つです。

 地球温暖化の影響により、病原体や寄生虫の

生息域における養殖の魚介類等の被害や、稲へ

の被害をもたらすイネカメムシなど昆虫全般の

傾向として、気温の上昇により、繁殖回数も年

１回から複数回になると語られています。

 一方、人や動物、環境全体の健全性を一体で

考えるワンヘルスという考え方を知りました。

今後、県はワンヘルスの推進にどう取り組む

のか、福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 人と動物の健

康、環境の保全を包括的に捉えるワンヘルスの

理念は、人獣共通感染症の予防等において、非

常に重要な視点であると認識しております。

 県では、保健衛生や環境等、様々な分野にお

いて、この理念を念頭に置いた分野横断的な取

組を展開しておりますが、今後、県全体でさら

に取組を推進していくためには、ワンヘルスに

ついて、県民の理解を深め、協力をいただくこ

とが不可欠となります。

 このため県では、ホームページや県政番組、

ＳＮＳ等を活用した情報発信や、各種の研修

会、動物愛護センターでの小学生向けの適正飼

養教室など、あらゆる機会を捉えて機運の醸成

を図ってまいります。

○荒神 稔議員 小学生向けの適正飼養教室だ

けでなく、全ての方を対象にした機運醸成の必

要性を申し述べて、次に、公共交通機関につい

て伺います。

 今年８月に新幹線シンポジウムが都城市で開

催されるとの先週の答弁でしたが、私として

は、夢より現実に重点を置き、常に吉都線存続

を訴えてきました。

 それでは、ＪＲ吉都線存続に向けて、どのよ

うに取り組んでいくのか、知事にお伺いいたし

ます。

○知事（河野俊嗣君） 吉都線は、沿線住民の

日常生活を支える重要な基盤でありまして、路

線の維持は重要な課題であります。

 県ではこれまでも、沿線自治体が組織する利

用促進協議会と連携し、小学校や保育園等によ

る団体利用に対する補助のほか、イベント列車

の運行やスタンプラリーの実施等に取り組んで

まいりました。

 また、ＳＮＳ等を活用した情報発信にも力を

- 173 -



令和８年６月15日(月)

入れておりまして、令和７年３月からは、県の

公式ユーチューブにおいて、公共交通機関の魅

力を紹介しているところであり、吉都線につき

ましても、「チジタビ」と称して、私自身が列

車に乗り込んで、360度広がる雄大な車窓から

の風景でありますとか、その自然や歴史、沿線

での街歩き、また利用者のインタビューなどを

通じて、多彩な魅力の発信に努めたところであ

ります。

 今後、沿線人口のさらなる減少が見込まれま

すことから、県としては、地元と危機感を共有

しつつ、例えば、主な利用者である高校生と一

緒になって吉都線の新たな活用策を企画するな

ど、これまで以上に地域の皆様や様々な団体を

巻き込みながら、路線の存続に向けてしっかり

と取り組んでまいります。

○荒神 稔議員 廃線になってからでは遅過ぎ

ます。廃線にならないような取組が必要だと

思っております。河野知事や、国土交通省から

お迎えしている総合交通課の内山課長も吉都線

に乗車されたようでございまして、そのときの

感想として、乗客は技能研修生の外国人が多

かったと伺いました。ＪＲ吉都線存続は、河野

知事と内山課長が乗っただけではＪＲには響か

ないと思います。今後はＪＲに吉都線の必要性

があると思っていただける政策の取組を考える

べきだと思っておりますので、提言します。

 最後に、佐藤副知事には、本県のために御尽

力いただき、お礼と感謝を申し上げます。今後

は健康に留意され、宮崎を第二のふるさとと

思っていただければありがたいです。

 また、都城市から国へ要望されている中に、

高崎・山田スマートインターについても特段の

御配慮をお願いして、今回の全ての質問を終わ

ります。執行部の皆様、傍聴者の皆様、ありが

とうございました。（拍手）

○山下 寿副議長 次は、本田利弘議員。

○本田利弘議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、お

はようございます。宮崎市選出、自民党の本田

利弘です。本日も傍聴にお越しいただきまして

ありがとうございます。また、インターネット

で御覧いただいている皆様、感謝いたします。

議長のお許しをいただきましたので、発言通告

に基づき、一般質問をさせていただきます。

 現在、我が国を取り巻く環境はかつてない複

雑さを増しています。歴史的な円安は輸入物価

を押し上げ、物価高騰が恒常化しています。ま

た、人口減少は加速し、生産年齢人口は確実に

縮小し、地域の担い手不足は深刻さを増し、さ

らに中東情勢の悪化など、国際的な不安定要因

は地方経済にも直接的な影響を及ぼしつつあり

ます。

 前職での経験でございます。プラザ合意後、

急激な円高により、日本の輸出企業は競争力を

失い、所属していた会社も事業構造の転換を迫

られました。この危機の中で生まれたのが共生

という企業理念です。企業は社会の一部であ

り、量ではなく価値をつくり、社会と分かち合

うことで持続的成長を実現するという考え方で

した。これは、外部環境の変化に左右されない

価値創造を重視する点で、河野知事の掲げる価

値向上と軌を一にします。宮崎の強みを磨き、

付加価値を高め、県民所得の向上につなげると

いう方向性は、まさに量から価値への転換であ

り、地域全体の利益と個々の利益を両立させる

成長戦略であります。

 県政は、県民福祉を守り、県民所得を向上さ

せ、地域経済を持続的に成長させるために、価

値を生み出す力を高めることが求められます。

 河野知事が掲げる、外部環境の変化に真正面
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から向き合い、県としての価値を向上させる

「稼ぐ宮崎の実現」は、人口減少社会における

持続可能な成長戦略であります。

 知事の政治姿勢及び所信について伺います。

 本県の県内総生産及び県民所得は、直近年度

において、名目、実質ともにプラス成長を示

し、県民所得も伸びたと承知しております。し

かし、全国所得平均との格差や産業構造による

制約は依然として残ります。

 知事がこれまで４期にわたり進められてきた

産業振興、企業誘致、農畜産物の高付加価値

化、観光・スポーツキャンプの推進、デジタル

化支援などの施策により、県内総生産及び県民

所得の向上につながりました。

 そこで伺います。本県の経済成長及び県民所

得の向上に向けた知事の思いと、これまでの取

組や成果について伺います。

 知事は現在、全国知事会地方税財政常任委員

長として、地方財政制度の中枢に関わり、地方

交付税制度、社会資本整備、防災・減災、医

療、教育などの財源確保において、本県にプラ

ス効果があると思います。また、九州地方知事

会長として、広域観光、物流ネットワーク、港

湾・空港機能の強化、ＧＸ・再エネの広域連携

を主導され、九州全体の政策形成において本県

が得たメリット等は大きいと考えます。

 そこで、全国知事会地方税財政常任委員長及

び九州地方知事会長としての実績と、今後それ

を本県にどのように生かしていくのか、知事に

伺います。

 以上を壇上からの質問とし、以下は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 まず、経済成長についてであります。

 私は、安心と希望あふれる宮崎の実現には、

稼ぐ産業の育成により、魅力ある雇用を創出

し、県民所得の向上につなげることが何よりも

重要と考え、これまで口蹄疫や新型コロナなど

の危機にも正面から向き合い、本県経済の活性

化に全力で取り組んでまいりました。

 具体的には、フードビジネスの成長産業化を

はじめ、地域経済を牽引する中核的企業の育成

や企業誘致、スポーツランドを基軸とする観光

振興のほか、交通・物流網の整備、外国人材の

確保など、産業基盤の強化にも努めてまいりま

した。

 その結果、直近10年間で農畜水産物の輸出額

は約15倍、企業誘致による新規雇用創出数も約

１万4,000人となり、県内総生産は就任前と比

べて約6,000億円増え、１人当たり県民所得も

約55万円増加してきております。

 これらの成果は、経済界をはじめ、県民の皆

様と一体となったこれまでの取組が実を結んだ

ものであります。今後、人口減少が進む中に

あっても、市町村や関係団体との連携をさらに

深め、本県経済の持続的な成長に向けて尽力し

てまいります。

 次に、全国知事会及び九州地方知事会におけ

る実績についてであります。

 私は、令和２年に全国知事会の地方税財政常

任委員長に就任して以来、コロナ禍や物価高な

ど社会経済が大きく変動する中で、県民の皆様

の声や地方の実情を踏まえ、国に地方税財源の

確保・充実等を強く訴えてまいりました。

 その結果、各地域の実情に応じた施策に必要

な地方一般財源の増額や公共事業予算の確保、

物価高騰対策等に取り組むための重点支援地方

交付金の確保などを実現し、本県をはじめ、地

方経済に大きく貢献してきたものと考えており
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ます。

 九州地方知事会の会長としましては、本県に

甚大な被害が想定される南海トラフ地震につい

て議論を主導し、九州全体での広域応援体制の

構築など、本県の防災力強化を進めておりま

す。

 また、経済界と一体となって、九州から日本

を動かす、九州から日本を元気にするという思

いを共有し、新生シリコンアイランドやベン

チャー支援、子育て対策、九州ＭａａＳなどの

官民連携プロジェクトを展開し、これは全国の

モデルとなるようなものと自負しております。

 官民連携で取り組む国際サイクルロードレー

ス「ツール・ド・九州」につきまして、今年度

は宮崎日南ステージを全体のレースのグランド

フィナーレとするなど、スポーツランドみやざ

きの新たな魅力の創出にもつなげているところ

であります。

 今後とも、地方を代表する要職を担うこと

で、自治体運営の基盤となる地方税財源の確保

を図るとともに、九州が連携し、相乗効果を発

揮させることで、県民の暮らしを守り、本県の

地域経済を成長させるための施策に全力で取り

組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

○本田利弘議員 稼ぐ宮崎の実現についてとい

うことで、就任前と比べ、県内総生産6,000億

円、１人当たりの県民所得55万円増という結果

であり、さらに稼げる宮崎を目指していかなけ

ればなりません。

 また、国へ声を届ける重責を担っておられま

す。国の制度設計に影響を与え得る立場は、宮

崎県の課題や可能性を全国レベルの議論へと昇

華させ、地方の未来を切り開く絶好の機会であ

ります。私は、知事がこれらの役割を最大限に

生かし、宮崎県の価値向上を実現するための政

策をさらに前へ進めていただくことに強く期待

しております。

 続きまして、長期化する物価高対策について

であります。

 県はこれまで、重点支援地方交付金を活用し

た生活者支援、光熱費・燃油高騰対策など、多

面的な物価高対策を講じています。しかし、燃

油価格の高止まりや物流費の上昇は構造的であ

り、今後も継続的な対策が不可欠です。

 令和８年度以降の物価高対策を継続的に実施

するための財源確保の見通しと財源確保に向け

た考えを、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 本県では、国の重点支

援地方交付金を活用し、事業者の燃料費や医

療・介護施設等の光熱水費等への支援など、適

時適切に物価高対策を実施してまいりました。

 この交付金は、社会情勢等を踏まえ、国が補

正予算等により交付するものでありますことか

ら、継続的な確保に向けては、国の動向も注視

しながら、時期を逸することなく地方の声を国

に届けることが重要であると考えております。

 このため私は、先月も本県知事として、中東

情勢による本県への影響を踏まえ、必要な支援

を国に直接要望してまいりました。また、九州

地方知事会の会長としても、中東情勢への対応

が必要であると判断し、急遽、国に対する特別

決議を取りまとめ、さらに、全国知事会を通じ

た要望も重ねて行ったところであります。こう

した地方の要望が、今般の国の補正予算におけ

る重点支援地方交付金の確保につながったもの

と考えております。

 今後も県内への影響を十分に見極めつつ、効

果的な物価高対策を講じていくための財源の確

保について、あらゆる機会を通じて、国に強く

訴えてまいります。
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○本田利弘議員 県内への影響を見極め、効果

的な物価高対策を講じていただくようお願いい

たします。

 国の重点支援地方交付金が国会で承認され、

全国で1,000億円、宮崎県に８億5,300万円の交

付が６月５日に通知されました。可及的速やか

に実施できるよう事業展開をよろしくお願いい

たします。

 次に、最低賃金引上げ対応緊急支援事業の効

果見込みについて伺います。

 本県では、昨年来、物価高騰が長期化する中

で、中小企業の経営負担を軽減し、持続的な賃

上げを後押しする施策が２月議会で承認され、

県は最低賃金引上げ対応緊急支援事業を創設

し、時給1,022円以下の従業員の賃金を1,023円

以上に引き上げた事業者に対し、１人７万円、

最大50人分の支援金を支給する取組を開始して

います。

 最低賃金引上げ対応緊急支援事業について、

どのような事業効果を見込んで実施しているの

か、商工観光労働部長に伺います。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 本県の最

低賃金が令和４年度以降、過去最大の引上げ幅

を更新し続けている中、本事業では、令和７年

度の最低賃金引上げに対応した事業者を対象

に、引上げ幅等を踏まえて設定した、雇用労働

者１人当たり７万円、１事業所当たり最大50人

分の支援金を支給することとしております。

 支援対象人数は、最低賃金に近い賃金で働く

労働者の国による推計人数等を踏まえ、４万人

と見込んでおり、事業を広く周知するため、受

付開始の５月11日に合わせ、各種広報を行って

おります。

 申請状況は、６月10日までで9,511人分、６

億6,577万円と順調に推移しておりまして、事

業者への支援金の支給を通じ、中小企業等にお

ける経営への影響緩和と雇用維持が図られるも

のと考えております。

○本田利弘議員 本事業の進捗が１か月で23％

の状況になっているということであります。広

告の訴求も広がり、順調に申請が上がっている

と認識しております。

 当県は最低賃金が全国でも低い位置にあるこ

とから、今後もこのような事業が求められてい

ると認識します。農業従事者など農繁期に定期

的に雇用される皆様への対応の検討、雇用者負

担軽減策を要望いたします。

 続きまして、農業生産コスト高騰対策につい

てであります。

 中東情勢悪化に伴う県の農業への影響につい

て伺います。

 中東危機によるエネルギー価格の高騰は、国

内の物価上昇をさらに押し上げ、１次産業に深

刻な影響を及ぼしつつあります。本県は、施設

園芸、畜産、漁業といった燃料・資材依存度の

高い産業が集中しており、全国平均以上の影響

を受ける構造にあります。

 ハウス加温用燃油やナフサ由来資材の価格上

昇が経営を直撃し、飼料・輸送コストの上昇に

加え、光熱費が増大し、本県１次産業の競争力

に影響が出てきています。

 そこで伺います。中東情勢悪化を含む近年の

物価高騰などに伴う施設園芸農家への影響につ

いて、県はどのように分析し、今後どのように

取り組んでいくのか、農政水産部長に伺いま

す。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県の施設園

芸については、例えば主力品目である施設ピー

マンにおいて、ここ５年間で販売価格が約16％

上昇した一方で、重油などの生産コストが約
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28％上昇しており、農家の経営は厳しい状況に

あると認識しております。

 このため県では、内張りカーテンの多層化等

の省エネ対策を進めるとともに、令和８年２月

補正予算で措置した燃油のセーフティーネット

対策における生産者積立金の一部支援などの早

期執行に取り組んでおります。

 また、中東情勢の影響を受け、ＪＡ等とも連

携し、洗浄・消毒による再利用や農業用マルチ

資材等の代替資材など、必要な対策を検討して

おります。

 今後とも、農業経営に寄り添った対応を進め

てまいります。

○本田利弘議員 省エネ対策、代替資材の対策

など、さらに取り組んでいただけるということ

です。スピードを上げた農業経営に寄り添った

対応をお願いいたします。

 続きまして、ヒートポンプ導入実績と導入の

推進状況であります。

 本県の施設園芸は、燃油価格の高騰により経

営を圧迫され、従来型の重油暖房の転換も視野

に入れる必要性を感じます。

 こうした中、ＣＯ２削減分をＪ－クレジット

として販売した事例は、経費削減と新たな収益

源創出を同時に実現する取組であります。

 まず、施設園芸におけるヒートポンプの普及

状況と今後の導入に関する県の考え方につい

て、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） ヒートポンプ

は電力を利用してハウス内を加温するもので、

重油加温機と組み合わせて使用するものです。

 令和６年度までの県内の普及状況は、夜間の

管理温度が高いマンゴーなどを中心に、加温設

備が設置されているハウスの7.9％に当たる94

ヘクタールで導入されております。

 ヒートポンプは、重油の使用量削減とＣＯ２

排出抑制に効果がある一方で、導入経費が高い

ため、管理温度が低いキュウリ等では、コスト

的にメリットが得にくいといった状況もありま

す。

 県としましては、品目や経営規模などによる

コスト削減効果を検証しながら、農業者のニー

ズに応じて必要な支援を行ってまいります。

○本田利弘議員 続けて、Ｊ－クレジットの効

果について伺います。

 ヒートポンプを導入し、ＣＯ２削減分をＪ－

クレジットとして販売した場合、削減量の計測

や申請作業など一定の手間を伴い、農家にとっ

て本当に効果が手間を上回る仕組みなのか、慎

重な判断が必要です。

 そこで、ヒートポンプによるＪ－クレジット

制度活用に向けた県の取組について、農政水産

部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） Ｊ－クレジッ

ト制度の活用は、農業者の新たな収入確保につ

ながる可能性がある一方で、議員御指摘のとお

り、活用に当たっては、申請手続の煩雑さや収

益性が不透明といった課題があります。

 このため県では、令和６年度から、クレジッ

ト創出実績のある企業に委託し、施設園芸の協

力農家と連携して費用対効果等の検証に取り組

んでおります。

 その結果、令和６年度は、合計４戸、125

アールの施設において約25万円のクレジットを

創出した一方で、条件によっては、必要な機器

の設置コスト等により、収益が確保できない

ケースが確認されました。

 引き続き、収益が得られる条件を検証しなが

ら、Ｊ－クレジット制度の活用を進めてまいり

ます。
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○本田利弘議員 県は、ヒートポンプ導入によ

るＣＯ２削減量と、農家が得られるクレジット

収入の実績を検証中だということでございま

す。2050年ノンカーボン実現に向けた手段とし

て、就農者の収益改善モデルとして、導入に向

け、慎重かつスピーディーに進めていただきた

いと思います。

 続きまして、新規就農対策についてでありま

す。

 本県では、農業の持続的発展に向けて、新規

就農者の確保を重要施策として掲げ、新規就農

者数の目標を設定しています。令和６年９月の

一般質問の確認では、目標と実績に乖離があ

り、全体の新規就農者数は目標達成に課題が

残っていました。特に、物価高騰等が続く中

で、親元就農や新規参入といった自営就農の状

況を見ると、初期投資の負担が大きく、伸び悩

んでいる状況と聞いています。

 そこで、本県における新規就農者の現状と目

標について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県の新規就

農者数は、令和元年の418人から減少傾向にあ

り、直近の調査結果である令和６年は321人

と、令和元年と比べ約23％減少しております。

その内訳は、雇用就農者が約13％減の204

人、自営就農者が約36％減の117人となってお

り、自営就農者のほうが大きく減少しておりま

す。背景には、資材価格の高騰等による初期投

資費用の増加など、就農後の経営不安があると

考えております。

 県といたしましては、今年度からスタートし

た第八次農業長期計画の後期計画に、重点プロ

ジェクトとして「次代を担う人材・体制づく

り」を位置づけ、令和12年の新規自営就農者を

令和元年並みの180人とする目標を掲げ、取り

組んでまいります。

○本田利弘議員 続けて、新規就農に関係ある

青年等就農計画について伺います。

 新規就農時の青年等就農計画は、５年間の経

営を方向づける極めて重要な羅針盤であり、補

助金採択の前提となる基礎資料であります。

 このため、就農計画の実効性を高めることが

重要となり、現在は物価高騰や中東情勢による

資材・燃油価格の上昇が続き、当初の計画どお

りに設備投資や収支計画を維持することが難し

いケースが増え、また、就農計画目標の達成が

困難で、計画認定が難しい事例もあると聞いて

います。

 先ほど新規自営就農者が大きく減少している

と伺いましたが、自営就農者は本県農業を支え

る重要な皆様であり、その確保が必須であると

考えております。

 そこで、自営就農者の確保に向けた県の対策

について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農業を取り巻

く厳しい情勢が続く中、自営就農者を確保する

ためには、初期投資負担の軽減が大変重要であ

ります。

 このため県では、令和４年度以降、自営就農

者に対し、国の事業に県予算を上乗せし、機

械・施設の導入等を支援しております。これに

加え、昨年度からは施設の修繕や移設等の経費

もメニューとして追加されたことから、この部

分にも上乗せをし、最大900万円までの補助を

行っております。

 さらに今年度は、重点支援地方交付金を活用

し、国の就農支援に係る給付金の受給者に対し

て、最大50万円を県独自に交付し、就農前の研

修期間及び就農直後の経営安定を支援すること

としています。
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 今後とも、自営就農者の確保に取り組んでま

いります。

○本田利弘議員 新規就農者を令和12年に180

名確保する目標は、非常にハードルが高いと捉

えます。この目標達成には、補助の拡充はもと

より、就農計画書の実効性を高め、就農計画書

の変更時の対応など就農者に寄り添い、就農計

画の精度向上と対応の遅れがないように、市町

村、関係団体への支援をよろしくお願いいたし

ます。

 続きまして、農地かんがい排水施設等整備に

ついてであります。

 宮崎市下富田二ツ立排水機場の更新・防災イ

ンフラの強化について伺います。

 令和４年台風14号では、当排水機場におい

て、停電時に非常用発電機へ切り替えたもの

の、換気口からの激しい吹き込み雨により発電

設備が停止し、一時ポンプが稼働できず、農地

を含む一部地域において冠水被害が発生をしま

した。直近も同じ事象が発生したと切実な声を

いただきました。流域治水の要となる排水機場

が機能不全に陥ることは、地域住民の命、財産

に直結する深刻な問題です。

 現在、宮崎県では更新計画を進められており

ますが、建屋構造の改善、非常用電源の多重

化、可搬型発電機の確保、さらには遠隔監視・

自動化など、排水機場の強靱化を支援すべきと

考えます。

 二ツ立排水機場の更新計画について、農政水

産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 二ツ立排水機

場については、昭和59年度から平成２年度にか

けて排水機場の整備を行いましたが、稼働後36

年が経過し、流域の市街化などにより、雨水の

流出量が増加したことや、施設の老朽化に伴う

機能低下により、一部の地域で湛水被害が生じ

ております。

 このため、令和５年度から排水機場の更新を

行う県営湛水防除事業に着手しており、これま

でにボーリング調査や水の流れの予測等を踏ま

えた基本設計が完了し、現在、工事着手に向け

て、河川管理者と協議しながら、実施設計を進

めているところであります。

 引き続き、予算の確保に努め、速やかな工事

着手に努めてまいります。

○本田利弘議員 続けて、当排水機場の運用及

び現在の対応状況について伺います。

 当排水機場を含む複数の排水機場で長時間稼

働が続き、交代要員の確保や夜間の安全確保に

課題が生じました。流域治水の実効性を高める

には、施設整備だけではなく、運用体制、住民

理解の両面が不可欠です。特に、浸水常襲地域

では、排水機場の役割、停電時の対応など、施

設管理者から地域住民への丁寧な説明と共助体

制の構築が求められます。

 そこで、二ツ立排水機場における運用の状況

について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 二ツ立排水機

場につきましては、宮崎市が施設管理者となっ

ており、排水ポンプの運転操作等を、土地改良

区等で構成される佐土原町湛水防除施設運転管

理委員会に市が管理委託を行っております。

 排水機場の運用につきましては、日常の点検

整備などの維持管理を宮崎市が行い、大雨時な

ど水位が上昇した際の操作を、市が作成した業

務委託仕様書や操作要領に基づいて、運転管理

委員会が行っております。

 県といたしましては、宮崎市と非常用電源や

遠隔監視の設置など、出水期における防災体制

強化について意見交換を行い、適切な運用が図
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られるよう努めてまいります。

○本田利弘議員 当排水機場は令和12年に完成

予定と報じられております。予定どおりの完成

に向けて、御尽力を賜れればというふうに思っ

ております。また、設計においては、安全を確

保できる操作場の構築をくれぐれもお願いいた

します。また、現在の運用面においても適切な

運用が図れるように、宮崎市及び関係団体との

連携を取っていただくよう要望いたします。

 高岡土地改良区における減圧弁不具合の現状

整理と対応について伺います。

 高岡土地改良区において、減圧弁の内部部品

の摩耗や腐食により圧力制御ができず、漏水や

噴水事故が発生し、水利の不安定さが指摘さ

れ、農業経営に直接的な影響を与えています。

 また、農道や市道の舗装が陥没する事例も報

告され、県、市の道路修繕費にも影響し、地域

全体の財政負担を増加させています。

 しかしながら、減圧弁１基の更新には200万

円前後の費用が必要であり、土地改良区単独で

の更新は困難で、県として農業水利インフラの

ストックマネジメントを体系的に進める時期に

来ております。

 そこで、畑地かんがい施設の減圧弁で不具合

が発生した場合の対応と、補修や施設更新につ

いて、県の考えを農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農業用水の供

給を行う畑地かんがい施設の中には、老朽化等

に伴い、減圧弁の不具合が生じている事例がご

ざいます。このような場合には、営農に影響が

ないよう、市町や土地改良区が行う緊急的な補

修工事に対し、技術的な助言や県単事業等によ

る補助を行っております。

 また、施設管理を適切に行うため、土地改良

区等の施設管理者に対して、効率的な維持管理

のための施設の点検とその結果のデータベース

への蓄積、施設更新に必要な費用の積立てへの

助言を行っております。さらに、国庫補助事業

を活用した施設の更新計画の策定や事業実施を

支援しております。

 今後とも、関係機関と連携して施設の長寿命

化を図り、農業用水の安定供給に取り組んでま

いります。

○本田利弘議員 高岡土地改良区においては、

倉永地区の度重なる漏水の対応等、課題が山積

しておりますが、関係機関と連携し、畑地かん

がい用水の安定が図れる対策、対応をよろしく

お願いいたします。

 林業政策について伺います。

松くい虫の被害と抗体木の育樹についてであ

ります。

 本県の海岸林は、観光資源であると同時に、

防潮・防風の要となる重要な防災インフラで

す。松くい虫被害が続く中、海岸林の長期的保

全には、全国で成果が確認されている抵抗性松

の計画的な植樹が不可欠です。

 しかし、抵抗性個体の選抜やクローン苗の育

成は歩留りが低く、技術的にも高度であり、県

の支援なくして安定供給は難しく、抵抗性個体

の選抜体制の構築、苗木生産の県内拠点化、海

岸防災林への計画的な更新植樹が求められま

す。

 そこで、抵抗性松の植栽状況と今後の計画に

ついて、環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県では、松

くい虫の被害を受けた松林の再生を図るため、

松に侵入するマツノザイセンチュウに対して遺

伝的に強い抵抗性を持つ松の苗木の植栽を進め

ており、苗木生産者に対して林業技術センター

が技術指導を行うなど、関係者と連携した生産
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体制を強化しております。

 昨年度は、宮崎市などの海岸に抵抗性松約２

万本の植栽を行い、今後、令和11年度までに約

10万本の植栽を計画しております。

 海岸の松林は津波や高潮などから県民の暮ら

しを守る重要な役割を果たしておりますので、

国有林を管理します森林管理署や市町等と連携

し、適切な防除対策と被害を受けた松林の早期

復旧にしっかりと取り組んでまいります。

○本田利弘議員 宮崎の景観、防災を支えてい

る松をしっかりと更新させていくためにも、令

和11年までの植栽計画を実現できるように、林

業技術センターや関係機関ともしっかり連携

し、対応いただくことを要望いたします。

 杉苗の生産体制強化についてであります。

 本県においては、グリーン成長プロジェクト

の下、その目標達成には杉苗の安定供給が不可

欠です。現在、苗木生産者の高齢化や採穂園不

足により、地域によっては必要量を満たせない

状況が続いていると聞いています。コンテナ苗

導入や少花粉杉の採穂園整備など前進もありま

すが、平地確保や生産者育成など課題は残りま

す。ついては、苗木生産拡大に向けた採穂園整

備、生産者支援、需給管理の強化について重要

であると考えます。

 そこで、杉コンテナ苗の生産状況と生産者育

成に対する県の取組について、環境森林部長に

伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 本県の令和

６年度における杉苗木の生産量は612万4,000本

で、このうち、コンテナ苗は５年間で約２倍と

なる296万4,000本まで増加しており、杉苗木全

体の48％を占めております。

 また、コンテナ苗の生産者数も、新規参入に

より、５年間で約2.3倍の63名に増加しており

ます。

 良質な杉コンテナ苗の育成には高度な技術が

必要でありますことから、県では、優良生産者

の下での生産から出荷に係る実践研修や、穂木

の採取、挿し付け等の技術研修会の開催など、

初心者から中級者まで体系化した研修に加え、

相談員による個別指導等を実施しております。

 今後とも、再造林に必要な杉コンテナ苗の安

定供給に向け、生産者の育成と技術向上に取り

組んでまいります。

○本田利弘議員 抵抗性松の苗木生産とは違

い、生産者も増加し、安定した生産ができてい

ることは理解しました。引き続き、再造林に必

要な杉苗の生産供給ができる体制の継続をお願

いいたします。

 続きまして、建設産業の適切な利潤確保と安

定した雇用環境について伺います。

 県内建設業においては、資材・燃料価格の高

騰、人材確保競争の激化、賃上げ圧力など、取

り巻く環境が急速に悪化しています。特に担い

手不足は深刻であり、事業者の中には、県発注

工事を受注できず、固定費負担が増大し、経営

が不安定化する企業も生じています。

 建設業は、社会資本整備・維持管理、災害対

応の最前線を担う基幹産業であり、地域の安

全・安心を守るためには、適正な利潤の確保と

安定した雇用環境の構築が不可欠です。

 そこで、建設産業の安定的な経営確保に向

け、公共工事でどのように取り組むのか、県土

整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 建設産業の安

定的な経営の実現には、適正な利潤の確保が重

要であると認識しております。

 このため、改正品確法に基づき、最新の賃金

水準を踏まえた労務単価の採用や、施工実態に
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応じた見積りの活用など、現場条件に配慮した

予定価格の設定に努めております。

 また、年間を通して切れ目なく工事量を確保

するため、ゼロ県債や余裕工期の活用など、施

工時期の平準化に取り組んでおります。

 このほか、担い手確保に向けた処遇改善や働

き方改革、さらにはＩＣＴの活用による生産性

向上などを推進し、地域の守り手である建設産

業の持続的な成長・発展に向けた環境づくりに

取り組んでまいります。

○本田利弘議員 地域の守り手である建設産業

の持続的な成長・発展に向けた環境づくりを引

き続きお願いいたします。

 続きまして、交通誘導員不足の対応について

であります。

 交通誘導員の不足が全国的に深刻化する中、

ＤＸやＡＩ技術を活用した代替手段の検討が急

務と考えます。現在、ＡＩカメラによる車両検

知、遠隔監視システム、ＬＥＤ表示型の自動誘

導機など、警備・誘導業務の一部を代替し得る

技術が実用段階に入っています。人的配置を前

提とした従来型の運用だけでは持続性に限界が

あります。

 県として、新技術の活用により、公共工事で

必要な交通誘導業務の省力化をどのように実現

していくのか、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 公共工事にお

ける交通誘導業務の人手不足が懸念される中、

交通誘導の新技術を活用し、省力化を図ること

は有効であると認識しております。

 このため県では、歩行者や自転車の通行量が

少ない地域での舗装工事や橋梁塗装工事におい

て、オペレーター監視の下、ＡＩが最適な信号

の切替えを判断する交通誘導システムを試行的

に導入しているところです。

 今後は、通行車両などの安全性や様々な現場

での有効性を検証するとともに、他の自治体で

の導入状況も参考にしながら、新技術の運用基

準を策定するなど、省力化の実現に向けて取組

を進めてまいります。

○本田利弘議員 関連する協会とも連携し、先

進自治体での導入状況も参考にしながら、新技

術の運用基準の早期の策定をよろしくお願いい

たします。

 続きまして、一般照明用蛍光ランプの製造・

輸入廃止に伴う対応についてであります。

 本県は2050年ゼロカーボン社会実現に向け、

個人や事業所の省エネ投資を後押しする「ひな

たゼロカーボン加速化事業補助金」を創設し、

ＬＥＤ化や高効率設備導入を支援してきており

ます。国は2030年度に温室効果ガスを2013年度

比46％削減する目標を掲げており、本県として

も同水準の削減が求められます。

 そこで、ひなたゼロカーボン加速化事業補助

金について、事業目的・内容、これまでの補助

実績について、環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 2050年ゼロ

カーボン社会の実現に向け、本県では、令和12

年度の温室効果ガス削減目標を平成25年度比

50％とする目標を掲げ、省エネの推進や再エネ

の導入拡大につながる様々な取組を進めてお

り、令和４年度末時点で27％削減しておりま

す。

 ひなたゼロカーボン加速化事業補助金につき

ましては、国の交付金を活用して令和４年度か

ら実施しており、太陽光発電設備やＬＥＤ照明

等を導入する個人や事業者に対して、導入経費

に係る補助を行っております。

 これまでの補助実績につきましては、累計で

太陽光発電設備640件、蓄電池822件、高効率給
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湯器58件、断熱改修13件、ＬＥＤ照明58件と

なっております。

○本田利弘議員 続けて、一般照明用蛍光ラン

プの製造・輸入廃止に伴う対応について伺いま

す。

 水銀を使用する一般照明用蛍光ランプについ

て、国は水俣条約に基づき、2027年末までに主

要蛍光灯の製造・輸入を全面禁止する方針を示

しております。つまり、県内の事業所、公共施

設は、2027年末で新規調達が事実上不可能とな

ります。

 そこで、電力自家消費サポート事業における

ＬＥＤ照明の導入促進に向けた県の取組につい

て、環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県では、電

力自家消費サポート事業において、再生可能エ

ネルギーの自家消費に資する蓄電池や、消費電

力の小さいＬＥＤ照明の導入経費に対する補助

を行っております。

 本事業につきましては、昨年度と比べて事業

費規模を約2.5倍に増額し、個人や事業者に対

して蓄電池の導入経費を補助するほか、事業者

を対象として、ＬＥＤ照明を導入する経費とし

て１灯当たり5,000円、上限額150万円まで補助

することとしております。

 事業スケジュールとしましては、今月から募

集を開始する予定としており、事業者向けの省

エネセミナーや県ホームページ等により、積極

的な活用を周知してまいります。

○本田利弘議員 昨年、本補助金は３か月で予

算消化したと伺っております。多くの対象者に

導入が進むように対応をお願いしたいと思いま

す。

 続きまして、高等学校における多様な学びへ

の対応についてであります。

 広域通信制私立高等学校は、個別最適化した

学習、柔軟な登校形態、専門分野への早期挑戦

など、多様な学びを可能にする強みを持ち、全

国的に生徒数が増加をしております。宮崎県に

おいても、県外本校の広域通信制高校が分校を

展開し、多様な学びを支える教育環境として注

視すべきだと考えます。

 県内に所在する広域通信制私立高等学校の分

校については、本県に指導監督権限がないた

め、生徒数、学習形態、地域偏在の実態を把握

しにくい状況と考えます。

 文科省の初めての調査では、宮崎県内には令

和７年５月１日時点で16校が展開し、1,541名

の在籍になっております。

 多様な学びを支える環境づくりのために、県

としてどのように通信制高校と連携し支援して

いるのか、総合政策部長に伺います。

○総合政策部長（大東 収君） 近年の教育

ニーズの多様化に伴い、本県でも通信制高校に

進学する生徒が増えております。

 県では、私立学校の教育問題に係る助言・指

導や研修等を行う私学教育専門員を配置し、県

内に本校を置く通信制高校に対する支援を行う

とともに、全ての通信制高校に通う県内在住の

生徒及びその保護者からの悩みや相談に対応し

ております。

 また、家庭の教育費負担の軽減を図るため、

全日制等と同様に、国の制度に基づく授業料へ

の支援や、一定の所得以下の世帯に対する教材

費等への支援も行っております。

 県としましては、引き続き、子供たちが安心

して学べる環境づくりのため、通信制高校との

必要な連携、支援に取り組んでまいります。

○本田利弘議員 県内に本校を置く通信制高等

学校は、私学教育専門員の対応があり、受け身
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の対応ではないということが分かりました。本

校と分校の違いはあるものの、文科省調査で

1,500名を超える在籍者が県内にいることか

ら、必要な連携と支援をよろしくお願いいたし

ます。

 続きまして、県立高校通信制課程の魅力向上

による入学者確保について伺います。

 急激な人口減少の中で、高校無償化の影響も

あり、県立高等学校の入学者数は減少傾向にあ

ります。一方、広域通信制私立高等学校は、個

別最適化学習や柔軟な学びを提供し、多様な

ニーズに応えています。

 県立学校の魅力向上のために、広域通信制私

立高等学校が持つ学習手法やカリキュラム開発

の知見を活用し、新たなクラス編制や授業内容

の開発につなげることが重要と考えます。

 そこで、県立高校の通信制課程の今後の在り

方について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 県立高校通信制２校

を合わせた入学者数と在籍者数は、ここ数年そ

れぞれ180人と1,100人程度で推移しており、中

学校卒業者数が減少する中にあって、通信制教

育のニーズは高いと認識しております。

 通信制は、毎年、転入者及び編入者を多く受

け入れるなど、学びのセーフティーネットとし

ての役割を果たしており、副教材等の教育費を

最小限に抑えるなど、経済的負担の軽減を図っ

た上で、柔軟なカリキュラムの下、生徒一人一

人に応じた手厚い個別指導を行っております。

 学びに対する価値観が多様化する中、通信制

は様々な子供たちの受皿になっていることか

ら、引き続き、学びの充実等を図り、魅力ある

学校づくりに努めてまいります。

○本田利弘議員 県立通信制学校においても、

多様な学びを可能にするなどのニーズに応えら

れるような学習手法、カリキュラム開発を要望

いたします。

 続きまして、学校事務職員確保と採用及び共

同学校事務室についてであります。

 本県の学校事務職員は、平成10年の採用一本

化以降、県の一般行政職から希望者を教育行政

職として採用する仕組みが続いています。平成

29年度から教育行政職制度が開始されました

が、現在も学校事務職員の約50％を知事部局か

らの出向で支えており、教育委員会籍の職員は

毎年減少が続いています。学校事務を担う専門

性の蓄積が困難な構造が続いていると思いま

す。

 そこで、事務職員のキャリアや適性を踏まえ

た任命権者間での転籍について、教育委員会と

してどう考えるか、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 転籍については、任

命権の独立性の観点から慎重な検討を要するも

のであるため、現在、採用時の身分を保持した

上で職員を出向させる人事交流により対応して

おります。

 人事交流は、適性や希望を踏まえた柔軟な人

事配置や職員育成にとって有効であり、知事部

局から学校に出向した職員は、これまでの経験

も生かし、多角的な視点から事務改善や校務運

営への参画が期待でき、また、若手職員にとっ

ては、地域との連携が不可欠な学校現場を知る

よい機会となっています。

 今後とも、事務改善や職員育成に資する人事

交流を一層推進するとともに、職員確保の厳し

さがさらに増す中、教育委員会全体の組織強化

のため、転籍も含め、様々な観点から適切な人

事配置を研究してまいります。

○本田利弘議員 出向者の皆さんからも「将来

像が描けない」とか「専門性が積み上がらな
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い」との声が上がっております。また、教育行

政職の皆さんからは、入庁時点ではありますけ

れども、教育行政という職務に積極的に携わろ

うという意思のなかった方も少なからずいたと

いう調査結果もございます。離職の可能性もあ

ると捉えます。適切な人事配置について、踏み

込んだ対応、検討をよろしくお願いいたしま

す。

 続きまして、義務教育学校における共同学校

事務室機能の維持・強化ということで質問させ

ていただきます。

 小中学校における共同学校事務室は、学校事

務の効率化と教職員の負担軽減を支える重要な

基盤であります。また、共同学校事務室長は、

複数校の事務を統括し、指示・監督を行う極め

て重要な役割であり、現行の人員配置と育成体

制では制度の持続性に疑問があります。共同学

校事務室長を、高等学校の事務室における事務

長と同等の管理職ポストとして整理し、単なる

まとめ役ではなく、責任と権限を伴う職として

明確にすることが重要ではないかと考えます。

 そこで、共同学校事務室の機能を維持・向上

させるため、県立学校における事務長と同等の

職責、職位の管理職を配置すべきと考えます

が、教育長の見解を伺います。

○教育長（吉村達也君） 公立小中学校におけ

る共同学校事務室は、学校で共通する事務の円

滑化を図るため、構成する職員が共同で事務処

理を行う場であり、事務の執行管理を行う室長

を選定しています。

 室長は、他の職員に対するＯＪＴなどの役割

は担うものの、服務管理や職務上の命令を行う

上司・部下の関係にはなく、県立学校における

事務長とはその職責が異なるため、管理職とし

ての配置は考えておりません。

 一方で、議員御指摘のとおり、共同学校事務

室の機能向上は学校運営にとって大変重要であ

ることから、その機能が十分に発揮できるよ

う、知事部局と連携し、教育行政職の採用や人

事交流などの取組を引き続き進めてまいりま

す。

○本田利弘議員 管理職としての配置は考えて

いないということですが、この質問の背景は、

学校事務の高度化・複雑化、校長先生、教頭先

生の多忙化により、事務部門に学校経営の一部

を任せる必要性、事務職員の専門性を正当に評

価しなければ人材が育たないという危機感によ

るものであります。私は、学校事務職員の皆

様、教員の皆様へのヒアリング、ミーティング

を行っておりますけれども、教育委員会との意

見の乖離が大きいと率直に感じます。現場の声

をさらに聞いていただくことを要望いたしま

す。

 最後の項目になりますけれども、県職員の行

革アンケートと早期退職について伺いたいと思

います。

 まず、庁内働き方改革・行政改革に関する職

員アンケートについてであります。

 令和６年９月の一般質問で確認しましたとこ

ろ、令和５年度のアンケートの結果は、1,923

名、50％程度の回答率でありました。令和７

年、今年の春の実績でございますけれども、

2,238人、60％になったようでございます。

 離職率の低い企業ほどアンケート回答率が高

いという共通点があります。これらの企業で

は、回答すると改善されるという信頼の循環が

確立しています。こうした仕組みが従業員のエ

ンゲージメントを高め、離職率の低さにもつな

がっていると聞いております。

 職員の働きがい向上のため、働き方改革に関
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する職員アンケートの実効性をどのように高め

ていくのか、総務部長に伺います。

○総務部長（田中克尚君） 働きやすい職場環

境づくりを推進するため、毎年度、知事部局の

職員を対象に、自身のワーク・ライフ・バラン

スの実現度のほか、多様な働き方に係る制度の

活用状況や課題等についてアンケート調査を

行っております。

 この調査結果を踏まえ、これまでに在宅勤務

の本格導入や時差出勤の通年化など、職員の意

見を反映した働き方改革に取り組んできたとこ

ろであります。

 一方で、議員御指摘のとおり、アンケートの

回答率は６割程度にとどまっております。

今後は、より多くの職員の意見を酌み取るた

め、調査の意義を職員へ周知し、回答率の向上

に努めるとともに、調査結果に基づいた改善を

継続的に進めることで、職員アンケートの実効

性を一層高め、職員の働きがいの向上につなげ

てまいります。

○本田利弘議員 こうしたエンゲージメント施

策は、従業員の声を正確に把握し、改善のＰＤ

ＣＡを回す上で不可欠であると思います。本県

行政においても、同様に職員意識調査の位置づ

けを強化し、管理職の関与や結果の還元を制度

化することで、職員の声を施策に反映する仕組

みを構築すべきだというふうに考えておりま

す。よろしくお願いいたします。

 最後でございますけれども、庁内の早期退職

者について伺います。

 近年、全国的に労働市場の流動化が進み、転

職者数は過去最多水準で推移し、特に20代から

40代の離職・転職が増加していると聞いており

ます。宮崎県庁でも60歳未満の早期退職者が、

令和７年度では101名と初めて３桁になりまし

た。過去５年間では、累計で404名の退職者と

の報告をいただきました。

 人口減少や民間との人材獲得競争が激しさを

増す中で、県内の雇用環境は決して楽観できる

状況ではありません。

 知事部局における過去５年間の早期退職者数

の推移をどのように受け止め、どのように対応

していかれるのか、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 知事部局における過去

５年間の早期退職者数は年々増加しておりまし

て、特に20代、30代の若手職員が全体の５割か

ら６割を占め、職員の確保が厳しさを増す中

で、大変深刻な状況にあると認識しておりま

す。

 その退職の理由は様々でありますが、近年、

社会情勢や個人の価値観が大きく変化し、終身

雇用を前提としない働き方が広がる中、職員か

ら選ばれ続け、定着してもらうためには、仕事

のやりがいに加え、業務の効率化や柔軟な働き

方など、職員の視点に立った取組が大変重要で

あると考えております。

 このため県では、デジタル化や生成ＡＩの活

用による業務刷新のほか、時差出勤をはじめ、

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた意識

改革にも積極的に取り組んでいるところであり

ます。

 引き続き、職員の率直な意見や要望を酌み取

りながら、職員一人一人がやりがいや働きやす

さを実感し、生き生きと活躍・成長できる職場

環境づくりを進めてまいります。

○本田利弘議員 県庁職員の皆様は、一言で申

しますと、こういう複雑な時代に県を支える要

であると捉えます。社会情勢や個人の価値観の

変化は理解できますけれども、職員の皆様が宮

崎県を舞台に自己実現できる庁内環境整備をぜ
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ひよろしくお願いしたいと思います。

 以上、価値向上、稼ぐ宮崎の実現から、物価

高騰対策、農林業政策、学びの多様化、学校事

務職員の採用、庁内早期退職者等について質問

させていただきました。

 事業を展開していくに当たり、県民の皆様の

声を受け止め、向かう方向としては、総合計画

にございます「安心と希望の宮崎を創る」であ

ります。根底にある基本理念をよりどころに目

的を明確にし、ぶれない政策を実現していくこ

とが重要であると捉えます。

 最後になりますけれども、佐藤副知事におか

れましては、３年間のお役目、お勤めを終えら

れて辞任されるということでございます。

 私の記憶からしますと、２年前でしょうか、

突風、竜巻が起こったときに、１人で歩いてい

らっしゃるところに遭遇しまして、それだけ宮

崎を愛していただいているんだなということを

すごく感じたところでございました。赤いマー

チだったでしょうか、宮崎をくまなく回ってい

ただきまして、宮崎を十分に御理解いただいて

いるのではないかなと思います。辞任されて

も、ぜひ宮崎のことを優先に考えていただき、

お仕事をしていただければというふうに思って

おります。３年間、本当に御苦労さまでござい

ました。

 以上をもって私の一般質問を終わります。あ

りがとうございました。（拍手）

○山下 寿副議長 以上で午前の質問は終わり

ます。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時53分休憩

   午後１時０分再開

○外山 衛議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

 次は、日高博之議員。

○日高博之議員〔登壇〕（拍手） 改めまして

日高博之でございます。

 まず、知事の政治姿勢についてお伺いいたし

ます。

これまで政治姿勢については辛口な質問が多

かったんですが、今日はピリ辛ぐらいで勘弁し

てもらおうと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。

 県政運営において、知事に求められているも

のは決断力だけではありません。多様な価値観

や地域の声を受け止める寛容の精神こそ、これ

からの時代に必要ではないでしょうか。

 知事はこれまで、県内各地に足を運び、県民

の小さな声に耳を傾けながら県政運営に取り組

んでこられたと思います。都市部だけではな

く、中山間地域や人口減少地域、医療・福祉、

農林水産業など、現場の声を丁寧に拾い上げて

きた姿勢は、多くの県民が感じているところで

あると思います。

 一方で、人口減少や人手不足、地域経済の縮

小など、これまで以上に地域課題が複雑化する

中、行政には、効率性だけではなく、寛容の精

神を持って多様な声を受け止める姿勢が求めら

れております。

 知事の県政運営の根底には、県民の声を聴く

姿勢があると感じています。特に声の大きい人

だけではなく、小さな弱い立場の声をどう受け

止めるかが、これからの県政において重要な視

点ではないかなと思っております。

 知事はこれまで県民の小さな声をどのように

県政運営へ反映してこられたのかお伺いいたし

ます。

 次に、知事はこれまで、行政の長として県政
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運営に取り組んでこられました。しかし、本日

お聞きしたいのは、一人の政治家としての思い

であります。

知事を支援している若者がこう言っておりま

した。40代の女性でありますが、「何で知事は

宮崎のためにここまでやろうとしているのか。

知事を動かす宮崎のよさは何なのか。応援して

いるし期待もしている。言われればウグイスで

もやりたいと思っている。しかし、この知事に

ついていきたいと思わせるような決定的な一言

や、わくわくするような未来がまだ伝わってこ

ない。それが欲しいんですよね。日高さん、ど

うか頼みますわ」と言われております。

 そこで、政治家、河野俊嗣として、愛する宮

崎県のために、残された政治人生をどのように

ささげようと考えておられるのか。また、宮崎

県の未来のためなら命をささげる覚悟で取り組

むという強い決意をお持ちなのか。知事の胸の

中にある宮崎への思いと覚悟について、ワール

ドカップでみんな寝不足と思いますが、目の覚

めるような答弁をお聞かせください。

 以上で壇上からの質問とし、後は質問者席か

ら行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 まず、県民の声の県政運営への反映について

であります。

 私は知事就任以来、「現場主義」と「対話と

協働」を基本姿勢に、公私を問わず県内各地へ

足を運び、県民の皆様と膝を突き合わせなが

ら、現場の実態を肌で感じてまいりました。こ

うした現場の声に基づき、日本一挑戦プロジェ

クトなどの成長戦略や県民の暮らしを支える施

策の立案に反映させてきたところであります。

 具体的な例で申し上げますと、長引く物価高

等の影響で厳しい状況にある子ども食堂に対し

ては、食材の調達が難しいという現場からの切

実な声を踏まえ、昨年９月に緊急の食材配付事

業を速やかに予算化するとともに、私自身、そ

の事業を活用されている現場を視察し、運営者

の方々や子供たちと直接意見を交わしたところ

であります。

 また、子育て世帯からの授乳する場所や必要

な施設がないといった声を踏まえ、県立施設へ

の授乳室の設置や民間企業への授乳スペース等

の整備支援に要する経費を今年度当初予算に盛

り込んだところであります。

 さらに、近年相次ぐ台風、竜巻や大雨災害に

際しましては、発生直後から直ちに現地へ向か

い、被災された方々から一日も早く元の生活を

取り戻したい、そういう切実な声を直接伺いま

して、現場の状況をこの目で確かめた上で、国

への財政支援の働きかけや迅速な対応に取り組

んでまいりました。

 加えて、鳥インフルエンザや農場での豚熱発

生に際しましても、関係者からの現場の状況や

不安の声を伺いながら、一刻も早い終息に向け

て全力で取り組んでまいりました。

 今後とも、現場主義、対話と協働を大切にし

ながら、未来に向けて挑戦し、県民の皆様と共

に本県が次のステージへ向かって進化していけ

るよう、着実に歩みを進めてまいります。

 次に、宮崎への思いと覚悟についてでありま

す。

 私は、平成17年に宮崎県庁に赴任して以来、

職業人生の半分を超える20年以上にわたり、こ

の宮崎で仕事をし、暮らしてまいりました。21

年以上に及ぶ歳月の中で、県内各地を幾度とな

く訪れ、多くの方々と出会い、語り合う中で、

地域に受け継がれてきた歴史や文化、雄大な自
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然、豊かな食、そして何より人情味あふれる温

かな県民性や暮らしに接してまいりました。

 この県民性というものは、私が宮崎を愛する

に至る上で、大きなその動機となるものであり

ます。何とか宮崎の皆さんのために役立ちた

い、そういう思いで20年以上、仕事をしてまい

りました。その積み重ねは、私にとって年月の

長さ以上に濃密で、かけがえのない時間とな

り、いつしか私の人生はこの土地と分かち難く

結ばれ、宮崎と共に生き、共に歩む、そんな思

いへと変わっていったのであります。

 今、ワールドカップに参戦している日本代表

の話がありました。日の丸を背負うという言葉

があります。私も宮崎県を背負って仕事をして

きた、その自負がございます。

 その思いを象徴する出来事の一つが、神楽の

ユネスコ無形文化遺産への登録提案が決定され

たとの報に接したときのことであります。これ

まで各地で目にしてきた神楽の荘厳な舞やその

伝統を幾世代にもわたって守り継いでこられた

地域の方々の真摯な営み、その強い思いという

ものが脳裏によみがえり、改めて胸が熱くなっ

たところであります。

 私の宮崎を愛する思いは、この地で生まれ

育った方々にも決して負けるものではないと自

負しております。まさにこの宮崎に骨を埋める

わけであります。

 私の政治家としての原点は、口蹄疫の対応に

あります。あの未曽有の危機の中で、厳しい状

況にありながらも互いに支え合い、歯を食いし

ばりながら前を向いて立ち上がろうとする県民

の皆様の姿に接し、県民の暮らしと宮崎の未来

を守ることが自らに課せられた使命であると強

く心に刻みました。その思いは、16年を経た今

もいささかも変わっておりません。

 今、国際秩序が大きく揺らぎ、不透明さを増

す中で、我が国は急速な人口減少に見舞われて

おります。そして、長引く物価高により、県民

の暮らしや経済は大きく影響を受けようとして

おります。

 私は、今こそ県民の皆様から負託をいただ

き、そして長い年月を経て蓄えてきた力という

ものを、宮崎の未来を切り開いていくために、

全力でそこに注いでまいりたい、それこそが私

に課せられた責務であり、使命であると強く自

覚いたしております。

 この難局にありまして、愛する宮崎のため、

誠心誠意、覚悟を持って、知事としてその先頭

に立ってこれからも走り続けてまいりたい、そ

の覚悟であります。以上であります。〔降壇〕

○日高博之議員 宮崎県への深い愛情と恩返し

の思いが込められた、重い言葉として受け止め

ました。知事の答弁から感じたのは、宮崎はも

はや第二の故郷ではないと、今は宮崎こそが我

が故郷という思いではなかったかなと思ってお

ります。その思いを重く受け止めて、高く評価

したいと思っております。猿は木から落ちたら

猿です。でも政治家は落ちたらただの人です。

私自身も知事の次期５期目に向けて、しっかり

全力で支えてまいりたいと思います。

 次に、県北地域の周産期医療についてお伺い

します。

 将来の本県を担う子供たちの命を育む周産期

医療についてであります。

 先日、私の地元の産婦人科の先生に、産婦人

科の現状についてお話を伺いました。24時間体

制で地域のお産を支えてきた産婦人科では、現

在、医師の高齢化や分娩数の減少による経営の

悪化により、大変厳しい状況にあると伺いまし

た。
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 この状況を私のインスタグラムで発信しまし

たところ、ふだんの投稿と比べ閲覧数が３倍以

上、ふだんは男性の閲覧が多いのですが、この

投稿に関しましては、閲覧の約７割が女性、年

齢別では18歳から44歳が約６割を占めました。

 このことから、地域で安心してお産できる体

制は、将来または現在、妊娠・出産を考える世

代にとって、まさに自分事、非常に関心が高

く、また重要視されている結果だと受け止めて

おります。

 そこでまず、県北地域の周産期医療に対する

知事の認識についてお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 県北地域は、５つの分

娩取扱施設と地域周産期母子医療センターであ

る県立延岡病院が連携をし、正常分娩からハイ

リスク分娩まで対応する体制を構築しておりま

すが、少子化や物価高騰など産科医療機関を取

り巻く情勢が大きく変化する中、将来において

も安心してお産ができる体制を維持していくこ

とは、喫緊の課題であると認識しております。

 このため県では、今年に入り、県北地区の分

娩取扱施設と県、地元自治体等による意見交換

を実施してきております。

 また、私自身もこの週末、延岡で仕事があっ

たものですから、内田県議に御案内いただきま

して、４つの分娩施設全てを回り、院長等と意

見交換を行ってまいりました。

 地元の産科医の皆さんからは、何とかしてこ

の体制を守らなきゃいけないという強い使命感

とともに、その一方で、分娩数の減少による厳

しい経営状況や医師の高齢化、後継者不足、24

時間365日対応するため、休暇取得が困難な状

況等を伺ったところでありまして、私自身も改

めて危機感を共有したところであります。

○日高博之議員 ありがとうございます。知事

も現状を理解して危機感を持たれているという

ことを確認することができました。

 産婦人科は24時間365日対応が求められま

す。昼夜を問わず命と向き合う産婦人科医や助

産師、医療スタッフの方々の献身的な努力に

よって、地域の周産期医療は支えられておりま

す。しかし、現場の努力だけに依存する仕組み

は、既に限界に達しているのではないでしょう

か。現場の医師からは、24時間体制でお産を

守っているのに、それでいて、どんどん経営が

悪化する状況に、先行きを不安視する言葉が聞

かれます。

 安心してお産のできる環境は、地域の重要な

インフラであり、新しい命のインフラでもあり

ます。身近な地域から分娩取扱施設が失われる

ことは、妊婦にも長距離移動を強いることにな

り、身体的な負担はもちろん、経済的負担も伴

います。また、緊急時に間に合うのかという精

神的な不安にもつながります。

 地域でお産ができる環境を守るために何をす

るべきか。分娩取扱施設に対する現状の支援体

制は十分と言えるのでしょうか。

 分娩取扱施設の維持に向けて、県は新たな支

援に取り組む考えはないのか、知事にお伺いい

たします。

○知事（河野俊嗣君） 県はこれまで、分娩手

当の支給による処遇改善や、周産期医療ネット

ワークシステムの整備・運用に対する支援等を

進めてまいりました。

 さらに、産科医療機関の厳しい経営状況等を

踏まえ、分娩数が一定数減少している施設等に

対して、運営費の支援を行う経費を今議会の補

正予算案に計上しております。

 また、健康保険法等が改正され、地域の周産

期医療提供体制の維持を図ることを目的とした
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出産育児一時金に代わる新たな給付方式が今後

２年以内に導入され、産科医療機関の経営改善

につながるものと考えております。

 引き続き、地域に求められる支援の在り方に

ついて、地元関係者等との意見交換を進めてま

いります。

○日高博之議員 ありがとうございます。

 周産期医療についての最後の質問です。

 先日、2025年の人口動態統計の概数が発表さ

れました。その結果を見ると、合計特殊出生率

が前年から0.03上昇し1.46、全国順位も前年３

位から２位に上がり、１位の沖縄との差も0.06

に縮まりました。日本一挑戦プロジェクトによ

る一定の成果が現れてきたのではないかと思っ

ております。

 一方で、出生数は依然として低い水準である

ことから、さらなる取組の強化が必要だと考え

ます。

安心してお産ができる環境、周産期医療は、

日本一生み育てやすい宮崎の根幹であると考え

ます。この根幹である本県の周産期医療を守る

ための知事の決意をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 周産期医療は、母と子

の貴い命を守り抜き、未来につなげる大切な医

療であります。

 本県の周産期医療体制は、長年にわたり宮崎

大学や地域の医療機関が一丸となって構築して

きたものであります。全国的にも先進的なシス

テムで、これを守っていくことが子供を生み育

てたいと願う若い世代の希望をかなえ、本県の

未来を切り開く大切な基盤と考えております。

 今回、議員の御指摘のあった県北を含め、県

内どの地域に住んでいても、安心して妊娠・出

産できる体制を維持することは私の使命であり

ますので、県民の皆様に「宮崎なら安心して産

める」「宮崎で産んでよかった」と思っていた

だけるよう、その環境整備に向けて全力で取り

組んでまいります。

○日高博之議員 出産一時金に代わる新たな給

付方式が国で議論されている。全国知事会でも

知事の言葉でしっかりとこれを国に要請してい

ただければと思いますので、よろしくお願いい

たします。

 次に、保育人材の確保についてであります。

 日本一生み育てやすい県づくりに向けては、

幼児教育・保育の環境整備が欠かせませんが、

その担い手となる保育士の有効求人倍率は全産

業の平均を上回る状況が続いているなど、保育

人材へのニーズは高まっております。

 特に郡部、中山間地域では、保育士の確保が

極めて困難となっており、幼児教育・保育施設

では、慢性的な人手不足、働き手の負担増加に

つながっております。

 また、それらに伴って、受け入れられる子供

の数、つまり施設の定員を削減せざるを得ない

施設も出てくることが懸念されます。

 実際に、県が令和６年度に県内の幼児教育・

保育施設に対して行った調査では、国が定める

配置基準は満たしているものの、休暇を取得し

やすい環境の整備や保育の質の向上という理由

により、207施設で570人の保育人材が不足して

いる状況にあったとの結果が出ております。

 このような保育人材が不足している状況に対

処するためには、保育士資格を持ちながら幼児

教育・保育の現場を離れている、いわゆる潜在

保育士の掘り起こしが極めて重要であると考え

ます。

 そこで、県内における潜在保育士の現状や復

職に向けた取組について、福祉保健部長にお伺

いいたします。
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○福祉保健部長（小牧直裕君） 昨年度、県が

保育士登録のある県内の方を対象とした実態調

査を行ったところ、回答者のうち、約７割が現

に保育士として就業している一方、残りの約３

割は保育士以外の職に就業しているなど、潜在

保育士に該当するという結果でありました。

 さらに、この潜在保育士のうち約４割は、処

遇や職場環境の改善などの条件次第で現場復帰

の可能性があるとの回答でありました。

 これらの調査結果等を踏まえ、県では、保育

士・保育所支援センターの体制を強化し、潜在

保育士など求職者へのきめ細やかな対応による

就職あっせんを行うとともに、働きやすい職場

環境づくりの支援にも取り組んでおります。

○日高博之議員 次に、地域限定保育士制度に

ついてであります。

 この制度は、国家戦略特区制度の中で導入さ

れ、地域内勤務を前提に保育士試験を実施し、

保育人材の確保につなげるものであり、昨年度

に一般制度化されております。

 特に、人口減少が進む地方においては、「地

域で育て、地域で支える」という視点が極めて

重要であり、本県においても、この制度は有効

な保育人材の確保策になり得るのではないかと

考えております。宮崎市が行った管内の施設向

けの調査でも、８割以上の施設が導入を希望し

ていることが分かっております。

さらには、他県でも導入が進んできていると

伺っており、本県でも地域限定保育士制度の導

入をいち早く進める必要があるのではないかと

考えますが、知事の考えをお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 社会の宝である子供の

育ちを支える保育士の確保は大変重要でありま

す。私も現場を訪問して視察させていただくた

び、愛情と使命感を持って仕事に取り組んでお

られる、そういう姿を見て頭の下がる思いがし

ております。

 県内における保育士確保の現状につきまして

は、議員御指摘のとおり、国の配置基準は満た

しているものの、休暇取得のしやすさや、きめ

細かな保育の観点から、必ずしも十分ではない

と認識しております。

 このため県では、保育士・保育所支援セン

ターの体制強化や修学資金貸付の要件緩和など

により、さらなる人材確保に努めているところ

であります。

 御質問の地域限定保育士の必要性を検討する

に当たりましては、現在行っている県の取組の

効果を検証しつつ、まずは導入事例の調査を

行った上で、受験される方のニーズや保育の質

の確保など、様々な課題を整理する必要もある

と考えております。

 今後とも、現場の実態や声というものをしっ

かり把握しながら、保育人材の確保に向けて、

また日本一生み育てやすい県の実現へ向けて、

全力で取り組んでまいります。

○日高博之議員 これは導入事例の調査を行っ

た上でということで、速やかにやったほうがい

いと思います。宮崎市で８割ということは、そ

れ以外の中山間部ではもっと高いのが当然の話

であって、この辺の調査というのは速やかに

やって、早めに制度化してもらうことを要請し

たいと思います。

 次に、潜在ケアマネジャーについてでありま

す。

 先日、埼玉県において、介護支援専門員、い

わゆるケアマネジャーが利用者家族から襲われ

死亡するという大変痛ましい事件が発生しまし

た。個別の事件について論じるつもりはござい

ませんが、ケアマネジャーは、利用者や家族か

- 193 -



令和８年６月15日(月)

らの様々な相談に対応しながら、多職種とも連

携・調整し、適切な介護サービスにつなげる役

割を担っており、地域包括ケアシステムの要で

あります。

 業務負担の増加や高齢化、人材不足により、

現場では疲弊が進んでいます。特に地方部では

後継者不足も深刻となっており、一部の事業者

からは、ケアマネジャー不足によってケアプラ

ン作成に遅れが生じ、事業所経営に影響が及ん

でいるという話も伺っております。

 このままでは、将来的に必要な介護サービス

を安定的に提供していくことが困難になること

も懸念されます。

 このような中、県では昨年度、有資格者であ

りながらケアマネジャーとして就労していない

潜在介護支援専門員の実態を把握するため、ア

ンケート調査を実施したと伺っております。

 そこで、令和７年度に実施した潜在介護支援

専門員実態把握調査の結果概要について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 今回の調査

は、県内の介護支援専門員の高齢化が進む中、

特に中山間地域や小規模事業所において人材確

保が困難な状況も見られることから、潜在人材

の就労に向けた施策を検討するため実施したも

のです。

 調査の結果、介護支援専門員としての就労を

考えている方は回答者の約２割であり、そのう

ち約７割の方が３年以内の復帰を希望している

との回答でありました。

 また、就労を妨げる主な要因として、業務量

の多さや責任の重さ、処遇への不満に加え、資

格更新時に必要な研修の受講時間や費用負担が

挙げられております。

○日高博之議員 次に、その調査結果を受け

て、今後どのように人材の確保・定着に取り組

んでいくのか、県の考えを福祉保健部長にお伺

いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 調査時点で介

護支援専門員としての就労を考えている方に加

えて、さらに多くの方の就労につなげていくた

めには、業務内容や処遇の改善、また研修受講

の負担軽減など、課題の解決に取り組む必要が

あると考えております。

 これまで県では、処遇改善について国に要望

を行うとともに、ＩＣＴ活用による業務効率化

の推進、また法定研修の受講料補助や、オンデ

マンドによるｅラーニングへの補助を実施して

おります。

 今後は、市町村や関係団体と連携しながら、

潜在人材や新たな人材の確保に向けた効果的な

施策を検討し、人材の確保・定着に取り組んで

まいります。

○日高博之議員 ありがとうございます。介護

が必要になった高齢者やその家族にとっては、

一日でも早く必要な支援につながることが重要

だというふうに思っております。

 ケアマネジャーがケアプランをつくらないと

介護サービスを受けられない。でもケアマネ

ジャーが減っているんですよね。非常に厳しい

状況です。部長、この辺をしっかり考えてやっ

てください。

 次に、医療的ケア児の支援に関する地域間格

差についてであります。

 私は10年以上、この問題について訴え続けて

きました。しかし、今なお県北に住む医療的ケ

ア児の保護者は、住む地域によって受けられる

支援が違うという現実に直面しております。

 私の地元である日向市では、家族会が自ら福

祉事業所を立ち上げ、地域の医療的ケア児の支
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援の受皿づくりに取り組んでおられますが、本

来、自宅で子供たちの介護をされている御家族

自ら立ち上がらなければならない現状というの

は、居住地による福祉格差によるものだと認識

しております。

 まず、医療的ケア児の支援に関する地域間格

差の解消に向けた県の取組について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 議員御指摘の

とおり、県北をはじめとする地域においては、

医療的ケアに対応できる事業所や短期入所の受

皿が不足しており、身近な地域で十分な支援を

受けられないことは喫緊の課題と認識しており

ます。

 このため県では、今年度から医療的ケア児支

援センターの体制を強化しており、市町村を主

体とした地域の受皿づくりのため、県のコー

ディネーターが助言等を行うアウトリーチ支援

を展開することとしております。

 県としましては、どこに住んでいても必要な

ときに適切な支援が受けられるよう、市町村と

連携し、医療的ケア児の受皿づくりにしっかり

と取り組んでまいります。

○日高博之議員 どこに住んでいても必要なと

きに適切な支援が受けられる、これができてい

ないということなんですよね。そこが非常に重

要なところです。

 医療的ケア児の受入れに取り組まれている事

業所があります。その中でも、宮崎市の中心部

にある「ＨＡＬＥたちばな」という施設は、医

療的ケア児に医療と福祉を総合的に提供する施

設として大変先進的なところであります。

 私は、このような先進的な取組から学び、そ

の中で得られた教訓を県内の地域間格差解消に

役立ていくという視点が重要ではないかと考え

ております。

 福祉保健部長は、３月に宮崎市のＨＡＬＥた

ちばなを視察されております。私も一緒に行き

ました。その感想をお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 訪問しました

ＨＡＬＥたちばなは、日中一時支援や短期入

所、訪問看護など、複合的に医療的ケア児を支

援している先進的な施設であります。

 私が視察した際に強く印象に残ったのは、高

度な専門性が求められる現場において、看護師

や支援員の方々が強い使命感を持って、子供た

ち一人一人の命と成長に向き合っておられる姿

であります。

 また、学校卒業後の受皿が急減し、保護者が

離職を余儀なくされる、いわゆる18歳の壁や短

期入所の報酬単価が低いことなど、多くの課題

をお伺いいたしました。様々な課題が改善され

ていくことにより、このような取組が県内全域

に広がることが重要であると強く感じたところ

であります。

○日高博之議員 強く感じたわけですから、

しっかりと政策として進めていってもらえれば

と思っております。

 知事は、県内で様々な県民と触れ合い、対話

をされていく中で、医療的ケア児とその家族が

様々な制約を受けながら生活されている現状を

御存じであると思います。

 国では、超党派の国会議員によって今国会に

医療的ケア児支援法の改正案が提出され、成立

する見込みであるとの報道もありますが、御家

族は、法改正を契機として、さらに医療的ケア

児への支援が進んでいくことを期待しておりま

す。

 医療的ケア児の支援について今後どのように

取り組んでいくのか、知事の考えをお伺いしま
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す。

○知事（河野俊嗣君） 野田聖子先生が来県さ

れたときも含めて、様々な機会を通じて意見を

いただいておりますが、医療的ケア児の保護者

の皆様は、24時間、日々緊張感を持ちながらケ

アに向き合っておられ、当事者や御家族の皆様

が安心して健やかに過ごせる支援体制づくりが

急務であると認識しております。

 医療的ケア児については、医療面のみなら

ず、保育、教育、福祉、さらには社会参加な

ど、ライフステージに応じた様々な課題に直面

しておられます。

 議員御指摘のとおり、国においては、医療的

ケア児支援法について、対象を18歳以上に拡大

することなどを柱とした改正に向けた動きが進

んでおります。

 県としましても、このような動きを踏まえ、

乳幼児期から成人期、そして親亡き後も見据え

た、長期的視点に立った支援体制の構築を進

め、住み慣れた地域で自分らしく暮らすことが

できる宮崎づくりにしっかり取り組んでまいり

ます。

○日高博之議員 私は10年前に議員になったと

きから言っております。これこそ知事じゃない

とできないですから、しっかりとこの辺を突破

してほしいなと思っております。どこに住んで

いても支援を受けられることを、支援法にのっ

とってお願いしたいと思います。

 次に、県立病院事業の経営状況についてであ

りますが、その前に、先般、私の命を救ってい

ただいた県立延岡病院の医師、看護師、またス

タッフ、あらゆる関係者の皆様に心から感謝を

申し上げたいと思います。ありがとうございま

した。

 質問に入ります。

 県立病院の経営状況は、極めて厳しいものが

あると言わざるを得ません。特にコロナ禍以降

の患者離れ等による収支悪化は深刻であり、令

和６年度には一般会計から50億円もの貸付けを

受けざるを得ない事態となりました。

 現在、病院局では、令和12年度の黒字化及び

当該借入金の返済開始という、極めて高い目標

を掲げた収支計画を策定し、経営改善に取り組

まれています。

 私は、県立病院は県民にとってなくてはなら

ない存在であると考えております。そうした

中、現場では、医療スタッフの一人一人が、診

療報酬の適正な算定や患者数の増加、経費節減

など、収支改善に向けた血のにじむような努力

を続けられております。私も実感しました。そ

の姿勢は高く評価するものであります。しか

し、現実は依然として厳しく、目標の達成には

多くの困難が予想されます。

 そこで、現在の収支計画の実現性についてお

尋ねいたします。まず、現在の病院経営におけ

る赤字の要因について、どのように分析してい

るのか、病院局長にお伺いいたします。

○病院局長（重黒木 清君） 直近の令和６年

度決算では、全国の公立病院の８割以上が赤字

となっております。

 本県におきましても赤字経営が続いておりま

して、その要因として、収益が公定価格である

診療報酬により決定される中、まず、24時間体

制が求められる救急や小児・周産期など、民間

医療機関では対応が困難な不採算医療を担って

いること、また、コロナ禍以降の受診行動の変

化や一部診療科の医師不足などにより、患者数

の減少が続いていること、さらには、近年の人

件費や物価の高騰などで、費用負担が大幅に増

加していることなどが考えられます。
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 病院現場では、経営改善に懸命に取り組み、

一定の効果を上げておりますが、これらの要因

により経営が圧迫されているものと分析してお

ります。

○日高博之議員 公立病院は全国的に厳しい状

況にあり、診療報酬が公定価格であることや、

不採算医療の提供といった構造的な課題につい

ては、一経営体の努力には限界があるものと考

えております。

 また、現場の懸命な努力が近年の人件費や物

価高騰などの外部要因に打ち消されている現状

も理解しますが、令和12年度黒字化という目標

は県民との約束でございます。

 そこで、中東情勢に伴う物価高騰など、当初

計画策定時には想定しなかった外部要因の変化

等にどのように対応し、令和12年度の黒字化を

達成するのか、病院局長にお伺いいたします。

○病院局長（重黒木 清君） 長引く物価高騰

をはじめ、外部要因の変化に適切に対応してい

くことは大変重要であります。

 このため、まずは令和７年度決算の精査や今

月から適用されております診療報酬改定の影響

分析等により、現状を正確に把握し、収支計画

の徹底した見直しを行ってまいります。

 その上で、これまで取り組んできた診療報酬

制度への適切な対応による収益確保や医薬品の

共同購入等による費用節減に加え、さらなる病

床削減やＤＸ推進による業務効率化、また、日

南病院の在り方の検討など、これまで以上の対

策を強く推し進め、計画の着実な実行を図るこ

ととしております。

 大変険しい道のりではありますが、県民に高

度で良質な医療を安定的に提供するため、しっ

かりと取り組んでまいります。

○日高博之議員 県立病院は県民の命を守る最

後のとりでであります。答弁にもありましたよ

うに、民間では困難な不採算医療を安定的に提

供するという公的役割を果たす上で、ある程度

の赤字は織り込まざるを得ない側面もありま

す。

 しかし、持続可能な医療体制を継続するため

には、健全な経営基盤が不可欠ですので、引き

続き、情勢の変化を的確に捉えた経営改善に粘

り強く取り組むとともに、公的医療機関として

の使命を果たし抜くことを強く要望いたしたい

と思います。

 次に、県立高校の将来についてでございま

す。

 今年度からいわゆる高校無償化が拡充され、

全国的に私立高校への進学志向が増えておりま

す。本県でも同様に、これまで公立と私立の生

徒の比率はおおむね７対３となっていました

が、この数年でその状況は大きく変化しつつあ

ります。

 そこで、現在の県立と私立の定員と入学者数

について、教育長にお伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 令和８年度の県立高

校全日制の募集定員は7,320名で、入学者数は

6,118名になっております。また、私立高校全

日制の募集定員は3,575名で、宮崎県私立中学

高等学校協会の調べによると、入学者数は

3,524名となっております。

○日高博之議員 県立高校では定員割れが続

き、入学者の割合も全体の63％で、これまでの

おおむね７対３の比率も変わってきており、今

後の状況を懸念しております。私の中では一気

に来たかなという感じです。

 県立高校には、各地域の教育環境の維持のた

め、今後もしっかり魅力向上の取組を進めてほ

しいと考えております。
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 現在、国において、ネクストハイスクール構

想として高校教育改革を進めることを打ち出し

ており、本県でも、これを踏まえた実行計画の

策定を行う予定と伺っております。今まさに本

県の高校教育は大きな転換点にあると感じてい

ます。

 そこで、本県の高校教育が直面している現状

と、今後策定される実行計画を見据えた上で、

教育長御自身が考える2040年を見据えた県立高

校について、教育長の思いをぜひお聞かせくだ

さい。

○教育長（吉村達也君） 先日公表されました

2025年の本県の出生数は5,923人で、この子供

たちが2040年には高校入学を迎えます。今春の

中学校卒業者数約１万人の６割程度となります

ので、現在、県立・私立合わせて高校が50校あ

り、その全てに影響が及ぶと考えられます。

 このため、県立高校が将来にわたり県民にひ

としく高校教育の機会を保障する役割を果たし

ていく上で、例えば中山間地域の学校におきま

しては、多様な学びを提供できる体制や、関係

市町村と連携して、特に地域が求める人材を育

成する学科の設置等を検討すべきと考えており

ます。

 また、私立高校を含め、同じ学科を有する学

校が複数ある地域におきましては、学校の規模

適正化と提供する学びの特色化・差別化を並行

して実施すべきと考えております。

 高等学校教育改革実行計画の策定に当たりま

しては、将来を担う子供たちに必要な教育を継

続的に提供できるよう、児童生徒はもとより、

県議会をはじめ、広く県民の方々の御意見も伺

い、今後の県立高校の在り方をしっかり示して

まいります。

○日高博之議員 将来的に苦しいですよね。こ

れはいろいろ考えて、これから委員会等で審議

されると思いますので、よろしくお願いしま

す。

 次に、地域経済循環についてであります。

 地域経済の活性化を議論する際、私たちはど

うしても、いかに外貨を稼ぐかという点にばか

り目を奪われがちです。もちろん首都圏や海外

といった県外の大きな市場から外貨を稼ぐこと

は極めて重要ですが、それと同時に、稼いだお

金を地域の中で回し、域外へ逃がさないという

視点も、経済を支える車の両輪として不可欠な

はずです。

 ところが、この地域経済循環の重要性につい

ては、県内に十分に浸透しているとは言い難い

のが現状ではないでしょうか。

 一方で、民間ではすばらしい循環の兆しが生

まれています。先日、私が所属する商工建設常

任委員会の県北調査で訪れた延岡市の宮崎ひで

じビールでは、まさに地元の技術が支えるビー

ル造りを実践しておられました。ビール製造に

欠かせない醸造用タンクは、地元延岡の鉄工所

の職人たちの手によって製作されたものであり

ます。

 また、県内の企業と共同開発した麦芽製造設

備によって、県産麦芽100％のビールを実現さ

れました。工場の電気制御から細かな部品に至

るまで、まさに地元の力がひでじビールという

ブランドを支えております。

 このように、地域の企業間の連携を活性化さ

せ、地元に仕事と所得を還元する、それこそが

域内循環の理想的な姿であります。

 しかし、こうしたすばらしい事例を単なる一

企業の成功談で終わらせるわけにはいきませ

ん。この取組を宮崎県全体の当たり前にしてい

くためには、まず我々の足元が今どうなってい
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るのか、その実態をしっかり把握する必要があ

ります。

 そこで県は、地域経済循環の観点から、現在

の県内調達の状況をどのように分析し、評価し

ておられるのか、商工観光労働部長にお伺いい

たします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 県が今年

３月に公表した令和２年宮崎県産業連関表によ

りますと、県内需要額に占める県外からの移輸

入額の割合である移輸入率は、全産業で31.2％

となっております。これは、県内で使用される

原材料や、消費される物、サービスの約７割が

県内で賄われていることを示しており、他都道

府県と比較しても高い自給水準にあります。

 一方、産業分野別に見ると、県境をまたいだ

取引が活発な製造業は総じて県内調達の割合が

低く、本県の基幹産業である飲食料品製造業分

野においても２割強となっております。この数

値自体は全国平均並みではあるものの、本県食

材の供給能力を踏まえると、県内調達割合をさ

らに引き上げる余地があると考えております。

○日高博之議員 飲食料品分野の県内調達が２

割強という状況、これは見方を変えれば、本県

経済にとって大きな伸び代があるという部長答

弁は、まさにそのとおりではないかと思ってお

ります。

 本県は、全国屈指の食の供給基地として高い

評価をいただいております。しかし、その実態

を詳しく見れば、豊富な県産食材が素材のまま

県外へ出荷されている一方、県内で付加価値を

生む加工の段階では、その多くを県外に頼って

しまっている。せっかく外貨を稼いでもそのお

金が県外へ流出している状況は誠にもったいな

い、歯がゆい思いがいたします。

 食品だけに限らず、他の業種でもこの流出を

少しでも防いで、地域の所得に結びつけていく

ことが重要です。

私の地元の日向商工会議所青年部では、昨年

度から、独自アプリを活用して会員事業所間の

取引を可視化するビジネスマッチングに取り組

んでおられます。会員間で取引を積極的に行お

うという意識がより強化され、取組初年度とな

る令和７年度の会員間取引額は１億円の大台に

達し、今年度はさらにそれを上回るペースで取

引が活性化していると伺っております。

 地元でできることは地元でという当たり前の

積み重ねが地域を元気にする種となることを、

民間の若い力が証明してくれました。

 こうした民間の主体的な動きを、県がいかに

全県的な大きな流れへとつなげていくのかが重

要です。現場の事業者からは「県内に発注先が

あることを知らない」「きっかけがない」とい

う声が聞かれます。こうした情報のミスマッチ

を解消し、企業同士が信頼で結ばれ、仕事が回

る場を積極的につくり出していくことこそ、県

に求められる役割ではないでしょうか。

 そこで、県内企業間の取引拡大や県内調達の

向上を図るため、県では今後どのように取り組

んでいくのか、商工観光労働部長にお伺いいた

します。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 地域経済

循環の拡大は、地元事業者の投資促進や小規模

事業者も含む本県経済全体の持続的な発展につ

ながることから、大変重要な取組であります。

 このため、県ではこれまで、宮崎県産業振興

機構を通じた県内製造業者の取引あっせんや商

工会議所等が行う異業種交流会を通じて、県内

企業間の相互理解の促進や受発注の機会を創出

する取組を支援してきました。

 加えて、フードビジネス分野では、県内生産
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者と食品加工・製造業者等のマッチング支援に

取り組んでいるほか、新たに県内企業同士の

ネットワークづくりを支援する取組も始めたと

ころです。

 今後も関係機関等と連携しながら、支援施策

を着実に実施し、地域経済循環の拡大に努めて

まいります。

○日高博之議員 ありがとうございます。県内

調達の推進を単なるスローガンにせず、効果の

あるものにしていかなければなりません。今回

のひでじビール、日向商工会議所青年部、日向

ＹＥＧの取組、地元と共に歩むという強い覚悟

を持った民間の熱意に対して、県はそれを強く

後押ししていく役割だと思います。

 外貨を稼ぐこと、域内で回すこと、この２つ

の車輪がしっかりとかみ合い、宮崎の経済が全

速力で回り出すよう、県の積極的な関与を強く

求めたいと思いますし、部長、ぜひ日向ＹＥ

Ｇ、日向商工会議所青年部のところへ行って、

聞いて、どんどん県全体に広げていただけれ

ば、１億円どころか何十億円になります。よろ

しくお願いしたいと思います。

 次に、本県のオーガニックの推進についてで

す。

 国は令和３年にみどりの食料システム戦略を

策定し、2050年までに耕地面積に占める有機農

業の取組面積を25％、約100万ヘクタールへ拡

大するということを目標としております。

 さらに国は、生産から消費まで地域ぐるみで

有機農業に取り組む市町村をオーガニックビ

レッジと位置づけ、オーガニックビレッジを核

に、幅広い関係者と協力し、広域で有機農業に

取り組むエリアを創出していくこととしており

ます。

 そこで知事に、みどりの食料システム戦略を

どのように受け止め、本県において有機農業を

どう推進していくのかお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 我が国では、地球温暖

化等を踏まえ、令和３年にみどりの食料システ

ム戦略を策定し、農林水産業の持続的発展と地

球環境の両立に向けて取り組んでおります。

 このような中、令和５年に本県で開催された

Ｇ７宮崎農業大臣会合では、ウクライナ情勢等

を受け、食料安全保障の確保等をテーマに議論

され、持続可能な農業の推進を掲げる宮崎アク

ションが採択されました。

 私は、改めてみどりの食料システム戦略の先

見性を認識するとともに、Ｇ７会合開催地であ

る本県が率先して、これら戦略やアクションで

掲げられている持続可能な農業を実現すべきと

考えておりまして、その実現には、有機農業の

推進が極めて重要なテーマだと認識しておりま

す。

 このため県では、令和５年度に有機農業への

支援策を創設し、人材育成や技術の普及、販路

拡大などを進めてまいりました。

 これらの取組により、大手量販店等との契約

や、地域ぐるみで取り組むオーガニックビレッ

ジなどの事例が生まれ、有機農業の取組面積が

全国第４位にランクアップするなど、着実に成

果も上がってきております。

 今後とも、新たな技術の開発や販路拡大のた

めのネットワーク構築の支援などにより、持続

可能な農業県を目指してまいります。

○日高博之議員 次に、オーガニックビレッジ

宣言についてであります。

 有機農業の拡大を進めるためには、生産から

流通、消費まで、関係者が一体となって有機農

業の推進に取り組むオーガニックビレッジの取

組を、市町村が対外的に表明するオーガニック
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ビレッジ宣言を行うことが重要であると考えて

おります。

 私の地元日向でも、有機農業の実践者である

日向百生会と、県内に９店舗のスーパーマー

ケットを展開する株式会社マルイチが連携し、

地域内での販売体制を構築されるなど、県内で

も先進的な取組が進められており、地域内で

も、オーガニックビレッジ宣言に向け、新たな

機運が高まっておるところであります。

 そこで、本県の有機農業の現状と、オーガ

ニックビレッジ宣言を行う市町村を増やすため

の取組について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県の有機農

業については、例えば令和６年の有機ＪＡＳ認

証面積では467ヘクタールと、５年前に比べ114

ヘクタール増加しております。

また、オーガニックビレッジを宣言した県内

の自治体は、令和４年の綾町を皮切りに、現在

５市町まで増えてきています。

 有機農業を推進する上で、その拠点となる

オーガニックビレッジの宣言には大きな意義が

ありますので、市町村が参加する会議等の場で

オーガニックビレッジについて周知しているほ

か、日向市をはじめ、有機農業実践グループ等

が積極的に活動している地域において研修会を

開催しているところです。

 今後とも、オーガニックビレッジの宣言な

ど、市町村と連携しながら有機農業の取組を支

援してまいります。

○日高博之議員 次に、新たに有機農業に取り

組む農業者への支援策についてお伺いいたしま

す。

 一般的な栽培から有機農業への転換を希望す

る農業者は、収量減少のリスクや除草作業によ

る労力負担の増加、販路開拓など、様々な課題

と向き合うこととなります。このため、新たに

有機農業に取り組む農業者に対しては、これら

の課題解決に向けた支援が必要だと考えます。

 そこで、有機農業への転換を希望する農業者

に対する県の支援について、農政水産部長にお

伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 有機農業への

転換に当たっては、化学肥料や化学農薬を使用

できないことから、収量の確保、雑草や病害虫

の対策、販路開拓などが課題となります。

 このため、令和５年度から、有機ＪＡＳ規格

に基づく有機栽培への転換に必要な準備期間中

の掛かり増し経費や、水田の除草の省力化を図

るロボットなどの資機材導入の支援を行ってい

ます。

 また、令和７年度からは、有機農業の実践者

を講師とした研修会や販路開拓のための商談会

を開催するなど、転換を希望する農業者の課題

を解決するための支援にも力を入れているとこ

ろです。

 今後も、これらの取組により、有機農業のさ

らなる拡大を図ってまいります。

○日高博之議員 ありがとうございます。

 次に、最後の項目になりますが、県土整備行

政についてお伺いいたします。

 まず、中東情勢の影響についてであります。

昨今の中東情勢は、海上物流の停滞や原油価

格の高騰を招き、建設資材や燃料費のさらなる

価格上昇、さらには調達遅延のリスクをもたら

しております。

 このような中、県発注の工事においても、建

設資材の価格高騰や納期遅延による工期への影

響が懸念されており、その影響は極めて大き

く、地元建設業者の経営を圧迫しかねません。

- 201 -



令和８年６月15日(月)

公共工事では、契約後に資材価格が著しく高

騰した場合には、工事請負契約約款に基づき請

負額を変更する、いわゆるスライド条項が活用

できると聞いております。

 そこで、中東情勢に伴う県発注の公共工事へ

の影響と対応について、公共三部を代表して、

県土整備部の取組を県土整備部長にお伺いしま

す。

○県土整備部長（中原 学君） 中東情勢の不

安定化を受け、先月、県土整備部における発注

済みの工事、約600件を対象に土木事務所等に

聞き取りを行ったところ、約１割の工事で資材

の価格高騰や納期の遅れなどが確認されまし

た。

 このため、資材価格の急激な変動に対応する

スライド条項の適用に当たり、特例で条件を緩

和するとともに、資材の納期遅延に対しては、

工期の延伸に応じているところであります。

 また、今後発注する工事におきましても、工

期を任意に設定できる余裕期間制度を活用する

など、柔軟に対応することとしております。

 今後とも、資材の供給や価格の動向等を注視

し、公共工事の円滑な執行に努めてまいりま

す。

○日高博之議員 ありがとうございます。

 次に、細島港の整備についてお尋ねいたしま

す。

 細島港周辺は東九州の産業集積地であり、企

業が使用する原料や製品の輸出入を行う国際物

流拠点としての役割を担っており、細島港内に

おいては企業の立地が進んでおります。

 今後、企業のさらなる集積を促進するために

は、新たな工業団地の造成が課題であり、企業

の生産活動の効率化を図る上でも、大水深の18

号岸壁の整備が不可欠でございます。

 また、細島港から大阪経由で関東とを結ぶＲ

ＯＲＯ船は週３便運行し、本県物流において重

要な航路になっておりますが、モーダルシフト

の進展も相まって、今後、ＲＯＲＯ船の果たす

役割や細島港の重要性は、より一層拡大してい

くものと考えております。

 このようなことから、貨物船の大型化への対

応を含め、港湾計画に基づく細島港の施設整備

を着実に進めることが重要であると認識してお

ります。

 そこで、細島港における整備状況と今後の取

組について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

○県土整備部長（中原 学君） 細島港につき

ましては、林産品の取扱量増加を見据え、令和

７年に県において16号岸壁の供用を開始すると

ともに、国においては、ＲＯＲＯ船の大型化に

対応し、耐震性も備えた19号岸壁の整備を進め

るなど、東九州の物流拠点として着実に機能強

化が図られております。

 このような中、整備が進む高速道路ネット

ワークにより、背後圏域が拡大する効果が期待

されますことから、今後は企業誘致や新規貨物

の開拓に積極的に取り組み、ひいては工業団地

の確保にもつながる18号岸壁の新規事業化を目

指すこととしております。

 県としましては、さらなる整備促進に向け、

日向市や関係事業者と一体となった要望活動な

どの取組を一層強化してまいります。

○日高博之議員 大水深の18号岸壁は日向市の

悲願であります。知事、ここら辺も、道路も大

事ですが、港湾のほうもぜひ力を入れてやって

いただきたいと思います。

 先ほど答弁にもあったように、ストック効果

と言いますけれども、港と高速道路が一体的に
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結ばれることが、ネットワーク、地域の経済を

支える上でも非常に重要と考えております。

 私は、熊本、大分、宮崎の県議会議員で構成

される九州中央３県議員連盟の副会長を務めて

おります。特に九州中央自動車道については、

全線開通すれば、九州を横断する道路の一つと

して、沿線の産業や観光振興、緊急搬送への寄

与はもちろん、九州の人流・物流が大きく変わ

るものと思われます。

 また、南海トラフ地震などの大規模災害時に

甚大な被害を受ける本県の沿岸部に向けて、救

助活動や救援物資の輸送を支える上でも、九州

中央自動車道の早期完成は必要不可欠と考えま

す。

 ここで、本県副知事を辞されることになった

佐藤副知事にお伺いいたします。

 佐藤副知事には、就任されて以来、本県の発

展のため、多大な御尽力を賜りました。心から

感謝を申し上げます。

 そこで、副知事退任に当たり、九州中央自動

車道の整備に対する思いを、縦じまの似合う佐

藤副知事にお伺いいたします。

○副知事（佐藤弘之君） 私は、令和５年７月

に副知事に就任して以来、努めて県内各地を訪

問する中で、県北地域については、産業振興は

もとより、豊かな観光資源を最大限に生かすた

めにも、また、南海トラフ地震などの大規模災

害時における命の道としても、九州中央自動車

道の早期整備が極めて重要であるということを

改めて認識しております。その実現を願う地域

の熱い思いも強く実感してまいりました。去

年、高千穂の武道館で行われた決起大会のとき

には、フロアからあふれた人が２階に上がられ

ていったのがすごく強く印象に残っています。

 このため、私自身、県議会の皆様をはじめ、

沿線自治体や関係団体、地域の皆様と一体と

なって、知事と共に国に早期整備の必要性を訴

えるなど、事業の着実な前進に努めてまいりま

した。

 これまでに蘇陽－五ヶ瀬東間が新規着工し、

県内唯一の未事業区間である平底－蔵田間が

「計画段階評価を進めるための調査区間」に選

定されるなど、全線開通に向けて大きく前進い

たしました。

 さらに、事業中区間において、最長のトンネ

ルとなる新津花トンネルに今年度着工するな

ど、工事は着実に進捗しております。

 私としましては、九州中央自動車道をはじめ

とする本県の高速道路が一日も早く全線開通す

るよう、最後まで責務を果たしますとともに、

今後、立場が変わっても、宮崎の発展のために

尽くしてまいる所存です。

○日高博之議員 ありがとうございます。ぜひ

お願いしたいと思います。阪神ファンもいいで

すけれども、宮崎ファンになってもらって、国

土交通省に帰っても、しっかり宮崎のインフラ

を支えていただければと思います。宮崎から阪

神ファンが１人減るということですが、本当に

思い出は絶えません。ぜひ国土交通省に帰った

ら偉くなってください。宮崎のためによろしく

お願いいたします。

 以上で質問を終わります。（拍手）

○外山 衛議長 以上で本日の質問は終わりま

した。

 明日の本会議は、午前10時から、一般質問、

人事案件の採決及び議案・請願の委員会付託で

あります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後２時０分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（34名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

32番 濵 砂   守 （宮崎県議会自由民主党）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

欠 席 議 員（１名）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長  大 東   収

政 策 調 整 監  川 畑 敏 彦

総 務 部 長  田 中 克 尚

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕

環 境 森 林 部 長  長谷川   武

商工観光労働部長  児 玉 浩 明

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎

会 計 管 理 者 渡 邉 世津子

企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

代 表 監 査 委 員  川 野 美奈子

人事委員会事務局長  柏 田   学

事務局職員出席者

事 務 局 長  児 玉 洋 一

事 務 局 次 長  佐 藤 雅 宏

議 事 課 長  関 谷 幸 二

政 策 調 査 課 長  山 崎 孝 明

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人

議事課議事担当主幹  池 田 憲 司

議 事 課 主 任 主 事  黒 木 燿一朗

令 和 ８ 年 ６ 月 1 6 日 （ 火 曜 日 ）
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◎ 議案第24号及び第25号追加上程

○外山 衛議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は、一般質問、人事案件の採決及

び議案・請願の委員会付託でありますが、お手

元に配付のとおり、知事から議案第24号及び第

25号の送付を受けましたので、両案を日程に追

加し、議題とすることに御異議ありませんか。

〔巻末参照〕

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 議案第24号及び第25号を上程いたします。

◎ 知事提案理由説明

○外山 衛議長 ここで、知事に提案理由の説

明を求めます。

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。

 ただいま提案いたしました議案の概要につい

て御説明申し上げます。

 まず、議案第24号「令和８年度宮崎県一般会

計補正予算（第２号）」についてであります。

 今回、追加提案しました補正予算案は、中東

情勢を受けた国の令和８年度補正予算（第１

号）による重点支援地方交付金を活用したエネ

ルギー支援に要する経費について措置するもの

です。

 補正額は、一般会計５億2,999万円でありま

す。この結果、一般会計の予算規模は6,918億

8,606万6,000円となります。今回の補正予算案

による一般会計の歳入財源は、国庫支出金５億

2,999万円であります。

 続きまして、補正予算案に計上した事業の概

要について御説明いたします。

 まず、宮崎県ＬＰガス料金負担軽減事業は、

ＬＰガス使用世帯等に対して、ガス使用料金の

一部を補助するものです。

 次に、特別高圧電気料金激変緩和事業は、特

別高圧で受電する中小企業等に対して、電気料

金の一部を補助するものです。

 今回の補正予算案に計上した事業は以上とな

りますが、今後も中東情勢が県民や事業者の皆

様に与える影響を十分に見極めながら、時期を

逸することのないよう、必要な対策を講じてま

いります。

 次に、議案第25号についてです。

 このたび、副知事、佐藤弘之氏より令和８年

７月30日付で辞職したい旨の申出がありました

ので、その後任として竹内大一郎氏を令和８年

７月31日付で副知事に選任いたしたく、県議会

の同意を求めるものであります。

 以上、追加提案いたしました議案の概要につ

いて御説明しました。議員の皆様におかれまし

ては、よろしく御審議のほどお願いいたしま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 知事の説明は終わりました。

◎ 一般質問

○外山 衛議長 ただいまから一般質問に入り

ます。まず、工藤隆久議員。

○工藤隆久議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、お

はようございます。延岡市選出、公明党の工藤

隆久です。今回も、県民の方からいただいた意

見、また、自分の政治課題について質問したい

と思います。通告に従いまして質問いたします

ので、明快な答弁をお願いいたします。

 先日、県立美術館に石村嘉成展を見に行って

まいりました。自閉症の方が親と共に歩んだ作
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品の数々、その色彩感覚、構図に感嘆しながら

母と鑑賞しました。子供たちも楽しそうに動物

の絵をはしゃぎながら見ていました。

 近年、国においては、博物館法改正などを通

じ、文化施設の役割が、展示・保存中心から、

教育、福祉、地域づくり、観光、交流を含めた

地域社会の拠点へと大きく変化しております。

 一方、本県の県立美術館・博物館は宮崎市内

に設置されており、県北・県西地域の住民から

は、「距離的にも心理的にもなじみが薄い」

「子供を連れていく機会が少ない」といった声

も伺っております。

 特に、子供たちが本物の芸術に触れる機会

は、感性や創造力、探求心を育む上で極めて重

要であり、地域や家庭環境によって文化芸術体

験に格差が生じることを懸念しております。

 また、高齢者の社会参加や障がいのある方々

の表現活動、不登校や孤立対策など、文化芸術

が持つ福祉的・教育的価値には、全国的にも注

目が集まっております。

 他県では、移動美術館、学校との連携、地域

巡回型展示、対話型鑑賞、地域イベントとの融

合など、「待つ美術館」から「出向く美術館」

への転換が進められております。

 県立美術館は、単なる展示施設ではなく、県

民誰もが文化芸術に触れ、交流し、感性を育む

ものです。

 知事は、県立美術館を地域社会のインフラと

して今後どのように位置づけ、県内全域へ文化

芸術を広げていくのかお伺いします。

 以上を壇上からの質問とし、以下は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 県立美術館は、本県の芸術文化振興の拠点と

して優れた作品を鑑賞する機会を提供し、県民

の文化的生活の向上に貢献するとともに、美術

作品を見ること、触れることにより、心の豊か

さをもたらし、心のケアにもつながる、社会的

価値を持つ施設であると考えております。

 また、今御指摘がありましたように、優れた

作品を展示するという場の提供にとどまること

なく、各地域に収蔵作品を届ける「旅する美術

館（タビビ）」などのアウトリーチ活動や、

「みやざきデジタルミュージアム」としてネッ

ト上で収蔵作品を公開することにより、来館で

きない方を含め、多くの県民の方がいつでもど

こでも気軽に展示物に触れる機会を提供してお

ります。

 県民の方々が豊かな生活を送ることができる

よう、これらの取組をさらに進めるとともに、

地域の多様な主体と連携・協力し、観光資源と

しての魅力を高め、地域活性化にも貢献するこ

とで、地域社会のインフラとしての役割を積極

的に果たしていく必要があると考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

○工藤隆久議員 ありがとうございました。地

域社会のインフラとしての役割を積極的に果た

していくという強い答弁をいただき、大変あり

がとうございます。前回も質問いたしました

が、博物館を含め、積極的な活用をお願いした

いと思います。

 次に、美術館は母と伺いましたが、広く、日

頃の運動不足の解消、また、違う感性との出会

いによる脳の活性化などにもつながったと感じ

ております。

 美術館では近年、アートを活用した高齢者の

孤立防止や認知症予防、障がいのある方の表現

活動、不登校支援など、福祉と文化を横断した

取組が全国的に広がっております。そのよさを
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最大限に活用できる取組をお願いしたい。

 そこで、福祉部局などと連携しながら、県立

美術館のよさを最大限に活用できる取組につい

て、教育長にお伺いします。

○教育長（吉村達也君） 知事の答弁や議員の

御質問にもありましたが、美術作品を見ること

や触れることにより、心の豊かさや安らぎが得

られ、感性や創造性が育まれるとともに、新た

な世界をかいま見ることもできます。

 これらの美術館が持つ多様な効果を福祉や観

光、地域活性化策等に取り込むことにより、そ

れぞれの施策に新たな付加価値をもたらすこと

が期待できます。

 また、関係部局に限らず、隣接する図書館や

博物館等と連携した取組も行うことで、美術館

そのものの価値も高まり、利用者のさらなる増

加につながるものと考えております。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。孫と

一緒に観覧するイベントや、おしゃべりオー

ケーな日など、イベントの開催もやってみては

と思います。楽しく行きたくなる美術館、開か

れた美術館の活用をお願いしたいと思います。

 さきにも述べましたが、県北には美術館がご

ざいません。その視点も持って、広く政策を

行っていただければと思います。

 次に、共生社会の実現に向けての取組を伺い

ます。

 技能実習制度から育成就労制度に移行しま

す。これは、実質的に外国人を育成し、日本で

働き、地域で定着してもらう制度になったもの

と理解しております。

 本県においても、様々な分野で外国人材の受

入れが進んでおります。単に働き手として受け

入れるのではなく、地域の一員として暮らす時

代へと変化しております。

 そこで大事なのが、県民と外国人の方々が、

互いの文化や価値観を理解し、地域で支え合う

関係が築けるかどうかであります。

 実際に外国の方に声をかけると、「地域との

接点がなく孤立している」「日本人住民と交流

する機会が少ない」との声も聞かれます。仕事

以外で日本人と話す機会がない。また逆に、県

民側にも「どのように接したらよいのか分から

ない」「文化の違いへの戸惑い」など不安の声

もあります。今後は地域共生政策として進めて

いく必要があると考えます。

 そこで、県として、多文化共生社会の実現に

向け、在住外国人との交流の機会をさらに拡大

していく必要があると考えるが、県の取組を商

工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 現在、人

手不足等を背景に、在住外国人の増加と居住地

域の県内全域への拡大が進む中、多文化共生社

会の実現のためには、在住外国人と県民が交流

等を通じ、相互理解を深めていくことが大変重

要であります。

 このため県では、日本語や生活知識を学ぶ教

室や日本文化体験イベントを県民と交流する形

で開催するほか、在住外国人が出身国や地域の

文化等を紹介する講座を実施すること等によ

り、交流の促進を図っております。

 今後とも、市町村や国際交流協会等と連携し

て、イベントや講座の開催地域をさらに広げて

いくとともに、連絡協議会や定期的に発行する

広報紙における優良事例の共有等を通して、多

様な主体による交流の場づくりの支援等に取り

組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。交流

の場をきっかけとしてのつながりも大事です

が、私が問いたいのは、日頃からのつながりの
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重要性であります。地域の一員として、外国の

方を巻き込んでいく取組をお願いしたいと思い

ます。また、交流イベントを、県央だけでな

く、県全域で行っていただければと思います。

 次に、大人の発達障がいについて伺います。

 発達障がいは、2005年、発達障害者支援法が

施行されてから広く認知されるようになりまし

た。私の学生時代には聞き慣れない言葉でし

た。発達障がいがありながら、発見されず、自

身も気づかず、人間関係で苦労されている方は

多いと思います。また、雇用する側としても、

この人は少し意思疎通が難しいなと気づいたと

しても、どこに相談したらよいのか、どのよう

に接したらよいのか分からないケースがあると

聞いております。

 発達障がいは診断までに時間を要すること、

また、大人の発達障がいにおいては、診断後の

支援体制、就労支援、企業支援など、多くの課

題を抱えているのが現状ではないでしょうか。

 発達障がいのある方は、適切な環境調整や支

援があれば高い能力を発揮できる一方、職場で

のミスマッチにより、早期離職につながるケー

スがあります。人手不足が深刻化する中、これ

は本人の問題だけではなく、企業や地域経済に

とって大きな損失であります。

 そこで今回は、雇用後に初めて発達障がいと

判明した当事者と企業に対する支援について、

福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 雇用後に初め

て発達障がいであると判明した当事者について

は、早期に支援につなげていくことが重要であ

ります。

 このため県では、県内３か所に設置した発達

障害者支援センターにおいて、医療、福祉、就

労などの相談に対応しております。

 また、県内７か所の障害者就業・生活支援セ

ンターでは、当事者に対して、職場訪問などを

通じた定着支援や、就業に伴う悩みへの助言等

を行うとともに、企業に対しては、各種支援制

度の助言や、障がい特性に応じた仕事の進め

方、人間関係の調整の仕方等への助言を行って

います。

 県としましては、当事者と企業が適切な支援

へつながるよう、ホームページの活用等によ

り、相談窓口や支援制度のさらなる周知に努め

てまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。対

応、助言はしておりますが、届いていないのが

現状ではないでしょうか。周知、連携をしっか

りとお願いしたいと思います。

 次に、継続して質問させていただきます。ひ

きこもり問題について伺います。

 先日、山梨県のひきこもり施策を視察してき

ました。国からの指定を受け、令和５年度まで

ひきこもり就労体験モデル事業を行っておりま

した。その後は国の事業でなくなったことか

ら、県独自の事業として、現状ある事業、自立

支援相談機関、福祉事業所、企業支援などを組

み合わせた同様の事業を継続しております。

 ここで大事なのが、現状の事業の横の連携

で、ひきこもり者の就労支援を行っているとい

うことです。

 そこで、この山梨県のような取組を検討し、

ひきこもりの方を就労につなぐ取組が必要と考

えるが、県の取組について、福祉保健部長にお

伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） ひきこもりの

方々の背景や課題は多様化しており、就労支援

に当たっては、福祉と就労の連携が重要となっ

ております。
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 このため県では、福祉や労働の幅広い支援機

関で構成する連絡会議を通じ、横断的な支援を

実施しております。

 また、現場レベルでは、県ひきこもり地域支

援センターにおいて、ひきこもりコーディネー

ターの就労支援窓口への同行や、各関係機関と

密に情報共有を行うなど、実際の就労につなが

るよう、より相談者に寄り添った支援を行って

いるところです。

 今後とも、関係機関と連携しながら、ひきこ

もりの方本人やその御家族への切れ目ない支援

の充実に取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。ここ

で重要なのが、新たな事業ではなく、横の連携

で対応できるものであるとの確認でございまし

た。ひきこもりの視点を持って対応していただ

ければと思います。

 次に、同和問題についてお伺いします。

 先日、部落解放同盟宮崎県連合会の方と懇談

しました。まず大事な視点が、この同和問題に

ついて、あまり触れるな、問題にするなという

雰囲気があるのではないかということです。

 部落差別の解消の推進に関する法律第２条に

は、「部落差別の解消に関する施策は、全ての

国民が等しく基本的人権を享有するかけがえの

ない個人として尊重されるものであるとの理念

にのっとり、部落差別を解消する必要性に対す

る国民一人一人の理解を深めるよう努めること

により、部落差別のない社会を実現することを

旨として、行われなければならない」と規定さ

れております。

 また、国及び地方公共団体の責務として、第

３条の２では、「地方公共団体は、前条の基本

理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国と

の適切な役割分担を踏まえて、国及び他の地方

公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情

に応じた施策を講ずるよう努めるものとする」

との規定があります。

 触れるな、問題にするなとの理念は全くござ

いません。あくまでこの問題は、部落差別は許

されないとの働きを続けなければならない。こ

の視点で以下の質問をしてまいります。

 まず、「人権に関する県民意識調査」が５年

ごとに行われております。その中で、同和問題

に関する質問事項もあります。

 令和４年度の調査では、「仮にあなたにお子

さんがいらっしゃるとして、そのお子さんが同

和地区出身者の方と結婚したいと相談してこら

れた場合はどうされますか」との質問がありま

す。一番多いのは、「子供の意思を尊重し、親

として支援・助力していく」が33.7％です。

「子供の意思に任せる」と合わせると64.4％に

なります。反面、「認めない」など否定的な回

答は12.3％です。

 ここで問題にしたいのが、「分からない」と

の回答が20.6％あることです。この「分からな

い」は、同和問題について無関心なのか無知な

のか、同和問題をなくすために活動されてきた

当事者からは、「何十年にわたり活動してきた

中で、この部分が一番怖い。長年やってきたが

残念だ」と言われております。

 そこで質問いたします。「人権に関する県民

意識調査」における同和問題に関する調査結果

について、県の受け止めと今後の対応を総合政

策部長にお伺いします。

○総合政策部長（大東 収君） これまで県に

おきましては、日本固有の人権問題である同和

問題の解決に向けて、国、市町村ほか関係機関

と連携し、様々な啓発活動に取り組んでおりま

す。
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 しかしながら、「子供が同和地区出身者と結

婚したいと相談してきた場合にどうするか」と

いう設問に対し、否定的な回答ですとか「分か

らない」などの曖昧な回答が一定程度あること

は、同和問題に関する正しい理解が十分に浸透

していない状況にあるとして、重く受け止めて

おります。

 今後とも、県民向けの講座や企業・団体等を

対象とした研修、啓発用パンフレットの作成・

配布など、あらゆる手法により、同和問題の解

決に向けて粘り強く取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。「愛

の反対は憎しみではなく、無関心である」、こ

れはマザー・テレサが残したとされる非常に有

名な言葉です。愛と憎しみは、相手に関心があ

るという点では共通しておりますが、無関心

は、対象の存在すら認めない究極の断絶である

という意味が込められています。当事者は我々

世代でこの問題を解決したいとの思いでやられ

ている。ぜひその気持ちを酌んでいただければ

と思います。

 次に、同和教育を担当することになった教員

が、部落解放同盟宮崎県連合会との共同作業、

勉強会などを行うことに対して、周りの教員か

ら「大変だね。いろいろあるんじゃないの」と

いった声があったと聞いています。非常に残念

であると思います。この声をかけられた先生は

「非常に不安が募った」と言われております。

同和問題をなくすために教える側の教員が問題

を軽く見ているのではないか。

 そこで、教職員に対して同和問題に関する研

修をどのように行っているのか、教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒に同和問題

を人権問題として正しく伝えるためには、まず

は教職員が正しく理解し、人権意識を高める必

要があります。

 そのため教育委員会では、全ての教職員が同

和教育の推進に関わっていくよう、各学校で同

和教育をリードする管理職や人権教育担当者を

対象に、専門家による講話や同和教育の進め方

に関する研修を実施しております。

 また、県立高校において、拠点となる学校の

教職員を人権教育研究員として任命し、地域の

学校及び教職員に対し、各地域の同和問題に関

する研修等を行っております。

 さらに、全ての教職員が同和教育を適切に行

えるよう、指導資料や実践事例等を集約した

「宮崎県人権教育アーカイブ」を県教育研修セ

ンターのホームページに掲載し、研修の充実に

努めております。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。全教

員がこれは重大な人権問題だとの認識を持て

ば、こういう言葉は出てこないと思います。日

本固有の人権問題であるとの認識を持って、誰

でも同和問題を教えられるように研修をお願い

いたします。

 次の質問に移ります。

現在、漢方薬の原料などは、90％以上が中国

などから輸入されていると伺っております。こ

の問題解決に、漢方薬の原料となる薬木を栽培

している方がおられます。野菜と違い、数年で

結果が出ない、木の実がなり、成分が漢方薬に

適して初めて結果が出るもので、それには10年

単位の歳月がかかります。農地利用する際、こ

の点が問題になります。土地を借りたが、３年

で原状回復して返してくれと言われて、困って

おられました。

 そこで、遊休地などの有効活用のための農地

バンクがございますが、農地バンクから耕作者
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への農地の貸付期間の現状について、農政水産

部長にお伺いします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 本県の農地バ

ンクは、耕作者への農地の貸付期間を、10年以

上の長期を基本に運用しております。

 また、耕作者の経営の安定や発展に資するよ

う、貸手の意向等も踏まえながら、さらに長期

の貸付期間を設定するなど、柔軟に対応してお

ります。

 この結果、令和７年度末の貸付件数のうち、

期間が10年以上のものは約６割を占め、果樹な

どの栽培期間が長い品目の場合には、20年を超

える事例もあります。

 県といたしましては、今後も、耕作者にとっ

て、安定的な農地の確保や規模拡大につながる

よう、農地バンクの制度周知に努めてまいりま

す。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。長期

の貸付期間があるということは、大変強力な支

援になると思います。個別適切に相談に乗って

いただきますよう、よろしくお願いいたしま

す。

 次に、貸切りバスについてお伺いします。

 貸切りバスは公定の料金があり、物価高騰な

どに対応して設定されており、そのため料金が

高騰し、貸切りバスの利用が減っているとお聞

きしております。

 美術館の活用等で貸切りバスを使う、部活動

での遠征で使う、県内観光ツアーで活用するな

ど、活用方法は様々あると思います。

 そこで、貸切りバス事業者が厳しい経営状況

にある中、スポーツ合宿や観光での貸切りバス

利用促進が必要と考えるが、県の取組を商工観

光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 県では、

重点支援地方交付金を活用し、物価高騰の影響

を受けている県内の観光関連事業者を支援する

ため、スポーツ合宿や団体旅行を通じた滞在型

観光を促進し、地域観光産業の活性化を図る中

で、貸切りバスの利用に対する支援を行ってお

ります。

 具体的には、本県でスポーツ合宿を実施する

団体を対象に、貸切りバスの借り上げ費用につ

いて５万円を上限に助成するものです。

 また、本県での修学旅行や宿泊つきバスツ

アーを実施する旅行会社等に対して、貸切りバ

スの借り上げ費用を１台につき１日当たり３万

円を上限に助成しております。

 県としましては、これらの事業の周知徹底を

図り、スポーツ合宿や団体旅行の誘致を推進す

ることで、貸切りバスの利用促進につなげてま

いります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。ぜひ

日帰りのほうにも拡張していただければなと思

います。

 続けて、昨年６月にも質問しましたが、市街

化調整区域についてお伺いします。

 ６月議会での知事の答弁は、「安心・安全で

持続可能なコンパクトなまちづくりを進めてお

り、この中で、線引きについては、当面、維持

することとされております。線引きの見直しに

当たりましては、今後とも市町と連携・調整を

図り、地域の実情等を考慮しながら適切に対応

してまいりたい」との答弁でございました。

 また、９月の内田議員の質問に関しまして

は、都市計画マスタープランの改定について、

「事前復興まちづくり計画の考え方などを追加

する予定であります。また、東九州自動車道、

九州中央自動車道、細島港などの整備進展に伴

い、新たな産業拠点の形成が必要とされる場合
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には、関係機関と調整を図った上で、計画的な

整備を行う方針を示すこととしております」と

答弁しております。

 担当課に確認しましたところ、今回の都市計

画マスタープランの改定において、市街化調整

区域の線引きは変わりませんでした。昭和45年

のままです。これはどういうことなのか、ちょっ

と私には分かりかねるところです。

 また、市町において、計画的な地区計画の整

備状況は現状ないとも聞いております。答弁に

あった災害に強いまちづくりを、県と市が連携

して、しっかりと進めていただきたいと思いま

す。

 先日、延岡市の都市計画関係課の方に、企業

誘致、ホテル誘致の件で相談に行き、話を伺い

ましたら、「市街化調整区域は県が決めてい

る。私たちは従うだけです」といった趣旨の発

言がありました。

 そこで、産業立地や災害に強いまちづくりの

実現に向けた県の取組と、都市計画区域マス

タープランにおける線引きの有無について延岡

市の意見は反映されているのか、県土整備部長

にお伺いします。

○県土整備部長（中原 学君） 市街化調整区

域への企業立地や移転につきましては、市町が

地区計画を策定することで可能となることか

ら、県では、地区計画に関する勉強会を開催す

るなど、課題解決に向けた取組を支援しており

ます。

 また、災害に強いまちづくりに向けて、今回

改定した都市計画区域マスタープランでは、事

前復興まちづくり計画の考え方や検討すべき事

項を追加し、市町の計画策定を促すこととして

おります。

 なお、今回の改定では、延岡市の区域区分、

いわゆる線引きは、当面、維持することとして

おり、その決定に当たっては、都市計画法に基

づく人口の動向や土地利用の状況に関する調査

結果、さらには延岡市の意見も踏まえ、総合的

に判断しております。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。しっ

かりと延岡市の意見も聞いていただいていると

思います。市街化調整区域の見直し、地区計画

を進めるための責任の所在はどこにあるのかを

明確にしたいと思い、質問させていただきまし

た。改めて、津波があった際、延岡市の沿岸地

域にある工場は大丈夫なのか、移りたくても移

れない方に対してどう政治が動くのか、今後も

連携した検討をお願いしたいと思います。

 多くの議員が質問しているとおり、イラン情

勢の中、様々な弊害が出てきているのは明らか

でございます。今回、私が聞きたいのは、現状

の公共事業における入札状況についてです。

 質問いたします。公共工事を円滑に進めるた

めに、入札不調対策にどのように取り組んでい

るのか、県土整備部長にお伺いします。

○県土整備部長（中原 学君） 公共工事の入

札不調は、配置技術者等の減少や山間部の工事

など施工条件の厳しさが要因と考えられ、今後

は、中東情勢による資材の価格高騰や供給不足

に伴う影響も懸念されます。

 このため、資材価格や労務単価の変動を適切

に予定価格へ反映するとともに、発注時期の平

準化や、配置技術者の専任要件緩和のほか、入

札参加者の地域要件の拡大など、受注しやすい

環境づくりに取り組んでおります。

 また、昨年４月からは、資材の調達や技術者

の配置がより柔軟に行えるよう、工期の余裕期

間を最大６か月に拡大したところです。

 今後とも、建設関係団体と意見交換を行い、

- 215 -



令和８年６月16日(火)

地域の実情の把握に努めるなど、公共工事の円

滑な執行に取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。計画

的に進められている公共事業でございますの

で、順調に、かつ建設事業者などが余裕を持っ

て行えるようお願いしたいと思います。不安定

な世界状況、資材が入ってこない中でどのよう

に進めていくのか、現場の状況を把握し、進め

ていただければと思います。よろしくお願いい

たします。

 文科省の令和６年度調査では、小中学校の不

登校は35万3,970人で過去最多、近年は小学校

段階での増加が目立ち、低年齢化が大きな論点

です。

 原因として、第１に、無気力・不安と分類さ

れる子が多いが、その内実は十分に分かってい

ないという問題がございます。文科省委託の要

因分析調査も、無気力に至る経緯や要因が明ら

かではなく、実態把握が不十分だとしておりま

す。

 第２に、コロナ禍以降、生活のリズム、対人

関係、家庭環境、学校への意識が変化したこと

が指摘されております。文科省も、登校に対す

る意識の変化、特別な配慮を必要とする児童へ

の早期支援の課題、生活リズムの不調などを背

景として挙げております。

 第３に、学術論文では、不登校は、身体的症

状、性格特性、家庭・社会的要因が絡む状態で

あり、頭痛・腹痛など心身症状として現れるこ

ともあると整理されております。

 専門家、国の資料で共通する見方は、単一要

因ではなく複合要因です。現場の支援施設や関

係者からも、単に学校に行けないという問題で

はなく、睡眠不足や昼夜逆転、スマートフォン

等による生活リズムの乱れ、家庭の孤立、発達

特性への対応不足など、子供の生活環境全体に

課題を抱えるケースが増えているとの声があり

ます。

 逆に、自然体験や外遊び、小集団での活動、

自主性を尊重した学習などを通じ、生活リズム

や意欲を取り戻し、再び学びにつながっていく

子供もいると聞いております。不登校の背景に

は、教育委員会だけでは対応し切れない、福

祉、医療、子育て支援、地域コミュニティー、

家庭支援など、社会全体の課題が複雑に絡み

合っているのではないでしょうか。

 そこで、不登校の低年齢化について、知事部

局も一体となって取り組むべきと考えますが、

知事の考えをお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 本県の小学校の不登校

児童数は、直近の令和６年度で1,053人となっ

ており、新型コロナ蔓延前の令和元年度の337

人と比較すると３倍以上になっております。不

登校の低年齢化への対応は、極めて重要である

と考えております。

 現在、県では、子ども・若者プロジェクトに

おいて、安心して子育てできる教育環境をつく

ることを目指し、不登校児童生徒支援の拠点と

なる「コネクト」の開設、スクールカウンセ

ラーの全公立学校への配置などの取組を行って

きております。

 さらに、知事部局と教育委員会が連携した取

組として、不登校を含む諸課題の未然防止を図

るために、幼児期から小学校入学までを円滑に

接続する幼保小連携を進めております。

 また、幼児期からの様々な相談に応じること

ができる子ども・若者総合相談センター「わか

ば」等による支援も行っております。

 今後も、不登校が低年齢化している現状を踏

まえ、関係部局一体となって、包括的な支援体
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制の整備に取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。本当

に子供は未来でございますので、しっかりと関

係部局一体となってやっていただければと思い

ます。

 続けて、国の教育ＤＸ・教育人材政策の資料

では、子供が多様化する中で、紙ベースの一斉

授業は限界と明記され、「そろえる教育」から

「伸ばす教育」へ転換し、個別最適な学びと協

働的な学びを両立させる必要があるとされてお

ります。

 低年齢化の背景には、一斉授業・集団適応を

前提とした学校教育の限界があるのではない

か。個別最適な学びと協働的な学びの必要性が

高まっています。

 宮崎県は「ひなたの学び」を進めており、非

常に有効な方向性だと考えております。

 そこで、不登校対策における学び合いや探究

学習は有益だと考えるが、教育長の考えをお伺

いします。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒にとって、

学校が安全・安心な居場所であることが不登校

の未然防止になることから、学校生活で最も多

くの時間を過ごす授業を魅力あるものにする必

要があります。

 教育委員会では、児童生徒が自ら学びに向か

う力を育む魅力ある授業づくりのため、一人一

人が問いを持ち、仲間となって学び合い、課題

を解決する「ひなたの学び」を推進しておりま

す。この中では、議員の御質問にもありました

とおり、学び合いや探究学習を重視しており、

これらの学習を通して、共感的人間関係を育

み、自己存在感を与える場となることから、不

登校対策の観点からも有益な実践だと考えてお

ります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。ぜひ

「ひなたの学び」を、主体的・対話的な学びに

より、考えを深める児童生徒の育成を全県下の

教員が行えるようにお願いしたいと思います。

 次に、大人の発達障がいについては質問しま

したが、子供の発達障がいに関連して質問いた

します。

 発達障がいの支援については、療育や教育支

援、放課後等デイサービスなど、子供本人への

支援体制の充実が進められております。

 一方で、現場の保護者の方々から話を伺う中

で、私は、診断を受けた親への支援が十分であ

るのか、強い課題意識を持っております。

 ある保護者の方は、「突然お子さんには発達

障がいがありますと告げられ、さらに遺伝の可

能性もありますと説明を受け、自分自身を責め

続けた」と語っておられました。

 また、これは別の方ですが、「子供とどう向

き合えばいいのか分からない」「将来への不安

を誰にも相談できなかった」「周囲に理解され

ず孤立した」といった声も少なくありません。

 幸いその方は、放課後等デイサービスの園長

と日常的に会話を重ねる中で、「大丈夫ですよ。

一緒に考えていきましょう」と寄り添われ、心

が救われたと話されておりました。しかし、誰

もがそのような出会いや支えに恵まれているわ

けではありません。

 発達障がいは、子供本人だけの問題ではな

く、家庭全体の不安や孤立に関わる問題であり

ます。親が孤立し、不安を抱え込めば、結果と

して子供の成長環境にも大きな影響を与えま

す。だからこそ私は、親を支えることは子供を

支えることにつながると考えます。

 そこで、発達障がい児の保護者に対する支援

について、県の取組を福祉保健部長にお伺いし
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ます。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 発達障がい児

の支援においては、子供の成長・発達の過程で

様々な葛藤に直面する保護者に対して、その気

持ちに寄り添うことが重要であると考えており

ます。

 県では、発達障害者支援センターで、保護者

等からの発達障がいの診断に関する問合せや、

子供のために家庭でできる取組についての相談

に対応しているほか、発達障がい児の子育て経

験のある親をペアレントメンターとして養成

し、派遣を行っております。

 県としましては、保護者が孤立することなく

安心して子育てできるよう、支援に取り組んで

まいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。発達

障がいと診断された後、保護者からは「どこに

相談すればよいのか分からない」「一人で抱え

込んでしまう」といった声が聞かれます。県と

して、診断直後の保護者に対する相談窓口や支

援体制を分かりやすく周知していただければと

思います。また、継続的に伴走できる仕組みを

お願いします。

 これまで私は、医療的ケア児者・重症者のレ

スパイト支援等を繰り返し質問してきました。

しかし、現場の声を伺う中で、もう一つ支援か

ら取り残された存在がいることを痛感しており

ます。それが障がいのある方のきょうだいで

す。幼い頃から親に遠慮し、我慢を重ね、時に

は介助や見守りを担いながら育つ、自分がしっ

かりしなければならない、将来は自分が面倒を

見るしかない、そうした重圧を抱えながら生き

ている方は少なくありません。

 中には、進学や就職、結婚、人生設計そのも

のに影響を受けているケースもあります。さら

に、障がいがある兄弟姉妹のケアを日常的に担

う中で、いわゆるヤングケアラーの状態となっ

ている子供たちも存在しております。現状で

は、障がい者本人への支援、保護者支援はあっ

ても、きょうだい支援は制度のはざまに置か

れ、十分な光が当たっているとは言えません。

 国は現在、ヤングケアラー支援について、福

祉、医療、教育の連携を進め、自治体による実

態把握やコーディネーターの配置を進めており

ます。これは家族だけにケアを背負わせない社

会へ転換している流れではないでしょうか。県

として、障がい者兄弟姉妹の実態把握や相談支

援、居場所づくり、心理的ケアなどの体制づく

りが必要だと思います。

 そこで、障がい者のきょうだいへの支援につ

いて、県の取組を福祉保健部長にお伺いしま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） きょうだいが

家庭の事情により、介護や世話等を過度に行

う、いわゆるヤングケアラーにつきましては、

家庭内のデリケートな問題として表に出にく

く、支援に至らないという課題があります。

 そのため県では、専門相談員による相談対応

や学校・県民向けに研修会を実施する子ども・

若者総合相談センター「わかば」を県内全ての

中高生に対し周知するとともに、市町村のこど

も家庭センターや要保護児童対策地域協議会と

連携しながら、ヤングケアラーを早期に発見し、

適切な支援につなげることとしております。

 今後とも、市町村や教育委員会等と十分連携

しながら、支援の必要な方が安心して生活でき

る環境づくりに取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。本当

に取り残されていると常々感じております。ヤ

ングケアラーだけではなく、社会に出たきょう
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だいもおります。心理的なケア、相談するとい

う認識すら持てないきょうだいもいらっしゃい

ます。当事者同士の連携なども含め、進めてい

ただければと思います。

障がい者にきょうだいがいれば、しっかり

フォローしていく体制、少なくとも声かけだけ

でもしていただければと思います。「やってい

ます」という問題ではないと痛切に感じており

ます。

 地域医療・福祉についてお伺いします。

 まず、県立病院についてでございます。

コロナが５類に分類されても、依然、厳密な

面会制限がされており、１日２人から３人ま

で、面会時間は30分までなど、入院患者は治療

目的で入っておりますが、家族に会えず、話も

できず、孤独であろうと思います。

 また、家族も電話などで話はできても不安で

す。会うことは非常に重要であろうと思いま

す。臨終の際の立会いも心配です。果たして患

者に寄り添った病院経営なのでしょうか。

 また、子供は、感染症対策で中学生以下は面

会禁止などもございます。入院中に子供と会え

るだけで、どれだけ患者が癒やされるか。

感染症対策として、面会制限はある程度必要

であるとは思いますが、そこで、県立病院での

面会における子供や人数等の制限について、制

限の緩和や柔軟な対応が必要と考えるが、病院

局長の考えをお伺いします。

○病院局長（重黒木 清君） 入院患者への面

会機会の確保は、患者や家族の不安を和らげる

とともに、退院を円滑に進める上で大変重要な

ものです。このため県立病院では、新型コロナ

の５類移行後、面会制限の緩和を進めてまいり

ました。

 一方で、県立病院は高度急性期医療を担って

おり、院内には免疫力が低下した重症患者など

が多く入院されております。また、一般的に子

供は感染リスクが高く、意図せず病原体を持ち

込むリスクが否定できないため、面会には慎重

な判断が必要となっております。

 このような観点から、各病院におきまして面

会ルールが定められているところであります

が、患者や御家族の状況に応じた個別の相談に

は柔軟に対応しており、今後とも、利用者に寄

り添った適切な病院運営に努めてまいります。

○工藤隆久議員 柔軟な対応をしていただいて

いるということでございますが、私もその現場

にいたときに、３人連れの子供が来たら普通に

帰されていまして、なかなか柔軟な対応ができ

ているのかなと疑問に思うところがございま

す。しっかりと柔軟な対応の徹底をお願いした

いと思います。

 先日、障がいのあるお子さんを育てておられ

る保護者の方から切実な御相談をいただきまし

た。その方は、御自身が体調を崩し、一時的に

お子さんの世話が十分にできなくなったことを

きっかけに、もし自分に何かあったら、この子

はどう生きていくのだろうかと強い不安を抱く

ようになったそうです。そして、将来について

相談できる窓口を宮崎県内で探されたとのこと

でした。

 しかし、制度やサービスの説明ではなく、親

亡き後のことを含め、暮らし全体を一緒に考え

てくれる相談先が見つからず、最終的には大分

県佐伯市の相談窓口まで足を運び、話を聞いて

もらったと伺いました。

 私はその話を聞き、本当に申し訳ない気持ち

になりました。宮崎で暮らし、宮崎で子育てを

し、宮崎で必死に家族を支えて暮らしている県

民が、将来への不安を相談するために県外まで
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行かなければならない。これは単なる相談窓口

の不足という話ではなく、障がいのある方とそ

の家族の将来への安心を、県として十分に支え

切れていないという現実ではないかと感じてお

ります。

 親亡き後の支援は、親が亡くなった後に慌て

て考えるものではありません。親が元気なうち

から、住まい、就労、医療、金銭管理、成年後

見、意思決定支援なども含め、本人が地域で安

心して暮らしていける準備を進めていくことが

重要です。そして、これは障がいのある子を持

つ親の共通的な悩みであると思います。

 現状では、制度ごとに相談先が分かれ、家族

自身が情報を探し、つなぎ合わせなければなら

ない状況でございます。本当に必要なのは、本

人の人生全体に寄り添い、将来設計を伴走でき

る支援体制であり、それを担う人材育成ではな

いでしょうか。

 そこで、障がい者の保護者が抱える悩みは親

亡き後の生活であると考えるが、県としてこの

問題にどのように取り組んでいくのか、知事に

お伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 親亡き後の問題につい

て、障がいのある方やその御家族は、将来に向

けた生活設計や、そのために今何をすべきなの

かなど日々悩まれており、極めて切実な問題で

あると重く受け止めております。

 居住の場の確保や財産の管理など、様々な課

題が複雑に絡み合っておりますので、御家族が

どこに相談すればいいのかと悩み、孤立するこ

とがないよう、地域社会全体で支え合う体制の

構築が何より重要であると考えております。

 このため、県としましては、身近な地域で誰

もが安心して相談でき、適切な支援へと確実に

つながる相談支援体制を強化するなど、障がい

のある方やその御家族が住み慣れた地域で自分

らしく暮らすことができるよう、しっかり取り

組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。これ

は本当に障がいのあるお子さんがいらっしゃる

親の共通の認識であると思います。しっかりと

取り組んでいただければと思います。

 えてして、現状の対策に親は責任を負います

が、あまり考えないようにしていると思ってお

ります。しかし、将来が見えてくると安心感が

生まれ、希望が持てます。相談体制の確保を強

くお願いしたいと本当に思います。今後の県の

対応をしっかりと見守っていきたいと思いま

す。

 先日、障がい者施設を運営されている方から

も切実なお話を伺いました。「グループホーム

など地域で暮らせる方はそれでよい。しかし現

実には、施設でなければ支え切れない障がい者

の方もいらっしゃいます」との言葉でした。

 特に、精神疾患を伴う方や強い行動障がいの

ある方については、家族だけでは支え切れない

ときがあります。また、県北では救急車を受け

入れる精神科病院はなく、実質的に一時保護の

ような形で受け入れている施設もあるのが現状

でございます。地域移行や地域共生社会の理念

は大変重要ですが、一方で、現場では、命を守

る最後のとりでとして、入所施設が担っている

役割は非常に大きいと感じております。

 また、障がい者施設の老朽化については、こ

れまで多くの県議会議員も指摘してきた課題で

あり、現場から不安の声も上がっております。

国において、社会福祉施設等施設整備費国庫補

助金など、施設整備や防災・老朽化対策への支

援制度も用意されています。もはや課題認識の

段階ではなく、県としてどう動くかが問われて
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いるのではないでしょうか。

 そこで、入所施設の役割の重要性を踏まえ、

施設の老朽化対策として、建て替えや改修に対

する支援の在り方について、知事の考えをお伺

いします。

○知事（河野俊嗣君） 入所施設は、重度障が

いの方への専門的支援や緊急時の受入れなど、

地域に不可欠な社会基盤として多面的な役割を

担っており、その役割を持続させることは極め

て重要であります。

 現在、多くの施設で老朽化が進行する中、時

代の変化や利用ニーズに即した機能をどのよう

に維持していくかは重要な課題でありまして、

昨年度、国においても、利用者の暮らしの質を

向上させる個室化のほか、災害時における拠点

機能の強化などが今後のあるべき姿として示さ

れたところであります。

 そのため、入所施設の整備に当たりまして

は、地域において施設が果たすべき役割や付加

すべき機能の在り方を踏まえ、多方面からの検

討が必要であると考えております。

 県としましては、施設関係者や市町村等と丁

寧な対話を重ね、将来を見据えた持続可能な支

援体制を共に描き、障がいのある方一人一人が

自分らしい人生を送ることができる社会の実現

にしっかり取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございます。施設

でしか救えない、見られない、ケアできない方

もいらっしゃいます。その現実、そして施設が

老朽化し、使用できなくなる可能性が現実とし

てあることを直視し、早急な対応をお願いした

いと思います。

 三重県の医療的ケア児者支援の取組について

視察してまいりました。これは、医療的ケア児

者支援事業者の方から「ぜひ三重県に行って視

察してきてほしい」と言われて行かせていただ

きました。

 三重県では、医療圏ごとに継続的な研修や事

例共有、課題検討も行われており、医療的ケア

児者コーディネーターが単なる資格取得者では

なく、地域の医療、福祉、教育をつなぐ実践的

な存在として機能していると感じました。

 一方、宮崎県内の医療的ケア児者支援事業者

の方々からは、「コーディネーターが何をして

いるのか見えない」「市町村に置かれているこ

とで連携できていると思うのは勘違い」「実際

には相談支援や横のつながりが十分に機能して

いない」といった切実な声も伺っております。

 宮崎県においても、医療的ケア児者コーディ

ネーターの養成は継続して行っておりますが、

養成しただけで終わりとなり、現場や利用者支

援につながっていなければ、本来の目的を果た

しているとは言えないのではないかと感じてお

ります。

 制度を整えることが目的ではなく、医療的ケ

ア児者とその家族が、相談できた、支援につな

がったと実感できる支援体制を構築することが

重要であります。

 そこで、養成した医療的ケア児者コーディ

ネーターについて、県として、今後どのように

活用し、現場支援や多職種連携につながる実効

性ある体制として機能させていくのか、福祉保

健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 医療的ケア児

等コーディネーターは、医療、保健、福祉、教

育など、各分野との連携や調整を行う役割を

担っており、昨年度までに285名を養成してお

ります。

これらの方々は、市町村や医療機関、福祉の

事業所で活動しており、地域における支援の中
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核となる重要な存在であると考えております。

 このため県では、具体的な連携手法を学ぶ研

修会を実施するなど、市町村等と連携しなが

ら、地域の多職種連携を推進することとしてお

ります。

 今後とも、コーディネーターの養成を進める

とともに、地域でより実効性のある現場支援を

行う体制づくりに取り組んでまいります。

○工藤隆久議員 285名、大変多いと思いま

す。しかし、この方たちが実質的にしっかり動

けているのか。養成で終わらず、その方々に活

躍してもらって初めて意味があると思います。

よろしくお願いいたします。

 同じく、大阪府の訪問看護についての取組を

視察してきました。

 大阪府では、訪問看護教育ステーションの設

置や管理者研修、同行訪問支援、新任訪問看護

師育成支援など、訪問看護師を養成して終わり

にせず、地域全体で育成・定着につなげる体制

づくりが進められておりました。

 医療的ケア児者の対応には、高度な知識と技

術、さらには家族支援、多職種連携が必要であ

り、現場からは、「医療的ケア児者に対応でき

る訪問看護師が足りない」との声も聞かれてお

ります。

 宮崎県において、高齢者や医療的ケア児者が

地域で安心して暮らしていくためには、訪問看

護師の確保と専門性向上は極めて重要であると

考えます。

 そこで、医療的ケア児者や高齢者に対する専

門的な技術の習得など、訪問看護に従事する看

護師にどのように支援を行っているのか、福祉

保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 医療と介護の

連携が求められる中、訪問看護に従事する看護

師のスキルアップは大変重要であると認識して

おります。

 このため県では、訪問看護師の技術向上に向

け、キャリアに応じた階層別の研修や、医療的

ケア児に対応するための講習会を開催しており

ます。

 さらに、看護師が診療の補助として、訪問先

で迅速かつ適切に一部の医療行為ができる特定

行為研修への派遣について、訪問看護事業所等

に補助を行っているところです。

 県としましては、今後とも引き続き、関係団

体と連携しながら、訪問看護師の資質向上を支

援してまいります。

○工藤隆久議員 ありがとうございました。運

営面についても支援を行っているのかとの質問

をするところでしたが、時間が来ましたので終

わりたいと思います。適切な回答を大変ありが

とうございました。（拍手）

○外山 衛議長 次は、永山敏郎議員。

○永山敏郎議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。都城市選出、県民連合立憲の永山敏

郎です。通告に従い質問いたします。

 先月、政府のインテリジェンス機能、いわゆ

る情報活動機能の強化を目的とする国家情報会

議設置法が国会で可決・成立いたしました。こ

の法律は、総理大臣を議長とする国家情報会議

を新たに設置するとともに、これまで情報収

集・分析を担ってきた内閣情報調査室、いわゆ

る内調を国家情報局へと再編し、政府全体の情

報収集・分析機能を強化するものです。

 ロシアによるウクライナ侵攻、中国をめぐる

東アジア情勢の緊張、国際テロやサイバー攻撃

の高度化など、近年、我が国を取り巻く安全保

障環境は厳しさを増しています。昨今では、認

知戦という新しい概念も登場し、ＳＮＳやＡＩ
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などを駆使し、偽情報や扇情的な情報を流すこ

とで、人々の認識、価値観、判断力を意図的に

操作・誘導し、社会の分断や混乱を引き起こす

情報戦略が取られております。

 そうした背景を受け、正確な情報収集と分析

能力の強化、国としての情報力の向上が重要で

あることは理解できます。

 一方で、国会審議では、情報機関の権限拡大

に伴う個人情報やプライバシー保護の在り方、

政治的中立性、情報機関のチェック機能の在り

方等について指摘、議論されております。ま

た、住民の監視強化、市民運動、政治活動が阻

害されるのではないか、そういった心配や、日

本国憲法に定める思想・良心の自由の侵害を懸

念する声も上がっています。

 安全保障の強化と国民の権利・自由の保障を

いかに両立させるかは、地方自治体にとっても

無関係な問題ではありません。国民の個人情報

を扱う自治体行政の立場からも、県として今後

の国の動向をしっかり注視していく必要がある

と考えます。

 そこで、国家情報会議設置法成立に対する知

事の受け止めについて伺います。

 以上を壇上からの質問とし、後の質問につい

ては質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 国家情報会議設置法は、内閣に、重要情報活

動や外国情報活動への対処に関する重要事項を

調査審議する機関を設置するもので、これは、

複雑で厳しさを増す国際環境において、国家と

しての情報力を高めるためのものであると認識

しております。

 一方で、情報収集におけるプライバシーの保

護は極めて重要であるため、国会の附帯決議の

中でも、個人情報保護法等の法令を遵守し、プ

ライバシーが侵害されることのないよう、十分

な配慮を行うことが求められております。

 これらの附帯決議を踏まえ、今後、政府にお

いて適切な運用がなされるものと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

○永山敏郎議員 ありがとうございました。た

だいま答弁にありました附帯決議については、

法的な拘束力はありません。政府は今後、スパ

イ防止法制定や対外情報機関創設も視野に入れ

ております。権限が拡大する機関に対し、しっ

かりとチェック機能を盛り込み、暴走に歯止め

をかける仕組みを構築しなければなりません。

今後も国の動きに注視し、声を上げていきたい

と思います。

 続いて、移住定住・関係人口創出に関して質

問いたします。

 先日、国勢調査の速報値が公表されました。

令和７年10月１日の宮崎県の人口は101万8,904

人で、５年前と比較すると５万672人減少して

おります。

 人口減少は、地域経済の縮小や担い手不足、

地域コミュニティーの維持、公共交通や医療・

福祉サービスの確保など、県民生活のあらゆる

分野に影響を及ぼす深刻な問題です。

 少子化や人口流出の問題に対し、県としても

この間、結婚、出産、子育ての支援、若者の県

内定着に向けた施策などを行ってきました。あ

わせて、県内各自治体もそれぞれ移住定住政策

に力を入れてきております。

 それでは初めに、本県の移住実績の推移につ

いて、総合政策部長に伺います。

○総合政策部長（大東 収君） 本県で把握し

ている移住世帯数は、県と市町村がそれぞれ公

的な施策により把握した数値でありまして、Ｕ
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ＩＪターンセンターを設置しました平成27年度

より統計を取っているものであります。

 御質問の推移につきましては、平成27年度の

202件から増加傾向にあり、令和５年度は過去

最高の1,877件となりましたが、その後はやや

減少しております。

○永山敏郎議員 令和５年度は都城市の移住政

策が話題になりました。そのため、移住が大幅

に増えており、県全体の移住実績の牽引になっ

たものと認識しております。その後はやや減少

とのことですけれども、長いスパンで見ます

と、増加傾向にあるのは間違いありません。

 また一方では、全国的な人口減少が進む中

で、自治体同士が限られた人口を奪い合うだけ

では、根本的な解決にはつながらないとの指摘

もあります。

 近年は、働き方や暮らし方の多様化により、

都市部と地方を行き来しながら生活する二地域

居住や、継続的に地域と関わる関係人口という

考え方が注目されております。必ずしも移住と

いう形にこだわらず、仕事や趣味、地域活動、

ふるさと納税、ワーケーションなどを通じて地

域とつながりを持つ人々を増やしていくこと

は、将来的な移住定住の促進だけでなく、地域

の活力維持や新たな担い手の確保にもつながる

ものと期待されています。

 二地域居住とは、都市部に生活の拠点を置き

ながら、地方にも住まいを持ち、仕事や余暇、

地域活動などを通じて継続的に地域と関わる暮

らし方です。旅行や出張といった一時的な滞在

とは異なり、日常的かつ定期的に都市部と地方

を行き来して、それぞれの地域で生活する点が

特徴です。

国においても、地方創生の重要施策として二

地域居住の促進を掲げ、関係人口の創出や地域

活性化につなげようとしております。

 令和６年10月には全国二地域居住等促進官民

連携プラットフォームも設立され、全国の多く

の地方公共団体や民間企業、関連団体等が参加

し、様々な移住政策等、官民マッチングの連携

を進めております。

 また、二地域居住の促進のため、市町村が特

定居住促進計画を策定することが可能になりま

した。さらには都道府県も、特定居住拠点施設

や重点地区を定めた広域活性化計画を策定する

ことが可能です。

 そこで、二地域居住促進のための広域的地域

活性化基盤整備計画及び特定居住促進計画の本

県における策定状況について、総合政策部長に

伺います。

○総合政策部長（大東 収君） 人口減少が進

む中、新たな人の流れを創出し、地域の担い手

を確保するためにも、二地域居住は有効な取組

の一つと考えております。

 御質問の各計画につきましては、二地域居住

に関する受入れ環境を整えるため、県が広域的

地域活性化基盤整備計画を、また市町村が地域

の特性を踏まえた特定居住促進計画を、双方が

綿密に連携して作成することが求められており

ますが、市町村における基本的な方針の検討が

進んでいないことや、二地域居住者の実態把握

などの課題がありますことから、現時点で県、

市町村ともに計画を作成しておりません。

○永山敏郎議員 先ほど紹介いたしました官民

連携プラットフォームにつきましても、今のと

ころ、県内自治体からの参加はないということ

でありました。

 また、県の広域的地域活性化基盤整備計画に

つきましては、隣県であります大分県、熊本

県、鹿児島県では策定済みであり、これら隣県
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と比較すると、本県は後れを取っているように

感じます。移住定住や関係人口に関しては県内

市町村でも議論されているようですが、この二

地域居住に関する計画については議論が進んで

いないようであります。

 宮崎県は、豊かな自然環境、温暖な気候、食

や農業など多くの魅力を有しております。移住

定住よりハードルの低い二地域居住の促進に向

け、本県の強みを生かした戦略的な取組、市町

村との連携を期待いたします。

 続いて、関係人口について質問します。

 関係人口とは、観光客のような一時的な来訪

者でもなく、移住者でもないものの、地域に継

続的かつ多様な形で関わる人々を指します。さ

きの二地域居住とまではいかなくとも、ふるさ

と納税や地域活動への参加、ワーケーション、

地場産品の購入、ＳＮＳを通じた情報発信な

ど、その関わり方は様々です。

 人口減少が進む時代においては、どれだけの

人がその地域を応援し、関わっているかという

視点も重要になってきます。

 関係人口は、将来的な移住定住のきっかけと

なるだけでなく、地域の担い手確保や地域経済

の活性化、さらには新たな価値創造にもつなが

る可能性を秘めております。

 それでは、関係人口創出に向けた県の今後の

取組について、総合政策部長に伺います。

○総合政策部長（大東 収君） 関係人口につ

いては、都市と地方との多様な人材の交流によ

り、地域の課題解決や新しい価値の創造につな

がるなど、地域の持続可能性を高めるものであ

ります。

 このため、本県に関心を持つ方への多角的な

アプローチを行ってきておりまして、本年度は

関係人口を創出する新たな取組を進めてまいり

ます。

 具体的には、継続的な関係構築を図るため、

宮崎県ファンクラブ公式ＬＩＮＥを立ち上げま

して、効果的な情報発信を行ってまいります。

 また、新東京ビルを首都圏における交流拠点

として、本県ＰＲイベントの開催や、大学ゼミ

等との連携を通じて、学生等と本県とのつなが

りを築いてまいります。

 引き続き、市町村と連携し、本県に関心を持

つ外部人材の参画を図りながら、持続可能な地

域づくりに取り組んでまいります。

○永山敏郎議員 ただいま紹介のありました新

東京ビルは、本年10月供用開始予定です。１階

には県の情報発信スペースも開かれる予定です

ので、今後の活用に期待いたします。

 関係人口は、言い換えれば熱心なファンとも

言えるのではないでしょうか。今回退任されま

す佐藤副知事も、東京に帰られても、ぜひ熱心

な宮崎ファンとして今後も応援をお願いいたし

ます。

 続いて、県職員の採用状況について伺いま

す。

 新年度がスタートし、本県においても新たな

職員を迎え、新体制で行政運営が行われており

ます。県職員は、県民生活を支える行政サービ

スの担い手であり、県政のあらゆる分野におい

て重要な役割を果たしています。住民ニーズが

多様化・高度化する中、質の高い行政サービス

を維持していくためには、優秀な人材を確保し

育成していくことが不可欠です。

 一方で、全国的に少子化が進み、生産年齢人

口が減少する中、官民を問わず人材確保競争は

厳しさを増しております。特に近年は、民間企

業において賃上げの動きが広がり、初任給の引

上げや福利厚生の充実など、人材獲得に向けた
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取組が活発化しております。

 また、公務員を取り巻く状況におきまして

も、採用試験の受験者数の減少や若手職員の早

期離職、いわゆる公務員離れも全国的な課題と

して指摘されています。

 それでは初めに、令和７年度採用試験におけ

る採用予定者数に対する本年度採用者数の状況

について、総務部長に伺います。

○総務部長（田中克尚君） 令和７年度に実施

しました県職員採用試験では、全体で261名の

採用予定数に対しまして、採用数は204名であ

り、57名の不足が発生しております。

 特に一部の専門職では、採用予定数に対して

採用数が大きく下回っておりまして、例えば、

土木職では33名に対して18名、薬剤師では13名

に対して５名となるなど、大変厳しい状況にあ

ります。

○永山敏郎議員 採用予定者数に対して、かな

りの不足が発生していることが確認されまし

た。これで本当に仕事が回るのかなと心配にな

ります。

 正規職員が採用できなかった場合について

は、会計年度任用職員の配置などでの対応等も

考えられますが、多くの職場で、残る職員の負

担が増えているのではないでしょうか。職員の

負担が増え過ぎることで、もし離職につながる

ようなことがあれば、さらなる悪循環に陥りま

す。今年度の採用試験も一部、既に実施されて

います。新年度を待たずに採用する、いわゆる

前倒し採用などを活用し、適正な人員配置に早

急に努める必要があると考えます。

 続いて、職員の早期退職の状況について伺い

ます。同様の質問は昨日、本田利弘議員が行っ

ておりますが、改めて、知事部局における早期

退職者の推移と課題認識について、総務部長に

伺います。

○総務部長（田中克尚君） 知事部局における

直近３か年の早期退職者数は、令和５年度が81

名、６年度が84名、７年度が101名となってお

り、年々増加傾向にあります。

 また、各年度とも、20代、30代の占める割合

が５割から６割を占めておりまして、職員の確

保が厳しくなる中、特に若手職員の早期退職が

重要な課題であると認識しております。

○永山敏郎議員 増加しているというところで

す。大変な問題かなと思います。

 また、早期退職者のうち、20代、30代の若手

が半分を占めるということで、本当に時代の変

化を感じるところであります。

 若年層は、どこでも通用するスキルの獲得、

あるいは個人の自己実現を重視するとも言われ

ております。終身雇用への依存度が下がり、専

門性を磨いてキャリアの安全性を確保したいと

いう自律的な思考で転職を繰り返し、スキル

アップを目指す傾向が見られるようです。

 行政に求められる役割が増大する一方で、そ

れを担う人材の確保や定着は年々厳しくなって

いるのが現状です。将来にわたり安定した行政

運営を行うためには、県職員という仕事の魅力

を発信するとともに、多様で優秀な人材から選

ばれる、そういった組織づくりを進めていく必

要があります。

 そこで、これからの県職員の確保・定着に向

けた知事の考えを伺います。

○知事（河野俊嗣君） 少子高齢化への対応や

頻発する自然災害など、行政課題が複雑化・高

度化する中で、質の高い行政サービスを提供

し、本県の発展へとつなげていくためには、こ

れら山積する課題に的確に対応できる優秀な人

材の確保と定着が極めて重要な課題でありま
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す。特に、人材の流動化が進む現代において、

若い世代から働く場として主体的に選ばれるた

めには、職員が何事にも果敢に挑戦し、自らの

成長を実感できる環境を整備する必要があると

考えております。

 本県ではこれまで、採用試験の見直しによる

受験機会の拡充に取り組むとともに、意欲に応

じた人事ローテーションのほか、技術系資格の

取得支援、さらには時差出勤等の柔軟な働き方

の推進など、様々な取組を進めてまいりまし

た。

 今後も、職員が能力を最大限に発揮し、健康

で生き生きと活躍・成長できる、より魅力ある

職場づくりを進め、将来の県政を担う人材の確

保・育成、そして定着にしっかり取り組んでま

いります。

○永山敏郎議員 ありがとうございます。これ

からの県政を担う職員に向けた、一緒に頑張っ

てまいりましょうという力強いメッセージだっ

たというふうに理解しております。

 県職員は、職場が県内外に分散しており、広

域的な人事異動も負担となります。また、本人

の希望する職場や職務内容と異なる異動のミス

マッチも往々にして発生するものです。しか

し、どんな異動であっても、異動先の職場の体

制が整っていれば対応は可能と考えます。退職

不補充により職員一人一人の負担が過度になら

ないよう、引き続き職員の確保・定着に努めて

いただきますようお願いいたします。

 続いて、産後ケアについて質問します。

 先日公表されました厚生労働省の人口動態統

計によりますと、昨年の宮崎県の合計特殊出生

率は1.46となりました。2026年度までに合計特

殊出生率1.8台を達成するという本県の目標を

考えると、まだまだ厳しい数値ではあります

が、全国平均の1.14を大きく上回るとともに、

６年ぶりに上昇に転じたのは、県の取組に一定

の成果があったものと考えられます。

 県はこれまで、出会いや結婚に向けた支援と

併せて、安心して子供を生み育てることができ

る環境のための取組を進めてまいりました。妊

娠、出産、子育ての不安を解消することが、少

子化に歯止めをかける重要な取組と言えます。

産後のお母さんの体は、交通事故に遭ったの

と同じくらいのダメージを受けているとも言わ

れます。さらには、育児への不安や孤立感、睡

眠不足などにより、心身ともに不安定になりや

すい時期でもあります。特に、核家族化の進行

や地域とのつながりの希薄化により、家族や周

囲の支援を十分に受けられない家庭も少なくあ

りません。

 子育て支援は出産前から始まりますが、最も

支援が必要となるのは出産直後の時期ではない

でしょうか。そんな中で、産後ケア事業が果た

す役割は大変重要です。

 では初めに、本県における産後ケア事業の利

用実績の推移について、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 産後ケア事業

は、出産後１年以内の母子に対し、心身のケア

や育児のサポート等を行うものであり、最近の

県内の延べ利用実績は、令和５年度が2,185

件、令和６年度が2,750件と増加傾向にありま

す。

○永山敏郎議員 ５年度から６年度の１年間で

も大きく利用が増加しております。出生数とし

ては減少傾向でありますが、産後ケア事業のさ

らなる利用増加を期待しております。

 さて、この産後ケア事業の実施につきまして

は、市町村の努力義務となっており、実施主体
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も市町村となります。実施内容も市町村ごとで

異なっているようです。

 それでは、県内市町村における産後ケア事業

の実施状況について、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 産後ケア事業

には、短期入所型、居宅訪問型、通所型の３つ

の実施形態があり、現在、県内全ての市町村に

おいて、いずれかの形態により事業が実施され

ております。

 利用者の多様なニーズに応えるため、各市町

村において実施形態は年々拡充されており、令

和８年６月１日時点では、短期入所型を25市町

村、居宅訪問型を21市町村、通所型を26市町村

が実施しております。

○永山敏郎議員 通所型については、県内全市

町村で実施されておるということで安心いたし

ました。

 短期入所型、居宅訪問型につきましても、大

分増えているようであります。今後の展開の後

押しが県の役割ではないでしょうか。

 そこで、産後ケア事業における市町村に対す

る県の支援について、福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、産後

ケア事業のさらなる拡充を図るため、令和７年

度より、事業を実施する市町村に対し、事業費

の一部を支援しております。

 また、市町村が業務を委託できる医療施設一

覧を作成するなど、実施地域や施設の拡大を支

援するとともに、保健師・助産師のスキルアッ

プ支援のための研修会を行っております。

 今後は、市町村ごとに異なる実施マニュアル

の標準化を進めるとともに、地域の実情に応じ

た丁寧な助言や広域調整を行うなど、さらなる

支援にも取り組んでまいります。

○永山敏郎議員 県としても積極的に市町村の

支援に取り組んでいる様子がうかがえました。

 事業実施マニュアルの標準化との答弁があり

ましたが、この事業につきましては、市町村が

実施主体となりますので、利用申請の手続が煩

雑な自治体、そうでない自治体というのもある

ようです。誰もが使いやすい制度に統一される

ことを期待いたします。

また、令和６年度に改定された国の産後ケア

事業ガイドラインにおきまして、産後ケア事業

の実施担当者に理学療法士が明記されました。

妊娠、出産により骨盤のゆがみや開きが発生

し、その後の不調の原因となり得ます。専門職

による産後リハビリについては、これまで保険

診療や自由診療等で実施されていたようです

が、今後は積極的に産後ケア事業のほうにも組

み込み、多くのお母さんが利用できるよう、検

討、また市町村への助言を期待いたします。

 それでは、この項目の最後に、産後ケア事業

の利用を希望する県民が容易に情報にアクセス

できるための体制整備について、県の取組を福

祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 産後ケア事業

の情報提供については、現在、各市町村におい

て、妊娠届や出生届の受付、新生児訪問などの

機会に丁寧な周知を行っております。

 これらに加え、今月から、県ホームページ

に、各市町村の産後ケア事業の概要や、各市町

村のホームページ、リーフレットに直接アクセ

スできる紹介サイトを新設し、県民がより容易

に情報にアクセスできる体制を整備したところ

であります。

 今後とも、ケアを必要とする方が適切にサー

ビスを利用できるよう、市町村と連携しなが
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ら、分かりやすい情報の発信に取り組んでまい

ります。

○永山敏郎議員 ホームページにつきまして

は、助産師さんからも相談をいただいておりま

した。早急な対応に感謝いたします。産後ケア

事業は今後ますます充実していくことと思いま

すので、利用のための情報発信も引き続きよろ

しくお願いいたします。

 続いて、１型糖尿病についてお伺いします。

 先日、公共政策やコミュニケーション支援を

されている会社の紹介で、糖尿病の治療薬を

扱っている企業の方とウェブ上で意見交換を行

い、１型糖尿病の現状や課題について学ぶ機会

がありました。

 糖尿病については、大まかに１型糖尿病、２

型糖尿病、その他の糖尿病に分類されます。そ

のうち１型糖尿病については、通常のイメージ

であります生活習慣が主な要因とされる２型糖

尿病とは異なり、自身の免疫反応によってイン

スリンを分泌する膵臓の細胞が破壊される自己

免疫疾患です。

 厚生労働省の令和５年の患者調査によります

と、１型糖尿病患者が全国で約12万2,000人、

２型糖尿病患者は約363万9,000人と言われてお

ります。

 私の知り合いの方も１型糖尿病にかかってい

るわけですけれども、その方は、コロナ禍の頃

に、大人になってから初めて発症したというふ

うな形になりますが、１型糖尿病につきまして

は、もともとは小児期から若年期に発症するこ

とが多いと言われております。

 そこで初めに、県内20歳未満の１型糖尿病患

者数について、福祉保健部長に伺います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 小児慢性特定

疾病医療費助成を受けている県内の20歳未満の

１型糖尿病患者数は、現在86名となっておりま

す。そのうち、10歳未満が13名、10歳以上が73

名となっております。

○永山敏郎議員 小児につきましては、医療費

助成を受けているので把握が可能ということで

すけれども、20歳以上の患者については、正確

な数字というのはないようであります。

 小児慢性特定疾病医療費助成を受けていた方

も、どんどん20歳を迎え、成人になられます。

そういった方も多いでしょうし、先ほどの例の

ように、大人になってから１型糖尿病を発症し

た方も合わせると、やはり県内に一定数はい

らっしゃると推計いたします。

 運動や服薬により血糖値をコントロールする

２型糖尿病と異なり、１型糖尿病患者は生涯に

わたりインスリン投与を必要とし、血糖値の管

理を続けながら日常生活を送らなければなりま

せん。特に、自己管理が難しい小児期における

治療は、患者本人、そして保護者にも心身とも

に大変な負担となります。

 それでは、小児の１型糖尿病患者に対する支

援について、どのような取組を行っているの

か、福祉保健部長にお伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、１型

糖尿病を含む小児慢性特定疾病と診断された児

童等を対象に、適切な医療受診や、御家族の経

済的負担の軽減を図るため、医療費の一部助成

を行っております。

 また、自己管理技術の習得や同じ疾患を持つ

仲間との交流などを目的として、宮崎県糖尿病

協会等が治療中の子供や御家族を対象に開催し

ます小児糖尿病サマーキャンプについて、その

経費を支援しております。

 今後とも、適切に治療が受けられ、安心して

暮らし続けられるよう、必要な支援に取り組ん
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でまいります。

○永山敏郎議員 ただいま紹介のありましたサ

マーキャンプは、子供たちが同じ境遇の仲間と

過ごすことにより、メンタルケアの場にもなっ

ているようです。引き続きの支援、また医療関

係者との連携も期待いたします。

 現在、技術の進歩により、インスリンについ

ては、自己注射だけではなく、自動投与するポ

ンプもあるとのことで、うまく活用すれば負担

の軽減になると思います。

 一方で、20歳未満の患者については、先ほど

紹介のありました小児慢性特定疾病医療費助成

の対象となりますが、20歳に到達いたしますと

健康保険での対応となるため、自己負担が多く

発生し、治療は一生涯続きます。小児だけでな

く、成人についても財政的な支援が必要と考え

られますが、患者会からも国に対し要望が続い

ているようであります。

 また、さきの意見交換でも伺ったのですが、

１型糖尿病を理由に、保育園での入園拒否や、

就職に影響を及ぼす事例等もあるとのことで

す。まだまだ社会全体としての理解も進んでお

りません。

 １型糖尿病を含む糖尿病全般について、正し

く理解してもらうことが重要と考えますが、そ

のための啓発の取組について、福祉保健部長に

お伺いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 糖尿病は、主

に自己免疫等が原因の１型や、生活習慣だけで

なく遺伝的な素因等で発症する２型など、様々

な発症要因があり、誰にでも起こり得る病気で

あります。また、深刻な合併症を引き起こす可

能性があることから、正しい知識の啓発が重要

と認識しております。

 このため県では、毎年11月14日の世界糖尿病

デーを中心に、新聞、テレビ、ラジオ、ＳＮＳ

や、糖尿病予防フェスタなどのイベントを通じ

て、その症状や予防・治療法、早期発見・早期

治療につながる健診の重要性などについて周知

しているところです。

 今後とも、社会全体で正しい理解が深まるよ

う、市町村や関係団体とも連携して、一層の啓

発を進めてまいります。

○永山敏郎議員 糖尿病については、１型、２

型含めて、生活習慣によらず発症するケースが

あるということですが、一方で、どうしてもそ

の名称や長年のイメージからネガティブに取ら

れがちです。

昨今は、この糖尿病の新しい呼び方として、

「ダイアベティス」と呼称しようとする動きも

あります。認知症につきましても、少し前まで

は「痴呆症」あるいは「ぼけ」などと呼称され

ていました。時代が変われば病気への向き合い

方も変わります。引き続き、患者や家族の方に

寄り添った支援を目指してまいりましょう。

 次に、ネイチャーポジティブについて伺いま

す。

 近年、気候変動への対応と並び、生物多様性

の損失が世界共通の重要課題とされています。

 2022年にカナダで開催された生物多様性条約

第15回締約国会議、いわゆるＣＯＰ15におい

て、2030年までに生物多様性の損失を止め、回

復軌道に乗せるという世界目標が採択されまし

た。マイナスからプラスへの反転、その目標が

ネイチャーポジティブです。

 本県は、豊かな森林や河川、海岸線、そして

世界的にも貴重な照葉樹林を有するなど、多様

で豊かな自然環境に恵まれております。

 一方で、気候変動の影響や野生鳥獣被害の拡

大、担い手不足による里山環境の変化など、本
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県の自然環境を取り巻く状況も大きく変化して

います。

 そこで、ネイチャーポジティブの実現に向け

た県の取組について、環境森林部長に伺いま

す。

○環境森林部長（長谷川 武君） ネイチャー

ポジティブとは、生物多様性の損失を止めて回

復させることであり、我々の暮らしや社会経済

を持続可能としていくために重要な考え方であ

ります。

 このため県では、今年３月に改定を行いまし

た第四次宮崎県環境基本計画において、2030年

ネイチャーポジティブの実現を掲げ、在来種や

希少野生動植物の保護・回復、森林地域や水域

の保全など、生物多様性に配慮した取組を推進

しているところです。

 今後とも、県民の皆様や関係機関と連携し、

その実現に向けて、しっかりと取り組んでまい

ります。

○永山敏郎議員 ネイチャーポジティブに向け

た取組の一つに、自然共生サイトという認定制

度があります。地域における生物多様性の保全

に向けた企業、団体の取組が評価されるようで

す。

 それでは、県内の自然共生サイトの認定状況

と、認定の推進に向けた取組について、環境森

林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） ネイチャー

ポジティブの実現に向けた取組の一つとしまし

て、環境省が企業の森など、民間の取組等に

よって生物多様性の保全が図られている区域を

「自然共生サイト」として認定しており、本県

では、令和８年３月末現在で７か所が認定され

ております。

 この自然共生サイトに認定されますと、民間

事業者等が行う生物多様性保全の取組が広く発

信され、その社会的評価の向上や、県民の自然

保護活動への積極的な参加促進につながるもの

と考えております。

 このため県では、今年度から、既に認定され

ている事例の紹介や、保全活動に関する相談対

応等に取り組むこととしており、生物多様性保

全への理解を促進することで、自然共生サイト

の認定拡大を図ってまいります。

○永山敏郎議員 県内全域に自然共生サイトが

拡大し、県民のネイチャーポジティブに向けた

興味・関心につながることを期待いたします。

 さて、先日、大淀川水系で生息が確認されて

いる外来魚のコウライオヤニラミによる固有種

オオヨドシマドジョウの捕食が確認されまし

た。このように、外来種は生物多様性に深刻な

影響を与えます。

 さらには、先日、このコウライオヤニラミが

清武川水系でも発見されております。一刻も早

い対策を講じる必要があると考えますが、コウ

ライオヤニラミの生息状況と今後の対策につい

て、環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） コウライオ

ヤニラミは、平成29年に国内で初めて大淀川水

系で生息が確認された後、今年５月には新たに

清武川水系でも確認され、生息域の拡大が懸念

されることから、県では、生きたままでの持ち

出し禁止区域を全県下に拡大し、規制を強化し

たところであります。

 現在、国において、今年秋頃に特定外来生物

への指定が予定されており、指定後は、飼育や

運搬、野外への放出等が法的に禁止されるほ

か、国の支援制度を活用した調査や駆除等の取

組が可能となります。

 県としましては、指定後速やかに、ホーム
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※ 235ページに訂正発言あり

ページや講習会等を通じて、禁止事項や支援制

度についての周知を図るなど、関係機関等と連

携し、生息域の拡大防止に取り組んでまいりま

す。

○永山敏郎議員 今回の捕食の実態、また他水

系での発見は、これまでの県や市町村、大学、

ＮＰＯ法人等による取組の成果と言えるのでは

ないでしょうか。引き続き、連携しての対応を

期待してまいります。

 続いて、宮崎国スポ・障スポの準備状況につ

いて質問いたします。

 来年９月開催の宮崎国スポ・障スポに向け、

県内の施設整備をはじめ準備が着々と進んでい

ます。本番に向けたリハーサル大会も県内各地

で開催が始まっております。

 先日、総務政策常任委員会の県内調査で施設

を見学し、地元自治体の方と話をする機会があ

りました。大会開催に当たっては、運営に係る

人員の確保も課題のようです。多くのボラン

ティアの参加が期待されます。

 そこで、宮崎国スポ・障スポに係るボラン

ティアの種類及び応募状況について、宮崎国ス

ポ・障スポ局長に伺います。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポに係るボランティアにつきま

しては、大会開催に向けてＰＲ活動を行う「広

報ボランティア」、開閉会式等の県主催行事の

会場運営に携わる「運営ボランティア」、聴覚

に障がいがある方への情報提供活動を支援する

「手話・要約筆記ボランティア」、障スポ競技

会場で選手団の支援等を行う「選手団サポー

ター」の４つの種類があります。

 ６
※

月末現在の応募状況につきましては、広報

ボランティアが約40名、運営ボランティアが約

400名、手話・要約筆記ボランティアが約700

名、選手団サポーターが約1,000名でありま

す。

○永山敏郎議員 専門性の高いボランティアに

ついても順調に応募が集まっているようであり

ます。

 聴覚障がい者を支援する手話通訳者や要約筆

記者については、国スポ・障スポに限らず、例

年、養成の取組を行っています。

 それでは、手話通訳者や要約筆記者の養成・

確保の取組について、国スポ・障スポに向けた

取組も併せて、こちらは福祉保健部長に伺いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、専門

的な通訳技術を習得した手話通訳者や、話の内

容を文字で伝える要約筆記者の養成・確保を

行っており、昨年度末時点の登録者数は、手話

通訳者124名、要約筆記者54名となっておりま

す。

 また、市町村では、基礎的な手話技能を習得

した手話奉仕員を養成しており、令和５年度か

ら令和７年度までの３年間で865名が養成され

ております。

 国スポ・障スポに向けましては、これらの取

組に加え、手話・要約筆記ボランティアの応募

者に対し、競技の基礎知識などを習得する研修

を実施することとしております。

○永山敏郎議員 手話通訳者の方、また要約筆

記者の方にとっても大きな舞台での活動となり

ますし、答弁にありましたとおり、競技の基礎

知識や専門用語等も事前に学ぶ必要がありま

す。しっかりと事前研修を行っていただき、不

安を取り除けるようお願いいたします。

 実に48年ぶりに宮崎での開催となるスポーツ

の祭典、宮崎国スポ・障スポ、この大会に積極

的に関わることが、今後の人生の大きな経験に
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なると思います。観戦、ボランティア等、様々

な関わり方がありますが、来年の開催まで県民

挙げて機運を醸成していければと思います。

 この項目最後の質問です。ボランティアの参

加も含めて県民総参加型の大会としていく必要

があると思いますが、知事の思いを伺います。

○知事（河野俊嗣君） 宮崎国スポ・障スポに

つきましては、実施目標の一つに「「チームみ

やざき」で創りあげる大会」を掲げておりまし

て、県民総参加型の大会づくりが極めて重要で

あると考えております。

 中でもボランティアにつきましては、大会運

営になくてはならない存在でありまして、私も

先催県の大会会場を視察しましたときに、笑顔

で生き生きと活動しておられる様子を拝見する

につけ、大会やその地域のイメージアップにも

大きく貢献する存在であり、大会の成功にとて

も大事な存在だと考えております。

 県では、ＳＮＳなどの各種メディア等を活用

するなど、あらゆる機会を通じて、ボランティ

アの募集・ＰＲを行っており、多くの県民の皆

様に参加いただきたいと考えております。

 県内では先月からリハーサル大会が始まり、

私自身も可能な限り会場に足を運んでおります

が、国内トップレベルの選手が日頃の鍛錬の成

果を発揮する様子、観客の熱い声援、大会運営

に携わるボランティアの皆様が活躍する様子を

見ておりますと、わくわくする思い、心打たれ

る思いがいたしますし、県外から来られた方々

との交流を通じて、改めて刺激を得る、宮崎の

魅力に気づかされる、そういう思いもあります

し、発信の機会でもあるなと感じております。

 する、見る、支える、それぞれの立場で多く

の県民の皆様に参加していただくことが大会成

功の鍵であるとともに、参加された方にも必ず

得るものがあると、そのように実感しておりま

す。

 今後とも、県による広報・ＰＲ等の機運醸成

の取組に加え、各市町村での国スポ・障スポの

応援団活動への支援を積極的に行うことで、県

民総参加型の大会を実現してまいります。

○永山敏郎議員 ありがとうございました。

30年前の話になりますけれども、私の大学生

時代、広島の大学に行っておりましたが、ちょ

うどその頃、ひろしま国体が開催されておりま

して、ひろしま国体のキャラクター「咲ちゃ

ん」、頭に紅葉が３つぐらいついているキャラ

クターなんですけれども、その咲ちゃんをモ

チーフにしたお菓子「やき餅咲ちゃん」は、国

体が終わっても長らく人気商品として販売され

続け、私もいまだに記憶しております。

 宮崎国スポ・障スポも、いつまでも県民の記

憶に残る、そんな大会にしていきたいもので

す。ボランティアについては、来年の本番に向

け、まだまだ募集中ですので、多くの県民の皆

さんの登録を期待しております。

 最後の質問項目です。学校給食費について伺

います。

 先日、黒岩保雄議員も同様の質問をされてお

り、重複するところもありますが、質問いたし

ます。

 当初、子育て支援を目的として、学校給食費

無償化の方針が打ち出されましたが、実際には

負担軽減事業として、全国一律の基準額を国が

負担する制度となっております。

 それでは、小学校給食費における市町村及び

保護者の負担状況について、改めて教育長に伺

います。

○教育長（吉村達也君） 今年度から小学校給

食費の負担軽減事業を実施しておりますが、５
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月１日現在、県内市町村における給食費の平均

月額は、支援基準額5,200円を上回る5,669円と

なっております。

 また、22市町村が支援基準額を超えており、

超える部分につきましては、19市町村が自治体

負担、３市町が保護者負担となっております。

○永山敏郎議員 多くの自治体で持ち出し、あ

るいは保護者による負担が発生しております。

国の基準額5,200円、この設定が低過ぎて、実

態と乖離している状況と考えます。

 続いて、中学校給食費における市町村及び保

護者の負担状況について、教育長にお伺いしま

す。

○教育長（吉村達也君） 中学校の給食費につ

きましては、令和７年５月１日現在、平均月額

は6,092円となっております。

 学校給食費は、原則、保護者負担であります

が、中学校については、学校給食費負担軽減事

業の対象となっていないため、県内のほとんど

の市町村が、子育て支援の観点から独自に支援

を行っております。

 その支援状況につきましては、令和８年５月

１日現在、14市町村が全額支援、10市町村が一

部支援となっております。

○永山敏郎議員 中学校の給食費につきまして

は、先日、市長選挙が行われました小林市で

も、中学校給食費の無償化に向けた補正予算が

６月定例会に提案されているとのことです。

 いわゆる学校給食費の無償化、国としては

「抜本的な負担軽減」と呼称しておりますが、

現在対象となっておりますのは小学校のみ、中

学校の給食費無償化については、一部負担、全

額負担、それぞれ首長の政治的判断によるとこ

ろが大きい状態であります。本来、住んでいる

自治体によって教育に係る負担の格差が生じて

はならない、そのように考えます。

 最後の質問です。中学校も含めた義務教育に

おける給食費負担軽減に関する県の考えについ

て、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 学校給食は、児童生

徒の健全な発達のために提供されるものであ

り、全国どの地域でも一定の水準が確保される

必要があることから、全国一律の基準で国が支

援を行うべきであると考えております。

 このため、負担軽減事業に係る恒久的な財源

確保や、物価上昇を踏まえた支援基準額の見直

し、さらに、中学校における負担軽減の早期実

現を、全国都道府県教育長協議会及び全国知事

会を通して要望しております。

○永山敏郎議員 教育長協議会、それから知事

会、それぞれ要望しているということでありま

す。

 学校給食費の負担軽減につきましては、国会

でも議論されております。少し前になります

が、３月末の国会の予算委員会におきまして、

山内佳菜子参議院議員がこの問題を取り上げま

した。その際、「４月からの事業開始後、一定

期間を経た後に、事業の進め方や課題、法制面

などについて地方団体も交えて検証したい」と

の答弁を引き出しております。

しっかりと地方からも声を上げ、地方自治体

や保護者負担が発生しないよう、国による支援

を求めてまいりましょう。

 今回、さきの糖尿病の意見交換につきまして

は、議事録を検索されて、その議事録の検索か

ら私にコンタクトがあったということでありま

した。こういう様々な課題を委員会あるいは一

般質問でしっかりと訴えていく、取り上げてい

くということが、今後の様々な課題解決の一助

になるのかなと改めて感じたところでありま
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す。また引き続き頑張ってまいりたいと思って

おります。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 先

ほどのボランティアの応募状況に関する御質問

に対する答弁の中で、応募状況の時点につきま

して、誤って６月末現在と申しましたが、正し

くは５月末現在です。おわびして訂正いたしま

す。

○永山敏郎議員 以上で質問を終わります。あ

りがとうございました。（拍手）

○外山 衛議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時45分休憩

   午後１時０分再開

○外山 衛議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

 次は、前屋敷恵美議員。

○前屋敷恵美議員〔登壇〕（拍手） 日本共産

党の前屋敷恵美でございます。今議会一般質問

の最後、アンカーを務めさせていただきます。

県御当局の明快な答弁を求めます。

 それでは、通告に従い質問を行います。

まず、知事の政治姿勢から伺います。

 高市政権が発足して半年以上が経過いたしま

した。高市首相は国論を二分するような政策を

やると断言していましたが、まさにそれが実行

に移されています。

 憲法改正の国会発議をこの１年のうちに整え

る、武器輸出の全面解禁、非核三原則の見直

し、国家情報会議の設置、公務員の予備自衛官

の動員などなど、安保三文書の改定で軍事費の

ＧＤＰ比２％の増額とともに、戦争する国づく

りへと突き進んでいます。

 私は常々申し上げてきましたが、国の政治の

ありようが、地方の私たちの暮らしや自治体の

在り方まで左右してしまうということです。今

や平和のうちに暮らす権利まで奪われかねない

状況です。こうした情勢の下で、焦眉の課題で

２点お伺いします。

 １点目は、武器輸出に関してです。

「もう時代は変わった。経済成長にもつなが

る」、高市首相はそう述べて、武器輸出のルー

ルを定めた防衛装備移転三原則と運用指針を改

定し、殺傷兵器を含む武器輸出の全面解禁を閣

議決定で強行しました。今回の改定で、戦闘機

や護衛艦、ミサイルなど、全ての武器が輸出で

きるようになります。

朝日新聞の世論調査（５月３日付）では、殺

傷能力のある武器輸出に67%、約７割が反対、

賛成は25％です。

 平和国家日本の姿を変えるとして、国民から

批判の上がっている武器輸出解禁です。この武

器輸出全面解禁に政府が踏み切ったことについ

て、知事の御見解をお聞かせください。

 壇上からは以上で、後は質問者席から行いま

す。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 我が国を取り巻く安全保障環境は、中国の軍

事力強化、海洋進出の動きや、北朝鮮の核ミサ

イル開発の進展、ロシアによるウクライナ侵攻

の長期化、さらには中東情勢の緊迫化など、よ

り一層厳しさを増してきております。こうした

安全保障環境の変化を受け、国においては、防

衛装備移転に関する制度の見直しなどを含め、

我が国の安全保障政策全体について検討が進め

られているものと承知しております。

 外交や防衛を含む国家の安全保障に関する事
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項は、国の責任において判断されるべきもので

ありますが、国民の安全・安心、生命・財産に

関わる極めて重要な問題であると考えておりま

す。私としては、国民的な理解の下で、慎重な

検討がなされることが重要であると考えてお

り、県民生活や県内産業への影響にも留意しつ

つ、今後の動向を注視してまいります。以上で

あります。〔降壇〕

○前屋敷恵美議員 知事の御見解は今承りまし

た。そもそも日本の武器輸出禁止は、非核三原

則と並んで、憲法９条の平和理念に根差した国

是として位置づけられてきたものです。歴代の

自民党政権の下でも、この原則は繰り返し確認

されてきました。そして、1981年に衆参両院本

会議で武器輸出問題等に関する決議を全会一致

で採択して、国会の意思によって、日本の国是

として武器輸出禁止を国内外に宣言してきまし

た。知事はこの武器輸出禁止の国会決議を御存

じだったでしょうか。

 ところが、安倍政権が2014年、武器輸出を全

面的に禁じる武器輸出三原則を撤廃し、武器輸

出を原則可能にしました。

 武器輸出三原則は、国際紛争の当事国、また

はそのおそれのある国への武器輸出は認めない

などとする日本政府の基本的姿勢です。この三

原則を撤廃した際に、輸出のルールとして定め

たのが、防衛装備移転三原則とその運用指針で

す。それは、武器完成品の輸出を、救難、輸

送、警戒、監視、掃海の５類型に限りました。

 しかし、その後、この原則は徐々に切り崩さ

れ、2024年には、日本、イギリス、イタリアで

共同開発する次期戦闘機の第三国への輸出も解

禁いたしました。そして今回、高市首相はつい

に、殺傷能力のある戦闘機やミサイルなど、全

ての武器の輸出解禁へと踏み出したわけです。

 日本から輸出した武器が使われるとなれば、

日本は間接的に戦争に加担することになりま

す。国際紛争を助長することにもなります。憲

法の精神を逸脱するものではないでしょうか。

 時代が変わったという一言で済ませられる問

題ではありません。今回の決定は、戦後日本が

積み重ねてきた平和国家としての原則を顧みな

い、歴史に逆行する重大な転換だと思います。

 しかも、国会での十分な議論や国民的合意を

経ることなく、閣議決定のみでの強行は、到底

許されるものではありません。平和国家から死

の商人国家への大転換です。

 元経済産業省の官僚であった古賀茂明さんは

こう言っておられます。「日本の平和主義を形

づくるのは、憲法９条と武器輸出の禁止と言え

る。武器産業で経済成長となれば、戦争できる

国どころか、戦争なしでは生きられない国にな

る危険がある」と警鐘を鳴らしています。直ち

に武器輸出全面解禁の撤回を求めたい、このよ

うに私は思います。改めて、知事も考え改めて

いただきたい、このようにも思います。

 次に、憲法９条改正問題について、知事の見

解を伺いたいと思います。

 高市首相は自民党大会で、「時は来た」とし

て、「発議にめどが立ったと言える状態で来年

の党大会を迎えたい」と、期限を切って憲法改

正を行う宣言を行いました。

 改憲の最大の狙いは、憲法９条を変えるこ

と、武力行使の歯止めを外すことにあります。

 安倍政権以来の改憲案で、戦力不保持を定め

た憲法９条２項を残しつつも、自衛隊を明記す

るという改憲を行うとしています。そうすると

どうなるのか。この２項は死文化され、無制限

の海外での武力行使に道を開くことを可能にし

てしまいます。
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 知事はこの憲法改正、国の言う自衛隊を書き

込むだけということについて、どのように受け

止めておられるか、知事の御所見を伺いたいと

思います。

○知事（河野俊嗣君） 現在、国においては、

憲法審査会等におきまして、憲法改正をめぐる

議論が行われております。様々な条文、論点に

ついて議論が行われておりますが、御指摘の憲

法９条についても、賛否それぞれの立場から

様々な意見が示されているものと承知しており

ます。

 私としましては、平和主義の根幹たる憲法９

条の理念を踏まえつつ、切迫する国際情勢や我

が国を取り巻く安全保障環境の変化なども考慮

しながら、国会や主権者たる国民の間で、幅広

い視点からの十分な議論が尽くされるべき問題

であると考えております。

○前屋敷恵美議員 そもそも憲法とは、国民の

権利や自由を守るために国家権力を縛るルール

です。憲法99条は、国家権力を行使する立場に

ある国務大臣、国会議員、裁判官、公務員に、

憲法を尊重・擁護するよう義務づけています。

時の政権、権力保持者は、この憲法で縛られて

いることの自覚をなくしてはならないと思いま

す。

 そこで、時の政権、権力保持者が守らなけれ

ばならない憲法、その一つが憲法９条です。

憲法９条は何を定めたか。「国権の発動たる

戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国

際紛争を解決する手段としては、永久にこれを

放棄する」と、そして２項に「前項の目的を達

するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保

持しない。国の交戦権は、これを認めない」と

定めました。まさに、戦争の放棄、戦力の不保

持、交戦権の否認です。ここまで恒久平和主義

を徹底した憲法は、世界でも日本国憲法しかあ

りません。

 日本は、1945年の終戦まで侵略戦争を繰り返

してきた戦争国家でした。しかし、46年の日本

国憲法成立後は、日本が戦争に直接参戦したこ

とは一度もありません。

 54年に発足した自衛隊は、今日まで一人の外

国人も殺さず、一人の戦死者も出していませ

ん。それは、憲法９条を守り抜いてきたからに

ほかなりません。そのことは、世界で日本が平

和国家として信頼される源にもなってきまし

た。まさに名誉ある地位を占めてきたのではな

いでしょうか。

 前段でも申しましたが、現行の９条を維持し

た上で、９条の２として自衛隊を明記するとど

うなるか。現行に何と書いてあろうと、後に書

き込んだことが優先する条項となって、これま

でできないとされてきた自衛隊の海外での武力

行使が、自衛の名で集団的自衛権の全面的行使

に道が開かれ、殺し殺される事態が現実になる

危険が生まれてくるのです。ですから、今ある

自衛隊の存在をただ書くだけという生易しい話

ではありません。国の在り方を大きく変えるこ

とになるのです。

 改めて知事に伺います。この崇高な憲法９条

は守るべきと思いますが、知事の思いをお聞か

せください。知事、お願いします。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘のような考えも

含めて、様々な立場から様々な議論がなされて

いる、それが憲法９条であろうかと思います。

 先ほども答弁したとおりでありますが、平和

主義の根幹たる憲法９条の理念を踏まえつつ、

今の安全保障環境の変化も十分考慮しながら、

しっかりと幅広い観点から十分な議論を尽くし

ていくべき、とても重要な課題であると認識し
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ております。

○前屋敷恵美議員 私は、知事の率直な、個人

的な思いをお聞きしたいところなんです。法律

を学んだ知事としては、憲法が何たるかは十分

に熟知しておられると思います。

 そして今、平和が危うくなってきているこの

状況だからこそ、世界に誇れる憲法９条は本当

に守り抜いていくことが大事だと思い、知事に

もその立場にぜひ立っていただきたい。それが

県民の命と暮らし、財産を守ることにもつなが

るわけですから、お願いしたい、このように思

います。

 それでは続いて、ホルムズ海峡封鎖による原

油不足の影響と支援策について、中東問題で質

問いたします。

 アメリカとイスラエルによるイランへの軍事

攻撃とホルムズ海峡の事実上の封鎖がもたらす

暮らしや経済への甚大な影響とその対策につい

ては、既に多岐にわたる質問がございました

が、改めて県として県民の今の窮地に向き合っ

ていただきたいと思い、質問いたします。

 県内経済団体によるアンケート調査では、製

造業、農業、建設業など、約８割の企業が事業

への悪影響を報告しています。

 先週、国の３兆円余りの補正予算を受けて、

追加の補正予算が今議会に提案されました。国

同様、電気・ガス料金支援のほかに具体策はあ

りません。それはそれで大事なことです。

 しかし、そうであれば、県はどう予算を確保

して今の県民の窮地を救うか、ここが大きな問

題になります。

 私が聞き取りをさせていただいただけでも、

水道事業関連の方々は、塩ビパイプが手に入ら

ない、受注した仕事を延期してもらっている。

内装業の方は、クロスを貼る接着剤が値上が

り、今後、輸入も厳しくなる。建築業関連の方

は、ユニットバスが手に入らない、雨どいやタ

キロンが在庫不足。総菜やお弁当を作っておら

れる皆さんは、パッケージが30％以上も値上げ

になった、ラップやビニール製品も値上げだ。

乳製品の製造販売をしておられる方は、製品を

入れるボトルが１個20円から30円の値上げだ、

しかし価格の転嫁はできない。厳しい状況が語

られました。

 それに伴って飲食業の方は、業者の常連客が

「仕事ができなくて飲みに行く余裕がない」

と、予約も減っているなどと訴えられました。

まさにコロナ禍の状況、それ以上だと言う方も

いらっしゃいます。

 県の担当部局では、もっと細かに状況を把握

しておられるかと思います。それぞれ把握して

おられる現状とその対応策についてお聞かせく

ださい。まず、医療分野においてはどうでしょ

うか。福祉保健部長、お願いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県内の医療機

関においては、長引く物価高騰による経営環境

の悪化に加え、中東情勢の緊迫化により、一部

で医療用資材の供給不足が発生するなどの影響

が見られます。

 そのため、国においては、備蓄している医療

用手袋の放出など、医療用資材の安定供給に向

けた取組が行われております。

 県におきましても、昨年度、２月補正予算で

計上した物価高騰対策緊急支援金の早期執行に

より、医療機関を支援することとしておりま

す。

 今後とも、医療機関の状況を注視しながら、

状況の変化に適時適切に対応してまいります。

○前屋敷恵美議員 ありがとうございます。

では続いて、商工観光労働部関連ではどうで
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しょうか。商工観光労働部長、お願いします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 商工観光

労働部では、県内中小企業からの経営、金融相

談に対応するため、本年３月に特別相談窓口を

設置しており、資材の仕入価格高騰や調達困難

に関するもののほか、資金繰り支援や補助金活

用に関する相談を受けております。

 また、関係団体からの聞き取りでも、同様の

事案が様々な分野で生じているほか、設備投資

を控えているといった話も伺っております。

 このため県では、中小企業融資制度の対象に

中東情勢緊迫化の影響を受ける事業者を追加

し、円滑な資金繰りを支援しているほか、２月

補正予算で計上した物価高対策事業の早期執行

を図っているところです。

 今後とも、県内経済や中小企業への影響をよ

く見極め、関係機関と連携しながら必要な支援

に取り組んでまいります。

○前屋敷恵美議員 ありがとうございます。

では続いて、農政水産関係で、部長、お願い

いたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農畜水産分野

におきましては、関係団体へのヒアリングによ

りますと、重油等の価格が既に高騰し、ナフサ

を原料とするハウス用ビニールや粗飼料用ラッ

プフィルム、漁網等の大幅な値上げが見込まれ

るほか、供給そのものの不透明感も増している

ということで認識しております。

 このため、２月補正予算で計上した物価高対

策事業の早期執行をはじめ、普及センター等に

よる相談対応や資金繰り支援など、生産者に寄

り添った対策を講じているところです。

 また、ＪＡ等と連携し、洗浄・消毒による資

材の再利用や代替資材の検討を進めており、今

後とも必要な支援に取り組んでまいります。

○前屋敷恵美議員 ありがとうございます。

続いて、県土整備部、建設関連ではいかがで

しょうか。部長、お願いいたします。

○県土整備部長（中原 学君） 公共工事で

は、アスファルト合材等の価格高騰や、ナフサ

を原料とする配管材や塗料等の納期の遅れを確

認しております。

 このため、資材価格の急激な変動に対し、請

負金額を変更できるスライド条項の適用や、資

材の納期遅延に伴う工期の延伸について、柔軟

に対応することとしております。

 今後とも、資材の供給や価格の動向等を注視

し、公共工事の円滑な執行に努めてまいりま

す。

○前屋敷恵美議員 それぞれにありがとうござ

いました。

 現在、重点支援地方交付金などを活用した対

策も立てておられるかと思いますが、要は、

困ったところに迅速に支援が届くかどうかだと

思います。総合政策部長の具体策を伺いたいと

思います。お願いいたします。

○総合政策部長（大東 収君） 中東情勢が依

然として不透明な中、今月５日に成立いたしま

した国の補正予算におきましては、重点支援地

方交付金1,000億円等が盛り込まれたところで

あります。

 このため、県としましては、必要な対策を速

やかに講じることが重要であるという認識の

下、本交付金を活用して、まずは、国と歩調を

合わせた特別高圧電力やＬＰガスの利用者の支

援に要する経費を、本日、追加提案した予算案

に計上したところです。

 他の分野につきましても、引き続き、県内へ

の影響を十分に見極めながら、時期を逸するこ

とのないよう、必要な事業を構築するなど、交
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付金の効果的な活用を図ってまいります。

○前屋敷恵美議員 今、本当に困難に直面して

いる業界の皆さん方、県民の立場に立って、ぜ

ひ迅速な支援をそれぞれの部局も含めてお願い

したいと思います。

 最後に、何といっても最大の対策は、一日も

早い戦争の終結です。

昨日から、アメリカとイランの間で、停戦、

ホルムズ海峡の開放など、覚書に合意が交わさ

れたとの報道がなされました。

 停戦を確実なものにするためにも、再攻撃を

しない保障の下に、国連憲章と国際法に基づい

て早期に戦争を終わらせる合意に至るよう、日

本政府の果たす役割を県からも政府に進言する

ことが必要と思いますが、知事の御見解を伺い

たいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 外交や防衛といった国

家の安全保障に関することは、国会で十分に議

論され、政府として責任を持って判断がなされ

るべき事項であると認識しております。

 一方でこれらは、国民の安全・安心や生命・

財産に直接関わる重要な問題であり、とりわけ

現在の中東情勢の緊迫化については、県民生活

をはじめ、地域経済にも様々な影響が生じてき

ておりますことから、強い危機感を持って受け

止めております。

 私としましては、引き続き、今、関係部長が

答弁しましたような現場の実態、声というもの

を国に届けてまいりたい、そして、国におい

て、国民生活への影響を最小限にとどめるよう

努めるとともに、国際社会の平和と協調に向け

た不断の外交努力に尽力されることを切に期待

しております。

○前屋敷恵美議員 よろしくお願いいたしま

す。命を奪い合う戦争をまず止めることが、世

界はもとより日本の、そして県民の暮らしや経

済を守ることにもつながりますから、その間は

しっかりと国と行政が県民の皆さんを支えるこ

とだと思います。その点を強く要望しておきた

いと思います。

 続いて、中学校の給食無償化について伺いま

す。

 今年４月から、国の施策で小学校給食の無償

化が始まりました。国に無償化制度をつくらせ

る大きな力となったのが、これまでの自治体独

自の無償化や軽減制度の実施の全国的な広がり

です。県内でもほとんどの自治体が住民の要求

を受け止めて、独自の財源での無償化や一部補

助の支援の努力が国を動かし、制度化されるこ

とになったと思います。

 文科省は今年度予算に、学校給食費の抜本的

な負担軽減として1,649億円を予算計上し、１

人当たりの基準額の上限を5,200円として、国

と都道府県で２分の１ずつ負担する、都道府県

分は地方交付税で措置され、県は１人当たりの

基準額を市町村に交付するという仕組みです。

 しかし今、物価高騰の中で、5,200円の基準

額を超える状況であることが、昨日の、そして

今日の質問の中でも明らかになりました。その

分が自治体負担や保護者徴収となると、完全無

償化にはなりません。基準額の引上げを国に求

めていくことが必要です。ぜひ国に強く要求し

ていただきたいと思います。

 次に、学校には、アレルギーや不登校など、

様々な理由で給食を食べることができない児童

がいます。それぞれの自治体において適切な支

援を必要としますが、負担軽減事業の対象とな

るのか、その対応について、教育長、お答えい

ただきたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 小学校における給食
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費の負担軽減事業につきましては、重度のアレ

ルギーや不登校、宗教上の配慮が必要である場

合など、恒常的に給食を食べることができない

児童についても支援対象となります。

 ５月１日現在、県内２市が給食を食べること

ができない児童も対象としております。

 教育委員会としましては、本制度の周知に努

めてまいります。

○前屋敷恵美議員 ぜひ最適な対応をしていた

だきたいと思います。

 またもう一つ、給食の食材調達について伺い

たいと思います。

 私は、もっと米の需要を増やし、野菜や果

物、生鮮食料品はできる限り県内産や地元産を

使い、農家や生産者とつながれるものにして、

また、農家の生産性を高めるものにしていくこ

とが重要だと思います。そして、地元の農産物

で、地元愛に満ちた安心・安全な給食を子供た

ちに提供してほしいと思います。

 食材調達の現状と今後目指す方向性につい

て、教育長、お願いします。

○教育長（吉村達也君） 学校給食において地

場産物を使用することは、地域の食材への理解

や生産者への感謝の気持ちを育むとともに、地

域の農業振興の観点からも重要であると考えて

おります。

 令和６年度の文部科学省の調査によると、米

を含めた地場産物の本県の使用割合は64.5％で

あり、全国平均56.4％と比べ8.1ポイント高く

なっております。

 なお、県内の学校給食における御飯は、現

在、全て県産米を使用しております。

 教育委員会では、毎月16日を「ひむか地産地

消の日」として、地場産物の使用を推進します

とともに、学校給食担当者会等において、地場

産物を使った献立の紹介等を行っております。

 引き続き、市町村と連携しながら活用促進に

努めてまいります。

○前屋敷恵美議員 ぜひもっともっと充実させ

ていっていただきたいと思います。

 そこで、公立小学校無償化になりました。次

は、中学校無償化の一日も早い実現だと思いま

す。既に県内で、各市町村それぞれの努力で、

これまで小中学校の無償化を実施してきた実績

もあるわけですから、ここで、県が独自の財産

で、市町村と協力して中学校無償化に踏み出す

ことが、国の施策としての実現を迫る大きな力

になっていくと思います。

 子供の貧困対策にも、子育て支援にもつなが

る給食費の無償化です。小学校に続く中学校の

実現に県が努力していただきたい、県の努力を

求めたいと思います。

 財源は、重点支援地方交付金の有効活用で

す。県レベルでは、栃木県がこの交付金を活用

して、2026年度、今年から小中学校の給食無償

化制度の実施を始めました。全国では、青森

県、東京都、和歌山県、そして栃木県です。ぜ

ひ宮崎でも足を踏み出していこうではありませ

んか。できないことはないと思います。それ

は、子供たちにとって何が必要か、何を優先さ

せるか、予算の位置づけだと思います。

 ぜひ教育長の英断を求めたいと思いますが、

教育長、いかがでしょうか。

○教育長（吉村達也君） 学校給食は、児童生

徒の健全な発達のために提供されるものであ

り、全国どの地域においても、学校給食摂取基

準に基づく給食が安定的に確保される必要があ

ることから、給食費につきましては、国の責任

において、一律の基準に基づき支援を行うべき

であると考えております。
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 このため、中学校給食費の負担軽減につきま

しても、恒久的な財源を確保した上で、早期に

実施するよう、国に対し、全国都道府県教育長

協議会及び全国知事会を通して要望していると

ころであります。

○前屋敷恵美議員 もちろん全国一律で早期に

行うことが重要でありますし、当然だと思うわ

けです。しかし、そこに至らない間は、やはり

地方自治体で努力することが子供たちにとって

も必要ではないかと思います。

 ここで、知事にもコメントをいただけるとい

いかと思いますが、いかがでしょうか。子育て

支援の要として、中学校給食無償化の県独自の

財源を使っての実現です。よろしくお願いしま

す。

○知事（河野俊嗣君） 今、教育長が答弁した

とおりであります。学校給食の重要な役割、そ

してこれがやはり全国一律に行われるべきもの

ではないかという考え方の下で、これまで国

に、国の責任において一律の基準に基づき支援

を行うべきものということで要望を行ってまい

りました。

 小学校については実現したわけでございます

が、中学校給食費の負担軽減についても、引き

続き、全国知事会等を通して、国に対してしっ

かり要望してまいります。

○前屋敷恵美議員 国には要望しつつも、県独

自の施策も必要かと思いますので、今後の検討

をよろしくお願いしたいと思います。

 子供たちが毎日食べる給食は、お金の心配を

せずに、安全で温かく、おなかいっぱいになっ

て、おいしくて自然と会話が弾む、そういった

時間になるような豊かさを子供たちに提供して

いきたい、このように私も思いますし、自治体

の皆さん方もそのように思っておられると思い

ます。子供を大切に育てていく、この観点で、

ぜひ皆さんの御努力もいただきたいと思いま

す。

 それでは続いて、こども誰でも通園制度につ

いて伺います。

 こども家庭庁が子育て家庭への支援として創

設した、こども誰でも通園制度の本格運用が今

年から始まりました。

 全ての子育て家庭の３歳未満児が対象で、月

一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を

問わず、時間単位で柔軟に利用できるとされて

いますが、この制度、事業の概要をお聞かせく

ださい。福祉保健部長、お願いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） こども誰でも

通園制度は、保護者の就労状況にかかわらず、

全ての子供の健やかな成長や、保護者の孤立の

解消を目的に、今年４月から始まった制度であ

り、対象は生後６か月から２歳までの未就園児

で、原則、月10時間を上限に利用が可能です。

 県内では、保育所等の多くが空き定員の枠内

での受入れを行っており、安心して利用できる

よう、保護者は事前に施設との面談を行うこと

となっております。

○前屋敷恵美議員 この事業については、試行

的事業として、２年ほど前から実施されてきま

した。利用された保護者や受け入れている保育

現場の声など、現状をお聞かせください。福祉

保健部長、お願いします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 利用した保護

者からは、「家庭ではできない遊びや活動を経

験できた」「子育ての悩みを相談でき、大きな

安心感につながった」などの意見が寄せられて

おります。

 また、施設からは、「子育てに悩む保護者の

手助けができた」「就園の際の円滑な受入れに
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つながった」と評価する声がある一方、不定期

で利用する子供への配慮や、業務の負担に対す

る不安の声も聞かれました。

 運用間もない制度でありますことから、県と

しましては、利用者や施設の声など、運用の状

況を確認しながら、子供の成長を後押しできる

制度となるよう努めてまいります。

○前屋敷恵美議員 預けられる子供にとっては

どうなのか、受け入れる保育現場はどうなの

か、今、部長のほうからも一定のお話がありま

した。

 慣れない場所で、見知らぬ保育者に短時間預

けられる子供の負担は大きいと思います。

 また、通常保育の場に受け入れる場合など、

通常保育を受けている子供たちの集団に、短時

間の子供が不定期で入ってくることは、保育所

で毎日を過ごしている子供を不安にさせること

にもなりかねません。

 現在、この誰でも通園制度と類似した、同じ

ような一時預かり事業というのがあります。こ

の利用状況はどうなのでしょうか。同じような

ものを幾つもつくるのではなくて、事業の条件

整備を図って、保護者にとっても子供たちに

とっても、安心できるものに充実させることな

どが考えられないものかと私は思います。

 子供の育成の観点からも、この誰でも通園制

度をどのように考えておられるか、福祉保健部

長、改めてお願いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 子供にとっ

て、家族以外の人との関わりにより、家庭にい

るだけでは得られない様々な経験を通じて、成

長する機会が得られるものと考えております。

 また、保護者にとっては、専門的な知識を持

つ保育士等の助言により、孤立感や不安感を解

消でき、育児の負担の軽減にもつながっていく

ものと考えております。

 このため、この制度は、全ての子供の育ちを

応援し、社会全体で子育てを支える上で、重要

な意義を持つものと考えております。

○前屋敷恵美議員 ３歳未満児を抱える家庭の

子育てへの支援は大事です。しっかり支えなけ

ればなりません。しかし、単に、既存の保育所

に不定期の短時間保育を受け入れさせるという

点では、様々な懸念がよぎります。

 一つに、事業そのものが抱える問題です。昨

年、2025年度までは、事業の実施主体は市町村

でした。本格実施の今年からは、利用者と事業

者の直接契約となって、それは今部長もお答え

いただきましたが、利用者が施設の空き状況を

調べて予約するということになります。これで

は市町村の責任が曖昧になるという点です。何

らかの事故が起きたときに当事者任せとなり、

公的には関わりづらくなることです。

 また、受け入れる保育現場にとっても、低過

ぎる条件設定での実施が求められるということ

です。短時間保育や初めての子供を日々受け入

れるには、十分な体制と保育のスキルが必要で

す。通常保育でも保育士不足や低過ぎる処遇で

疲弊している今の保育現場に、新たな負担を強

いることになりかねないのではないでしょう

か。

 少子化で子育ての孤立化が進む中、家庭で育

つ３歳未満児への支援を求める声は、本当に大

きくあります。子供だけでなく、親も含めた支

援づくりが必要です。制度の改善や条件整備な

ど国にも要望しながら、最高の子育て環境を整

えるために、県にも尽力していただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。

 では最後になりますが、平和台公園の再整備

について伺います。
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 県は、７年後に迎える置県150年の記念事業

として、宮崎市の平和台公園と県総合博物館を

大規模リニューアルする方針を明らかにしまし

た。次世代の探求心を育む「知の拠点づくり」

を目指すとされています。

 改めて、平和台公園を訪ねてみました。韓国

からの観光客も見えていました。全てを回るこ

とはできませんでしたが、自然に包まれ、広大

な敷地には、公園のシンボルとしている八紘一

宇の塔がそびえ、コケむしたはにわ公園は、趣

はありますが、中は少々薄暗く、はにわ館は閉

鎖されておりました。遊歩道やアスレチックな

どを備えて、散歩や家族連れ、市民、県民の憩

いの場として大いに活用が図られているようで

すが、老朽化は否めません。

 また、総合博物館も開館から半世紀以上が経

過して、雨漏りの話も聞いておりましただけ

に、併せて整備計画があることは、予算のこと

はありますが、必要なことだと思います。

 そこで、再整備計画についての概要をお聞か

せください。

 また、もう一点、県民に親しまれる公園とし

て、県民の声、要望などが生かされることが重

要だと思います。

 そこで、パブリックコメントなどはもちろん

ですが、建設に当たっての委員会等に、公募な

どで選ばれた県民の代表が参加して、意見を述

べる場がつくれないものかと思います。そのあ

たりも含めて、構想についてのお考えをお聞か

せください。知事、お願いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 県立平和台公園は、宮

崎市内にありながら、豊かな自然環境に恵ま

れ、遊具施設等も設置されるなど、長年にわ

たって、広く県民の憩いの場として親しまれて

おります。私も、公舎の割と近くでありますの

で、散歩やジョギングのコースとして活用して

いるところであります。最近では、「イノシシ

に注意」という看板もありまして、警戒もして

いるところであります。

この公園も魅力あふれる場所でありますが、

開園から約70年が経過し、老朽化が進んでおり

ますことから、置県150年プロジェクトとして

取り組む「知の拠点づくり」の一つに位置づ

け、再整備を検討しているところであります。

 本公園の整備に当たりましては、同じく「知

の拠点」として再整備に取り組む総合博物館と

の機能の連携も視野に入れ、子育て世代や若者

をはじめ、利用される県民の皆様の御意見も

しっかりと伺いながら、宮崎の自然を学び、楽

しめる次世代育成のフィールドを目指して検討

を進めてまいります。

○前屋敷恵美議員 構想やその具体化にはまだ

まだ時間がありますので、ぜひ県民の皆さんの

要望、声がしっかりと位置づけられるような整

備を行っていただきたい、このように思いま

す。

 次に、平和の塔について伺います。

 県立平和台公園には、戦時中の1940年に建設

され、現在、公園のシンボルとされている、八

紘一宇の文字が刻まれた高さ36.4メートルの巨

大な石造りの塔があり、平和の塔と呼ばれてい

ます。

 そのそばには、戦後削られていた八紘一宇の

文字を復元した当時の県知事、黒木博知事の名

で、この塔の由来を記した碑文があります。そ

こには、「世界各地の日本人団体、友好諸国か

ら寄せられた切り石1,798個を含む石材834立方

メートルで築かれた」と、また「八紘一宇の文

字が、永遠の平和を祈念して刻み込まれてい

る」などと記されています。
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 しかし、切り石のうち300個余りは、中国な

ど当時の日本の植民地や占領地からのもので、

侵攻していた日本軍部隊の名で送られていたも

のであることなどが、民間団体の調査で明らか

になっています。

 また、建設当時、戦争推進のスローガンで

あった八紘一宇という言葉を、永遠の平和を祈

念した言葉であるという誤った歴史認識を県が

表明していることは、甚だ遺憾であり、問題で

す。

 遅きに失したとはいえ、八紘一宇の塔の史実

を正確に伝え、そのことを教訓に、文字どおり

の平和公園にすることが必要ではないでしょう

か。次世代の探求心を育む「知の拠点」にする

と言うのであればなおさらのこと、真実を伝え

るべきです。

 今回の公園再整備を機に、この碑文を改める

ことを求めたいと思いますが、知事のお考えを

伺います。

○知事（河野俊嗣君） この県立平和台公園

は、改めて、宮崎市街地を一望できる自然林に

囲まれた丘陵地に位置し、散策路や展望台など

県民が自然と触れ合う場として、また、県を代

表する観光地としても、長年にわたり、県内外

の方から広く親しまれているところでありま

す。

 御指摘の平和の塔を取り巻く背景あるいは経

緯については、いろいろな御意見があろうかと

存じますが、現状のまま保存してまいりたいと

考えております。

○前屋敷恵美議員 果たして今のままでいいの

かどうか、検証が求められると思います。

 日本が起こした侵略戦争は明白な事実です。

その戦意高揚のために用いた八紘一宇という言

葉を、永遠の平和を祈念した言葉であるなどと

真逆の説明を碑文に記すなどは、県の、ひいて

は日本の歴史認識が大きく問われる問題だと思

います。このグローバル化の中で、全く通用し

ない話ではないでしょうか。

 平和台公園を世界の観光客にもとの構想があ

ればなおさらのこと、間違いは真摯に受け止

め、正すことに何らはばかることはありませ

ん。勇気を持って決断のときだと思います。こ

の整備計画をもって改めることを再度要望した

いと思います。知事の決断を期待いたしており

ます。よろしくお願いいたします。

 時間をちょっと残しましたけれども、準備い

たしました質問は以上です。今回は、憲法９条

を持つ日本が戦争への道を再び歩むのか、日本

が岐路に立つ問題を県のみならず、県民、国民

が共に考えることを提起いたしました。少子化

の中で、子育て、子育ちを考える問題、困難に

直面している県民の暮らしと経済をどう守るの

か、行政の果たすべき役割を質問させていただ

きました。

ぜひ最善の方策で事に当たっていただきた

い、このことを申し上げまして、一般質問の全

てを終わります。ありがとうございました。

（拍手）

○外山 衛議長 以上で一般質問は終わりまし

た。

○外山 衛議長 次に、今回提案されました議

案第１号から第24号まで、報告第１号及び第２

号の各号議案を一括議題といたします。

 質疑の通告はありません。

◎ 議案第19号から第22号まで採決

○外山 衛議長 まず、公安委員会委員、収用

委員会委員及び同委員会予備委員の任命の同意
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についての議案第19号から第22号までの各号議

案についてお諮りいたします。

 各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、委員会の付託を省略して直ちに

審議することに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 討論の通告はありません。

 これより採決に入ります。

 議案第19号から第22号までの各号議案につい

て、一括お諮りいたします。

 各号議案については、同意することに御異議

ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各号議案は同意することに決定いたしまし

た。

◎ 議案第１号から第18号まで、第23号、

第24号、報告第１号及び第２号

並びに請願委員会付託

○外山 衛議長 次に、議案第１号から第18号

まで、第23号、第24号、報告第１号及び第２号

の各号議案並びに新規請願は、お手元に配付の

付託表のとおり、それぞれ関係の委員会に付託

いたします。

 明日からの日程をお知らせいたします。

 明日17日から22日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

 次の本会議は、23日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後１時48分散会
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午前10時０分開議

出 席 議 員（35名）

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲）

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団）

４番 工 藤 隆 久 （  同  ）

５番 山 内 いっとく （宮崎県議会自由民主党）

６番 山 口 俊 樹 （  同  ）

７番 下 沖 篤 史 （  同  ）

８番 齊 藤 了 介 （  同  ）

９番 黒 岩 保 雄 （  同  ）

10番 渡 辺 正 剛 （  同  ）

11番 河 野 通 博 （  同  ）

13番 外 山   衛 （  同  ）

14番 脇 谷 のりこ （未来への風）

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲）

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団）

17番 重 松 幸次郎 （  同  ）

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党）

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ）

20番 日 髙 陽 一 （  同  ）

21番 内 田 理 佐 （  同  ）

22番 荒 神   稔 （  同  ）

23番 川 添   博 （  同  ）

24番 福 田 新 一 （  同  ）

25番 本 田 利 弘 （  同  ）

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか）

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会）

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲）

31番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党）

32番 濵 砂   守 （ 同 ）

33番 佐 藤 雅 洋 （ 同 ）

34番 中 野 一 則 （ 同 ）

35番 安 田 厚 生 （  同  ）

36番 山 下 博 三 （  同  ）

37番 二 見 康 之 （  同  ）

39番 山 下   寿 （  同  ）

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事  日 隈 俊 郎

副 知 事  佐 藤 弘 之

総 合 政 策 部 長  大 東   収

政 策 調 整 監  川 畑 敏 彦

総 務 部 長  田 中 克 尚

危 機 管 理 統 括 監  津 田 君 彦

福 祉 保 健 部 長  小 牧 直 裕

環 境 森 林 部 長  長谷川   武

商工観光労働部長  児 玉 浩 明

農 政 水 産 部 長  児 玉 憲 明

県 土 整 備 部 長  中 原   学

宮崎国スポ・障スポ局長  中 尾 慶一郎

会 計 管 理 者 渡 邉 世津子

企 業 局 長  松 浦 直 康

病 院 局 長  重黒木   清

財 政 課 長  松 田   隆

教 育 長  吉 村 達 也

公 安 委 員 長  松 山   昭

警 察 本 部 長  髙 井 良 浩

代 表 監 査 委 員  川 野 美奈子

人事委員会委員長  桑 山 秀 彦

事務局職員出席者

事 務 局 長  児 玉 洋 一

事 務 局 次 長  佐 藤 雅 宏

議 事 課 長  関 谷 幸 二

政 策 調 査 課 長  山 崎 孝 明

議 事 課 課 長 補 佐  古 谷 信 人

議事課議事担当主幹  池 田 憲 司

議 事 課 主 任 主 事  前 鶴 彩 友

議 事 課 主 任 主 事  黒 木 燿一朗

令 和 ８ 年 ６ 月 2 3 日 （ 火 曜 日 ）
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◎ 常任委員長審査結果報告

○外山 衛議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

 まず、議案第１号から第18号まで、第23号、

第24号、報告第１号及び第２号の各号議案、並

びに請願第20号を一括議題といたします。

 ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、内田理佐委員

長。

○内田理佐議員〔登壇〕 御報告いたします。

 今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外８件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で決

定いたしました。

 以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

 まず、令和８年度宮崎県一般会計補正予算に

ついてであります。

 このうち、議案第１号は、国庫補助決定に伴

うもの及びその他必要とする経費について措置

するもので、14億600万円余の増額となってお

ります。

 次に、議案第24号は、国の令和８年度補正予

算に係る経費について措置するもので、５億

2,900万円余の増額となっております。

 両議案を合わせた歳入財源の主なものは、国

庫支出金が15億5,300万円余、繰入金が３億

1,300万円余、県債が6,400万円余となっており

ます。この結果、補正後の一般会計の予算規模

は6,918億8,600万円余となります。

 このうち、総合政策部の補正予算は、一般会

計で１億2,600万円余を増額するものであり、

この結果、一般会計と特別会計を合わせた補正

後の予算額は232億400万円余となります。

 また、総務部の補正予算は、議案第１号が一

般会計で3,700万円余を、議案第24号が一般会

計で４億円余をそれぞれ増額するものであり、

この結果、一般会計と特別会計を合わせた補正

後の予算額は2,380億6,500万円余となります。

 このうち、総合政策部のサーバ統合基盤運営

費についてであります。

 これは、庁内各所属のシステムサーバーを集

約・統合するサーバー統合基盤が令和９年度末

に利用終了となることに伴い、次期基盤へ更新

するものであり、庁内基盤とクラウド基盤を組

み合わせることで、運用の効率化や柔軟な拡張

性の確保を図るものであります。

 このことについて委員より、庁内基盤とクラ

ウド基盤の使い分けの基準やセキュリティー対

策について質疑があり、当局より、「機密情報

を扱うシステムや通信負荷の大きい大規模なシ

ステム等は庁内基盤で運用し、その他のシステ

ムはクラウド基盤に移行するなど、その重要度

や規模に応じて適切に配置したいと考えてい

る。また、クラウド基盤の選定に当たっては、

十分なセキュリティー対策を講じたものを採用

する」との答弁がありました。

 次に、総合政策部の「本県とインドネシア政

府等との連携合意について」であります。

 これは、本県産業の維持・活性化に向け外国

人材を安定的に確保するため、インドネシア共

和国労働省、移住労働者保護省及びインドネシ

ア送出機関協会と連携合意書等を締結したもの

であります。

 このことについて委員より、「外国人材の確

保のためには様々な国との連携合意が必要と考
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えるが、インドネシア以外の国とも連携合意を

行う考えはあるか」との質疑があり、当局よ

り、「現時点で具体的な計画はないが、外国人

材の受入れは、相手国の情勢に大きく左右され

るため、安定確保の観点から、複数国との関係

構築が必要であると考えている」との答弁があ

りました。

 また、別の委員より、「外国人材の確保に向

け、本県の介護分野の先行事例や他県の事例を

参考に、各業種の需要に即した取組を行うとと

もに、今後の人材獲得競争の激化を見据え、全

庁的な組織体制の在り方も含め検討していただ

きたい」との要望がありました。

 次に、総務部の「みやざき行財政改革プラン

（第四期）の取組状況について」であります。

 このことについて委員より、令和９年度の知

事部局等職員数の目標値が、令和４年度比で約

115人の増員となっている要因について質疑が

あり、当局より、「宮崎国スポ・障スポの開催

に当たり、先催県の事例では大会開催準備に

120人程度を要していること、また、危機事象

への対応や国土強靱化などの行政需要を総合的

に勘案し、目標値を算定した」との答弁があり

ました。

 これに対して委員より、「県の人口が来年度

にも100万人を下回ると予測される中、次期計

画の策定に当たっては、適正な職員数の在り方

を十分に整理した上で取り組んでいただきた

い」との要望がありました。

 最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましては、地方自治法第109条第

８項の規定により、閉会中の継続審査といたし

たいので、議長においてその取扱いをお願いい

たします。

 以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 次は、厚生常任委員会、福田

新一委員長。

○福田新一議員〔登壇〕 御報告いたします。

 今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件及び新規請願１件の６件であ

ります。慎重に審査いたしました結果、お手元

に配付の議案・請願委員会審査結果表のとお

り、議案についてはいずれも全会一致により、

請願については賛成少数により決定いたしまし

た。

 以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

 まず、福祉保健部の補正予算についてであり

ます。

 今回の補正は、一般会計で４億8,600万円余

の増額であり、この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は2,430億900万円余

となります。

 このうち、医療施設等経営強化緊急支援事業

についてであります。

 これは、人手不足や出生数の減少などによる

経営状況の変化に直面している医療機関へ必要

な財政支援を行うことで、地域に必要な医療提

供体制を確保することを目的とするものであり

ます。

 この事業のうち、分娩取扱施設と連携して妊

婦健診等を行う施設を対象に設備の整備を支援

する地域連携周産期支援事業（産科施設）につ

いて委員より、「どうしてこの予算が当緊急支

援事業で実施される他の事業に比べて少ないの

か」との質疑があり、当局より、「本事業の対

象施設は分娩を取り扱わない施設であり、数が

限られているだけでなく、申請を希望する施設

が３施設のみであったことから他の事業よりも
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少ない予算となっている」との答弁がありまし

た。

 次に、公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収

する料金の上限の変更についてであります。

 このことに関連して委員より、認定看護師教

育課程の受講者数及び受講期間について質疑が

あり、当局より、「認定看護師教育課程では、

専門知識と技術を丁寧に教育するため、受講者

数は10名程度、受講期間は１年間となってい

る」との答弁がありました。

 これに対して委員より、「認定看護師の養成

は、医師の負担軽減にもつながることから、

しっかりとサポートしてほしい」との意見があ

りました。

 次に、令和７年の自殺者数等の状況について

であります。

 このことについて委員より、「近年、本県の

自殺死亡率は全国の中でも高く推移している

が、その要因をどのように分析しているのか」

との質疑があり、当局より、「本県では、男性

の自殺者の割合が高く、年代別では、70歳代、

80歳代の自殺者が多い傾向にある。また、令和

７年は、30歳代以下の女性の自殺者が増加して

いる。自殺の動機については、健康や生活の問

題等が複合的に絡んでいるため、本県の要因を

明確に示すことは難しい」との答弁がありまし

た。

 当委員会といたしましては、本県の自殺死亡

率が他県に比べ、いまだに高く推移している事

実を受け止め、本県の実情に応じた自殺防止対

策をさらに推進していただくよう要望します。

 最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続

審査といたしたいので、議長においてその取扱

いをお願いいたします。

 以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 次は、商工建設常任委員会、

本田利弘委員長。

○本田利弘議員〔登壇〕 御報告いたします。

 今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外７件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で決

定いたしました。

 以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

 まず、商工観光労働部の補正予算についてで

あります。

 今回の補正は、一般会計で１億2,900万円余

の増額であり、この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は476億400万円余と

なります。

 次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

 今回の補正は、一般会計で1,800万円余の増

額であり、この結果、一般会計と特別会計を合

わせた補正後の予算額は915億7,100万円余とな

ります。

 このうち、商工観光労働部の特別高圧電気料

金激変緩和事業についてであります。

 これは、国の令和８年度補正予算に盛り込ま

れた重点支援地方交付金を活用し、特別高圧電

力を受電する県内の中小企業等に対して、電気

料金の一部を支援することで事業者の負担軽減

を図るものであります。

 このことについて委員より、「今回の事業で

は医療機関も対象に含まれるのか」との質疑が

あり、当局より、「医療機関はこの事業の対象
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に含まれていないが、福祉保健部において実施

している「医療・福祉分野における物価高騰対

策緊急支援事業」や、今年６月から施行された

診療報酬改定において物価対応分の項目が追加

されたことにより、対応されているものと考え

ている」との答弁がありました。

 次に、商工観光労働部の「みやざき産業振興

戦略の改定について」であります。

 このことについて委員より、「みやざき産業

振興戦略の改定を機に、同戦略にフードビジネ

ス振興構想を一本化するに当たっては、これま

でのフードビジネスの取組が後退することがな

いよう、具体的な目標値をしっかりと定め、

様々なアプローチを行い、さらなる結果を出し

ていくことが重要ではないか」との意見があ

り、当局より、「具体的な成果指標や取組方針

等についてはこれから検討していくこととなる

が、フードビジネスのさらなる成長産業化に向

け、みやざき産業振興戦略の中でしっかりと整

理してまいりたい」との答弁がありました。

 また、同部の「第12次宮崎県職業能力開発計

画の策定について」であります。

 このことについて委員より、「国の方針を踏

まえるだけでは、計画が形骸化してしまうよう

な印象を受けるため、今後、県として、しっか

りと能力を持った人材を輩出していくという主

張を入れていくことも必要ではないか」との意

見があり、当局より、「本計画の策定に当たっ

ては、県総合計画や地域の特色などを踏まえる

とともに、職業能力開発審議会でも議論いただ

きながら、本県に必要な産業人材の育成につな

がるよう取り組んでいきたい」との答弁があり

ました。

 当委員会といたしましては、これらの計画を

はじめとする、今後、改定を行う計画等につい

て、本県の現状や社会情勢等の変化を踏まえた

実効性のある計画として、数値目標をしっかり

と定め、成果が着実に現れるものとなるよう要

望します。

 次に、県土整備部の「次期指定管理候補者の

選定について」であります。

 このことについて委員より、選定の対象とな

る施設のうち、みやざき臨海公園の利用者が減

少している要因について質疑があり、当局よ

り、「近年の猛暑の影響に加え、昨年度は音

楽・花火イベントの中止や台風、一昨年度は南

海トラフ地震臨時情報が発表された地震などの

要因が考えられる」との答弁がありました。

 また、このほか、現在の指定管理者による自

主事業などについても質疑等がありました。

 最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続

審査といたしたいので、議長においてその取扱

いをお願いいたします。

 以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 次は、環境農林水産常任委員

会、山口俊樹委員長。

○山口俊樹議員〔登壇〕 御報告いたします。

 今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号の１件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、全会一致で決定いたし

ました。

 以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

 まず、環境森林部の補正予算についてであり

ます。

 今回の補正は、一般会計で１億9,500万円余
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の増額であり、この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は225億8,000万円余

となります。

 次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

 今回の補正は、一般会計で２億1,200万円余

の増額であり、この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は429億800万円余と

なります。

 このうち、環境森林部の新規事業「自然公園

等施設災害復旧事業」についてであります。

 これは、国立公園、国定公園及び長距離自然

歩道における自然公園等施設のうち、災害によ

り被害を受けた施設の復旧を速やかに行うこと

により、利用者の減少を最低限に抑えることな

どを目的とするものであり、宮崎県の要望で新

設されたものであります。

 このことについて委員より、「九州自然歩道

は補助対象に含まれているが、県立自然公園内

の九州自然歩道で災害が発生した場合、どこま

での範囲が補助の対象になるのか」との質疑が

あり、当局より、「九州自然歩道の災害に該当

するものであれば対象となるが、その補助の対

象範囲については、現地を確認し、個別に判断

することになる」との答弁がありました。

 これに対して委員より、「国への要望の結

果、今年度から新たに災害復旧事業として別枠

で確保された予算を有効に活用するためにも、

事業に取り組む場所の選定に当たっては、現地

の状況を的確に把握した上で、幅広い視野で検

討してほしい」との要望がありました。

 次に、環境森林部の「みやざき木育方針の策

定について」であります。

 これは、再造林や木材利用の機運が高まって

いる中、宮崎らしい木育の方向性を整理し、関

係者が足並みをそろえて木育を推進するための

方針を策定するものであります。

 このことについて委員より、「これまでも関

係団体や市町村と連携し、モデル的に様々な事

業に取り組まれているが、本方針の策定により

最終的にどのようになっていくことをイメージ

しているのか」との質疑があり、当局より、

「これまでの取組に加え、今回の木育方針に基

づく新たな取組やその成果についても、関係者

や市町村とも共有しながら、先行事例を県内全

域に展開することで、関係機関の横のつながり

も促していきたいと考えている。また、関係機

関の役割を明確にするとともに、世代ごとに効

果的なアプローチを行えるよう検討してまいり

たい」との答弁がありました。

 これに対して委員より、「事例を展開するだ

けではなく、今の取組の突き抜けた部分や伸び

ている部分をより研ぎ澄ましていくことも重要

であることから、そういった点についても広報

するという視点を持って取り組んでほしい」と

の要望がありました。

 次に、農政水産部の改善事業「鳥獣被害対策

アップデート事業」であります。

 このことに関連して委員より、「ジビエ処理

加工施設に持ち込まれた野生イノシシについ

て、豚熱陽性が確認された場合、通常の消毒作

業でよいのか、それとも別途定められた基準が

あるのか」との質疑があり、当局より、「豚熱

陽性が出た場合は、使用する機械等を含め、

しっかりと施設を消毒することが定められてい

る。今後、県で実施要領等の作成を検討する際

は、食品衛生上の観点など関係部局からの意見

を聞きながら定めていくことが必要と考えてい

る」との答弁がありました。

 当委員会といたしましては、豚熱陽性が確認
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された場合に、ジビエ処理加工施設で働く方が

しっかりと理解して対応できるよう、細やかな

説明を行うなど、丁寧に対応していただくよう

要望します。

 最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法第

109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取扱いを

お願いいたします。

 以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 次は、文教警察企業常任委員

会、岩切達哉委員長。

○岩切達哉議員〔登壇〕 御報告いたします。

 今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外３件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり、全会一致で決定いたし

ました。

 以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

 まず、企業局の公営企業会計補正予算につい

てであります。

 今回の補正は、地域振興事業会計について、

事業費で800万円の増額を行うものでありま

す。この結果、地域振興事業会計の補正後の事

業費は3,300万円余となります。

 次に、教育委員会の補正予算についてであり

ます。

 今回の補正は、一般会計で３億2,800万円余

の増額であり、この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は1,337億7,000万円

余となります。

 このうち、企業局の補正予算についてであり

ます。

 今回の予算は、令和８年４月から企業局によ

る運営を休止し、新富町による運営が開始され

た一ツ瀬川のスポーツレクリエーション施設に

ついて、町による安定的な運営を支援するた

め、初期費用や施設の利用促進に要する費用の

補助を行うものであります。

 このことに関連して当局より、「所有する財

産の譲渡やクラブハウスの改修については、新

富町との協議を継続して行っている」との説明

がありました。

 これに対して委員より、財産の譲渡条件や河

川占用許可の取扱いについて質疑があり、当局

より、「譲渡条件等の詳細は、今後協議し、決

定する。河川占用許可については、河川管理者

と協議を行い、譲渡の時期に合わせて、新富町

が許可を取る方向で調整を行う」との答弁があ

りました。

 これに対して委員より、「財産を譲渡する際

は、条件を明確化するとともに、町に対して適

切な支援を実施していただきたい。河川占用許

可については、法令を遵守しながら時期を逸す

ることなく必要な手続をしていただきたい」と

の要望がありました。

 次に、教育委員会の新規事業「県立高等学校

等教育改革体制強化事業」についてでありま

す。

 この事業は、文部科学省が示す「高校教育改

革に関する基本方針」を踏まえ、県立高等学校

の魅力化を実現するため、産官学連携による教

育改革推進会議の運営や、高校教育改革実行計

画の策定・推進、また、定量データを用いた分

析等を実施するものであります。

 このうち、高校教育改革実行計画について当

局より、「産業界や学識経験者、行政、教育関

係者等で構成する教育改革推進会議で協議を重
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ねた上で、計画を策定していく」と説明があり

ました。

 これに対して委員より、「計画の策定に当

たっては、学識経験者や専門家の意見だけでな

く、当事者である生徒や保護者の意見も反映で

きるよう取り組んでいただきたい」との要望が

ありました。

 次に、公安委員会の「損害賠償額を定めたこ

とについて」であります。

 これは、警察官の過失により発生した交通事

故４件について、専決処分を行い、損害賠償額

を定めたことについての報告であります。

 この報告に関連して委員より、再発防止につ

いて質疑があり、当局より、「交通事故を起こ

した職員に対して、再発防止訓練や運転技能講

習会などを実施している。また、交通事故に関

する注意喚起の情報を職員向けに発信するな

ど、事故防止に向け、総合的な対策を進めてい

る」との答弁がありました。

 最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会

中の継続審査といたしたいので、議長において

その取扱いをお願いいたします。

 以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。〔降壇〕

○外山 衛議長 以上で、常任委員長の審査結

果報告は終わりました。

 委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

◎ 討  論

○外山 衛議長 これより討論に入りますが、

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

 討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

○前屋敷恵美議員〔登壇〕 おはようございま

す。日本共産党の前屋敷恵美でございます。

 今議会に提案されました、議案第８号、第18

号、報告第１号及び第２号、請願第20号の不採

択について、反対の立場から討論を行います。

 議案第８号は「宮崎県認定こども園の認定基

準に関する条例等の一部を改正する条例」で

す。

 問題とするのは、改正の内容の中に、「認定

こども園に置かなければならない保育士の資格

を有する者について、１人に限って、園に勤務

する特定理学療法士等をもって代えることがで

きる」としていることです。

 園に特定理学療法士の配置の必要性はあって

も、特定理学療法士が専門性を有する保育士に

代われるものではありません。事実上の保育士

の不足が、現場の保育士への過度な負担や保育

の質の低下につながりかねません。本来、保育

士の配置基準そのものが過酷な状況であること

の抜本的改善こそ図らなければならないと思い

ます。

 次に、議案第18号「宮崎県総合計画の変更に

ついて」です。

 令和４年に策定された長期ビジョンに基づ

き、翌令和５年に現行の総合計画アクションプ

ランが作成されました。

 令和22年（2040年）を展望したこのアクショ

ンプランでは、県民が安心と希望を持って暮ら

し続けることのできる社会の実現に向けての指

針が示され、その計画には、国の「まち・ひ

と・しごと創生法」に基づく「宮崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」が位置づけられ、デ

ジタル田園都市構想をも踏まえたものとして推
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進されました。

 しかし、地方創生戦略をもってしても、人口

減少、気候危機、医療や子育て、教育、人権、

エネルギー、農林漁業、デジタル化に伴う個人

情報問題などなど、課題は依然として残されて

います。

 今回の総合計画長期ビジョンの改定は、来年

度改定予定のアクションプラン策定に向けての

見直しを行うとするものです。

 今回の長期ビジョンでも、宮崎県の現状、将

来に向けた課題が述べられておりますが、現状

も課題も、もっと幅広く、もっと深くつかむこ

とが必要だと思います。

 人口減少問題などは、「日本の人口減少は人

為的・経済的な人口減少であり、グローバル資

本主義のゆがみを正さない限り続くもので、構

造的なもの」と、自治体問題の専門家が指摘し

ています。このことは、根本的な国の施策であ

ることはもちろんですが、自治体でも、現象だ

けを追うのではなく、その分析と対処策が重要

です。

 また、展望する2040年は、高齢者の人口が

ピークを迎え、人口減少とともに、高齢化社会

の在り方も大きく問われるものです。医療・介

護の体制の充実は待ったなしです。ここに、憲

法でうたう「地方自治の本旨」「基本的人権の

保障」の観点が生かされることが重要です。

 長期ビジョンの要は、何より県民全てが安心

して住み続けられる宮崎にすることです。その

ためには、まず、平和が守られることです。戦

争の危険から県民を守ること、そのためにも、

県民を取り巻く危険な状況を取り除くこと、現

実をリアルに把握し対処する自治体の立場を明

確にすることです。

 こうした観点を持って、年齢を問わず、県民

の生存権を守り抜く県行政であるための総合計

画になることを求めたいと思います。

 次に、報告第１号及び第２号の「専決処分の

承認を求めることについて」です。

 いずれも地方税法の改正による県税条例の改

正ですが、問題とするのは、その改正内容で自

動車税環境性能割を廃止するとしていることで

す。

 自動車税環境性能割は、自動車の取得の際、

その車の燃費性能や排ガス性能など環境性能に

応じて課税する県税で、政策目的にも効果的で

す。しかし、今回の環境性能割の廃止によっ

て、自動車の脱炭素化などを遅らせることにも

つながりかねず、ＣＯ２の削減、地球温暖化対

策に逆行することになりかねません。

 続いて、請願について述べます。

 委員長報告で不採択とされました新規請願第

20号について、採択を求めるものです。

 本請願は、精神障がい者２級を県の障がい者

医療費助成制度の対象とすることを求めるもの

です。

 県議会は、令和６年11月議会で、精神障がい

者を県の重度障がい者医療費助成制度の対象と

することを求める請願を、全会一致で採択いた

しました。このことは、県に対して、それまで

精神障がい者が重度障がい者医療費助成制度の

適用外とされていたことを解消するよう求めた

わけです。しかし、助成の適用が障がい者１級

にとどまっていることから、障がい者２級にも

医療費助成を広げてほしいというのが今回の請

願です。

 精神障がいを抱える当事者も、支える御家族

も、生活の大変さ、御苦労は十分理解できるも

のです。

 本来、国が障害者基本法の精神にのっとり、
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３障がいに差別なく医療費助成をしなければな

らないものです。国の責任で助成することを求

めつつも、それまでの間、県と市町村が協力し

て精神障がい者を支えることが必要です。

 県議会の役割は、県民の御苦労や困難をしっ

かりと受け止めて、県民の暮らしや福祉を守る

窓口になり、県や国に県民の抱える課題を解消

するよう促すことではないでしょうか。そし

て、そのために必要な施策の予算化は、国や県

がしっかり考えることです。

 県議会は、請願の内容が人道上許されないこ

ととか理不尽なこととかでない限り、県民の切

実な思い、正当な要求は、しっかりと受け止め

ることだと思います。

 本請願についても、障がいを抱える御本人や

御家族が安心して暮らせるよう、不採択などと

切り捨てず、請願者の意思を十分に尊重して請

願の採択を強く求めるものです。議員各位の賢

明な御判断を切に求めて、討論といたします。

以上です。（拍手）〔降壇〕

○外山 衛議長 ほかに討論の通告はありませ

ん。

 以上で討論は終わりました。

◎ 議案第８号、第18号、報告第１号及び

   第２号採決

○外山 衛議長 これより採決に入ります。

 まず、議案第８号、第18号、報告第１号及び

第２号の各号議案について、一括お諮りいたし

ます。

 本案に対する委員長の審査結果報告は、可決

または承認であります。委員長の報告のとおり

決することに賛成の議員の起立を求めます。

   〔賛成者起立〕

○外山 衛議長 起立多数。よって、各号議案

は、委員長の報告のとおり可決または承認され

ました。

◎ 議案第１号から第７号まで、第９号から

   第17号まで、第23号及び第24号採決

○外山 衛議長 次に、議案第１号から第７号

まで、第９号から第17号まで、第23号及び第24

号の各号議案について、一括お諮りいたしま

す。

 各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各号議案は、委員長の報告のとおり可決さ

れました。

◎ 請願第20号採決

○外山 衛議長 次に、請願第20号についてお

諮りいたします。

 本請願に対する委員長の審査結果報告は不採

択であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。

   〔賛成者起立〕

○外山 衛議長 起立多数。よって、本請願

は、委員長の報告のとおり不採択とすることに

決定いたしました。

◎ 閉会中の継続審査及び継続調査案件採決

○外山 衛議長 次に、お手元に配付のとお

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会

中の継続審査及び調査の申出がありますので、

これを議題といたします。〔巻末参照〕

 閉会中の継続審査及び調査については、各委

員長の申出のとおり決することに御異議ありま

- 258 -



令和８年６月23日(火)

せんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、各委員長の申出のとおり、閉会中の継続審

査及び調査とすることに決定いたしました。

◎ 議案第25号採決

○外山 衛議長 次に、さきに提案のありまし

た、副知事の選任の同意についての議案第25号

を議題といたします。

 質疑の通告はありません。

 本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 討論の通告はありません。

 これより採決に入ります。

 議案第25号についてお諮りいたします。

 本案については、同意することに御異議あり

ませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、本案は同意することに決定いたしました。

◎ 議員発議案送付の通知

○外山 衛議長 次に、お手元に配付のとお

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和８年６月23日

 宮崎県議会議長 外山  衛 殿

   提出者 議会運営委員長 川添  博

   議員発議案の送付について

 下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

  地方自治法第180条第１項の規定に基づき

知事において専決処分をすることができる

事項の指定の一部改正について

◎ 議員発議案第１号追加上程、採決

○外山 衛議長 ただいま朗読いたしました議

員発議案第１号を日程に追加し、議題とするこ

とに御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 議員発議案第１号を議題といたします。

 お諮りいたします。

 本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、説明を省略して直ちに審議すること

に御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議ありませんので、その

ように決定いたしました。

 質疑及び討論の通告はありません。

 これより採決に入ります。

 議員発議案第１号についてお諮りいたしま

す。

 本案を原案のとおり可決することに御異議あ

りませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、本案は原案のとおり可決されました。

◎ 議員派遣の件
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○外山 衛議長 次に、議員派遣の件を議題と

いたします。

 お諮りいたします。

 会議規則第127条の規定により、お手元に配

付のとおり、議員を派遣することに御異議あり

ませんか。〔巻末参照〕

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○外山 衛議長 御異議なしと認めます。よっ

て、お手元に配付のとおり、議員を派遣するこ

とに決定いたしました。

 以上で、本定例会の議事は全て終了いたしま

した。

◎ 副知事退任挨拶

○外山 衛議長 ここで、７月30日をもって退

任されます佐藤副知事より、御挨拶をいただき

ます。

 佐藤副知事、御登壇願います。

○副知事（佐藤弘之君）〔登壇〕 退任に当た

りまして、一言御挨拶を申し上げます。

 まずは、このような機会を与えていただきま

した県議会の皆様に厚く御礼を申し上げます。

また、在職中、公私にわたりまして御指導いた

だきましたこと、心から感謝を申し上げます。

 この３年間、東九州道や九州中央道など交通

インフラの整備促進をはじめ、環境森林施策の

推進、それから観光・スポーツランドの推進、

災害対応など、様々な課題に向き合ってまいり

ました。

 その都度、県議会の皆様をはじめ多くの方々

のお力添えをいただきながら、何とか職責を果

たすことができましたことは、私にとって大変

ありがたく、忘れられない経験となりました。

また、県内各地を訪れる中で、私は宮崎の持

つ強み、力というものを実感してまいりまし

た。

 具体的には、本県が誇る豊かな森林資源、そ

れから全国有数の食料供給力はもちろんですけ

れども、あと水力、太陽光等の豊富な再生可能

エネルギー、これが本県の電力需要の７割を満

たしているという事実にも触れまして、そうい

う力強さというものを実感したところでありま

す。

 さらに、椎葉村の集落を訪れたときに、災害

で孤立していたときでも、地域の皆様は、支え

合いながら、それぞれが自分たちのできること

を担って、何とか自分たちの力で生活を維持で

きたという話を伺いまして、宮崎には、地域を

自ら支え困難を乗り越えていく、そういう力が

根づいているんだということを強く実感したと

ころです。

 私は、こうした宮崎の地域力というものにつ

いて、それが不透明な国際情勢の中でも力強く

未来を切り開いていくことができる強みだとい

うふうに強く確信しているところです。

 この３年間、宮崎で皆様と共に汗を流し学ば

せていただいた経験は、私にとってかけがえの

ない財産であります。

 今後、活動の場は移りますけれども、宮崎の

持つ可能性と地域の底力を念頭に置きながら職

責を果たし、宮崎の発展のために力を尽くして

まいりたいと思います。

 結びに、皆様方の御健勝と御活躍、そして宮

崎県のさらなる発展を祈念申し上げまして、退

任の御挨拶とさせていただきます。本当にあり

がとうございました。（拍手）〔降壇〕

○外山 衛議長 丁重な御挨拶をいただき、誠

にありがとうございました。

 佐藤副知事におかれましては、令和５年７月

に就任以来、県勢の発展と諸課題の解決に大変
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令和８年６月23日(火)

な御尽力をいただきました。その御功績に対し

まして、心から敬意と感謝を申し上げます。

 今後とも、本県のさらなる発展に御協力並び

に御指導を賜りますようお願い申し上げまし

て、お礼の言葉といたします。

 国に戻られましても、さらなる活躍を御祈念

申し上げます。誠にありがとうございました。

◎ 閉  会

○外山 衛議長 これをもちまして、令和８年

６月定例会を閉会いたします。

   午前10時48分閉会
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資 料
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１９日間

月　日 曜 区　分 議　　　　事 備　　考

６．５ 金 本会議

開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

議会運営委員会　   9:30

６ 土

７ 日

８ 月 一般質問通告締切　12:00

９ 火

１０ 水

１１ 木

１２ 金 請願締切　　　　　16:00

１３ 土

１４ 日

１５ 月 一 般 質 問
議員発議案締切　　17:00
（会派提出）

１６ 火

一 般 質 問
議 案 に 対 す る 質 疑
討 論・ 採決 ( 人 事案 件 )
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

議会運営委員会　   9:30

１７ 水

１８ 木
議員発議案締切　　17:00
（会派提出を除く）

１９ 金 特 別 委 員 会 議会運営委員会　  13:30

２０ 土

２１ 日

２２ 月 （ 議 事 整 理 ）

２３ 火 本会議
常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決
閉会

議会運営委員会　   9:30

（ 閉 庁 日 ）

休　会

休　会

本会議

常 任 委 員 会

（ 閉 庁 日 ）

休　会

令和８年６月定例会日程

（ 閉 庁 日 ）

（ 議 案 調 査 ）

本会議 一 般 質 問
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 ２１５００－１０９８ 

                               令和８年６月５日 

 

 宮崎県議会議長 外山 衛 殿 

 

                                宮崎県知事 河 野 俊 嗣 

 

 

議 案 の 送 付 に つ い て 

 

 令和８年６月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。 

 

記 

 

議案第１号 令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 

議案第２号 令和８年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正予算（第１号） 

議案第３号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例 

議案第４号 宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第５号 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例 

議案第６号 公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第７号 宮崎県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例 

議案第８号 宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第９号 宮崎県監査委員条例の一部を改正する条例 

議案第10号 工事請負契約の変更について 

議案第11号 工事請負契約の変更について 

議案第12号 工事請負契約の変更について 

議案第13号 工事請負契約の変更について 

議案第14号 工事請負契約の変更について 

議案第15号 工事請負契約の変更について 

議案第16号 工事請負契約の変更について 

議案第17号 財産の取得の変更について 

議案第18号 宮崎県総合計画の変更について 

議案第19号 公安委員会委員の任命の同意について 

議案第20号 収用委員会委員の任命の同意について 

議案第21号 収用委員会委員の任命の同意について 

議案第22号 収用委員会予備委員の任命の同意について 

議案第23号 公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収する料金の上限の変更について 

報告第１号 専決処分の承認を求めることについて 

報告第２号 専決処分の承認を求めることについて 

 

（文書取扱 財政課） 
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 ２１５００－１１３４ 

                               令和８年６月 16 日 

 

 宮崎県議会議長 外山 衛 殿 

 

                                宮崎県知事 河 野 俊 嗣 

 

 

議 案 の 送 付 に つ い て 

 

 

 令和８年６月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。 

 

記 

 

議案第24号 令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 

議案第25号 副知事の選任の同意について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（文書取扱 財政課） 
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令和８年６月定例会

一 般 質 問 時 間 割

  ６月１０日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

  １ 自 由 民 主 党 坂口 博美 １０：００～１１：００

  ２ 自 由 民 主 党 野﨑 幸士 １１：００～１２：００ 休憩

  ３ 自 由 民 主 党 福田 新一 １３：００～１４：００

  ４ 未 来 へ の 風 脇谷のりこ １４：００～１５：００

  ６月１１日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

  ５ 県 民 連 合 立 憲 岩切 達哉 １０：００～１１：００

  ６ 自 由 民 主 党 山口 俊樹 １１：００～１２：００ 休憩

  ７ 自 由 民 主 党 黒岩 保雄 １３：００～１４：００

  ６月１２日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

  ８ 自 由 民 主 党 二見 康之 １０：００～１１：００

９ 自 由 民 主 党 山内いっとく １１：００～１２：００ 休憩

１０ 公 明 党 今村 光雄 １３：００～１４：００

  ６月１５日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１１ 自 由 民 主 党 荒 神  稔 １０：００～１１：００

１２ 自 由 民 主 党 本田 利弘 １１：００～１２：００ 休憩

１３ 自 由 民 主 党 日高 博之 １３：００～１４：００

  ６月１６日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１４ 公 明 党 工藤 隆久 １０：００～１１：００

１５ 県 民 連 合 立 憲 永山 敏郎 １１：００～１２：００ 休憩

１６ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １３：００～１４：００
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令和８年６月定例会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号
令和８年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正予
算（第１号）

可決

第３号
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第４号
宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改正す
る条例

可決

第５号
知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第６号 公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 可決

第７号
宮崎県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正
する条例

可決

第８号
宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例等の一部を
改正する条例

可決

第９号 宮崎県監査委員条例の一部を改正する条例 可決

第１０号 工事請負契約の変更について 可決

第１１号 工事請負契約の変更について 可決

第１２号 工事請負契約の変更について 可決

第１３号 工事請負契約の変更について 可決

第１４号 工事請負契約の変更について 可決

第１５号 工事請負契約の変更について 可決

第１６号 工事請負契約の変更について 可決

第１７号 財産の取得の変更について 可決

第１８号 宮崎県総合計画の変更について 可決

第２３号
公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収する料金の上限の
変更について

可決

第２４号 令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 可決 可決

報告第１号
専決処分の承認を求めることについて
　※　宮崎県税条例の一部を改正する条例

承認

報告第２号

専決処分の承認を求めることについて
　※　アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する自動車
　　に対する自動車税の種別割の特例に関する条例の一
　　部を改正する条例

承認

［請　願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第２０号
宮崎県に対し、精神障がい者２級を県の障がい者医
療費助成制度の対象とすることを求める請願書

不採択

番　号 件　名

常 任 委 員 会

議案・請願　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉会中の継続審査・調査申出一覧

令和８年６月定例会

委 員 会 名 事          件 理  由

総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査
調査を要

するため

厚 生 常 任 委 員 会
福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する

調査

調査を要

するため

商工建設常任委員会
商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する

調査

調査を要

するため

環 境 農 林 水 産

常 任 委 員 会
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

調査を要

するため

文 教 警 察 企 業

常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営

に関する調査

調査を要

するため

議 会 運 営 委 員 会
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運

営に関する調査

円滑な議

会運営を

図るため
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件                  名 議 決 月 日

知事提出議案第１号

  〃   第２号

  〃   第３号

  〃   第４号

  〃   第５号

  〃   第６号

  〃   第７号

  〃   第８号

  〃   第９号

  〃   第10号

  〃   第11号

  〃   第12号

  〃   第13号

  〃   第14号

  〃   第15号

  〃   第16号

  〃   第17号

  〃   第18号

  〃   第19号

  〃   第20号

  〃   第21号

  〃   第22号

  〃   第23号

  〃   第24号

  〃   第25号

令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）

令和８年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正

予算（第１号）

県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正

する条例

宮崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改

正する条例

知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一

部を改正する条例

公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例

宮崎県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を

改正する条例

宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例等の一

部を改正する条例

宮崎県監査委員条例の一部を改正する条例

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

工事請負契約の変更について

財産の取得の変更について

宮崎県総合計画の変更について

公安委員会委員の任命の同意について

収用委員会委員の任命の同意について

収用委員会委員の任命の同意について

収用委員会予備委員の任命の同意について

公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収する料金の上

限の変更について

令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）

副知事の選任の同意について

６月23日・ 可  決

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

    〃

６月16日・ 同  意

    〃

    〃

    〃

６月23日・ 可  決

    〃

６月23日・ 同  意
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議 案 番 号 件                  名 議 決 月 日

報   告 第１号

  〃   第２号

議員発議案 第１号

専決処分の承認を求めることについて

専決処分の承認を求めることについて

地方自治法第180条第１項の規定に基づき知事におい

て専決処分をすることができる事項の指定の一部改

正について

６月23日・ 承  認

    〃

６月23日・ 可  決
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議 員 発 議 案 等
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議 員 派 遣

令和８年６月２３日

次のとおり、議員を派遣する。

１ 令和８年度九州各県議会議員交流セミナー

(1) 目  的  九州各県議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等について

情報や意見の交換を行うことにより、政策提案その他議会機能の

充実を図るとともに、議員間の親睦を深め、ともに九州の一体的

な発展と地方主権の確立を目指す。

(2) 派遣場所  鹿児島県鹿児島市

(3) 期  間  令和８年８月６日（木）

(4) 派遣議員  荒神 稔   内田 理佐  中野 一則   渡辺 正剛

         重松 幸次郎  永山 敏郎  脇谷 のりこ
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請 願 一 覧 表
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 総  括  表

委 員 会

請   願

計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 － － －

厚 生 １ － １

商 工 建 設 － － －

環 境 農 林 水 産 － － －

文 教 警 察 企 業 － － －

計 １ － １
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 新 規 請 願

厚生常任委員会

請願番号 請願第２０号 受理年月日 令和８年６月１１日

請願の件名 宮崎県に対し、精神障がい者２級を県の障がい者医療費助成制度の

対象とすることを求める請願書

（請願の要旨）

 精神障がい者が安心して、精神科以外の医療機関にかかることが

できるよう、県の障がい者医療費助成制度の対象を、精神障害者保

健福祉手帳２級を所持する精神障がい者まで、早急に拡充していた

だくようお願いします。

（請願の理由）

 近年、「精神的」な病気は、特別な人がかかるものではなく、誰

でもかかる可能性のある病気です。精神疾患の患者数は国民の重要

５大疾病中１位となっています。令和６年現在における宮崎県内の

精神障害者保健福祉手帳所持者は１級（重度：６４８人）、２級（中

度：６，５０４人）、３級（軽度：５，２０５人）となっており、

２級・３級とも１級の約１０倍の該当者が存在しております。

国が障害者基本法の精神に則り３障がい者に差別なく医療費助

成を実施することが最善ですが障がい者（児）医療費助成制度の助

成対象者には精神障がい者は含まれておらず、各都道府県と各自治

体に委ねられているのが現状です。

当事者やその家族は生活や健康面からも親亡き後をいつも心配

されています。その中で現在の制度の中で「障がい者は同等に扱わ

れなければならない」と言われますが、身体・知的に比べて遅れて

いるのが現状です。

精神障がい者の２級・３級の方々はA型作業所やB型作業所に通っ

たりしておりますが、服薬や症状等によりなかなか就労も長続きせ

ず、収入もわずかであり、生活は安定しません。

しかも、医療費の精神科通院以外は一般の方々と同じく３割負担

となっており、当事者を支える老齢者の親の重い負担となっており

ます。

令和８年２月１１日付の新聞記事に至っては日本財団の調査に

よると親の高齢化や死亡などで介助できなくなる「親亡き後」の将

来に約８５％の家族が不安を感じているとされており、家族が担っ
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ている支援が継続できなくなるリスクがあるとして、地域での支援

の必要性を指摘しております。宮崎県も同じです。

全国では、多くの都道府県で精神障がい者手帳２級所持者まで自

己負担はなく、無料としている市町村も増えています。しかも県内

の身体・知的の２級、３級に当たる方は県や市からの助成がありま

すので平等であるとは言えません。

現状、働き口や収入手段を持たず、保護者（老齢化）の救済でし

か生きられない「当事者の生命」より優先されるものはありません。

当事者も、支える家族も、精神的にも経済的にも限界にきておりま

す。これまで、精神障がい者の医療費助成を求める声を上げてきま

したが、「気持ちはわかるが予算とする原資がない」との理由のみ

で置き去りになってきました。これを理由に採択されないのは「障

がいのある人もない人も共に暮らしやすい宮崎県づくり条例」にも

相反するものです。宮崎県独自の地域医療体制を目指し、確立させ、

精神障がい者福祉手帳２級までの公費負担の拡充をしていただき

ますよう切に要望いたします。

また、令和９年度には全国大会として障がい者のスポーツ大会も

宮崎県で行われます。障がい者が安心して暮らせる宮崎県として、

この制度が整っていくことにより宮崎県をアピールする姿勢が伝

わっていくのではないかと思います。

紹介議員 重松 幸次郎  図師 博規  前屋敷 恵美  岩切 達哉
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議 事 経 過
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月  日 曜 区   分 議 事 内 容

６月５日 金 本 会 議

開  会

会議録署名議員指名（日髙陽一議員、脇谷のりこ議員）

議会運営委員長審査結果報告

会期決定

議案第１号～第23号、報告第１号、第２号上程

知事提案理由説明

６月６日 土

休   会

（閉庁日）
６月７日 日

６月８日 月
（議案調査）

６月９日 火

６月10日 水

本 会 議

一般質問（坂口博美議員、野﨑幸士議員、福田新一議員、

脇谷のりこ議員）

６月11日 木 一般質問（岩切達哉議員、山口俊樹議員、黒岩保雄議員）

６月12日 金 一般質問（二見康之議員、山内いっとく議員、今村光雄議員）

６月13日 土
休   会 （閉庁日）

６月14日 日

６月15日 月

本 会 議

一般質問（荒神 稔議員、本田利弘議員、日高博之議員）

６月16日 火

議案第24号、第25号追加上程

知事提案理由説明

一般質問（工藤隆久議員、永山敏郎議員、前屋敷恵美議員）

採決（議案第19号～第22号）（同意）

議案・請願委員会付託

６月17日 水

休   会

常任委員会
６月18日 木

６月19日 金 特別委員会

６月20日 土
（閉庁日）

６月21日 日

６月22日 月 （議事整理）

６月23日 火 本 会 議

常任委員長審査結果報告

討論（議案第８号、第18号、報告第１号、第２号に反対、請願

第20号不採択に反対）（前屋敷恵美議員）

採決（議案第８号、第18号、報告第１号、第２号）（可決また

は承認）
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月   日 曜 区   分 議 事 内 容

６月23日 火 本 会 議

採決（議案第１号～第７号、第９号～第17号、第23号、第24号）

（可決）

採決（請願第20号）（不採択）

採決（継続審査・調査案件)（委員長の申出のとおり決定）

採決（議案第25号）（同意）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号追加上程、採決（可決）

議員派遣の件

副知事退任挨拶

閉  会
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  署 名

  宮 崎 県 議 会 議 長  外 山   衛

  宮 崎 県 議 会 副 議 長  山 下   寿

  宮 崎 県 議 会 議 員  日 髙 陽 一

  宮 崎 県 議 会 議 員  脇 谷 のりこ


